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はじめに　〜教育 ICT なぜ進める？どう進める？〜

	教育 ICT “トリプルA”の意義

ICT（Information & Communications Technology：情報通信技術）を教育分野で活用する意義
は、大きく三つの“A”に整理することができます。学びを活性化する“Active”、学びを最適化する
“Adaptive”、学びを支援する“Assistive”の 3点です。

Active（アクティブ）
ICT は、主体的・協働的で深い学びを実現するなど、

学びを活性化するツールです。例えば、自分の意見と
友達の意見を画面上で比較対照しながら思考・分析を
深めたり、自らの考えを表現力豊かにプレゼンテーショ
ンしたりすることができます。
また、1人 1台、いつでもどこでもつながる情報端

末を持つことで、興味・関心を持ったことをその場で
調べて記録・整理したり、共有・協働したりすること
が容易になります。ICT により、「学びの機動力」が高
まるのです。

Adaptive（アダプティブ）
ICT、とりわけビッグデータ、AI（人工知能）関連技

術により、1人 1人の習熟度が分析・可視化され、そ
れに応じた課題が出されるなど、学びが個々の児童生
徒にとって最適化されます。
また、わかりやすく「見える化」された学習記録デー

タを学校・家庭で共有し、教職員や保護者によるきめ
細やかな指導・助言へとつなげていくこともできます。
先生や家族が感じ取る子供たちの生の姿と、ICT によ
り収集・分析されるデータとが相まって、よりいっそ
う学校教育・家庭教育が個に応じたものへと充実して
いくのです。
さらに、クラスや学校、自治体等の単位で学習記録

データを収集・分析することで、エビデンスに基づき
学級・学校経営を推進していくことが容易になります。
ICTにより、「教育の説得力」が高まるのです。

▲	級友たちの意見を俯瞰しつつ熟議

▲	自分の習熟度を明瞭に把握

▲	先生の助言でさらにアダプティブに
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Assistive（アシスティブ）
ICT は、地理的制約や心身の障害、貧困など、様々

な困難を抱える子供たちの学びを支援するツールです。
例えば、「Web会議システム」を使えば、へき地の児
童生徒が離れた地域の児童生徒と交流し、多様な価値
観に触れたりすることが容易になります。ICT により、
子供たちの「学びの選択肢」が大きく増えるのです。
また、ICT は、授業だけでなく、業務の効率化等の

面でも教職員を支援するツールです。効率化により生
み出された時間は、個々の子供と向き合ったり、教材
研究をしたりする時間に転じ、児童生徒の学びの支援
がさらに手厚いものになっていくことが期待されます。
一方、児童生徒の学びを持続的に支援していくため

には、いじめの防止やセキュリティ対策など「安心・
安全の確保」や「校内体制の確立」、「財源確保・コス
ト削減」等が課題となります。これらの解決にも、ICT
は役に立ちます。例えば、いじめなど問題行動の匿名
通報システムや、紛失した情報端末を遠隔でロックす
ること等が可能なモバイルデバイス管理（MDM）、教
職員間のオンライン情報共有、ネットを通じた寄付募
集、電子化による印刷コストの削減等です。

以上の“トリプル A”は、図のとおり、“Assistive”を土台として、それぞれ重なる部分があります。
すなわち、ICTは、児童生徒や教職員等を様々な形で「支援」するものであることを前提としつつ、学び
を「活性化」したり、個々の児童生徒にとって「最適化」したりすることが期待されるツールなのです。

本書では、前半の「事例編」において、これら“ト
リプルA”の観点から、各地における ICT 活用の先進
事例をご紹介します。紙面の制約上、一つの「A」にフォー
カスして事例を編集・掲載していますが、ご紹介する
学校等の多くは、“トリプルA”を全て実践されていま
す。事例ごとに「問い合わせ先」を明記していますので、
詳細については必要に応じてご照会ください。

▲	海外の子供たちとも交流できる

▲	個々の子供と向き合う時間を拡大

Assistive

Active Adaptive

▲	教育 ICT トリプルAの意義
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	クラウドの活用で、さらに高まる効果

ICT のトリプルAの効果は、クラウドの活用により、
さらに大きなものとなります。クラウドとは「クラウド・
コンピューティング」の略で、「インターネットを通じ
てソフトウェアやデータなどを利用するコンピュータ
の利用形態」のことをいいます。
クラウドの活用により、インターネットにつながる

端末さえあれば、いつでも、どこでも、多様なデジタ
ル教材で学んだり、コミュニケーションを深めたりす
ることができます。インターネット経由で必要なソフ
トウェアやデータを利用しますので、例えば学校のパ
ソコンで解いていた問題の続きを家のタブレットで解
いたり、家のパソコンで書いていた作文の続きを学校
のタブレットで書いて仕上げたりするなど、学校・家庭・
地域で切れ目なく（Seamless：シームレス）学ぶこと
ができます。

また、データを端末に残さない形で利用できますの
で、端末を失くしたり、壊したり、盗まれたりしてもデー
タは失われません。クラウドの場合、データは災害リ
スクが少ない場所の堅牢なデータセンターで厳重に保
管されることが一般的であるなど、端末自体やUSB、
学校・教育委員会のサーバー内にデータを保管する場
合に比べ、安全・安心（Secure：セキュア）に利用で
きます。「銀行預金」と「たんす預金」の違いに例える
こともできるでしょう。

さらに、学校や教育委員会内に自前でシステムを構
築する場合、利用量が変動すればシステムを拡張・縮
小する必要性も生じてきますが、クラウドの場合、資産は持たず、サービスを利用するだけですので、
使いたいと思えばすぐに使え、利用量の増減にも柔軟に対応できる（Scalable：スケーラブル）のです。

クラウド

家庭など
学校

Webブラウザー

インターネットいつでも、
どこからでも
利用できる

▲	時間や場所、端末が違っても切れ目なく活用

▲	校外学習でもシームレスに活用

▲	データセンターでデータを安心・安全に保存

5
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加えて、クラウドの場合、端末へのデータ保存を前提としないため、端末に高いスペックが不要です。
慣れない教職員がサーバー等を管理する手間もなくなります。時間を含め、コストを抑えることができ
る（Savable：セーバブル）のです。

クラウドには、このように“4S”のメリットが、
学校にとって（for school）あります。総務省では、
これらのメリットを最大限に発揮可能な「教育クラ
ウドプラットフォーム」の実証を、2014 年度から
3年間にわたり、文部科学省と連携して行いました
（先導的教育システム実証事業）。

また、2016 年 6月 2日に閣議決定された「日本
再興戦略 2016」では、「今後の初等中等教育の情報
化を進めていく上で、教育コンテンツの活用や子供
の学習情報などをクラウド上で管理・共有していくことが有効であり、全国の学校現場に普及させる必
要がある」とされています。

総務省では、これらの実証事業の成果や政府方針等を踏まえ、「2020 年度にはクラウド上の教材等を
活用可能な学校が 100%になること」を目指し、学校現場へのクラウド普及に取組んでおり、本書はそ
の一環として刊行されたものです。

まず、クラウドを含む ICT活用の先進事例を掲載した「事例編」をお読みいただき、ICTをなぜ使うのか、
どう使うのか、ICT活用の目的・方法等について具体的なイメージをお持ちいただいたうえで、後半の「手
順編」も参考に、クラウドを中心とした ICT環境の整備・運用を着実に進めていただければと思います。

Secure
安全・安心に使える

Seamless
切れ目なく使える

Scalable
迅速・柔軟に使える

Savable
低コストで使える

4S

▲	クラウド活用のメリット
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本書の読み方

	「事例編」の読み方
「事例編」で紹介する事例は、6つの「大分類」に整理しています。アクティブ、アダプティブ、アシス
ティブのトリプルAの観点をもとに、アシスティブをさらに 4つの視点に分けたものです。そのうえで、
それぞれの事例の特性ごとに細かく「中分類」に分けています。また校種やキーワードなども記載して
おりますので、興味関心等に応じて事例をピックアップしてご確認いただけます。

●校種
紹介している事例が、自治体全体での取組の場合は「自治
体」、学校単位の取組の場合は「公立」「私立・その他」で
分けています。また、それぞれの校種を明記しています

●クラウドサービス
紹介している事例で導入・活用して
いるクラウドサービスの種別を掲載
しており、活用場面がイメージでき
ます

●概要表
自治体の人口、児童生徒数、使用している端末の種類・クラウド
サービス名、問い合わせ先などを掲載しています

●大分類／中分類
紹介事例が属する大分類／中分類を記載しています。な
お、複数の大分類／中分類が該当するような事例につい
ては、特徴的な内容にフォーカスして分類しています

●キーワード
クラウドや取組内容に関するキーワード
を掲載しており、紹介事例がどの側面に
フォーカスされた事例なのかが一目でわ
かります

●事例大分類 タブ
大分類のタブで色分けし、大分類ごとの事例を
簡単に探すことができます
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	「手順編」の読み方
「手順編」では、クラウドベースの ICT 環境を導入し、活用していくための手順を、5段階のプロセス
に区切り、段階ごとに留意すべき事項や具体的な手順を紹介しています。またそれぞれの段階について、
参考となる事例も掲載し、「事例編」ともリンクさせていますので、より具体的なイメージを得ることが
できます。

●関連事例の紹介
当該ページにて解説している内容について、「事例編」の中から
参考になる事例を紹介しています

●プロセス　タブ
クラウドベースの ICT 環境の導入・活用を実現する
までに必要な５段階のプロセスをタブにしています。
参照したいプロセスをタブから探すことができます
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自治体

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

公立 私立・その他 クラウドサービス キーワード

ドリル学習型教材

授業支援システム

家庭学習 協働学習

グランドデザイン

防災 1 人 1 台

Active

学校・家庭・地域を活性化する	
1人 1台環境でのクラウド活用

新地町教育委員会＜福島県相馬郡新地町＞

CASE

1

東日本大震災で甚大な被害を受けた福島県新地町。震災前から取組む ICT 教育はクラウドの活用によ
りさらに進化し、保護者からも高い評価を得るとともに、新入学児童数が増加に転ずるなど、顕著な成
果を出している。

新地町は、福島県の太平洋側（浜通り）の最北端に位置する人口約 8千人の町である。小学校は 3校
で児童数は約 450人、中学校は 1校で生徒数は 250人と少ない。
新地町教育委員会の伊藤 寛指導主事は、「我々が子供たちに深く関われるのは中学までですが、子供た

ちにとって学びは一生続きます。学習塾がほとんどないなど、都市部に比べて教育環境に恵まれていな
い町だからこそ、激変していく社会の変化に柔軟に対応し、自立して生き抜くための学力を学校教育に
おいて身につけさせたい、都市部との教育格差をなくしていきたいと考えています」と話す。
町の教育目標は「夢を育み可能性を伸ばす」。観海堂（明治時代に開校した共立学校）の向学精神がそ

の基礎にある。身につけさせる学力として「知識・技能」「思考力・判断力・表現力等」「学びに向かう力・
人間性」を挙げ、これらの学力を向上させるツールとして ICTに着目。2010年度から、タブレットの整備、
ICT支援員の配置を始めるなど、ICT教育に本格的に着手した。

	震災時に役立った学校 ICT環境
2011年3月11日に東日本大震災が発生。町の3分の1が津波で浸水し、震災関連死も含めると119人

の死者、行方不明者を出すなど、甚大な被害を受けた。一方、幸いにも学校施設の被害は小さく、ICT支
援員が中心となり、避難所での情報の収集や掲示、教育、レクリエーション等に、電子黒板やコンピュー
タ等の ICT機器がフル活用されたという。
一方、震災後には、保護者と十分な関わりを持てず

自己肯定感が希薄になったり、学習意欲が低下したり
した子供も見られたという。町の教育課題として、当
初の地域格差解消の他に、震災の影響を最小限に食い
止めること、そのために家庭学習の質を高めることが
新たに加わったのだ。
町では、震災前から ICT 教育に取組み始めた経験

も活かし、2011 ～ 2013 年度には町立尚英中学校が
「フューチャースクール推進事業」に参画。「ICT を通

▲	避難所となった学校の体育館や多目的ホール
で電子黒板が活用された
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じて楽しく学ぶ子供たちの姿は、保護者をはじめとした周囲の大人たちをも勇気づけ、陰ながら復興を
支えることとなりました」と伊藤氏は振り返る。2014年度からは、総務省「先導的教育システム実証事
業」の実証地域に新地町が指定され、クラウドを全面的に活用する形での先進的な ICT 教育が全小中学
校に広がり、定着していった。

	ICT 環境を完備するとともに、グランドデザインに基づき活用
本格的な取組開始から 7 年

を経て、ICT 環境はほぼ整っ
た。現在、小学校には普通教室
に 77 インチのプロジェクター
型電子黒板が、3～ 6年生の児
童にはタブレットが 1 人 1 台
配備されている。中学校には普
通教室に 50 インチのプロジェ
クター型電子黒板が、キーボー
ドを分離してタブレットとして
も使えるノートパソコンが 1人
1台配備されている。
また、校内の各教室にWi-Fi

のアクセスポイントを完備し、
動画再生でも遅延が起きない性
能を確保している。家庭学習用
にも、持ち帰り可能なモバイル
Wi-Fi ルーターを用意。質の高い家庭学習を推進できる環境を整えた。人的な面でも、各小中学校に ICT
支援員が 2人常駐している。
同町ではこれらの ICT環境を最大限有効に活用すべく、「ICTはあくまでツール」という大前提を掲げ、

「新地町 ICT活用グランドデザイン」を策定。ICTを活用した学びを「個々の課題に応じた学び」「主体的・
協働的な学び」「探求志向の学び」の 3点に整理して各学校に示し、目標や方向性を共有。具体的な取組は、
各校の特色を活かしながら進めている。

	アダプティブ・ラーニング実現に向けた ICT活用
グランドデザインの第 1テーマ「個々の課題に応じた学び」では、児童生徒それぞれの学習進度を把

握して「学ぶ内容の最適化」と「学ぶ方法の最適化」を図り、基礎力を身につけさせる。
まず「学ぶ内容の最適化」に関しては、特にドリル学習型コンテンツの「eライブラリ」を学校と家庭

双方で活用。子供たちはタブレットとモバイルWi-Fi ルーターを自宅に持ち帰り、自分のペースで問題
を解く。習熟度を子供や保護者が視覚的に把握できる点などが、家庭学習の質の向上につながっている
という。「教員にとっても、職員室など場所を選ばずにリアルタイムで家庭学習の状況を容易に把握でき
るため、授業準備や教材研究に役立っています。教員が“eライブラリ”の予習・復習課題を指示したり、
“schoolTakt”を使って導入型反転授業を行ったりすることもあります」と伊藤氏は語る。

なお、同町では持ち帰り学習の円滑な実施のために、各学校で方針を定めている。「タブレットは、学
習のみに利用します」「パスワードや IDを他の人に教えてはいけません」など、子供たちに使用ルール

新地町教育目標：「夢を育み可能性を伸ばす」
－ ICT 活用における研究テーマ －
    「ICT を活用して学びの質を高め、21 世紀を生き抜く力を育てる授業」

新地町立小・中学校の ICT活用における研究主題

探求志向の学び
Deep Learning

個々の課題に応じた学び
Adaptive Learning

主体的・協働的な学び
Active Learning

ICT を活用した学び
I
C
T
活
用
協
議
会
に
お
け
る
専
門
家
の
知
識

新
地
町
立
小
・
中
学
校
に
お
け
る
校
内
研
修

教員の授業力の向上 ICTを活用した指導力の向上

▲	新地町における ICT活用のグランドデザイン
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を徹底。保護者に対しても、授業参観の際にタブ
レットを試用してもらったり、家庭での適切な活
用方法を文書で示したりして理解と協力を促して
きた。
次に「学ぶ方法の最適化」に関しては、学習形

態を工夫。個人ごとの学習では情報の整理や処理
に集中させ、グループ学習では自然と話し合いが
生まれるように配慮している。例えば、ある課題
に対して、予習では各自に調査結果や意見をまと
めさせる。授業で一定の考え方から話し合いを深
める時には、似た考えの子供たちでグループを組
ませる。新たなアイデアを創出したい時には、違
う考えの子供たちでグループを組ませて多様な意
見に触れられるようにしている。これには、クラ
ウドの利用により、授業前に子供たちの考えた内
容が一覧で表示され、教員が意図的に、またスムー
ズにグループを編成できるようになったことが大
いに役立っている。

	アクティブ・ラーニング実現に向けた ICT活用
ICT 活用グランドデザインの第 2テーマ「主体的・協働

的な学び」では、発見学習、問題解決学習、体験学習、調
査学習などの能動的な学びにより、思考の活性化を促して
いる。さらに、主体的な学びによる思考や判断に基づき、
他者との議論により比較や合意形成を行い、よりよい解決
法や新しい知識の獲得を目指している。
その際、特に活用しているのが、授業支援／協働学習支

援ツールの「schoolTakt」「ロイロノート・スクール」だ。
複数の児童生徒が同じシートに同時に記入する機能や、個
人やグループで作成したシートを共有する機能が、意見交
換を活性化している。家庭でもじっくりと自分の考えを深
め、自由にシートへ記入できる。与えられた課題をあらかじめブラッシュアップしてから発表に臨めば、
自信を持って自分の意見を発表でき、意見交換にも十分時間を割けるなど、限られた授業時間の有効活
用にもつながっているという。

	ディープラーニング実現に向けた ICT活用
ICT 活用グランドデザインの第 3テーマ「探求志向の学び」では、すでに持っている知識や経験に発

想力などを加え、より深く課題解決にアプローチする方法を模索。ICTの活用と他者との協働を通じ、様々
な課題を解決していける人材の育成を目指している。
例えば、子供たちに既習範囲では解けない課題を与え、「schoolTakt」や「ロイロノート・スクール」

などの ICT ツールを駆使しつつ、グループでアイデアを出し合いながら課題解決を図らせる。新しい知

▲	持ち帰り学習の実施に関する保護者への文書

▲	映像（左）とシート（右）の共有による
交流学習
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識を得ることや、課題解決の手段として ICT を活用したり、他者と意見を出し合い協働したりすること
の必要性を子供たちに深く理解させるうえで、貴重な学びの機会となっているという。

	保護者も ICT教育を高く評価。数値的にも顕著な成果
ICT 活用に取組み始めた当初は、保護者から「昔のような教育に戻してほしい」という要望が寄せられ

たこともあった。しかし、実際に子供が家庭でタブレットやクラウドサービスを活用しながら学習する
姿を見て「魅力的な学習方法だ」と保護者は認識を改めたという。保護者へのアンケートでは、「ICT の
活用は他の町の保護者からうらやましがられるほどです」「年々有効に使われてきていると思います。個々
での使用もよいですが、調べ→まとめ→発表とグループワークなどでも使われていて、1人ではまとめる
のが難しくても協力することでやりきれるという経験を積んでいっているのもよいと思います」などの
感想が寄せられるようになった。「学力向上に効果的」と思う者が 93％、「学習意欲向上に効果的」と思
う者が 98％に上るなど、今ではほとんどの保護者が ICT教育を高く評価している。
また、学力向上の効果も現れており、子供たちが自分の意見を明確にして自信を持って発表する姿が

多く見受けられるようになったり、既習事項を活用して新たな課題に対して解決方法を考えたりするこ
とができるようになってきたという。さらに学力検査でも向上が見られつつあり、教研式標準学力検査
「CRT」（小学 4年から中学 2年の同集団を追跡して調査、全国平均を 100とした全国比で結果を得るこ
とができる）では 2015 年 2月と 2016 年 5月に実施した結果を比較すると全国比のデータが 3.83 ポ
イント上昇したという。
これらの成果は、入学児童数の増加にもつながっている。減少傾向にあった新入学児童数が、2017年

度には対前年度比で約 2割増となった。このような実績が評価され、同町は、総務省「ICT 地域活性化
大賞 2016」の奨励賞も受賞している。

リーダーから一言 	福島県相馬郡新地町 加藤町長
新地町の ICT活用教育は 2010年度から始まりました。甚大な被害をもたらした東日本大震災と福島県原子
力発電所事故の影響で、人口も大きく減少し、学校も通常の学びを行える環境ではありませんでした。そのよ
うな中、子供たちの学びを支えたのは教員の使命感、そして ICT機器と ICT支援員でした。ICTを活用して生
き生きと学ぶ子供たちの姿は大人に活力を与え、復興の後押しとなったのです。
現在、新地町ではクラウド等の先導的教育システムを活用した学びを実践しております。シームレスな環境
が生み出す新たな学びでは、反転授業等による家庭学習の充実が図られ、教員の適切な“しかけ”により資質・
能力を高める主体的・協働的な学びが実現されています。また、AR（拡張現実）技術を活用した観光客向け地
域紹介パンフレットの作成等により、子供たちが地域のよさを見つめ直し、広報する活動も進んでいます。こ
のような ICTの効果的な活用が、地域の活性化にもつながろうとしています。
「町づくりは人づくり」これは私が掲げた言葉です。教育長は「人づくりは教育から」と続けて様々な取組を
実践しています。ICT機器と子供たちの感性が調和しながら織りなす学びは、21世紀の新地町を、日本を、世
界を支える人材を生み出すと確信しております。� 福島県相馬郡新地町　加藤 憲郎 町長

人口／児童生徒数 8,260 人（2017年 4月 1日時点）／児童生徒数 約 700人

主な使用端末 タブレット、ノートパソコン

主に利用しているクラウドサービス ラインズ e ライブラリ、schoolTakt、ロイロノート・スクール

通信環境 モバイルWi-Fi ルーター、Wi-Fi（直接インターネット接続）

問い合わせ先 新地町教育委員会　TEL. 0244-62-4477
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クラウドサービス キーワード

授業支援システム

ドリル学習型教材

プログラミング教材

セルラーモデル 1 人 1 台

持ち帰り学習 個別学習

協働学習

自治体・公立

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

私立・その他

Active

セルラーモデルタブレットとクラウドで	
ICT化を一気に推進

渋谷区教育委員会＜東京都渋谷区＞

CASE

2

東京都渋谷区では、2015 年 4月の新区長就任を機に、ICT 教育を加速。実証研究を重ね、その成果
をもとに、セルラーモデルタブレットとクラウドで一気に学校の ICT化を図る。

	先進的なプログラミング教育から実証研究を開始
渋谷区では、2015 年 4 月の新区

長就任以来、ICT 教育への取組を加
速している。2015 年度には、猿楽
小学校が総務省 ICT ドリームスクー
ルに指定。日本マイクロソフト等と
連携し、「プログラミング教育とデジ
タルものづくり教育の実践」をテー
マに、6年生が 10 時限かけて理想
の家を「Minecraft」で設計。3Dプ
リンターでミニチュアを出力した。
2016 年度には代々木山谷小学校

がモデル校に選ばれ、5年生52人を
対象に、セルラーモデルのWindows
タブレットによる 1人 1台環境の実
証に取組んだ。セルラーモデルを選
んだ理由について、渋谷区教育委員
会学務課 副参事の加藤聖記氏は、い
つでもどこでもつながる安心感と初
期コスト負担の軽減を挙げる。Wi-Fi
モデルの場合、場所によってつなが
りにくい場合もあることや、環境整
備の初期コストを懸念したという。
渋谷区の場合、Wi-Fi が未整備だっ
たことも背景にある。

▲	児童が作成した 3Dミニチュア

▲	セルラーモデルなので、野外でも活用がスムーズ
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クラウドサービス キーワード

授業支援システム

ドリル学習型教材

プログラミング教材

セルラーモデル 1 人 1 台

持ち帰り学習 個別学習

協働学習

自治体・公立

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

私立・その他

Active

セルラーモデルタブレットとクラウドで	
ICT化を一気に推進

渋谷区教育委員会＜東京都渋谷区＞

CASE

2

東京都渋谷区では、2015 年 4月の新区長就任を機に、ICT 教育を加速。実証研究を重ね、その成果
をもとに、セルラーモデルタブレットとクラウドで一気に学校の ICT化を図る。

	先進的なプログラミング教育から実証研究を開始
渋谷区では、2015 年 4 月の新区

長就任以来、ICT 教育への取組を加
速している。2015 年度には、猿楽
小学校が総務省 ICT ドリームスクー
ルに指定。日本マイクロソフト等と
連携し、「プログラミング教育とデジ
タルものづくり教育の実践」をテー
マに、6年生が 10 時限かけて理想
の家を「Minecraft」で設計。3Dプ
リンターでミニチュアを出力した。
2016 年度には代々木山谷小学校

がモデル校に選ばれ、5年生52人を
対象に、セルラーモデルのWindows
タブレットによる 1人 1台環境の実
証に取組んだ。セルラーモデルを選
んだ理由について、渋谷区教育委員
会学務課 副参事の加藤聖記氏は、い
つでもどこでもつながる安心感と初
期コスト負担の軽減を挙げる。Wi-Fi
モデルの場合、場所によってつなが
りにくい場合もあることや、環境整
備の初期コストを懸念したという。
渋谷区の場合、Wi-Fi が未整備だっ
たことも背景にある。

▲	児童が作成した 3Dミニチュア

▲	セルラーモデルなので、野外でも活用がスムーズ

また加藤氏は、「タブレットは持ち帰り学習や
校外学習など、学校以外の場所で使うことを最初
から想定したこともあり、セルラーモデルが適当
であると考えました」と語る。
次期学習指導要領では、基礎知識の習得に重き

が置かれる一方で、アクティブ・ラーニングや課
題解決型学習などアウトプット型の活動も取入れ
ていかなければならない。こうした授業を実現し
ていくためには、話し合いや発表、協働作業の時
間をいかに確保するかが課題だ。渋谷区では、タ
ブレットを自宅に持ち帰ってドリル学習に取組ん
だり、翌日に話し合うテーマについて自宅で調べ
学習をしたりするなど、家庭学習の時間を上手に
活用することで基礎知識の効率的な習得を図り、
授業中に新たな時間を創出したい考えだ。
実証研究を実施した代々木山谷小学校では、タ

ブレットの持ち帰りについて、「当初の予想に反
し、好意的に受け止めてくれた保護者が多かった」
と加藤氏は振り返る。タブレットを活用しながら
情報リテラシーを身につけてほしいと考える保護
者が多かったという。

	個別学習や持ち帰り学習、協働学習にタブレットを有効活用
同校ではタブレットが120台導入され、5年生52人は 1人 1台、残りの端末を他の学年で共有。課題・

資料の提示、資料の検索、思考の可視化や共有化、表現の選択といった様々な学習場面でタブレットを
効果的に活用し、思考力・判断力・表現力の育成を図った。さらに、オンライン学習サービス「スタディ
サプリ」を活用した個別学習・家庭学習や、協働学習用教育ソフト「コラボノート for School」を用い
たアクティブ・ラーニングなどにも取組んだ。
スタディサプリは、日々の持ち帰り学習とともに、夏休みの家庭学習にも利用された。加藤氏は「全

体的に自宅で学習をやる子供が増えました。児童のアンケートからは、“授業が楽しみになった”という
意見も出てくるようになり、9割の子供が“もっとやりたい”と答えています」と語る。問題を解いたら
すぐに正誤判定されることや、わからない部分があってもすぐに解説動画が見られることが、学習意欲
の喚起につながったのではないかと分析している。保護者からも“学習に関わりやすくなった”といっ
た感想が寄せられているという。
コラボノート for School は、協働学習においても活用。児童が積極的に発言する姿や、自宅でしっか

り調べてきてから話し合いに参加する姿が見られるようになったという。「コラボノートの付箋を使って
自分の意見を述べたり、友達と意見交換したりすることで、人前で堂々と発表できる力につながりました」
と加藤氏。児童からは、「みんなの意見を知ることができて楽しい」などの感想も聞かれ、新たな気づき
を得たり、コミュニケーションを生み出したりするきっかけになっているようだ。
コラボノートは、夏休みの家庭学習にも活用。自由研究をまとめたり、読んだ新聞の感想を書き込み、

それに対して児童同士がコメントを送り合ったりする活動に取組んだ。夏休み終了後に意識調査を行っ
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たところ、学期期間中に比べ、夏休みにはコラボノートの使用時間が 1日あたり 2倍以上長くなったと
いう。
「家で友達の書いたものや作品を見たり、読んだりして良いところはまねしたい」「家で学級の友達の
書いたものを見たり読んだりすることをやってみたい」「家で学習するときに、友達からコメントをもら
えると嬉しい」という設問に対し、9割以上の児童が肯定的な回答をするなど、家庭での協働学習への活
用にも評価が高かった。

	セルラーモデルタブレット＋クラウド活用で ICT化を一気に推進
加藤氏は、スタディサプリやコラボノートなどクラウドサービスを活用するメリットとして、①学習

者のデータ保存に優れている、②セキュリティが高い、③ 1回ログインすれば、再びログインすること
なく他のサービスを利用できる（シングル・サインオン）の 3点を挙げる。「タブレットを導入した教育
機関では、学習者のデータ管理が課題になりますが、クラウドサービスの利用はその解決に有効だと考
えています。端末や学校のサーバーに学習者のデータが残るわけではなく、クラウドはセキュリティも
高い。また、シングル・サインオンで使用できることや、インストール不要で使用できることもよいで
すね」と語る。
これらの実証成果を踏まえ、渋谷区では 8,600 台のセルラーモデルタブレットを整備し、2017年 9月

より、全小中学校の児童生徒と教員を対象に 1人 1台環境を実現する予定だ。あわせて、家庭への持ち
帰りや、学習と校務両面でのクラウド化に取組むという。
さらに、全小中学校の普通教室に電子黒板機能付きプロジェクターと、協働学習用の画面転送装置を

整備するとともに、教員には指導者用デジタル教科書も導入する。これらの ICT環境整備に対し、2017年
度予算に 7億 8,200 万円を計上しており、一気に ICT化を進める方針だ。
加藤氏は、「これだけ大規模な予算で ICT 整備を進めることができた背景には、区長の方針と文科省の

方向性が一致したことが大きいでしょう。渋谷区はもともと ICT 環境整備が遅れており、次期学習指導
要領の実施に向け、直ちに準備しなければならないと考えました」と語る。

▲	コラボノート for School で、付箋を使って意見交換
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リーダーから一言 	東京都渋谷区 長谷部区長
渋谷区は 2016年 10月、20年ぶりに基本構想を改定いたしました。
新しい基本構想では、20年先を見据えて「ちがいをちからに変える街。渋谷区」と未来像を設定し、その実
現のために「A. 子育て・教育・生涯学習」、「B. 福祉」、「C. 健康・スポーツ」、「D. 防災・安全・環境・エネルギー」、
「E. 空間とコミュニティのデザイン」、「F. 文化・エンタテイメント」、「G. 産業振興」の 7つの分野に分けて課
題を整理し、ビジョンをとりまとめました。
20年後のことを考えてみると、どの分野においても IT、IoT、AI、ビッグデータといった言葉が当たり前の
ように出てきます。今の子供たちが大人になる時には、現在からは想像できないくらい ITにまつわる環境が進
歩しているでしょう。中には、今の子供たちが大人になって就職する頃には、今現在は存在していない仕事に
就く確率が 50％以上というデータもあるくらいです。
このような中、IoT 政策、ICT 教育の充実は待ったなしの状況です。とりわけ教育分野では、大きな意識の
変革が求められており、従来の知識詰め込み型の教育から、知識を応用・活用する力を養っていく教育への転
換が必要です。すなわち、頭の中に大量の知識を入れることが大事な
のではなく、インターネットの世界に大量に存在する知識の中からど
の知識を取捨選択し、その知識をどう使っていくか、というリテラシー
や応用力が問われていくということです。
そういった将来の見通しに基づき、渋谷区は今年度から区立の全小
中学生、教職員にタブレットを貸与し、教育現場で活用していきます。
大きな予算が必要となりましたが、未来への投資ということで区議会
の皆さまにもご理解をいただきました。また、このプロジェクトは、
教職員の働き方改革にもつながると考えています。新しいチャレンジ
ではありますが、多くの方々のご理解とご協力を得ながら、数年後に
は「やってよかった」と評価いただけるプロジェクトにしていきたい
と考えています。 東京都渋谷区　長谷部 健　区長

人口／児童生徒数 223,412 人（2017年 4月 1日時点）／児童生徒数 約 8,000 人

主な使用端末 Windows タブレット（実証研究時、キーボード付き）

主に利用しているクラウドサービス スタディサプリ、コラボノート for School（実証研究時）

通信環境 セルラーモデル（携帯電話通信網を経由）

問い合わせ先 渋谷区教育委員会事務局　教育振興課　学務課　ICT教育担当　
TEL. 03-3463-2920
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自治体・公立

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

私立・その他 クラウドサービス キーワード

ドリル学習型教材

解説指導型動画教材

アンケート

反転授業 協働学習

1 人 1 台 効果検証

大学との連携

Active

1 人 1台環境での ICT教育の成果を	
大学と連携して検証

武雄市教育委員会＜佐賀県武雄市＞

CASE

3

2015 年 4月に小中学生への 1人 1台タブレット貸与を実現するなど、全国に先駆けて ICT 活用を進
めてきた佐賀県武雄市。東洋大学現代社会総合研究所と連携し、活用成果の検証にも取組んでいる。

	全児童生徒へのタブレット貸与、全教室へのWi-Fi 整備
2010 年に iPad が国内で発売されて間もな

く、モデル校に 40台を導入してタブレット活
用を開始した武雄市。2014年4月には小学校、
2015年 4月には中学校で1人1台のタブレッ
トが全児童生徒に貸与されることとなった。電
子黒板も、全ての普通教室に導入されている。
さらにネットワーク環境についても、総務省「地
域の元気臨時交付金」を活用して全小中学校の
全教室に、Wi-Fi を完備。独立した 4つのネッ
トワークの下で、児童生徒と教職員が ICT を日
常的に活用できる環境が整っている。

	活用の中心は、武雄式反転授業
武雄市におけるタブレット活用の中心は、「ス

マイル学習」と名づけた武雄式反転授業である。
児童生徒がタブレットを家に持ち帰り、翌日の
授業に関連する予習動画を視聴するとともに、
アンケートや確認テストも行うという取組だ。
小学校では 3〜 6年生の算数、4〜 6 年生の
理科、2〜 4年生の国語、中学校では全学年の
数学と理科で実施される。動画は、児童生徒が
飽きずに視聴できるよう 5分程度の短いもの
で、教員が作成した原案をもとに民間企業が制
作。授業のダイジェスト、または予告編のよう

ケーブル
テレビ

インター
ネット

※独立した 4つのネットワークを設置

武雄市役所

先生用ネットワーク（職員室）

コンピュータ室（中学校のみ）

児童生徒用ネットワーク（有線）
［全教室（特別教室を含む）］

児童生徒用ネットワーク（無線）
［全教室（特別教室を含む）］

FireWallFireWall

VPN装置

VPN装置

各小中学校

ルータータブレット

サーバー

▲	武雄市の小・中学校における通信ネットワークの概要

▲	スマイル学習では授業での話し合い活動にもタブレッ
トを活用
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な内容となっている。2017 年 3月時点では、小学校で 215本、中学校で 72本の動画が用意され、そ
れぞれ必須授業時数の 4％、2％を占めている。
児童生徒が動画を家で視聴し予習してくることで、授業では協働学習や発展的な学習に重点を置くこ

とができるとともに、教員はアンケートや確認テストの結果を踏まえて授業における指導ポイントを修
正することもできるという。

	ICT 教育の成果を大学と連携して検証
同市では、スマイル

学習を始めとする ICT
教育について、東洋大
学現代社会総合研究所
と「武雄市 ICT 教育に
関する覚書」を締結し、
連携して検証を進めて
いる。検証報告書は、
これまで三次にわたっ
てとりまとめられ、公
表されている。
検証内容は多岐にわ

たるが、例えば、スマ
イル学習を「楽しかっ
た」「少し楽しかった」
と肯定的に評価する児
童は、「予習面につい
て」は 87.5％、「授業
面について」は 90.7%
に上っている。
また、スマイル学習

の実施率が高い小学校
では、「友達の前で自
分の考えや意見を発表
することが得意になっ
た」とする児童の割合
が、より高くなってい
るという。

▲	「武雄市 ICT教育に関する覚書」（抜粋）
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「スマイル学習をやって、友達の前で自分の考えや意見を発表することは得意になりましたか？」への回答

0％　　　10％　　   20％　　 30％　　  40％　　  50％　　　60％　　 70％　　　80％　　 90％　   100％

実施率上位（N＝118）

実施率下位（N＝93）

■ 当てはまる　■ どちらかといえば、当てはまる　■ どちらかといえば、当てはまらない　■ 当てはまらない

2015 年調査

33.9％（40） 31.4％（37） 26.3％（31）

21.5％（20） 31.2％（29） 28.0％（26） 19.4％（18）

8.5％
（10）

▲	スマイル学習の実施率が高い小学校の方が「自分の考えや意見を発表するのが得意になった」と回答する児童の割
合が高い

児童の保護者についても、スマイル学習の効果を肯定的に評価する者が増加。「子供が家で動画を視聴
しているのを見て、自分も授業の内容に興味を持つようになった」との声も寄せられているという。

「このスマイル学習の効果について、どのようにお考えですか？」への回答（小学生の保護者）

0％　　　10％　　   20％　　 30％　　  40％　　  50％　　　60％　　 70％　　　80％　　 90％　   100％

2016 年 7 月（N＝1,256）

2015 年 7 月（N＝1,207）

■ 効果があると思う　■ やや効果があると思う　■ どちらとも言えない　

■ あまり効果がないと思う　■ ほとんど効果がないと思う　■ わからない ※「スマイル学習」の内容をほとんど知らないと回答した保護者を除く

17.3％（217） 28.2％（354） 35.0％（440）

14.3％（172） 27.8％（335） 25.2％（304） 11.5％
（139）

3.6％
（43）

17.7％
（214）

8.3％
（104）

2.9％
（37）

8.3％
（104）

▲	スマイル学習を肯定的に評価する保護者の割合が増加

さらに、2017年にはスマイル学習利用授業と従来型授業の2グループに分けての比較研究も実施した。
標準学力調査の得点を参考に、同程度の学力水準となるように児童のグループを編成。小 4算数の「分数」
の 4時間目、「変わり方」の 1時間目の授業後に理解度テストを基礎（小テスト）5問と、発展（チャレ
ンジ）1問に分けて行った。
結果は、統計的に有意な差とはいい切れないものの、2つの単元ともにスマイル学習利用授業を受けた

児童の方が、平均点が高い結果になったという。

●分数 4時間目 ■ グループ 1（8 学級）　■ グループ 2（8 学級）

予習率 小テスト
点数

チャレンジ
点数 合計点数

スマイル学習
利用授業

従来型授業

平均 97.9％ 4.41 0.66 5.07

4.38 0.64 5.02平均

●変わり方 1時間目 ■ グループ 1（8 学級）　■ グループ 2（8 学級）

予習率 小テスト
点数

チャレンジ
点数 合計点数

スマイル学習
利用授業

従来型授業

平均 97.6％ 4.38 0.76 4.90

3.89 0.69 4.59平均

▲	スマイル学習利用授業を受けた児童の方が授業後の確認テストの平均点が高いという結果に

市では、大学による検証報告書の結果も踏まえ、ICT教育をさらに発展させていく方針だ。
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リーダーから一言 	佐賀県武雄市 ICT教育推進協議会座長 
松原氏

今、教育現場では明治以来の「黒板とチョーク」というツールだけの時代から、大きな変革が起こっています。
その第 1のフェイズは電子黒板とパソコンの利活用でしたが、第 2のフェイズはタブレットの利活用、第 3の
フェイズがクラウド等による動画などの教育コンテンツの利活用です。

多くの公立小中学校では、現在、第 1のフェイズにとどまっていますが、武雄市では、タブレットを全小中
学生に配備し、自宅での予習利用を進めることで、一気に第 3のフェイズにまで入っています。このことで、
一斉学習から、個別学習・協働学習も相互に組み合わせた学びの場への変革が進んでいます。

武雄市がいち早く導入した反転学習（スマイル学習）も、このタブレットの持ち帰りや動画等の教育コンテ
ンツの利活用により、本当の意味での予習という個別学習を、児童生徒が家庭で行ってくることができるよう
になりました。さらに、予習により、教室で複数の意見の交換や議論をする協働学習の時間も確保できるよう
になり、本格的なアクティブ・ラーニングの実施ができるようになってきています。

まさに、1人 1台のタブレットを利用したハイブリッド環境の展開は、学びのスタイルもハイブリッドにし
てきているといえます。

タブレットやクラウド等の環境整備を進めることで、個々の児童生徒に合わせた本来のアダプティブ・ラー
ニングも実現できます。それにより、個々の生徒の創造性や個性や多様性を育む時間をも生み出し始めています。
何よりも武雄市でのタブレット等を利用した授業での、児童生徒たちの嬉々とした顔と集中力がそれを物語っ
ています。

さらに、1人 1台の環境ができると、プログラミング教育や食育等のア
プリを利活用でき、様々な場での授業への ICTの利活用を進めることが可
能になってきます。

さらにまた、タブレットの特性を活かして、不登校の児童生徒の自宅学
習や、文字拡大や音声読み上げ機能等による特別支援教育等への対応も進
められています。

これからの ICTを利活用した教育の推進は、これまでの学力観、学習観、
学校観に大きな転換を迫っています。この転換を進めるためには、児童生
徒、教職員、保護者が、新しい学力観などの構築に向けて共通理解を持つ
ことが最重要であるといえます。

東洋大学副学長、
佐賀県武雄市 ICT 教育推進
協議会座長 松原 聡

人口／児童生徒数 49,433 人／小学校 2,827 人、中学校 1,305 人（2017年 3月時点）

主な使用端末 恵安製Android タブレット、東芝製Windows タブレット

主に利用しているクラウドサービス
SkyWay（遠隔授業）、C-Learning（Android でのスマイル学習のアンケー
ト）、ByTalk（Windows でのスマイル学習のアンケート）、ラインズ e
ライブラリ

通信環境 Wi-Fi（地域イントラネット等を経由）

問い合わせ先 武雄市教育委員会学校教育課　新たな学校づくり推進室　
TEL. 0954-23-8010、Mail. smile-edu@city.takeo.lg.jp
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クラウドサービス キーワード

授業支援システム 教材・データ集

教材管理・配信システム

オンラインストレージ ドリル学習型教材

協働学習 一斉学習

個別学習 1 人 1 台

情報活用能力 教材共有

公立

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

自治体 私立・その他

Active

7 年目を迎え、	
進化を続ける1人1台タブレット活用

三雲中学校＜三重県松阪市＞

CASE

4

2011 年度から 1人 1台のタブレット活用に取組む松阪市立三雲中学校。一斉学習、個別学習、協働
学習などを通じた日常的な ICT活用により、情報活用能力も向上している。

	日常的に ICTを活用
三雲中学校での 1人 1 台タブレット

活用は、2011 年度に総務省「フュー
チャースクール推進事業」の実証校と
なったことが発端だ。3年間の先導的な
実証を経て、2014 年 12 月には、米
Apple 社 の Apple Distinguished 
School（ICT を活用した教育において、
革新性とリーダーシップを持った優れた
教育を推進し、Apple の考える模範的な
学習環境を実現する学校を選定するプロ
グラム。全世界で数百校が選定）に、日
本から初めて選定された（2014～ 2016）。
 クラウドを含め、ICTの活用はすでに日常化している。例えば、授業支援システムの「ロイロノート・

スクール」を用いた協働学習や、豊富な学習コンテンツを揃えた「NHK for School」を用いた授業や個
別学習を展開。動画共有サイト「YouTube」も、フィルタリングソフト「i-FILTER」によってホワイト
リストを設定し、閲覧できる動画を制限したうえで活用している。ダンス動画を視聴して、それを参考
に自分たちのダンスを考えるなど、生徒たちにとって馴染みの深いクラウドサービスを教育に活かして
いるのだ。
さらに、オンラインの教材管理・配信システム「iTunes U」を利用して、教員が自作した教材を体系

的に管理し、生徒が自由にアクセスして学習できる環境を構築したり、オンラインストレージサービス
「Dropbox」を教職員のデータ共有に利用したりするなど、クラウドを最大限活用している。

家庭での復習や宿題にもタブレットは活用されている。例えば、デジタルドリル「eライブラリ」は、
生徒自身の習熟度に応じて進めることが可能で、特に弱点克服に効果を上げているという。

▲	1 人 1台のタブレットで日常的に ICTを活用する三雲中学校

ディスカッションスキル尺度 ※
5

4.5

4

3.5

3

2.5

2

1.5

1
場の進行と対処 積極的関与と自己主張 他者への配慮と理解

■ 1 年生　■ 2 年生　■ 3 年生

▲	2014 年 2月に実施した生徒アンケートの結果による。当時
の 3年生を、1年生から経年で比較
※�ディスカッションスキル尺度：話し合い場面において必要なスキルについて、
どれほどできるかを自己評価する尺度。「場の進行と対処」「積極的関与と自己
主張」「他者への配慮と理解」の 3側面から測定可能（最大値 5、最小値 1）。
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クラウドサービス キーワード

授業支援システム 教材・データ集

教材管理・配信システム

オンラインストレージ ドリル学習型教材

協働学習 一斉学習

個別学習 1 人 1 台

情報活用能力 教材共有

公立

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

自治体 私立・その他

Active

7 年目を迎え、	
進化を続ける1人1台タブレット活用

三雲中学校＜三重県松阪市＞

CASE

4

2011 年度から 1人 1台のタブレット活用に取組む松阪市立三雲中学校。一斉学習、個別学習、協働
学習などを通じた日常的な ICT活用により、情報活用能力も向上している。

	日常的に ICTを活用
三雲中学校での 1人 1 台タブレット

活用は、2011 年度に総務省「フュー
チャースクール推進事業」の実証校と
なったことが発端だ。3年間の先導的な
実証を経て、2014 年 12 月には、米
Apple 社 の Apple Distinguished 
School（ICT を活用した教育において、
革新性とリーダーシップを持った優れた
教育を推進し、Apple の考える模範的な
学習環境を実現する学校を選定するプロ
グラム。全世界で数百校が選定）に、日
本から初めて選定された（2014～ 2016）。
 クラウドを含め、ICTの活用はすでに日常化している。例えば、授業支援システムの「ロイロノート・

スクール」を用いた協働学習や、豊富な学習コンテンツを揃えた「NHK for School」を用いた授業や個
別学習を展開。動画共有サイト「YouTube」も、フィルタリングソフト「i-FILTER」によってホワイト
リストを設定し、閲覧できる動画を制限したうえで活用している。ダンス動画を視聴して、それを参考
に自分たちのダンスを考えるなど、生徒たちにとって馴染みの深いクラウドサービスを教育に活かして
いるのだ。
さらに、オンラインの教材管理・配信システム「iTunes U」を利用して、教員が自作した教材を体系

的に管理し、生徒が自由にアクセスして学習できる環境を構築したり、オンラインストレージサービス
「Dropbox」を教職員のデータ共有に利用したりするなど、クラウドを最大限活用している。

家庭での復習や宿題にもタブレットは活用されている。例えば、デジタルドリル「eライブラリ」は、
生徒自身の習熟度に応じて進めることが可能で、特に弱点克服に効果を上げているという。

▲	1 人 1台のタブレットで日常的に ICTを活用する三雲中学校

ディスカッションスキル尺度 ※
5

4.5

4

3.5

3

2.5

2

1.5

1
場の進行と対処 積極的関与と自己主張 他者への配慮と理解

■ 1 年生　■ 2 年生　■ 3 年生

▲	2014 年 2月に実施した生徒アンケートの結果による。当時
の 3年生を、1年生から経年で比較
※�ディスカッションスキル尺度：話し合い場面において必要なスキルについて、
どれほどできるかを自己評価する尺度。「場の進行と対処」「積極的関与と自己
主張」「他者への配慮と理解」の 3側面から測定可能（最大値 5、最小値 1）。

	情報活用能力が着実に向上
同校の生徒は、学習効果を実感した

ICT の活用シーンとして、①撮る、②書
く、③見る、④見せる、⑤送受信する、
⑥拡大する、の 6点を挙げる。タブレッ
トの主要な機能を総合的に使いこなして
いる様子がうかがえる。指導する教員も、
生徒が教室の内外で自主的・自律的に活
用シーンを広げていく姿に、情報活用能
力の向上を実感しているという。
こうした日常的な ICT活用の成果とし

て、三雲中学校では全国学力・学習状況
調査における B問題の得点で、ICT 導入
以降、向上が見られるという。また、生
徒のディスカッションスキルの向上も認
められた。
松阪市では 2015年度より、同校以外

での中学校 2校でも 1人 1台活用を開
始。小学校でもパソコン教室の更新にあ
わせてタブレットの導入を進めるなど、ICT活用を市内に広げていく方針だ。

    

▲	2015 年度より、1人 1台活用を開始した飯高東中学
校（現・飯高中学校）     

▲	同左、殿町中学校

人口／児童生徒数 165,918 人（2017年 4月 1日時点）／中学校 3校 930人

主な使用端末 iPad

主に利用しているクラウドサービス NHK for School、ロイロノート・スクール、iTunes U、Dropbox、
ラインズ e ライブラリ

通信環境 Wi-Fi（直接インターネット接続）

問い合わせ先 松阪市教育委員会事務局　学校支援課　
TEL. 0598-53-4385、Mail. gakushi.div@city.matsusaka.mie.jp
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クラウドサービス キーワード

グループウェア

ドキュメント制作ツール

BYOD

1 人１台

大学進学実績

私立・その他

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

公立自治体

Active

ICTの積極的な活用により	
大学進学にも成果

広尾学園中学校・高等学校＜東京都港区＞

CASE

5

私立の中高一貫校である広尾学園では、3つのコースの特性などに応じた端末を生徒が日常的に活用し
つつ、大学進学等にも成果を上げている。

広尾学園には、3つのコースがある。学年の内容を早く習得し難関大学・学部への進学を目標とする
「本科」、国際人の育成を標榜して英語を中心とした教育を進める「インターナショナルコース」、医師や
研究者を目指す生徒に必要なマインドを育成する「医進・サイエンスコース」だ。キーボードの必要性、
帰国子女や様々な国籍の生徒がともに学ぶといった環境など、各コースに適した端末を学校が指定（本科：
iPad、インターナショナルコース：MacBook Pro、医進・サイエンスコース：Chromebook）。入学時
に各家庭で購入し、その後の設定は学校が一括で行っている。

	1,650 人の生徒が接続可能なWi-Fi を整備
一 方、 ネ ッ ト ワ ー ク 環 境 は、

2011 年の新校舎建設時に学校が整
備。校内のどこからでもインターネッ
トにアクセスできるよう、1,650 人
の生徒が接続しても大丈夫なWi-Fi
環境を完備している。
さらに、クラウド型教育支援サー

ビスの「G Suite for Education」の
IDを生徒全員が持ち、必要に応じて
ツールを選択。これらの基盤のうえ
で、教員や生徒は日常的に ICT を活
用している。
副校長の金子暁氏は、「他校の先生

方を見ていると、ICT を導入したら
使わなくてはいけない、という強迫観念のようなものを感じることがあります。しかし当校では、必要
な場面で ICT を使うという姿勢が徹底されています。例えば、インターナショナルコースでは、同じテ
キストをMacBook Pro で見る生徒もいれば、Kindle の場合も、また紙で見ていることもある。それで
いいのです」と語る。

▲	自分に合った媒体をテキストに授業参加
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授業外でも、例えば文化祭では、中学 1年生から全員が多くの観客を前にプレゼンテーションを行う。
生徒は、各自が日常的にテーマを持って研究活動も実施。各自が自由に活用できるよう、3Dプリンター
などの最新設備も導入している。

	ICT 活用で引き出されたやる気が進学にも功奏
ICT の活用拡大により、大学進学実績も向上。本科コースの新入生全員が iPad を活用し始める前年の

2011 年に比べて 2017 年は、国公立大学合格者が 52人増加した。「京都大学医学部にも特色入試で合
格者を出しました。これは一般入試以上に価値のあることだと思います。医学部の推薦枠ということで、
京都大学が非常に力を入れて設けたものですから。そこに合致するような人材を育てることができまし
た。ICTを上手に活用することで、生徒のやる気を引き出すという一番重要なことを実現してきたことが、
大学進学実績にも結びついていると考えています」と、金子氏は胸を張る。

     

▲	広尾学園の合格実績の伸び

▲	iPad を使って学ぶ生徒

児童生徒数 1,650 人

主な使用端末 iPad、MacBook Pro、Chromebook 等

主に利用しているクラウドサービス Google Suite for Education、Moodle 等

通信環境 Wi-Fi（直接インターネット接続）

問い合わせ先 同校　TEL. 03-3444-7271（代表）
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私立・その他

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

公立自治体 クラウドサービス キーワード

SNS

授業支援システム

オンラインストレージ

協働学習

アクティブ・ラーニング

遠隔学習 異年齢交流

Active

「遠隔」「異年齢」交流による	
アクティブ・ラーニング

奈良女子大学附属中等教育学校＜奈良県奈良市＞

CASE

6

国立奈良女子大学附属中等教育学校では、クラウドの教育用 SNSや授業支援ツールをアクティブ・ラー
ニングに活用し、これまで実現が難しかった新たな生徒同士の交流機会を生み出している。

	これまで拾えなかった生徒の意見を SNSで拾い上げる
奈良女子大学附属中等教育学校における ICT活用の特徴は、教育用 SNS「ednity」を活用したアクティ

ブ・ラーニングだ。児童生徒のSNS使用にはネガティブなイメージもあるが、同校のICT活用の中心となっ
ている二田貴広教諭は、生徒全員がいつでも自由に意見を述べることができる SNSのメリットを授業に
活かしている。具体的には、挙手が苦手な生徒の意見を拾い上げたり、従来型の授業では困難な生徒同
士のリアルタイムな意見交換に用いたりするなど、新しいコミュニケーションツールとして取り入れて
いるのだ。
二田氏は、「これからの時代、クラウド上で他者と協力しながら仕事や課題解決に取組んだり、大量の

情報を精査したりしながらよりよい議論を行う力が必要です。そのような力を育むためにも、SNS やク
ラウドを積極的に活用していくことが重要だと考えています」と語る。

	教育用 SNSと授業支援ツールを併用したアクティブ・ラーニング
二田氏は、教育用 SNSの活用範囲をさらに広げるべく、総務省 ICT ドリームスクール事業で、2つの

実証研究に取組んだ。
一つは、「クラウドでの協働学習と教育用 SNS をハイブリッドした新たな協働学習の実践研究」。

ednity と授業支援システム「schoolTakt」
を併用してのアクティブ・ラーニングだ。
同校の 2年生、3年生を対象に、国語と総
合的な学習の時間で行われた。
目的は、「大量の情報を読み込み、他者

の論理や立場を把握して、価値判断し、意
見を述べ、自他の意見を俯瞰的に捉えて、
コンフリクトを恐れずによりよい議論を創
り上げられる態度と能力」の育成。教育用
SNS は、生徒が課題について調査・分析し ▲	schoolTakt で意見を共有し、さらに学びを深めていく
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た結果を発信し、他者と意見交換しながら自分の意見を形成していくために活用する。形成した意見は、
授業支援システム「schoolTakt」で発表。クラス全員で共有のうえ、さらに質問・議論を交わしていく
という流れだ。
「教育用 SNS は“タイムライン方式”で上から下にどんどん流れていくので、情報やコメントが増え
るほど、全体把握が難しくなります。その点を、“カード方式”で情報全体を一覧把握できる授業支援シ
ステムで補うのです。これにより、教育効果がさらに高まるのではないかと考えました」と二田氏。「タ
イムライン方式」と「カード方式」という 2つの異なる手段をミックスし、情報の発信・共有と整理・
俯瞰を行いながら、より深い学びへと進んでいくのだ。授業後のアンケートでは、育成目的として設定
した能力について、96%の生徒が「向上した」と答えたという。

	遠隔・異年齢でのアクティブ・ラーニング
もう一つの実証研究は「クラウドでの協働的学習による遠

距離間・異年齢の協働学習の実践研究」。同校の中学3年生と、
岡山県立岡山城東高等学校 2年生との遠隔・異年齢間による
アクティブ・ラーニングの取組だ。俳句や小説を学ぶ国語の
授業で、中学生が読解した内容に対し、schoolTakt で高校
生が質問し、議論を重ねることで解釈を深めていった。
生徒からは、「1人で考えていると自分の考えに縛られがち

だが、地域や年齢も違う他者と意見交換し、気づいたことを
自分の意見に取り込めることは大きなメリットだ」といった
感想が聞かれた。二田氏も、「学校内ではどうしても似た者同
士が集まりがちです。クラウドを利用すれば、学校や学年を
超えた学びの交流機会を生み出すことができ、生徒によい刺
激を与えることができます」と成果を振り返る。これからの
社会では、地域や年齢等を超えて多様な人々とオンラインで
意見交換し、協働で物ごとを進める機会が多くなる。そう見
込み、学校教育の場で経験を積み重ねさせているのだ。
さらに二田氏は、教育用 SNS とオンラインストレージ

「Google ドライブ」を併用した実践も試みている。Google
ドライブに保存した動画データのリンクを ednity で共有し
て、動画に対するコメントや評価をフィードバックし合うと
いう取組だ。
今後も、「複数のメディアを効果的に組み合わせ、多様なア

クティブ・ラーニングの形を目指していく」と二田氏は決意を語る。

▲	遠隔・異年齢間での交流学習

児童生徒数 726 人

主な使用端末 iPad84 台（2クラスが全員で同時使用可）、
Windows デスクトップパソコン

主に利用しているクラウドサービス schoolTakt、ednity

通信環境 Wi-Fi（地域イントラネット等を経由）

問い合わせ先 同校　TEL. 0742-26-2571、Mail. t-futada@cc.nara-wu.ac.jp
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教材配信システム

国際バカロレア（IB)

BYOD 1 人 1 台

課題探究的な学習

公立

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

自治体 私立・その他

Active

探究型学習が中心の	
国際バカロレア校におけるクラウドの活用

札幌開成中等教育学校＜北海道札幌市東区＞

CASE

7

全国の公立校で初めて国際バカロレアに認定された札幌市立札幌開成中等教育学校。個人所有のタブ
レットによるクラウド活用が、生徒の多様な学びを支えている。

	文房具のようなタブレット活用が定着。3年時から個人購入へ
札幌開成中等教育学校は 2015 年に開校した市立の中等教育学校（完全中高一貫校）だ。同校は、国

際的な大学入試資格とそのプログラム「国際バカロレア（IB）」に、全国で初めて公立校として認定された。
一般的な公立校のカリキュラムとは異なり、課題探究的な学習を重視する IB のプログラムを実践し、「生
涯にわたって学び続ける力」の育成を教育理念に掲げている。
同校では、開校当初からタブレット（iPad mini）の 1人 1台体制を導入。端末はWi-Fi モデルを選択し、

校内にはWi-Fi を完備している。IB の授業では全ての教科において、レポート作成やプレゼンテーショ
ンなど、学んだ内容をアウトプットする活動が多い。こうした学習において、1人 1台の端末は、“文房
具”のように必須のものとして定着しているという。1〜 2年生は学校貸与としている iPad mini だが、
2017 年度からは 3年生になった段階で、各家庭で購入してもらい、その端末を学校に持参し授業でも
活用（BYOD：Bring Your Own Device）することにしている。

	活発な活用を支える大容量の個人ストレージ
IB プログラムでは、学んだ内容を自分なりにどう

解釈し、どう表現するかが問われる。例えば、体育
の短距離走では速く走ることを競うのではなく、「ど
うすれば速く走ることができるか」という課題に対
し、自分で調べて答えを探し、レポートにまとめて
提出する。国語の授業では、表現者の意図や技法
に気づく目を育てることをねらい、映像制作なども
行っている。こうした探究学習や研究活動が全教科
で活発に行われているため、生徒ごとにレポートや
スライド、写真や動画など、大きなデータの保存場
所が必要になる。そこで同校では、クラウドストレー
ジ「OneDrive」を導入した。 ▲	電子顕微鏡で捉えた細胞を iPad mini で撮影

28

Active　学びを活性化する／協働的・探究的学習を活性化



A
ctive

学
び
を
活
性
化
す
る

A
daptive

学
び
を
最
適
化
す
る

制
約
・
困
難
の
克
服
に
よ
る
支
援

安
心
・
安
全
の
確
保
に
よ
る
支
援

校
内
体
制
の
確
立
に
よ
る
支
援

財
源
確
保
・
コ
ス
ト
抑
制
に
よ
る
支
援

A
ssistive

学
び
を
支
援
す
る

OneDrive を選んだ理由は、札幌市が契約していた教育機関向けライセンスプログラム「OVS-ES」の
特典の一部として、対象機関に所属する生徒が無料で使うことができたからだ。これにより、1人 1TB
ものクラウドストレージを使用できる環境を追加費用なしで整備できた。このように、自治体で保有す
るライセンスには教育機関で利用可能な特典がついている場合もあるので、確認のうえ活用してみるこ
とも、環境整備の有効な手段の一つと言えよう。

	ICT 活用で、自分の考えを伝えたいという意欲も向上
同校でMYP（中等教育プログラム）コーディネー

ターを務める西村 里史教諭は、「生徒は本当に楽し
そうに学んでいます。やらされている感はなく、視
察に来られた多くの方から“生徒がとても楽しそう
ですね”と言ってもらうことが多いです」と話す。
このような学びの“楽しさ“の根底にあるのは、教
師から生徒へ、一方的に知識を教え込むような授業
ではなく、生徒自身が課題を発見してその解決に取
組むことを重視し、学校の学びを社会へとつなげる
仕組みだと西村教諭はいう。そのうえで、疑問点を
すぐに調べることができたり、友達同士で必要な資
料をすぐに取り出して話し合えたりできる ICT 環境
は、生徒たちの学ぶ意欲を刺激しているというのだ。
さらに、西村教諭は「プレゼンテーション能力や、相手に伝える能力の成長も著しいです」と語る。

学んだ内容をアウトプットすることは、生徒のプレゼンテーション能力を向上させるだけでなく、自分
の考えを伝えたいという意欲も育てるのだという。

	クラウドサービスを効果的に使い分け、さらに進化
同校ではクラウド活用をさらに進化させるべく、2017 年度からはオンライン教材配信サービス

「iTunes U」も導入した。クラスや教科ごとに教材やデータを管理しやすいため、今後は個人の作業途中
のファイルは「OneDrive」、完成した教材や作品の保存・配信は「iTunes U」とするなど、両者を効果
的に使い分けていく方針だ。
また、2017 年度から中学 3年生を対象に個人購入の iPad mini を活用することから、端末管理とし

てMDM（Mobile Device Management）も導入。端末を自宅と学校で使うようになるため、MDM
で安心・安全な活用を進めていくという。
西村教諭は長期的なビジョンとして「現在は 1年生と 2年生は学校貸与の端末を活用していますが、

いずれは入学当初から BYODを導入する動きになると考えています」と語る。

▲	学んだ内容をアウトプットする際に iPad mini
も活用

人口／児童生徒数 1,957,685 人（2017年 4月 1日時点）／ 480人（1、2、3学年のみ）

主な使用端末 iPad mini 480 台

主に利用しているクラウドサービス Microsoft OneDrive、iTunes U

通信環境 Wi-Fi（直接インターネットに接続）

問い合わせ先 同校　TEL. 011-788-6987（代表）
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Active

中核市レベルで初めて国の目標を上回る	
教育用コンピュータ整備を達成

岐阜市教育委員会＜岐阜県岐阜市＞

CASE

8

岐阜市は積極的な ICT環境の整備を進め、2016年度には全国 43の中核市として最も早く、国の整備
目標を上回る 3.4 人に 1台の教育用コンピュータ整備を達成。協働的な学習や地域での学習などで幅広
く活用している。

	ICT 教育の環境を段階的に整備
岐阜市は、子供たちが ICTや AI を理解し、使いこなす力を身につけることを目標に、ICT教育を積極的

に進めている。2003年度に市内の全小中学校をネットワークで結び、様々な情報をネット上で共有可能
にする「ぎふネットスクール」を開設。2004年度からは、普通教室で利用できるノートパソコンやパソ
コン教室の整備・更新を全小中学校で行っている。2013年度には、全小中学校、岐阜特別支援学校、市
立岐阜商業高等学校の50型デジタルテレビを電子黒板化するとともに、小学校に国語、書写、社会、算数、
理科、音楽、中学校には国語、社会、数学、理科、技術、家庭、英語の指導者用デジタル教科書を導入した。
また、2014年度から、小中学校各１校においてタブレットを試験的に導入。その成果も踏まえ、2016年

度当初予算に約 1億 7千万円を計上し、小学校 47校に 2,060 台、中学校 22校に 1,840 台、特別支援
学校に 160台、計 4,100 台のタブレットを整備した。その結果、同市は中核市で最初に、国が目標とし
て掲げる「3.6 人に 1台」を上回る「3.4 人に 1台」の教育用コンピュータ整備を達成した。

	3 段階での教員研修や運用改善などにより、活用を促進
導入したタブレットはWi-Fi モデルであり、あわせてWi-Fi も整備。コスト削減の観点から可搬型の

アクセスポイントを採用したが、1校あたり小学校で 5セット、中学校で 10セットを用意し、使いたい
時に使える環境を確保している。市教育委員会の担当者は、「導入後 1年が経ちましたが、ほぼトラブル
なくつながっています。一方で、『可搬型は使う場所まで持ち運ばないといけないので、少し手間がかかる』
という声もあがってきました。そこで、職員室などでまとめて保管するのではなく、よく使う場所があ
ればそこにあらかじめ置いておくといった運用を提案しています。その他、情報コンセントのない校外
には持ち出さない、などの留意点も合わせて伝えるようにしています」という。
さらに同市では、タブレットや可搬型アクセスポイントの導入に合わせ、3段階で教員研修を実施した。

① ICT活用への関心・熱意が特に強い教員（61人）に対する、民間の ICT支援員や教育委員会による研修、
②各校 1人の情報主任者（教員）に対する、民間企業（日本マイクロソフト、スカイ）との連携による研修、
③全教員に対する、情報主任者やタブレット提供企業による研修だ。

▲	アクティブ・ラーニングの場「アゴラ」
での協働学習
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中核市レベルで初めて国の目標を上回る	
教育用コンピュータ整備を達成

岐阜市教育委員会＜岐阜県岐阜市＞

CASE

8

岐阜市は積極的な ICT環境の整備を進め、2016年度には全国 43の中核市として最も早く、国の整備
目標を上回る 3.4 人に 1台の教育用コンピュータ整備を達成。協働的な学習や地域での学習などで幅広
く活用している。

	ICT 教育の環境を段階的に整備
岐阜市は、子供たちが ICTや AI を理解し、使いこなす力を身につけることを目標に、ICT教育を積極的

に進めている。2003年度に市内の全小中学校をネットワークで結び、様々な情報をネット上で共有可能
にする「ぎふネットスクール」を開設。2004年度からは、普通教室で利用できるノートパソコンやパソ
コン教室の整備・更新を全小中学校で行っている。2013年度には、全小中学校、岐阜特別支援学校、市
立岐阜商業高等学校の50型デジタルテレビを電子黒板化するとともに、小学校に国語、書写、社会、算数、
理科、音楽、中学校には国語、社会、数学、理科、技術、家庭、英語の指導者用デジタル教科書を導入した。
また、2014年度から、小中学校各１校においてタブレットを試験的に導入。その成果も踏まえ、2016年

度当初予算に約 1億 7千万円を計上し、小学校 47校に 2,060 台、中学校 22校に 1,840 台、特別支援
学校に 160台、計 4,100 台のタブレットを整備した。その結果、同市は中核市で最初に、国が目標とし
て掲げる「3.6 人に 1台」を上回る「3.4 人に 1台」の教育用コンピュータ整備を達成した。

	3 段階での教員研修や運用改善などにより、活用を促進
導入したタブレットはWi-Fi モデルであり、あわせてWi-Fi も整備。コスト削減の観点から可搬型の

アクセスポイントを採用したが、1校あたり小学校で 5セット、中学校で 10セットを用意し、使いたい
時に使える環境を確保している。市教育委員会の担当者は、「導入後 1年が経ちましたが、ほぼトラブル
なくつながっています。一方で、『可搬型は使う場所まで持ち運ばないといけないので、少し手間がかかる』
という声もあがってきました。そこで、職員室などでまとめて保管するのではなく、よく使う場所があ
ればそこにあらかじめ置いておくといった運用を提案しています。その他、情報コンセントのない校外
には持ち出さない、などの留意点も合わせて伝えるようにしています」という。
さらに同市では、タブレットや可搬型アクセスポイントの導入に合わせ、3段階で教員研修を実施した。

① ICT活用への関心・熱意が特に強い教員（61人）に対する、民間の ICT支援員や教育委員会による研修、
②各校 1人の情報主任者（教員）に対する、民間企業（日本マイクロソフト、スカイ）との連携による研修、
③全教員に対する、情報主任者やタブレット提供企業による研修だ。

▲	アクティブ・ラーニングの場「アゴラ」
での協働学習

	協働学習を活性化するクラウドとスペース
現在、導入したタブレットは、ドリル学習などによる知

識の習得、技術・家庭科や体育などでの技能の習得、調べ
学習、話し合い活動、表現活動など多岐にわたって活用さ
れている。例えば、タブレットと電子黒板を連携させた授
業では、「Office 365」の PowerPoint により作成した資
料を電子黒板に映し出して発表したり、他の生徒の資料と
比較したり、議論したりしながら、「協働的な学習」を進め
ている。
また、2016 年度には、市内の全中学校（22校）の空き

教室などを利用し、アクティブ・ラーニングのためのスペースである「アゴラ」も整備。自由にレイア
ウトできる可動式のテーブルやイス、ホワイトボードを配置し、非日常感を演出するとともに、知的創
造の場をつくり、学習意欲を向上させることをねらいとしたこのスペースでも、タブレットが活用され
ている。アゴラは国語や英語など言語活動での利用が多いが、他の教科でも、特定の課題について考え、
調べ、他の生徒と意見交換して多様な視点を得る活動などに利用される。他にも学級活動での学校行事
の企画づくりや、活動の振り返り、成果・課題の共有、生徒会活動や部活動のミーティングなど、幅広
い用途で使われている。
このようなタブレットを利用した授業について、90％以上の児童生徒が「楽しい、わかりやすい」と

アンケートに回答しているという。
さらに、地域における学びでも、導入したタブレットが活用されている。その中心は、「岐阜市型コミュ

ニティ・スクール」だ。地域住民との協働により行う「ふるさと学習」において、対象として設定した
地域にタブレットを持って訪れ、撮影や調査、交流などを行う他、児童生徒が、作成した資料などをタ
ブレットで見せながら地域の人に説明を行う場合もあるそうだ。

	今後はクラウド活用の範囲を拡大、プログラミング教育も先駆的に実施
同市では「5年先行く教育」を目指し、将来的なクラウド活用範囲の拡大を検討している。合わせて「エ

ビデンスに基づく教育」推進の一環として、2016年度よりベネッセ教育総合研究所と連携し、学習デー
タやタブレットの稼働率、生徒それぞれの取組状況などを分析するとともに、教員による働きかけの効
果なども数値化することで、ICT教育の成果の可視化にも取組んでいく方針だ。
さらに、2020年度からの小学校におけるプログラミング教育の必修化に先駆け、岐阜市では 2017年

度よりプログラミング教育を開始。月1回土曜日に実施されている、中学生を対象にした才能開花教育「ギ
フティッド」にも、高度なプログラミング教育の講座を追加した。

人口／児童生徒数 412,254 人（2017年 4月 1日時点）／
小学生 21,676 人、中学生 11,231 人（2016年 5月 1日時点）

主な使用端末
タブレット（別途キーボード有り）、タブレット（キーボード無し）、ノー
トパソコン、プロジェクター、実物投影機、マグネットスクリーン、プロジェ
クターカート

主に利用しているクラウドサービス Office 365

通信環境 Wi-Fi（地域イントラネット等を経由）

問い合わせ先 岐阜市教育委員会 学校指導課 岐阜市教育研究所　
TEL. 058-241-2114、Mail. akachi@city-kyouken.gifu-gif.ed.jp
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クラウドサービス キーワード

ドリル学習型教材

授業支援システム

2 人 1 台 個別学習

協働学習

デジタルポスター

公立

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

自治体 私立・その他

Active

限られたタブレットを	
協働学習・個別学習にフル活用

土庄小学校＜香川県小豆郡土庄町＞

CASE

9

土庄町立土庄小学校では、クラウドの授業支援ツールを協働学習に活用し、「教員が教えすぎない学習
空間づくり」を行っている。個別学習についても、限られたタブレットを時間差で使用することで、学
習時間をしっかりと確保している。

	2 人で 1台のタブレットを個別学習に最大限活用
香川県の小豆島にある土庄町立土庄小学校では、「児童の興味・関心の向上」「基礎学力の定着」「プレ

ゼン力・発信力の育成」「探究型学習やアクティブ・ラーニングの推進」「協働学習の推進」の目的で ICT
を活用し、より多様な学びを実践している。
現在は児童 2人で iPad1 台を使用する環境だが、朝の読書の時間に、iPad を使う児童と読書をする児

童に分け、昼のドリルの時間はそれを逆にするなど、使用する時間帯を変えることで、限られた iPad を
フル活用している。iPad での個別学習に用いているのは、新聞記事の閲覧と漢字ドリルがセットになっ
たデジタル教材「毎小ニュース＆漢字ドリル」や、算数
のデジタル教材「やる Key」だ。
「やる Key」については、連休時に家庭に iPad を持ち
帰って活用。同校の ICT 活用の中心となっている岡亨教
諭はいう。「休み明けに習熟度や家庭学習の時間などを把
握し、児童をほめたり、はげましたりしながら、それぞ
れに応じた指導でフォローしていきました。児童は、み
なタブレットでの学習が大好きで、理解しないまま先の
単元に進むことが少なくなり、意欲的に学習するように
なりました」。

	クラウド活用で、待ち時間なく、失敗を
恐れない試行錯誤が可能に

岡教諭は、4年生の総合的な学習の時間「土庄っ子」
の授業で、クラウドの授業支援サービス「MetaMoJi	
ClassRoom」を用いたデジタルポスター作りにも取組ん
でいる。児童はグループに分かれ、各自が iPad を使って ▲	児童がつくったデジタルポスター
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同時に書き込んだり、その場で話し合ったりしながら編集作業を進めていく。
「児童の作業状況を机間巡視することなく、リアルタイムで俯瞰できます。つまずいている児童に対し
て、個別にアドバイスできるのもいいですね」と岡教諭。児童にとっても、模造紙でポスターを作る場
合とは異なり、書き込む順番を待つ必要がなく、いつでも自由に書き込みが可能だ。また、写真や色を
豊富に使って仕上げることもできる。デジタルポスターなら何度でもやり直せるので、失敗を恐れずに
試行錯誤できるのだ。

	ICT の活用による「教えすぎない学習空間づくり」
ICT の活用を通じ、岡教諭は「教師が教

えすぎない授業ができていると感じます」
と話す。中でも協働学習においては、教師
が教えることはほとんどなく、児童同士が
知っていることを教え合ったり、協力する
場面が多く見られるという。「デジタルポ
スター作りはタブレット上の作業がメイン
になるので、細かい作業などは 4年生には
難しいかもしれないと思いましたが、子供
たち自身で課題を解決しながら進めること
ができました」と語る岡教諭。このような
活動を通じ、クラス全体の雰囲気がよくな
り、「もっと友達の役に立ちたい」という
自己有用感も育まれているという。

	クラウドを利用すべき学習場面の見極めが重要
岡教諭は、写真やデータの保存・共有など、クラウドは教育的にも利用価値が高いと話す一方、児童

のさらなる学力向上を目指すためには、クラウドを利用する場面の見極めが教員の側に必要だという。「小
学生の場合は、紙を使って情報を精査したり、編集したりする場面も大事です。どのような学習活動で
クラウドが有効か、教員の判断が重要ですね」と語る。
今後の取組について岡教諭は、地図アプリ「マピオン・アクティブラーニングマップ」での校外学習や、

辞書アプリ「DONGRI」での家庭学習にも活用範囲を広げていきたいと話す。2017 年度からは英語や
国語のデジタル教材を使った実証研究にも取組むという。

▲	瀬戸内に面した島の学び舎

人口／児童生徒数 13,621 人（2017年 4月 1日時点）／児童数 551人

主な使用端末 iPad

主に利用しているクラウドサービス MetaMoJi ClassRoom、やる Key、毎小ニュース＆漢字ドリル、マピオン・
アクティブラーニングマップ

通信環境 Wi-Fi（直接インターネットに接続）

問い合わせ先 TEL. 0879-62-0068
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Column 	クラウドを活用した主権者教育
神戸新聞社では、これまでNIE（教育への新聞活用）で培ったノウハウを活かし、教育へのクラウド活用を
研究している。例えば、2016年度には総務省「ICTドリームスクール実践モデル」に指定され、選挙権年齢の
18歳への引き下げも踏まえた主権者教育を、兵庫県立三田祥雲館高校と明石城西高校の2校において実施した。

1 事前準備
新聞づくりに向けた準備として、生
徒は神戸新聞社の出前授業により、新
聞記事制作のノウハウを学び、授業支
援システムの「SchoolTakt」の操作を
学習。また、前県議会議長への取材に
向けて、神戸新聞の記事を生徒たちに
渡すことで、県政をとりまく状況の理
解を促すとともに、グループ学習をと
おして地方議会や選挙に関する質問や
提案をまとめさせ、テーマ選定や情報
収集など「自ら考え、調べる力」も伸
ばした。

2 県議取材（Skype）
両校と県議会の3か所を Skype でつ

なぎ、三田祥雲館高校は 2年生・3年
生の計4人、明石城西高校は2年生3人
が、前県議会議長に対し、政治とカネ
の問題や選挙権年齢の引き下げに関す
る疑問をぶつけた。質問のテーマは、「地
方議会」「政務活動費、政治とカネ」「18歳
選挙権」の 3つ。前議長が自らの経験
を交えて答えると、生徒たちは熱心に
メモをとったり質問をしたりした。

3 新聞制作
県議への取材を経て、グループワー

クで編集会議を行い紙面のレイアウト
や編集方針を決めた後、実際のレイア
ウトや逆三角形型の記事を起こしたり、
見出しをつけたりするなどして、制作を
進めていった。

4 Skype 交流と仕上げ
Skype で、両校の生徒が互いの紙面

に対して意見を交わした。また関西学
院大学の教授にも参加してもらい、生
徒が作成した新聞やその切り口に対す
る講評をもらった。その後、交流授業を
通じて得られた気づきや、新聞社の視
点を加えて、新聞を仕上げていった。

三田祥雲館高校 	 明石城西高校
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問い合わせ先 神戸新聞社 教育 ICT 室　TEL. 078-362-7009

参考URL https://www.kobe-np.co.jp/

▲	生徒たちの作品例（三田祥雲館高等学校）

参加した生徒たちは、「政治は遠い世界だと思っていたが身近に感じられた」「若者からもっと歩み寄ること
が大切だと思った」などと感想を語る。また、県議のツイッターをフォローして交流するなど、継続した学び
にもつながっているという。「普段はなかなか接点がない政治家と、距離や時間の制約を乗り越えて議論したり、
政治への関心を持ち続けたりするためのツールとして、ICTの役割は大きいと実感できました」と、高校の教
員（明石城西高校）も振り返っている。
神戸新聞社では、「教育 ICT 室」を社内に設置。主権者教育や郷土愛を育む教育など、新聞づくりを通した
アクティブ・ラーニングを実施できるアプリや動画教材、ワークシートなどを今後、教育現場に提供していき
たい、としている。
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自治体

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

公立 私立・その他 クラウドサービス キーワード

プログラミング教材

教員の ICT 活用力

ICT 支援員

学校・家庭・地域の連携

Active

体系的なカリキュラムと学校・家庭・地域
との連携によるプログラミング教育

柏市教育委員会＜千葉県柏市＞

CASE

10

柏市では、体系的なカリキュラム（縦）により、プログラミング教育を全ての小学校で実施するとともに、
学校・家庭・地域の連携（横）により、継続的な学びへと子供たちを導いている。

	段階的な環境整備と教員のスキルアップ
柏市では、各小・中学校にコンピュータ室を整備するとともに、全ての普通教室にプロジェクターを

設置している。千人規模の学校もある柏市の小学校では、「1人 1台」を実現するのは容易ではないため、
普通教室に電子黒板機能付きのプロジェクターを常設することに、5年間かけて取組んできたのだ。
今では、全ての教員がプロジェクターを授業の内容に合わせて活用している。例えば、算数と社会では、

デジタル教科書を拡大して示したり、動きや音の入った教材を電子ペンで操作したりしながら授業を行っ
ている。
「教員が ICT を使って授業を進めていく能力は、タブレットが 1人 1台になっても必要なので、そこ
をまず固めていこうということです」と、柏市教育委員会の佐和伸明副参事は話す。その結果、「平成 27年
度　学校における教育の情報化の実態等に関する調査」において、「授業中に ICTを活用して指導できる」
とする教員が、全国平均の 73.5％に対し、柏市の小学校では 89.2％にまで達している。段階的な取組
を通じてこのような土台が築かれていたからこそ、全国に先駆けて全小学校でプログラミング教育を実
施できることとなったのであろう。

	先生の授業を手厚くサポート
ほとんどの小学校教員にとって、プログ

ラミング教育は経験したことがない未知の
領域である。そこで柏市では、市独自の「IT
教育支援アドバイザー委託事業」を活用す
ることとした。IT 教育支援アドバイザー
（ICT支援員）を全ての小・中学校に派遣し、
情報活用能力や情報モラルの育成を図る事
業である。
柏市の IT 教育支援アドバイザーの特徴

は、授業や教員研修を担当することもある ▲	Webコンテンツを活用した実証授業
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という点だ。ICT支援員の業務が、ICT機器の保守・運用にとどまる例も多い中、授業支援から教員指導
まで、幅広い業務を担っている。
小学校でのプログラミング教育についても、「プログラミング的思考」を育む授業の実施に、IT 教育支

援アドバイザーが大きな役割を果たすことになる。2016 年度に 3校で実施した実証授業は、担任と IT
教育支援アドバイザーがティームティーチングで実施した。児童へのアンケートでは、99％が「“Scratch”
（スクラッチ）でアニメーションやゲームを作ることは楽しかった」と回答するなど大変好評であったが、
さらに改善を図り、全小学校での実施につなげていく。

	2016 年度実証授業の概要

●実施方法
・対象学年は 4年生
・「総合的な学習」の時間の 2時限で実施
・教材は「Scratch（スクラッチ）」を利用
・授業計画は教育委員会が作成
・IT教育支援アドバイザーと担任がティームティーチングで実施
●学習の流れ
1.	身近な生活の中に、プログラミングが活用されていることを知る（知識）
2.	「スクラッチキャット（ねこ）」が行ったり来たりするプログラミング体験を通して、課題解決に必要な手
順を身につける（技能）

3.	「ねこ」と「ねずみ」のゲーム作りを課題として、実現に向けてどんな命令（プログラミング）が必要か考え、
話し合う（思考）

4.	「3」のプログラミングを各自で完成する（思考力、判断力、表現力）
●児童アンケート結果の概要（287人）
・Scratch でアニメーションやゲームを作ることは楽しかった。（99.0％）
・プログラミングの学習は、普通の授業の時より、真剣によく考えた。（88.5％）
・プログラミング学習をすることは、大人になった時に必要である。（85.0％）

	体系的な ICT教育の中にプログラミング教育を位置づけ
柏市では、ICT 教育を小・中学校で体系的に進めて

いる。コンピュータに触れるのは、小学 1年生の「は
じめてのコンピュータ」という授業から。3年生では
「ローマ字入力」を体験する。今年度から新たに取り入
れるのが、4年生の「プログラミング」だ。総合的な学
習の時間の2時限がプログラミング教育にあてられる。
教材は、MIT メディアラボで開発された Scratch を

用いる。無料で利用できるWeb コンテンツであり、
アニメーション、ゲームづくりなどを通じ、プログラ
ミングを楽しく体験しながら「プログラミング的思考」
を育むことができる。
授業計画は教育委員会が作成し、IT 教育支援アドバイザーと担任がチームで授業を実施する。両者の

役割分担は、Scratch や機器の使い方などを IT 教育支援アドバイザーが、協働学習の進め方などを担任
が担当する形で設定されている。
2021年度にスタートする中学校の新学習指導要領では、プログラミングに関する学びが倍増される予

▼	ICT 教育のカリキュラムを体系的にデザイン

学年 授業内容 時数

小 1 はじめてのコンピュータ 1

小 3 ローマ字入力 2

小 4 プログラミング 2

小 5 プレゼン作成 1

小 6 情報モラル（スマホ） 1

中 2 情報モラル（SNS） 1
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定だが、2017 年度に 4年生でプログラミングを体験しておくことで、中学校での学習効果がさらに高
まるよう、体系的にカリキュラムがデザインされているのだ。

	学校・家庭・地域の連携でプログラミング教育を推進
小学校におけるプログラミング教育は、「きっかけづ

くりでしかありません。学校・家庭・地域との連携の
下で、プログラミング教育をさらに進めていきたい」
と佐和氏。
家庭との連携では、NHKのコンテンツ活用を想定し

ている。「NHK for School」のWeb ページや、Eテ
レの番組「Why? プログラミング」等を家庭での継続
学習に活用していく。
現在計画中の「親子柏プログラミングデー」は、夏

休みの大きなイベントになる予定だ。つくばエクスプ
レスの駅を中心に開発が進み、注目を集める「柏の葉」
地域で、コワーキングスペース KOIL に集う起業家や
協力企業と連携して開催するという。
地域との連携では、生涯学習課が実施している「夏

休みこども教室（プログラミング講座）」や、地域
のプログラミング教育ボランティア「CoderDojo 
Kashiwa」との連携も計画している。
さらに、これらの活動を通して成果物として生み出

されるプログラミング作品を、Web上で発表し顕彰する「柏市プログラミング作品コンテスト」も企画。
市役所など人が集まる場所で作品を披露し、プログラミング教育をアピールしていくことも考えていると
いう。

▲	E テレの番組「Why? プログラミング」の
Webページ

	 http://www.nhk.or.jp/gijutsu/
programming/

人口／児童生徒数 418,824 人（2017年 4月 1日時点）／小学校 42校、児童数 21,714 人
（2016年 5月 1日時点）

主な使用端末 タブレット（キーボードあり）、デスクトップパソコン

主に利用しているクラウドサービス Scratch

通信環境 Wi-Fi（地域イントラネット等を経由）、移動式Wi-Fi アクセスポイントを
経由

問い合わせ先 柏市教育委員会　学校教育課　TEL. 04-7191-7367
柏市立教育研究所　TEL. 04-7191-7387
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リーダーから一言 	石川県加賀市 宮元市長
	 ICT 教育と IoT政策は最重要の課題

IoT、ビッグデータ、AI などの急激な発展により、世界的に産業構造が
変革されつつあります。米国やドイツ、日本でも国家レベルでの取組が進
められていますが、地方でも後れをとってはなりません。
しかし現状では、高度な ICT人材は大都市圏に集中しています。優秀な
人材が存在するところには、ますます人や企業が集まります。このような
流れを地方都市にいかに生み出していくか。ICT 教育と IoT 政策により、
高度な人材を育成・確保していく以外にないと確信し、地域の未来に責任
を持つ首長として、着実に手を打ってきました。
具体的には、ロボット操作を通じてプログラミング学習を行う「ロボレー
ブ」を課外授業として 2014 年度に開始し、2015 年度からは、本市にお
いてロボレーブ国際大会を開催するとともに、米国で開催される国際大会にも子供たちを派遣しています。さ
らに 2016年度には、総務省の実証事業の採択を受け、無償で使えるクラウド型教材を活用するなど、効率的・
効果的なプログラミング教育の実施モデルを開発しました。
これらの基礎の上に、2017 年度からプログラミング教育を市内の小学校で必修化するとともに、中学校の
全学年でも実施することとしました。自治体内の全学校を対象とするこのような取組は、全国でも初めてでは
ないでしょうか。
2017年度以降は、ICT教育をさらに進展させるため、教員を指導する中核指導者の育成を行っていきます。
さらに、あらゆるモノがインターネットにつながる IoT 時代にあって、学校が後れをとることがないよう、タ
ブレットやWi-Fi 等の校内環境整備を進めるなど、教育委員会と密接に連携しつつ、高度な人材が集積し活躍
する比類なき街づくりに向け、全力で取組んでまいります。

石川県加賀市　宮元 陸 市長

     

▲	毎年開催しているロボレーブ国際大会　　　　　　　▲ ロボレーブ競技の模様

      

▲	総務省実証事業におけるクラウド型教材（Hour of Code）での学習
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クラウドサービス キーワード

ビデオコミュニケーション
ツール

オンライン英会話

国際理解

回線増強

自治体・公立

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

私立・その他

Active

クラウドを活用したオンライン英会話で	
英語に関する自信や技能が向上

上峰町教育委員会＜佐賀県三養基郡上峰町＞

CASE

11

佐賀県上峰町では、クラウドを活用したオンライン英会話授業を小学校で実施。児童は、英語に関す
る自信や技能を高めている。

佐賀県上峰町では、グローバル化への対応を小学校段階から図るためレアジョブ社と契約し、2015年
9月から町立上峰小学校の 6年生を対象に、Skype を利
用した外国人講師とのマンツーマンオンライン英会話
レッスンを「外国語活動」の時間に導入した。
2016 年 9月からは 5年生にも対象を拡大。外国語活

動の時間の中で、「担任とALT（外国語指導助手）の授業」
に 20分、「タブレット・Skype の準備」に 5分、「マンツー
マンオンライン英会話」に 15分、「次回の予習・宿題確認」
に 5分を割いている。15分のオンラインレッスンでは、
児童はヘッドセットを装着し、外国人講師の表情、口の
動きを真似ながら、それぞれのレベルに応じて「生きた
英語」を楽しむ。
同校では、これまでもALT と担任のティームティーチ

ングによる英会話授業を行ってきたが、ALT や担任との
英会話では、1人あたり 1分程度の発話が限界だった。
しかし、マンツーマンオンラインレッスンにより、発話
時間の大幅な拡大が実現したという。

	小学校で得た英語への自信が、	
中学校での成果に

オンラインレッスン受講前後のアンケートでは、「外国
の人と話すことが好きか？」との問に「とても好き」「少
し好き」と答えた者が 58％から 97％に、「英語を使って
外国人と 1人で話すことができるか？」という問に「で
きる」「だいたいできる」と答えた者が 23％から 73％
に向上するなど、児童は英語に対し自信を深めていった。

▲	ヘッドセットを着用し、集中して外国人講
師と会話

佐賀県小・中学校学習状況調査／英語正答率
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クラウドサービス キーワード

ビデオコミュニケーション
ツール

オンライン英会話

国際理解

回線増強

自治体・公立

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

私立・その他

Active

クラウドを活用したオンライン英会話で	
英語に関する自信や技能が向上

上峰町教育委員会＜佐賀県三養基郡上峰町＞

CASE

11

佐賀県上峰町では、クラウドを活用したオンライン英会話授業を小学校で実施。児童は、英語に関す
る自信や技能を高めている。

佐賀県上峰町では、グローバル化への対応を小学校段階から図るためレアジョブ社と契約し、2015年
9月から町立上峰小学校の 6年生を対象に、Skype を利
用した外国人講師とのマンツーマンオンライン英会話
レッスンを「外国語活動」の時間に導入した。
2016 年 9月からは 5年生にも対象を拡大。外国語活

動の時間の中で、「担任とALT（外国語指導助手）の授業」
に 20分、「タブレット・Skype の準備」に 5分、「マンツー
マンオンライン英会話」に 15分、「次回の予習・宿題確認」
に 5分を割いている。15分のオンラインレッスンでは、
児童はヘッドセットを装着し、外国人講師の表情、口の
動きを真似ながら、それぞれのレベルに応じて「生きた
英語」を楽しむ。
同校では、これまでもALT と担任のティームティーチ

ングによる英会話授業を行ってきたが、ALT や担任との
英会話では、1人あたり 1分程度の発話が限界だった。
しかし、マンツーマンオンラインレッスンにより、発話
時間の大幅な拡大が実現したという。

	小学校で得た英語への自信が、	
中学校での成果に

オンラインレッスン受講前後のアンケートでは、「外国
の人と話すことが好きか？」との問に「とても好き」「少
し好き」と答えた者が 58％から 97％に、「英語を使って
外国人と 1人で話すことができるか？」という問に「で
きる」「だいたいできる」と答えた者が 23％から 73％
に向上するなど、児童は英語に対し自信を深めていった。

▲	ヘッドセットを着用し、集中して外国人講
師と会話

佐賀県小・中学校学習状況調査／英語正答率外国人講師との会話を通じて文化の違いを認識す
るなど、副次的な効果もあったという。
さらに、2015年度に受講した児童が、2016年

度に中学に進学して受けた佐賀県小・中学校学習
状況調査において、英語の正答率が全ての区分で
県平均を上回った。
上峰町教育委員会では「小学校でのマンツーマ

ンオンラインレッスンで英語に自信を持てたこと
が、中学校での成果につながったのでは」と分析
する。
一方、オンラインレッスンの実施にあたり、課

題となったのはネットワークだ。1人 1台で音声
や動画データを送受信するため、通信データ量が
大きくなる。同町の矢動丸教育長によれば、インターネット接続回線を増強するなど、事業者と試行錯
誤しながら、円滑な運用を実現していったという。
同町では、これまで得てきた教育成果や運用ノウハウを活かし、小学校でのオンライン英会話について、

さらに対象者や回数の拡大を図っていく方針だ。

Column 	各地に広がるクラウドを活用したオンライン英語

オンライン英語レッスンは、全国に広がってきている。例えば、小学 1年生から英語教育を実施している東
京都品川区では、8年生時（中学 2年生時）に、月 2回（1回 25分×年間 20回＝ 500分）を目安に、ブラ
ウザーで利用可能なコミュニケーションツールを用いた、海外の外国人講師とのマンツーマン英会話レッスン
「品川イングリッシュレッスン 500」を行っている。
同レッスンは、学研プラス社が提供。生徒は教室で各自ヘッドセットを装着し、タブレットまたはパソコン
を用い、画面に映し出される外国人講師の顔と
教材を見ながら学習を進めることで苦手な発音
やフレーズを繰り返し練習し、習得を目指す。
その回の目標を達成した後は、フリートークを
楽しむ生徒もいるという。
モデル校として同レッスンを先行実施した学
校では、「発音がよくなった」「物おじせずに話
せるようになった」と生徒は成果を実感。区内
の 9年生（中学 3年生）全員が受ける「4技能
英語力テスト」でも、特に「聞く」力が育って
いるという。

人口／児童生徒数 9,572 人（2017年 3月末時点）／
875人（児童 598人、生徒 277人）

主な使用端末 Windows タブレット（別途キーボード有り）

主に利用しているクラウドサービス レアジョブ英会話、Skype

通信環境 Wi-Fi（直接インターネット接続）

問い合わせ先 上峰町教育委員会事務局 教育課　TEL. 0952-52-3908　
Mail. kyouiku@town.kamimine.lg.jp
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クラウドサービス キーワード

ドキュメント作成ツール

プログラミング教材

ドリル学習型教材 授業支援システム

個別学習 協働学習

遠隔交流 フルクラウド

データ活用 コスト削減

自治体・公立

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

私立・その他

Adaptive

データとクラウドをフル活用して、	
効果的・効率的に教育を実施

箕面小学校／箕面市教育委員会＜大阪府箕面市＞

CASE

12

大阪府箕面市では、児童生徒のデータを追跡取得するとともに、クラウドを始めとする ICT 環境を整
備し、質の高い教育を効率的に推進している。

	エビデンスに基づき教育改革を推進
大阪府箕面市は、“子育てしやすさ日本一”を掲げ、大阪圏のベッドタウンとして子育て世代の流入促

進に力を入れ、教育についても、より充実した環境の提供を目指している。総務省フューチャースクー
ル推進事業など、国の事業を活用しつつ新たな教育の実証に取組む一方で、市独自の教育改革を着実に
進めている。
エビデンスに基づく教育や教員の指導力向上、学校・学級経営の改善を進めるうえでの基礎資料を得

るための「箕面子どもステップアップ調査」の実施も、その一つだ。2012年度より、市内の全小中学生
を対象に、学力・体力・生活に関する追跡調査を行っている。4年間の結果から、授業の「めあて」を明
らかにし、問題解決を通じてわかったことを児童生徒が「まとめ」、学習を「振り返る」という活動に関
する設問について、改善が見られたという。箕面市では授業改善が進むことで学力向上に好影響がでて
いると分析している。今後、学級規模、指導体制などが学力等の伸びに与える影響を、複数年にわたっ
て検証していく。あわせて、児童生徒への質問紙調査に項目を追加し、非認知能力（コミュニケーショ
ン能力、社会性など）の伸び等に与える影響も検証していく予定である。
箕面市では、このように継続的に収集している児童生徒のデータをもとに教育改革を進めるため、そ

の重要な手段となる ICT 環境も段階的に整備してきた。すでに、全小中学校の全普通教室に電子黒板、
実物投影機、Wi-Fi アクセスポイントを設置済みだ。このように活用基盤を整備したうえで、端末やコン
テンツの効率的な整備、効果的な活用のあり方についても検証を進めている。2016年度にはタブレット
を小学校1校の 4～ 6年生に 1人 1台、2014年度には中学校1校に 130台、小中一貫校1校に 350台
導入した。

	「世界への窓」を通じ、常時国際交流
ICT 環境を整備した学校においては、授業ではタブレットを活用して協働学習やプレゼンテーションを

行ったり、授業外では英語の発音練習や漢字・計算など基礎知識を予習したりするなど、積極的に活用
しているという。
姉妹都市であるニュージーランドのハット市の学校との、「Skype」による国際交流も、市独自の特色あ

▲	Skype を使った海外の学校との交流授業

Adaptive　学びを最適化する／データに基づく教育の最適化
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クラウドサービス キーワード

ドキュメント作成ツール

プログラミング教材

ドリル学習型教材 授業支援システム

個別学習 協働学習

遠隔交流 フルクラウド

データ活用 コスト削減

自治体・公立

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

私立・その他

Adaptive

データとクラウドをフル活用して、	
効果的・効率的に教育を実施

箕面小学校／箕面市教育委員会＜大阪府箕面市＞

CASE

12

大阪府箕面市では、児童生徒のデータを追跡取得するとともに、クラウドを始めとする ICT 環境を整
備し、質の高い教育を効率的に推進している。

	エビデンスに基づき教育改革を推進
大阪府箕面市は、“子育てしやすさ日本一”を掲げ、大阪圏のベッドタウンとして子育て世代の流入促

進に力を入れ、教育についても、より充実した環境の提供を目指している。総務省フューチャースクー
ル推進事業など、国の事業を活用しつつ新たな教育の実証に取組む一方で、市独自の教育改革を着実に
進めている。
エビデンスに基づく教育や教員の指導力向上、学校・学級経営の改善を進めるうえでの基礎資料を得

るための「箕面子どもステップアップ調査」の実施も、その一つだ。2012年度より、市内の全小中学生
を対象に、学力・体力・生活に関する追跡調査を行っている。4年間の結果から、授業の「めあて」を明
らかにし、問題解決を通じてわかったことを児童生徒が「まとめ」、学習を「振り返る」という活動に関
する設問について、改善が見られたという。箕面市では授業改善が進むことで学力向上に好影響がでて
いると分析している。今後、学級規模、指導体制などが学力等の伸びに与える影響を、複数年にわたっ
て検証していく。あわせて、児童生徒への質問紙調査に項目を追加し、非認知能力（コミュニケーショ
ン能力、社会性など）の伸び等に与える影響も検証していく予定である。
箕面市では、このように継続的に収集している児童生徒のデータをもとに教育改革を進めるため、そ

の重要な手段となる ICT 環境も段階的に整備してきた。すでに、全小中学校の全普通教室に電子黒板、
実物投影機、Wi-Fi アクセスポイントを設置済みだ。このように活用基盤を整備したうえで、端末やコン
テンツの効率的な整備、効果的な活用のあり方についても検証を進めている。2016年度にはタブレット
を小学校1校の 4～ 6年生に 1人 1台、2014年度には中学校1校に 130台、小中一貫校1校に 350台
導入した。

	「世界への窓」を通じ、常時国際交流
ICT 環境を整備した学校においては、授業ではタブレットを活用して協働学習やプレゼンテーションを

行ったり、授業外では英語の発音練習や漢字・計算など基礎知識を予習したりするなど、積極的に活用
しているという。
姉妹都市であるニュージーランドのハット市の学校との、「Skype」による国際交流も、市独自の特色あ

▲	Skype を使った海外の学校との交流授業

る取組だ。2013年度に開始したこの
取組では、校内などに設置した電子
黒板を「世界への窓」として Skype
で常時接続し、英語圏ながら時差3時
間にある環境を活かし、朝の挨拶か
ら、日常的に子供たちが交流してき
た。
カメラの前を通過しながら画面の

向こうに相手を見つけると、自然と
手を振ったりあいさつをしたりする児
童生徒の姿が日常的に見られ、交流
を通して、歌やダンス等のお互いの
文化を取り入れた活動を行っている。
ハット市からは2年に一度、子供た
ちが訪れ、その子供たちが帰国した
後もSkypeでの交流が続いている。
学年が上がるほど、英語を使って話そうという姿勢や、ニュージーランドという国自体に興味を持つ

といった変化が表れており、市としても教育成果を実感しているという。

	「フルクラウド」での教育を実証
このように箕面市では、児童生徒のデータと ICT 環境という基盤を整えつつ、より質が高い教育の実

現に向けて取組んでいる。さらに2016年度には、総務省先導的教育システム実証事業の一環として、全
面的にクラウドを活用する環境（フルクラウド）下での、効率的なシステム運用の実証研究にも取組んだ。
モデル校となった箕面市立箕面小学校では、以下のようにクラウドの各種サービスを授業内外でフル

活用した。

①総合的な学習の時間と社会で、「Office 365」の PowerPoint を使い、校外学習で調べた結果をグルー
プで協働編集してプレゼンテーション資料を作成のうえ、発表・討論を実施（4～ 6年生）
②算数で、ドリル学習型教材「eboard」を活用し、放課後に習熟度に応じた個別学習を実施（4～ 6年生）
③国語で、「Microsoft Word Online」を活用し、ポスター作成と発表を実施（5年生）
④総合的な学習の時間で、プロ
グラミング体験ツール「Hour 
of Code」を活用し、プログラ
ミングの授業を実施（4年生）
⑤理科の時間で、台風の与える影
響について個人で考察し、授業
支援システム「schoolTakt」を
活用し、意見交流を実施（5年生）
⑥総合の時間で、パソコン基礎
スキル教材「ポケタッチ」を活
用し、タッチタイピングを練習

▲	市立箕面小学校ではフルクラウド環境で様々なコンテンツを活用

Adaptive　学びを最適化する／データに基づく教育の最適化
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（6年生）
このようなクラウドの活用について、教員も「1回ログインすれば、多様なアプリケーションを続けて

利用できるため、切り替えが煩わしくない」「教員が事前に作成したワークシートを共有フォルダに保存
し、児童生徒が各自でアクセスして書き込むため、印刷の手間も省ける」「授業準備をより効率的に行え
るため、児童生徒と関わる時間を捻出できる」「教材の共有が楽になる」「保存された学習履歴をいつで
も見返すことができるので、学習の積み重ねを意識させることも可能」など、意義を実感したという。
一方で、利便性の高いシステムであっても、教職員への研修は必須であり、クラウドの使い方や利便

性を理解するための場は引き続き必要だという。さらには、新たなシステムを導入することによる教職
員の既存業務への意識改革などにも、あわせて取組むことが重要だというのだ。

	校務を含めた「フルクラウド」の実現に向けて
市では、このような学習系システムのクラウド化に加え、校務系システムを含めたフルクラウド化に

よる、さらなる効率化とデータ活用の深化を志向する。校務系システムは個人情報を含むことから、学
習系と校務系の連携を進めるにあたり、①セキュアなクラウド環境の構築、②それによる業務プロセス
の改善と最適化、③システム経費の圧縮という 3点が課題だとする。
さらに、保護者などへのタイムリーな情報提供と、インタラクティブな情報共有による開かれた学校

づくりの推進や、教職員のライフステージに応じた、場所や時間に制限されにくい働き方の支援も検討
していきたいという。

Adaptive　学びを最適化する／データに基づく教育の最適化
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リーダーから一言 	大阪府箕面市 倉田市長
	タブレット 1to1 の早期実現を目指して

近年、AI や IoT といった技術が社会の景色を大きく塗り替えようとしています。今の小学生が社会に出て働
く十数年先の社会の姿ですら、予測することが難しくなっています。そのような大きな転換期を生きる子供た
ちに対して、確かな情報活用能力を身につけられるような環境整備を行うことは、本市にとっても喫緊の課題
です。

総務省先導的教育システム実証事業に取組む本市のモデル校で、1人 1台のタブレットを活用した授業風景
を見ていると、子供たちはデジタル機器を極めて雑多に使いこなしています。このことから感じるのは、極め
て近い将来、学校における 1人 1台環境というのは全く特別なものでなく、その扱いも筆箱や鉛筆・消しゴム、
三角定規、コンパスなどと並んで、“当たり前にそこにある”というものになるだろうということです。本市の
全ての小中学校において、子供たちや教職員がことさら構えることなく、効果的、日常的に情報端末を使う姿
を実現できるという手ごたえを得る一方で、解決すべき課題も明らかになってきました。

今回の実証事業では、クラウドにてデータを管理し、ブラウザーで動くソフトウェアを使用する設計がなさ
れています。それによって、低スペックの端末でも安定的な無線 LAN環境があれば十分に機能を発揮するとい
うことは、この事業を通じて得られた大きな知見です。

市では地方交付税による ICT関係の財源措置額を約 1億 3千万円と試算しており、今回の実証環境であれば
市内約 1万 3千人の児童生徒に対し、地方交付税の範囲内での環境整備も可能であると考えています。全国各
自治体の逼迫した財政状況の中で、自治体の持ち出しを限りなく小さく
することができるモデルとしてお示しできればと思っています。

一方で、授業における ICT活用の内容や頻度は、指導する教員によっ
て差があり、ICTを使った授業がこれまでと比べて効果的な指導となっ
ていたかについては、まだまだ改善の余地があります。全市的な導入に
先立ち、タブレット等の効果的な活用について整理が必要です。

そのような課題も含め、今回の事業を活かしつつ、1人 1台のタブレッ
ト整備を始めとする ICT環境の整備を進め、子供たちが予測困難な時代
を生き抜く力を培っていくことを強く期待しています。

大阪府箕面市　倉田 哲郎 市長

人口／児童生徒数 136,958 人（2017 年 3月末時点）／クラウドを利用している学校と児
童数は 1校 250人（4年生～ 6年生）

主な使用端末 Windows のキーボード有りタブレット

主に利用しているクラウドサービス 教育クラウドプラットフォーム、Office 365、schoolTakt、ポケタッチ、
eboard、Skype 等

通信環境 Wi-Fi（地域イントラネット等を経由）

問い合わせ先 箕面市総務部情報政策室　TEL. 072-724-6188

Adaptive　学びを最適化する／データに基づく教育の最適化
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クラウドサービス キーワード

授業支援システム

解説指導型動画教材

1 人 1 台 BYOD

スマートフォン 個別学習

協働学習 Wi-Fi 運用

公立

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

自治体 私立・その他

Adaptive

生徒個人所有のスマートフォン活用による	
個別最適化学習

一条高等学校＜奈良県奈良市＞

CASE

13

民間出身の校長の下、SSS（スーパースマートスクール）を目指して新たな教育を展開する奈良市立一
条高等学校。特に注目されるのが、生徒個人所有のスマートフォンを学校教育に取り入れたことだ。

	一条高校が目指す SSS（スーパースマートスクール）とは
奈良市立一条高等学校は「開拓者魂」を建学の精神に掲げ、1965年には日本初の外国語学科を設立す

るなど、先進的な取組を行ってきた。2016年 4月には、東京都初の民間人校長（杉並区立和田中学校校長）
を務めた経歴を持つ藤原和博氏を校長に迎え、人（ヒト）と ICT（デジタル）を効果的に組み合わせて学
校教育の質の向上を図る「SSS（スーパースマートスクール）」づくりに着手。具体的には、①生徒個人
が所有するスマートフォンを活用したアクティブ・ラーニングの実践により、大学入試改革に対応した「思
考力・判断力・表現力」を育成する、②映像講座を活用して個別に最適な学習を行う「アダプティブ・ラー
ニング」への挑戦、③偏差値依存の進路指導から脱却し、社会人としての将来を見据えた科学的進路指導、
の 3点を重点に取組を進めている。

	スマートフォン活用によるアクティブ・ラーニング
中でも注目されるのが、①の生徒個人所有スマートフォンの活用であろう。多くの学校がスマートフォ

ンの校内利用を禁止する中、同校が学校での活用に踏み切った理由は何か。
藤原氏は、今や 90％の生徒がスマートフォンを所持し日常的に活用していることや、生徒たちが 2分

間で 200字程度の文字を入力できることを挙げる。こうした能力をリスクがあるからといって封じてし
まうのではなく、むしろ積極利用することで生徒がアウトプットする機会を増やし、意見を述べる力を
育成していこうというのだ。
1人 1台のスマートフォンを授業でも最大限に活かすべく、授業支援システム「C-Learning」を導入。

授業中のアンケート、小テスト、教材保管、レポート提出、グループの情報共有などを、生徒のスマートフォ
ンで操作可能な環境を整えている。
例えば、“考える”手法を養成するプログラム「よのなか科」の授業では、正解のない成熟社会特有の

課題に対し、生徒たちはグループでディベートし、ロールプレイやシミュレーションを駆使して最適解
を求めていく。こうした授業の中で、生徒が扱いに手慣れたスマートフォンを、授業支援システムの下
で使うことで生徒の意見を短時間で集約でき、授業の中で生徒がアウトプットする機会や、それを評価
する機会を多く持てることがメリットだと藤原氏は語る。教員の発問に対する生徒の回答などを瞬時に

Adaptive　学びを最適化する／データに基づく教育の最適化
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整理、提示することができることで、授業のテンポがよくなり、「主体的・対話的で深い学び」にもつながっ
ているという。

	アダプティブ・ラーニングにも効果
さらに同校では、②の個々にとっての最

適な学習（アダプティブ・ラーニング）も、
オンライン動画教材「スタディサプリ」を
導入し、自宅のパソコンやスマートフォン
により実施。一斉授業では生徒の習熟度に
差が生じてしまうが、生徒のレベルに応じ
て最適な問題を提示できるアダプティブ・
ラーニングを取り入れることで、「わかる」
実感を積み重ねていくという。授業を聞い
てわからないことがあれば、通学中などの
隙間時間にスタディサプリの映像授業を見
たり、テスト前に苦手な部分だけを勉強したりと、個に応じた最適な学びへとつなげている。

	多様な個人端末活用の肝は、Wi-Fi 環境にあり
一般に、生徒個人端末の活用（BYOD）については、学校が機種・OSなどを指定する場合が多いが、

同校では特に指定していない。個人端末を使うことで端末管理や初期コストなど学校負担が軽減されると
ともに、完全に生徒の私物端末を使う本来のBYODに挑戦していくことをミッションにしているからだ。
また、様々な事情で自分のスマートフォンを使用できない生徒に対しては、学校で整備した端末を貸与し
ている。
校内での個人端末使用に対し、生徒に通信料負担が発生しないよう、あらかじめ全教室にWi-Fi を整備

した。しかし、OSの異なる端末を1000人余がWi-Fi につなぐ状況は市の教育委員会にとっても初めて
の経験であり、活用を開始した当初は円滑につながらないことも多かったという。
校内のWi-Fi ポートを増設したり、通信事業者側のサーバー能力を上げたりするとともに、1回の認証

でWi-Fi 接続できるように校長の判断で運用を改めるなどの対策を講じた結果、9か月を経て安定運用が
実現。一方で、学習系のネットワークと、教員が用いる校務系のネットワークとを明確に分離するなど、
セキュリティ面での対策も怠らない。
今後の取組について藤原氏は、教職員のスキルアップをさらに図ることが重要だと述べる。目指す「SSS」

の実現に向け、「現場力」を一層高めていく考えだ。

▲	スマートフォンを片手にディスカッション

人口／児童生徒数 359,666 人（2017年 4月 1日時点）／生徒数 1,080 人

主な使用端末 完全 BYODで、多種多様な機種を使用。全生徒・全教員含めて 1,200 台

主に利用しているクラウドサービス スタディサプリ、C-Learning

通信環境 Wi-Fi（直接インターネット接続）

問い合わせ先 同校　TEL. 0742-33-7075（代表）

Adaptive　学びを最適化する／データに基づく教育の最適化
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クラウドサービス キーワード

ドリル学習型教材

個別学習 1 人 1 台

大学との連携

小 4 ビハインド

自治体・公立

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

私立・その他

Adaptive

「小 4ビハインド」克服に向け、	
クラウド型算数ドリル教材を活用

福生市教育委員会＜東京都福生市＞

CASE

14

2017 年度より、市立小学校 3年生全員に算数のクラウド型ドリルを搭載したタブレットを貸与する
東京都福生市。その背景には、産官学連携による取組成果がある。

	「小 4ビハインド」が、タブレット、クラウド型ドリル導入の背景
福生市では、2017 年 9月より、市立小学校 3年生全員を

対象に、算数のクラウド型ドリル教材「やる Key」を搭載し
たセルラーモデルのタブレット（iPad）を無償貸与する予定
だ。児童 422 人と教員分を合わせて 450 台。そのための予
算として2017年度予算に事業費1,283万円を計上している。
なぜ3年生で、なぜ算数ドリルなのか。その背景には「小4ビ

ハインド」と呼ばれる課題がある。4年生までの算数でつま
ずくことにより、それ以降の算数・数学の習得が困難になる
という課題だ。例えば、小学 3年生では「わり算」や「小数」
が登場するが、これが一つの壁となっているという。
福生市では「小 4ビハインド」の防止のため、3年生の段

階で学習内容を確実に習得させるべく、2014 年度よりタブ
レットを活用した実証研究を、大学と民間事業者との産学官連携の下で実施してきた。
2015年度から実証研究に用いてきたのが、凸版印刷の「やる Key」だ。2015年度には同社と慶應義

塾大学の協力の下、5校をモデル校として、310人の小 3児童が約 3か月間、セルラーモデルのタブレッ
ト（iPad）を用い、朝学習の時間や、算数の授業時間、家庭での持ち帰り学習に取組んだ。2016 年度
には同社と東北学院大学の協力の下、福生第三小学校をモデル校とし、2クラス80人の小3児童が約4か
月間、やる Key を活用した。
やる Key には、児童の学習状況や理解度が可視化でき、理解度に合った問題が自動出題されるという

特徴がある。児童が自習で答え合わせをすると、単に○×だけでなく、正誤に基づくアドバイスも表示
される。例えば正答なら「よくできました！」とほめて類題やチャレンジ問題を提示したり、逆に誤答
なら「まちがえたところをみなおすドリルにチャレンジしてみよう！」と、つまずきがちなポイントを
分析して、「オススメ問題」を出題したり、「つまずきを解消する為の問題」を出題し、個の学力・つま
ずきに応じた個別学習が実践できる。問題を解くごとに「がんばりコイン」が増え、コイン数に応じてキャ
ラクターが成長していき、全問正解するとトロフィーが表示されるなどの「ごほうびアクション」により、

▲	やる Key で算数ドリルを解く児童

Adaptive　学びを最適化する／データに基づく教育の最適化
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児童のやる気を喚起する工
夫もちりばめられている。
一方、教員は、家庭学習

を含め、児童の学習内容や
学習時間、問題の正答分布
などを一覧で把握できる。
正答が少なかった問題を授
業で詳しく解説したり、個
に応じて児童をフォローし
たりするなど、効果的・効
率的な指導へとつなげてい
くことが可能だ。
また、家庭学習の状況も

可視化されることで、従来
のテスト結果を受けての声
掛けに加えて、学習への取
組状況についての声掛けも
できるようになり、算数が苦手な児童も学習に取組めるきっかけを作ることもできるという。

	モデル校での実証成果を踏まえ、全校に展開
モデル校である第三小学校の鹿子木 寛教諭は、「正答する児童が増えた」「宿題配布や採点にかかる労力

が軽減できた」「授業で個別指導の時間が増えた」「個々の児童に応じた指導計画が立てられるようになった」
「家庭学習での取組状況を簡単に把握できるようになり、ほめる機会が増えた」など、クラウド型ドリルの
活用メリットを挙げる。
実際、2016年度の実証では、やるKeyの学習ログと学校で実施する単元テストから、特に成績下位層

の子供に顕著な学力向上傾向が見られたという。
これらの実証成果を受け、福生市では、2017年度から市内小3全員での活用へと移行する。授業だけ

ではなく、家庭にタブレットを持ち帰ってドリルを解く機会を増やすなど、全ての子供が「小4ビハインド」
に陥らないよう、対策を徹底する。
福生市情報教育推進委員会の委員長を務める福生第四小学校の山本 豊彦校長（取材時。現在は福生第

一中学校長）は、「入試の点数配分を考えると、どうしても中学校ではテストで点がとれる学習指導が中心
となってしまう。小学校時代に自分で学習する力を身につけさせ、中学へと送り出したい。そのためにも
ICT活用に期待している」と話す。

▲	教員用の管理画面からは児童の学習状況が一覧できる

人口／児童生徒数 58,616 人（2017 年 4 月 1日時点）／小学生 2,394 人（うち 3年生は
422人）

主な使用端末 タブレット（iPad Air 2）

主に利用しているクラウドサービス やる Key、ラインズ eライブラリ アドバンス

通信環境 セルラーモデル（携帯電話通信網を経由）

問い合わせ先 福生市教育委員会　TEL. 042-551-1511

Adaptive　学びを最適化する／データに基づく教育の最適化
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Column 	「学び残し」を見える化し、解消する「習熟度MAP」
「学び残し」という言葉が使われることがある。前提となる知識・技能を習得していないがために、その後の
学習内容がわからなくなってしまうことをいう。学校現場では、子供の学び残しを解消し、確かな学力を身に
つけさせようと取組んでいるが、多忙化の中、個に応じた指導の時間をとりづらくなっているのが実情だ。
一方、自分の学び残しがどこにあるのか、子供自身が把握することは難しく、保護者が見つけるのも容易で
はない。例えば、5年生の児童が 3年生の算数で割り算に学び残しがあったとしても、保護者が手を伸ばすのは、
おそらく 5年生用の教材であろう。4年生までの教材を用意してやり直させることもあるだろうが、その場合
でも「何年生のこの単元からやろう」と適切な教材を用意し、自信を持って子供に指導できるだろうか。
そんなことは無理だとして、塾に通わせるという選択肢もあろう。しかし、地方では塾が存在しないところ
も多く、都市部であっても経済的事情から子供を塾に通わせることができない家庭もある。

	学び残しを可視化する「習熟度MAP」とは
これらの課題に対し、一つの答えが見えてきた。クラウドの活用によって学び残しを可視化し、解消しよう
とする取組だ。2015 年度に総務省「ICTドリームスクール実践モデル」に選定されたプロジェクトでは、民
間塾であるペガサス社が「習熟度MAP」を開発。地域に補習塾がない宮城県登米市立中津山小学校において、
家庭とも連携しながら、実証研究を 2年にわたり行った。
「習熟度MAP」とは、ドリル問題に取組み、その結果を分析して学び残しをわかりやすくビジュアルで表示し、
教員だけでなく子供自身や保護者でも把握できるようにするとともに、その解消に向けた最適な学習へと自然
に導いていく、クラウドを活用したシステムだ。これにより、いつでも、どこでも「演習」→「分析」→「把握」
→「弱点補強」という流れで効率よく学んでいくことができる。
習熟度MAPの具体的な仕組みはこうだ。児童はタブレット等から、12万もの問題を揃える「問題データベー
ス」にアクセスし、演習に取組む。クラウド上にあるこれらの問題には「学習タグ」が付与されており、小学
校の全学年を通じて問題が体系づけられている。できなかった問題があれば、過去の学年も含めて学習タグで
つながった単元に学び残しがあるかどうかを自動判別し、“色”で学び残しを表現する仕組みだ。学年を越えて
学び残しが表示されるので、解けない原因となった学び残しが、どの学年の、どの単元にあるのか、はっきり
と把握できる。

▲	「学び残し」のある単元ほど濃い色で表示

単元ごとの学習終了時の成績と理解度や最終学習日が明
記されるので、定期的に復習ができる。また、まだ学習
が完了していない単元や苦手な単元も明確に表示される
ので、学習すべき単元が明確になり、何に時間をかけて
学習すべきかが把握できる

完全に習得した単元の色は真っ白に

各教科の各単元にて、習熟度、弱点、復習状況
などが見え、小学校 6 年間の学習単元全体から、
自分の学習進度と、「学び残し」が明確に把握で
きるため、的確に短期間で学習の改善と成績向
上が図れる

▲	習熟度に応じたエビデンスベースド（Evidence based）な指導助言のツールに

Adaptive　学びを最適化する／データに基づく教育の最適化
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子供は習熟度MAPを確認しながら、学び残しのある単元をクリックし、その解消に向けて関連する問題を
解いていく。わからなければ、解き方の解説も確認できる。このような流れを繰り返し、学び残しを一つずつ
確実につぶしていくことにより、子供自身は自己肯定感を高め、学ぶ楽しさを体感できるという。
これらはクラウドベースのシステムであるため、学校、家庭、塾等をシームレスにつなぎ、情報共有のうえ
連携しながら、1人 1人の子供に応じた学習支援を進めていくことが可能だ。

	学校と家庭の連携による実証を通じ、効果が明
らかに

習熟度MAPの実証に取組んだ中津山小学校では、5年生の児童
が 1人 1台のセルラーモデルタブレットを活用し、算数のドリル
学習を授業と家庭で行った。実施前と 2週間にわたる実施後で確
認テストを行ったところ、平均得点が 29点伸び、算数が苦手だっ
たある児童に至っては、65点も点数を上げたという。
タブレットを活用した学習に関するアンケート結果では、7割
の児童が自宅での学習頻度が高くなり、8割の保護者がタブレッ
トによる学習を継続させたいと評価している。同校の林教諭も、
「『習熟度MAP』は色分けで、子供たちが自分の学習進度を目で見
て理解できるので、子供たちのやる気を引き出すことにつながっ
たのだと思います」と、実証の成果を振り返る。 ▲	先生の助言で、さらに学びが充実

「学び残し」という言葉が使われることがある。前提となる知識・技能を習得していないがために、その後の
学習内容がわからなくなってしまうことをいう。学校現場では、子供の学び残しを解消し、確かな学力を身に
つけさせようと取組んでいるが、多忙化の中、個に応じた指導の時間をとりづらくなっているのが実情だ。
一方、自分の学び残しがどこにあるのか、子供自身が把握することは難しく、保護者が見つけるのも容易で
はない。例えば、5年生の児童が 3年生の算数で割り算に学び残しがあったとしても、保護者が手を伸ばすのは、
おそらく 5年生用の教材であろう。4年生までの教材を用意してやり直させることもあるだろうが、その場合
でも「何年生のこの単元からやろう」と適切な教材を用意し、自信を持って子供に指導できるだろうか。
そんなことは無理だとして、塾に通わせるという選択肢もあろう。しかし、地方では塾が存在しないところ
も多く、都市部であっても経済的事情から子供を塾に通わせることができない家庭もある。

	学び残しを可視化する「習熟度MAP」とは
これらの課題に対し、一つの答えが見えてきた。クラウドの活用によって学び残しを可視化し、解消しよう
とする取組だ。2015 年度に総務省「ICTドリームスクール実践モデル」に選定されたプロジェクトでは、民
間塾であるペガサス社が「習熟度MAP」を開発。地域に補習塾がない宮城県登米市立中津山小学校において、
家庭とも連携しながら、実証研究を 2年にわたり行った。
「習熟度MAP」とは、ドリル問題に取組み、その結果を分析して学び残しをわかりやすくビジュアルで表示し、
教員だけでなく子供自身や保護者でも把握できるようにするとともに、その解消に向けた最適な学習へと自然
に導いていく、クラウドを活用したシステムだ。これにより、いつでも、どこでも「演習」→「分析」→「把握」
→「弱点補強」という流れで効率よく学んでいくことができる。
習熟度MAPの具体的な仕組みはこうだ。児童はタブレット等から、12万もの問題を揃える「問題データベー
ス」にアクセスし、演習に取組む。クラウド上にあるこれらの問題には「学習タグ」が付与されており、小学
校の全学年を通じて問題が体系づけられている。できなかった問題があれば、過去の学年も含めて学習タグで
つながった単元に学び残しがあるかどうかを自動判別し、“色”で学び残しを表現する仕組みだ。学年を越えて
学び残しが表示されるので、解けない原因となった学び残しが、どの学年の、どの単元にあるのか、はっきり
と把握できる。

▲	「学び残し」のある単元ほど濃い色で表示

単元ごとの学習終了時の成績と理解度や最終学習日が明
記されるので、定期的に復習ができる。また、まだ学習
が完了していない単元や苦手な単元も明確に表示される
ので、学習すべき単元が明確になり、何に時間をかけて
学習すべきかが把握できる

完全に習得した単元の色は真っ白に

各教科の各単元にて、習熟度、弱点、復習状況
などが見え、小学校 6 年間の学習単元全体から、
自分の学習進度と、「学び残し」が明確に把握で
きるため、的確に短期間で学習の改善と成績向
上が図れる

▲	習熟度に応じたエビデンスベースド（Evidence based）な指導助言のツールに

問い合わせ先 ペガサス株式会社　担当：取締役 統括本部長 門倉　
TEL. 092-477-2777、Mail. info@juku-pegasus.co.jp

Adaptive　学びを最適化する／データに基づく教育の最適化
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クラウドサービス キーワード

ドリル学習型教材

授業支援システム

SNS

学び直し 個別学習 BYOD

学生ボランティア コスト削減

セキュリティポリシー

公立

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

自治体 私立・その他

Adaptive

クラウドの積極活用により、	
多様な背景を持つ生徒に最適な学びを提供

清明高等学校＜京都府京都市北区＞

CASE

15

不登校経験など様々な背景を持つ生徒を受け入れる「新しいタイプの学校」として設置された京都府
立清明高等学校。クラウドを始めとする ICT の積極的な利活用が、自習型授業など生徒 1人 1人に応じ
た学びを支えている。

	目標や進度に応じて多様なコンテンツを活用
京都府立清明高等学校は、2015年に開校した昼間二部制・単位制の普通科高校である。不登校経験の

ある生徒や、学び直したいと考える生徒、早い段
階でスポーツや芸能の道に進む等夢を持った生徒
など、多様な背景を持つ生徒が入学している。
同校の基本コンセプトは「学びアンダンテ」。

アンダンテとは、音楽用語で「歩くような速さで」
を意味する。生徒 1人 1人の習熟度や興味・関
心に合わせ、それぞれのペースで学べるように環
境を整えているのだ。
生徒は、履修科目や授業を受ける時間帯を自ら

選ぶ。中には「10分トレーニング」という短時間
の自習もあり、積み重ねることで単位として認定
される。多種多様な授業と各自のペースに合った
学びを支えるのが、クラウドを中心にした ICTだ。
具体的に、ICT を使ってどのような授業が行わ

れているのだろうか。同校の授業形態は、大きく
個別学習、一斉学習、協働学習の 3つに分かれ
ており、使用される教材はそれぞれ異なる。多様
な生徒が在籍する同校では、一つの教材だけで学
習を進めるのは難しく、教科や授業形態に応じ、
複数のコンテンツを使い分けているのだという。
まず、個別学習では、「eboard」（基礎学力に

特化した解説指導型動画教材やデジタル問題集）、
「Classi」（解説指導型動画教材やデジタル問題 ▲	「アンダンテ学習」の教室風景

Adaptive　学びを最適化する／自習・課外活動の最適化
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集）、「ラインズドリル」（デジタル問題集やテキスト解説）が用いられている。授業の中で個別学習を行
う学校設定科目「アンダンテ学習」では、それぞれの目標や進度に応じ、これらのデジタル教材や教科書、
問題集、ノート、プリントといった従来の教材などを用いて学習を進める。同じ教室の中で、それぞれ
異なる教科や教材、レベル、スピードで生徒たちは学んでいるのだ。中学校の内容まで遡って学び直し
をしている生徒もいれば、応用問題を解く生徒もいる。自習の形をとっているが、教員もついており、
その場で質問ができる。さらに同校では、近隣の大学と連携して学生ボランティアを配置しており、3人
程度の学生が教室内を巡回している。年齢の近い学生には教員よりも質問しやすく、本音も出やすいよ
うだ。
進路指導にも、ICT が活用されている。同校では「進路実現プロジェクト」と称し、進学はA〜 C、

就職はDと、希望する進路によって生徒が所属するプロジェクトを選択し、進学希望者は難易度で問題
が分類されているClassi で入試対策をする。一方、就職希望者には入社試験対策だけでなく、社会人と
してのマナーや心構えを学ぶ機会も用意されている。生徒はいずれかのプロジェクトに必ず所属し、目
標に向かって高校生活を過ごしている。
一斉学習では、プレゼンテーションソフトであるKeynoteで教員が自作教材を提示したり、数学や英語、

情報の授業ではデジタル教科書を用いるなどして授業を行っている。音楽の授業でアプリケーションの
模範演奏を見ながら楽器の弾き方を覚えたり、体育の授業で自らの動画を撮ってフォームを確認したり
といった活用もなされている。
さらに、協働学習を含めて、教材や板書の配信、回答の集約・比較などで「ロイロノート・スクール」

が用いられ、情報共有等には無料で使える教育用 SNSの「ednity」が用いられている。
板書は電子黒板機能つきプロジェクターに映されたものが、タブレット（iPad）に連動する。生徒へ

のアンケート結果では、「板書が見やすい」「板書
の待ち時間がないので集中できる」といった声が
目立つ。授業を見学した保護者からも好評だとい
う。中学時代、板書を書き写すことが苦手で学校
に行きにくくなっていた生徒も、ICT を活用する
ことにより、落ち着いて学習できているそうだ。
一方、「私の授業では、生徒が手書きで回答し

たプリントを撮影し、ednity や Classi で提出さ
せています」と語るのは、京都府教育委員会在職
時から同校の開設に携わってきた瀧本 徹副校長。
学習効果を上げるために、同校では手書きも重視
しているのだ。

	家庭・自治体と密に連携しながら環境整備
このような個に応じた学びを支える ICT 環境はどうなっているのか。タブレットは、1年生は学校か

ら貸与された iPad を活用し、2年生になった段階で iPad を個人購入する。「高価な iPad をいきなり購
入して使わなかったとなると、保護者の理解を得られません。1年間、本当に学習に活用してから購入、
という段階を踏むことにより保護者の十分な理解を得ています」と瀧本氏。「いわゆるデジタルネイティ
ブと呼ばれる世代は、ICT 機器に抵抗がなく、見ただけですぐに使うことができます。ただ、SNS など
でトラブルに巻き込まれないよう、1年生のうちに使い方を指導する期間が必要です」とも。iPad は
MDMで管理しているので、不適切なサイトを閲覧したり、校外に持ち出したりするとすぐにわかる。「校

▲	音楽の授業でも iPad を活用
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内 SNSで生徒と直接やりとりすることもあります。ただ、あくまで連絡用のツールであり、それ以外の
プライベートなつぶやきの場ではないということを理解させます。これが、モラル教育につながってい
ます」と語る。生徒は入学後 1年をかけ、操作はもちろんのこと、適切な使い方を学んでから所有する
仕組みをとっているのだ。
さらにデジタルコンテンツについては、eboard など無料のものを活用するとともに、有料のものは学

校負担と個人負担を組み合わせて活用している。例えば、学び直しの教材と位置づけるラインズドリル
は学校負担とし、多様に活用できるClassi やロイロノート・スクールは個人負担としている。
一方、ネットワーク環境については、校内に

Wi-Fi を完備するなど、ストレスなくクラウドを
活用できる環境を、予算をかけて整えている。
「ICT と教育相談に重点を置くなど、予算には
強弱がついています」と瀧本氏。例えば、相談室
は他の高校より多く設置する一方で、パーティ
ションで区切って授業をしている普通教室なども
ある。また、教員用の準備室は設けていない。財
源が限られる中、学校経営の目標に応じメリハリ
をつけて環境整備を行っていることがわかる。
2015 年〜 2016 年度に総務省 ICT ドリーム

スクールに指定された同校には、ICT 活用の実証
校としての使命もある。他校における ICT 導入・
活用のモデルとなるよう、現場や情報を積極的に公開することで、ノウハウを伝達している。
京都府情報政策課や京都府教育委員会高校教育課、京都府総合教育センターなど、関係機関との連携

も図っている。現場で有効活用できるものや業務改善のアイデアを提案することで、それぞれからの予
算確保につなげている。例えば、関係機関との連携から、タブレットで出席をとるシステムが導入された。
「クラウドの活用実績やデータについても、積極的に関係機関への情報提供を行っています」と瀧本氏。
自校の ICT 教育への理解を深めてもらうため、体験の機会も設けている。「今後も関係機関との連絡を密
にして、情報や成果を開示することにより、予算の確保に努めていきたい」という。
セキュリティ確保の点でも、自治体との連携は必須だ。京都府のセキュリティポリシーでは、クラウ

ド上で個人情報を取り扱えない。その点は同校も徹底している。例えば、ednity では生徒は本名を出さ
ないようにし、各自に割り当てられた番号で管理
するなど、工夫しながら運用している。
しかし、工夫だけではまかなえない部分もある。

例えば、個人情報の取り扱いに関する規則だ。ク
ラウドを活用した ICT 教育の現状に即したもの
となるよう改正を働きかけ、実現に至った。「現
場を理解してもらい、学校と自治体でできること
を分担していくことが大切です」と瀧本氏は振り
返る。

▲	無料で活用できる eboard を用いて自習

▲	教室内には電子黒板機能つきプロジェクターや
Wi-Fi アクセスポイントを完備

Adaptive　学びを最適化する／自習・課外活動の最適化
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人口／児童生徒数 2,597,078 人（2017年 4月 1日時点）／ 218人

主な使用端末 タブレット（iPad Air 2）、Apple TV

主に利用しているクラウドサービス eboard、Classi、ラインズドリル、ロイロノート・スクール、
schoolTakt、ednity

通信環境 Wi-Fi（地域イントラネット等を経由）

問い合わせ先 同校　TEL. 075-417-4031、Mail. seimei-hs@pref.kyoto.lg.jp

	生徒はもちろん、コスト削減など教員や学校にも大きなメリット
ICT 活用の効果はどうか。「不登校経験者が 3分の 2いるなど、何らかの事情を抱えて本校に入学して

くる生徒たちは、勉強をしようにも何から手をつけていいのかわからない者が多い。まずは、ICTを使い
ながら勉強のやり方をマスターさせ、習慣づけることが効果的でした」と振り返る瀧本氏。普段、友達
と LINE で会話するように、ICT教材に向き合っていくことで、自然に学習が習慣化していくのだという。
実際、生徒のアンケートでも「クラウドを毎回活用することで継続的な学習が身についた」という声が
80％にのぼっている。
また、多様な生徒にきめ細やかに対応していくためには、生徒 1人 1人に向き合う時間が必要だ。そ

の時間を捻出するのにも、ICT が一役買っているという。「補習の時間が減りました。いくつかの補習を
学習進度に応じて設定する必要がなくなり、個別の面談の時間を増やすことができました」とのこと。
教員は、空いた時間を利用して、週に一度の研修が義務づけられている。「教育相談の場においては、

生徒に誤解されないような言葉遣いが重要になってきます。ICTに関しては、若手教員が研修を企画して、
中高年に教えるシーンもあります」という。iPad や電子黒板機能つきプロジェクターの使用方法などを
学んだり、他校を視察したりしながら専門性を身につける機会が用意されている。
さらに、ICT活用が教員間に広がっていくことにより、コストダウンにも成功。2016年度は、前年度

に比べ、コピー使用料が教員・生徒 1人あたり 28.4％も減少したという。
2018 年には初めての卒業生が巣立っていく同校。今後は、保護者との連携をさらに強化していく。

これまでも保護者に対して ICT 教育に関する説明会、講演会等を実施してきたが、「さらに保護者版の
Classi を利用し、学校から直接お知らせを配信したい。よりスピード感を持って対応していきたい」と
瀧本氏は語る。

Adaptive　学びを最適化する／自習・課外活動の最適化
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クラウドサービス キーワード

解説指導型動画教材

ドリル学習型教材

放課後補充学習

個別学習

学習支援ボランティア

自治体

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

公立 私立・その他

Adaptive

クラウドを活用した放課後における	
補充学習

北九州市教育委員会「子どもひまわり学習塾」事業＜福岡県北九州市＞

CASE

16

北九州市では、「子どもひまわり学習塾」事業として、放課後に無料で補充学習の機会を提供している。
その中で、クラウドを活用した取組も成果を上げている。

	個に応じたクラウドベースの学習を、大学生が丁寧にフォロー
北九州市が実施する「子どもひまわり学習塾」事業では、児童生徒の主体的な学習の習慣づけや、基礎的・

基本的な学力の定着を目的として、放課後などに学校の余裕教室や公共施設を利用し、無料の補充学習
を提供している。
「生活困窮世帯のみを対象とした事業ではありませんが、教育委員会が無償で実施しているため、結果
的に生活困窮世帯の子供たちへの支援にもつながっていると考えています」と北九州市教育委員会の担
当者はいう。
この事業では、中学生対象の学習塾を、市から委託を受けた民間事業者が運営する「中学校拠点型」

の取組も行われている。リクルートホールディングスが運営する学習塾では、同社のオンライン学習サー
ビス「スタディサプリ」を活用。生徒は、時に違う学年の内容を学び直したり、先取りしたりながら、
それぞれの学力にあわせて自分のペースで学習を進めていく。教室には、市内の大学生を学習指導員と
して配置。質問に答えたり、励ましたり、アドバイスしたりしながら生徒を丁寧にフォローする。

	学力向上や進学に成果
同事業では、子どもひまわり学習塾開始前後で試験を行って習熟度の変化を調査している。平均で正

答率が 1、2割程度伸びているそうだ。また、学習塾に参加し、受験した中学生の全員が、高校や専修学
校等に合格してきたという。

人口／児童生徒数 954,287 人（2017年 4月 1日時点推計）／通塾者数　5会場で 154人

主な使用端末 タブレット

主に利用しているクラウドサービス スタディサプリ

通信環境 Wi-Fi（直接インターネット接続）

問い合わせ先 北九州市教育委員会 学力・体力向上推進室　
TEL. 093-582-3445　Mail. kyou-kojo@city.kitakyushu.lg.jp
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Column 	紙とクラウドのハイブリッド
	クラウドから最適なプリントを入手

個に応じた最適な学習の実現には、1人 1台の情報端末を整備することが理想だ。しかし、そこまで至って
いなくても、できることはある。クラウド上に保存された問題を個々の児童生徒等が自由に印刷して利用する「学
習プリントサービス」の活用も、その一つだ。
例えば小中学生向けの「問題データベース」（東京書籍）では、クラウド上に保存された問題を教員が検索・
選択し、学習プリントの PDFを印刷して活用できる。図書館の司書が操作して、児童生徒に対し個に応じた学
習プリントを印刷・提供している学校もあるという。

紙やパッケージソフトのプリント集ではリアルタイムでの改訂は難しいが、クラウドであれば問題は随時更
新される。検索性にも優れており、科目や学年、単元はもちろん、使用している教科書や児童生徒の習熟度に
応じて問題を選択可能だ。Webブラウザー上で利用できるため、最小限の設備（パソコンとプリンター各 1台）
でも導入可能なことも利点であろう。
さらに、クラウドから提供される問題には、先生が自作するには時間がかかる図版などが多く用いられており、
学校現場の業務効率化にも効果的だ。

	全国学力テストの成績アップの一助にも
大分県の教育委員会では、2011 年度からこのサービスを導入。同県の全国学力・学習状況調査の算数A問
題の成績は2010年以前は最高でも23位だったが、2012年度に9位、2013年度も11位と上昇。「他にも様々
な施策を実施しているので、それだけが理由というわけではありませんが、このサービスが学力向上に効果を
上げていると考えています」と同県教育委員会の担当者は言う。
同様のサービスとしては、株式会社日本コスモトピアが提供する「学習クラブ」や株式会社エデュケーショ
ナルネットワークが提供する「セルフスタディ」（次ページに掲載）などがある。

Adaptive　学びを最適化する／自習・課外活動の最適化
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クラウドサービス キーワード

ドリル学習型教材

個別学習 補習授業

デジタルプリント

プログラミング

自治体

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

公立 私立・その他

Adaptive

クラウド型プリント教材を利用した	
補習授業で学力向上を実現

戸田市教育委員会＜埼玉県戸田市＞

CASE

17

2016 年度に、市内の全小中学校にタブレットを導入するとともに、全教室に加え武道場や体育館にも
Wi-Fi を整備するなど、ICT教育環境の整備を積極的に進める埼玉県戸田市。ICTを活用した産官学民と
の連携による最先端教育の一環として実施したのが、クラウドを利用した補習授業だ。

	個に応じた学習を充実する、クラウド型プリント教材を導入
戸田市では、市内の中学校 6校において、学力及び学習意欲の向上を図ることを目的に、夏季休業中

と放課後に補習授業を実施した。そこで活用したのが、クラウド型プリント教材「セルフスタディ」だ。

▲	学力診断結果MAPの例（数学）。学力診断テストで出題された単元のうち、正答したものは白色、間違えたもの
は赤色で表示。今回出題されなかった単元（灰色）のうち、今回間違えた単元を理解するために併せて復習してお
いた方がよい単元は、黄色で表示

Adaptive　学びを最適化する／自習・課外活動の最適化
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セルフスタディでは、学力診断テストを受けてその結果を入力すると、つまずきの箇所がわかる「学力
診断結果票」や「学力診断結果MAP」が表示される。
さらに、週あたりの学習時間や学習期間を設定すると、各自のオリジナルカリキュラムが自動で作成

される。そのカリキュラムに基づいて学ぶべきプリントが示され、生徒はそのプリントを出力し、学習
を進めるという仕組みだ。1日あたり数学1時間と英語1時間、計2時間の補習教室を夏季休業中に10日
間、2学期以降の放課後に 20日間実施した。
学力の向上を図るためには、個に応じた学習機会を提供していくことが重要である。今回、個人の課

題に沿ったプリントを自動で提示するクラウド型教材を導入したことで、生徒個々のレベルに合った学
習をデザインすることができた。さらに大きな成果として、教員にとってはプリントの準備時間の短縮
が個別指導の時間を生み出す結果となり、より充実した指導を実現できたという。

	クラウド活用による補習授業で学力が向上
クラウド活用による補習授業を

導入した6校で、補習授業の前後
にテストを実施したところ、参加
生徒の平均点が数学で 56％、英
語で 33％アップした。生徒への
アンケートでも、「いままで解けな
かった1、2年生の問題が解ける
ようになった」「自分に合った教材、
ペースで学習できた」「授業でもわ
かる問題が増え、テストの点が上
がった」など、補習授業の効果を
実感する意見が多かったという。

	プログラミング教育の	
推進にもクラウドを活用

大学や企業など「産官学民」との連携により、積極的に ICT 教育を推進している戸田市教育委員会。
2020年度に小学校で必修化されるプログラミング教育についても、Scratch 等の「クラウド型教材」の
活用を検討している。その利点は、端末へのソフトのインストール作業を省くことで、時間と設定費用
を抑えられること。さらに、端末やOSに依存することなく教材が活用可能となり、児童生徒はいつで
もどこでも学習できるようになることなどが挙げられる。同市では、このように使用環境の面について
も配慮しながら、プログラミング教育の推進を図るとしている。

【数学】 【英語】
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▲	数学・英語ともに、補習の前後で平均点がアップ

人口／児童生徒数 137,788 人（2017年 4月 1日時点）／中学生 3,299 人（4月 6日時点）

主な使用端末 タブレット（別途キーボード有り）

主に利用しているクラウドサービス セルフスタディ

通信環境 Wi-Fi（地域イントラネット等を経由）

問い合わせ先 戸田市教育委員会 教育政策室　TEL. 048-441-1800

Adaptive　学びを最適化する／自習・課外活動の最適化
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Column 	運動部活動にも広がるクラウド活用
	空手部での活用で、競技力と情報活用能力がともに向上

日本体育大学柏高等学校の空手道部では、普段の授業で利用している「ロイロノート・スクール」を活用し、
生徒の自主性や創造性を重視した部活動運営を進めている。
同部では、勉学と部活動の両立のため、日誌提出等の時間短縮や効率化を求める必要があった。そこで同部
では、入学時より 1人 1台所有している iPad で使用する「ロイロノート・スクール」を、部活動の日誌とし
ての位置づけで活用することとした。具体的には、練習メニュー、毎日の稽古の自己評価、稽古外での日常生
活の振り返り、伝達事項、月間予定、大会概要、遠征の行程表といった連絡をできるだけペーパーレスにする
ことで、時間の短縮とタイムリーな情報共有を図ることにしたのだ。また、タイムライン機能をチャットアプ
リのように使用することで、顧問に直接質問カードや動画を送るなど、部活動の活動時間外での指導機会も確
保している。
さらに、タブレットのカメラ機能を使って各部員の動きを動画で撮影してその場で確認するとともに、よかっ
た動き、悪かった動きをまとめ、後日の振り返りにも活用している。
このような ICTの活用は、部活動における自主性や創造性、競技力の向上に役立っている。例えば、同部は
2016 年度千葉県空手道新人体育大会において、男子団体組手で優勝、女子団体組手で準優勝している。それ
だけでなく、表現力や ICT機器の操作能力、他者との情報共有など、社会に出てから役立つ情報活用能力の育
成にもつながっているという。

	顧問による指導のサポートに、ソフトテニス部でも活用
兵庫県立武庫荘総合高等学校のソフトテニス部
では、中高生や顧問向けにスポーツ医・科学を活
用した専門的情報を映像配信するクラウドサービ
ス「JASP（ジャスプ）」を、2016 年から活用し
ている。具体的には、正しいフォームや効果的な
練習方法等の動画を、生徒や顧問教員の個人端末
を使ってテニスコートで視聴したり、視聴覚教室
で視聴した後、テニスコートに移動して実践に移
したりしている。
顧問によれば、同サービスの導入により、能動
的な課題発見・解決や、部員間でのノウハウ共有、
コミュニケーションの活発化など、生徒の部活動

▲	活動日誌をロイロノートに蓄積し、明確な目標を
持った稽古につなげる

▲	各部員の動きを動画で撮影し、振り返りに活用する

▲	テニスの正しいフォームや効果的な練習方法等を動
画で学習

Adaptive　学びを最適化する／自習・課外活動の最適化
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への取組に変化が見られたという。
「自分たちの知らないノウハウが確認できるので、それを見て、全員で『こういうことをしたい』と話し合い
ながら練習ができる」「筋力が足りていない部位に有効なトレーニングを、自主的にできる」「動画を見ながら
みんなで考えられて参考になる」と、生徒たちにも大変好評だという。
「ソフトテニスをやってきたが、『自分のやってきたことが正しいか？』が疑問だった。このサービスにより、
色々な視点を学べ、顧問としても勉強になる」と教員も語る。スポーツ医・科学を踏まえて作成された動画を
チェックしながら練習することで、ケガの防止も期待しているという。

	Wi-Fi の整備により、教育と防災をさらに推進
一方、課題もある。テニスコート上では、個人所有端末の携帯電話回線でサービスを利用している点だ。グ
ラウンドや体育館等にもWi-Fi が整備されれば、通信料金を気にせず、部活動の現場で動画等のコンテンツを
活用することが可能になる。
さらに、学校のグラウンド・体育館は、避難所として利用されることが多いため、整備済みのWi-Fi を災害
時に開放することで、避難生活にも有効に
活用できる。
実際、2016 年 4月の熊本地震の際には、
通信事業者が避難所に臨時開設したWi-Fi
が避難生活に役立った。
グラウンドや体育館にあらかじめWi-Fi
が整備されていれば、災害発生直後からイ
ンターネットによる情報入手や情報交換、
安否確認などに活用することが可能だ。
さらに、簡易な遠隔テレビ会議システム
を整備しておけば、平時には他校との遠隔
交流などに、災害時には災害対策会議や被
災者のコミュニケーションなどに利用でき
る。防災や部活動での活用も視野に入れた
通信環境の整備が期待される。

▲	避難所に臨時開設されたWi-Fi

Adaptive　学びを最適化する／自習・課外活動の最適化
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クラウドサービス キーワード

授業支援システム

コミュニケーションツール

ドリル学習型教材 グループウェア

協働学習 個別学習

家庭学習 21 世紀型スキル

プレゼンテーション

自治体

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

公立 私立・その他

Adaptive

家庭でも無料利用可能なクラウド教材を	
独自に整備するなど、全国の ICT教育をリード

つくば市教育委員会＜茨城県つくば市＞

CASE

18

Wi-Fiを始めとするICT環境や、独自のクラウド教材を整備しつつICT教育を推進する茨城県つくば市。
全国をリードする積極的な ICT教育により、学力向上や生徒指導等に大きな成果を上げている。

	ネットワークを重視してWi-Fi を全教室に整備
「世界の明日が見えるまち」を標榜し、その重
点施策の一つに「未来を担うこどもを育てる教育」
を掲げるつくば市は、ICT 教育を重要な柱として
位置づけている。ICT 教育の基盤となる設備の整
備も段階的に進めており、2005 年度には小中学
校への電子黒板の導入を、2011 年度にはパソコ
ン更新にあわせて小中学校へのタブレット導入を
開始。現在、市内の小中学校では、電子黒板は普
通教室の約 45％に、タブレットは約 2,000 台が
配備されている。つくば市が ICT 環境で特に重
視しているのは、いつでも円滑につながるネット
ワーク環境であり、Wi-Fi は全教室に整備済みだ。

	独自教科「つくばスタイル科」で
の ICT活用

ICT 環境を整備のうえ先進的な ICT教育を進め
ている同市のキーワードは、「4C学習」だ。4C
とは、「Community（協働力）」「Communication
（ 言 語 力 ）」「Cognition（ 思 考・ 判 断 力 ）」
「Comprehension（知識・理解力）」。これらの
力を育てることにより、全ての児童生徒に「21世紀型スキル」を身につけさせようとしている。
4C学習の中心となるのが、2012 年度に創設した「つくばスタイル科」だ。子供たちの主体的な学び

を実践し、21世紀型スキルを育むための独自教科で、教育プログラムは、つくば市、筑波大学、インテ
ルの産官学共同で作成。児童生徒にとって身近で、かつ社会にとっても重要な課題である「環境」「キャ

▲	校内でのWi-Fi 活用シーン

つくばスタイル科での ICT活用

課題発見力等
体験的活動
（タブレットで情報収集）

知識理解力等
つくば教育クラウドでの学習

言語力等
電子黒板やテレビ
会議での話し合い
（チーム弁論）

協働力等
テレビ会議や掲示板で
他校・研究所・博物館
との連携

思考判断力等
スタディ
ノートで
まとめたり
比較検討する

▲	つくばスタイル科での学習の流れ

Adaptive　学びを最適化する／家庭学習の最適化
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クラウドサービス キーワード

授業支援システム

コミュニケーションツール

ドリル学習型教材 グループウェア

協働学習 個別学習

家庭学習 21 世紀型スキル

プレゼンテーション

自治体

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

公立 私立・その他

Adaptive

家庭でも無料利用可能なクラウド教材を	
独自に整備するなど、全国の ICT教育をリード

つくば市教育委員会＜茨城県つくば市＞

CASE

18

Wi-Fiを始めとするICT環境や、独自のクラウド教材を整備しつつICT教育を推進する茨城県つくば市。
全国をリードする積極的な ICT教育により、学力向上や生徒指導等に大きな成果を上げている。

	ネットワークを重視してWi-Fi を全教室に整備
「世界の明日が見えるまち」を標榜し、その重
点施策の一つに「未来を担うこどもを育てる教育」
を掲げるつくば市は、ICT 教育を重要な柱として
位置づけている。ICT 教育の基盤となる設備の整
備も段階的に進めており、2005 年度には小中学
校への電子黒板の導入を、2011 年度にはパソコ
ン更新にあわせて小中学校へのタブレット導入を
開始。現在、市内の小中学校では、電子黒板は普
通教室の約 45％に、タブレットは約 2,000 台が
配備されている。つくば市が ICT 環境で特に重
視しているのは、いつでも円滑につながるネット
ワーク環境であり、Wi-Fi は全教室に整備済みだ。

	独自教科「つくばスタイル科」で
の ICT活用

ICT 環境を整備のうえ先進的な ICT教育を進め
ている同市のキーワードは、「4C学習」だ。4C
とは、「Community（協働力）」「Communication
（ 言 語 力 ）」「Cognition（ 思 考・ 判 断 力 ）」
「Comprehension（知識・理解力）」。これらの
力を育てることにより、全ての児童生徒に「21世紀型スキル」を身につけさせようとしている。
4C学習の中心となるのが、2012 年度に創設した「つくばスタイル科」だ。子供たちの主体的な学び

を実践し、21世紀型スキルを育むための独自教科で、教育プログラムは、つくば市、筑波大学、インテ
ルの産官学共同で作成。児童生徒にとって身近で、かつ社会にとっても重要な課題である「環境」「キャ

▲	校内でのWi-Fi 活用シーン

つくばスタイル科での ICT活用

課題発見力等
体験的活動
（タブレットで情報収集）

知識理解力等
つくば教育クラウドでの学習

言語力等
電子黒板やテレビ
会議での話し合い
（チーム弁論）

協働力等
テレビ会議や掲示板で
他校・研究所・博物館
との連携

思考判断力等
スタディ
ノートで
まとめたり
比較検討する

▲	つくばスタイル科での学習の流れ

リア」「歴史・文化」「健
康・安全（防災）」「福祉」
「科学技術」「外国語」に
対して、主体的、問題解
決的な学習スタイルで取
組み、その学習過程を通
じて、21 世紀型スキル
や社会力を育んでいくの
だという。
このような「つくばス

タイル科」における学び
にとっても、ICT は欠か
せないツールとなってい
る。

	「協働力」を育む多様な遠隔交流
例えば「協働力」の育成には、学校教育用グループウェアの「STUDYNOTE」などを活用。体験・取

材したことを、ポスター機能を使ってグループでまとめたり、掲示板機能やメール機能、Skype 等のテ
レビ会議システムを使って、他校の児童生徒、地域の人々（研究機関の職員を含む）と意見交換したり
している。
「実は私は耳が聞こえないのです。びっくりした？これからも友達でいてね」。これは、ある子供が
STUDYNOTE の電子掲示板に書き込んだコメントだ。ある子供が福祉学習の一環として、「耳が不自由
な人にとって、どうすれば住みよい街になるか」を調べる中で、「目が不自由な人への配慮として、あな
たの校区ではどのような取組が見ら
れますか」と掲示板で質問したとこ
ろ、大変詳しく教えてくれた子供が
あり、交流が始まった。しばらくや
りとりをした後に、「本当にあなたは
耳の不自由な人のことをよく知って
いますね」とコメントしたところ、
先のコメントが書かれた。2人の交
流はその後も続いているという。つ
くば市教育研究所の毛利 靖所長は、
「リアルな場やテレビ会議とは異な
り、電子掲示板では相手の姿は見え
ませんし、声も聞こえません。先入
観なく交流できる点では、“学びのバ
リアフリー”とでもいうべきメリッ
トがあります」と語る。

▲	STUDYNOTE掲示板の活用画面

Adaptive　学びを最適化する／家庭学習の最適化
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	プレゼンを中心に「言語力」を育成
「言語力」の育成にあたり、つくば市ではプレゼンテーショ
ンを特に重視している。例えば、小中学生のプレゼンテーショ
ンコンテストを開催し、約 1万名が参加。電子黒板を活用し、
チームで協力して発表を行うのがポイントだ。自分たちの考
えを人前でわかりやすく発表するのが目的だが、それまでの
過程でも、タブレットを使って取材したり、自らの考えをま
とめたり、チーム内で議論して結論を整理したりするため、
言語力が総合的に磨かれていくのだという。
プレゼンテーションコンテストでは、「ニューヨークのセン

トラルパークは市民の寄付によってできている。つくば市も、
そのような方式で市民が憩う公園をつくったらどうか」「外国
からのお客様のおもてなしに、もっと中学生が関わっていこ
う」「つくば市を自転車の街にしよう」など、今後のつくば市
のあり方に関する多様な提案が出てくるそうだ。
このようなプレゼンの機会や日常の授業などを通じ、教員

だけでなく児童生徒にも電子黒板の活用が根づいているのが、
つくば市の特徴といえよう。

	マルチOSで利用できるクラウド教材等により「知識・理解力」を伸ばす
「知識・理解力」を育てるうえで重要なツールとなるのが、
2004年に市で構築した eラーニングシステム「つくばチャ
レンジングスタディ」（当時の名称は「つくばオンラインス
タディ」）だ。学校だけでなく、家庭や地域の図書館など、
いつでもどこでもインターネットを使って学習できるクラ
ウドサービスであり、小学校の国語・算数・理科・社会、
中学校の国語・数学・理科・社会・英語について、合計 7万
問の問題を収録している。2016 年度からは、マルチOS
に対応。パソコンだけでなく、タブレットやスマートフォ
ンでも利用可能になった。さらに、インターネットを利用
できない家庭の子供にも対応するため、放課後・休み時間
のパソコン教室や、図書館、地域交流センターでも利用で
きるように措置している。
プリント学習ではすぐに音を上げてしまう子供でも、パ

ソコンを使った学習には興味を持ちやすく、集中して取組
む姿が見られるという。「それぞれの進度に応じ、苦手な部
分は学年を遡って繰り返し問題を解いたり、興味ある部分
はどんどん先に進めたりすることができます。夏休みなど
長期休業期間中や、インフルエンザ等での休校時、入院中
などで通学できない時などにも利用されています。」と毛利
氏は語る。

▲	電子黒板を使ったプレゼンテーション

▲	タブレットを活用し、チーム内で議論

▲	家庭で「つくばチャレンジングスタディ」
を使って学習している子供たち

▲	学校のコンピュータ室で放課後「つくば
チャレンジングスタディ」を使って学習
している中学生

Adaptive　学びを最適化する／家庭学習の最適化
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	学力向上や不登校の減少、人口流入など、大きな成果
以上のような ICT の積極的な活用により、様々な成果が表れている。例えば全国学力・学習状況調査

では、知識理解を問うA問題、知識を活用する力を問う B問題の点数がともに伸びている。2016 年
の中学 3 年生の調査結果では、全国平均比で数学 A問題が +7.4 から +15.0 へ、数学 B 問題では
+14.1から+15.4と前年よりさらに向上。全国1位の県を平均で上回っているという。「ICTを活用した、
つくばスタイル科などでの問題解決型学習や、チャレンジングスタディなどでの個別学習の成果が大き
い」と毛利氏はみている。
児童生徒自身も、成長を実感。アンケー

トでは、学習面においては「新しい発見や
調べ方が身についた」を 87.4％、「勉強し
た内容がよくわかる」を 91.4％、自己有
用感においては「自分にはよいところがあ
る」を 83.3％、「自分が成長したと思うこ
とがたくさんある」を 87.1％、他者に対
する考えにおいても「相手の気持ちを考
えてつきあおうとする」を 94.8％、「自分
より小さい子どもにやさしくできる」を
92.5％の児童生徒が選択している。
「このような学習面での自信や自己肯定
感などの高まりは、生徒指導の面でもよい
影響を及ぼしています」と毛利氏は語る。
ある学校では、不登校だった子供が他の自治体から転入してきたところ、元気に登校できるようになっ
た事例もあった。また、「どこよりも早く明日の教育に出会える学園」を標榜し、先進的な ICT 教育で実
績を上げる市立春日学園義務教育学校では、児童生徒数が 2012 年開校時の 900 人から 1,800 人に倍
増する一方で、不登校の子供の割合は、全国平均（1.26％※）と比べて、非常に少ない（0.3％以下）。
同市の人口は、12年前から 4万人以上増加。「2005 年のつくばエクスプレス（TX）の開通により都

心に通勤しやすくなったことに加え、公立学校における ICT を始めとする教育環境の充実も大きいと考
えています」と毛利氏は分析する。
春日学園だけでなく、所管する全ての学校が日本教育工学協会の「学校情報化優良校」に選ばれ、市

全体として初めて「学校情報化先進地域」として選定されたつくば市。総務省「ICT地域活性化大賞 2016」
で奨励賞を受賞するなど、全国的にも高い評価を受けている。
さらに同市は、2016 年 8月の全国 ICT 教育首長協議会の設立にあたり中心的役割を果たすなど、他

の自治体における ICT 教育の推進にも協力・貢献している。今後は、21世紀型スキル・社会力の育成を
図るプレゼンテーションコンテストを他の自治体と共同開催するなど、子供たちが主役となる ICT 教育
を全国に広げていく方針だ。

▲	ロボットを通してニュージーランドの学校と交流する春日
学園の児童

人口／児童生徒数 226,781 人（2017年 4月 1日現在）／
児童生徒数 19,678 人（2016年 5月 1日時点）

主な使用端末 タブレット（Windows 10、キーボード・マウスあり）

主に利用しているクラウドサービス つくばチャレンジングスタディ（独自システム）、STUDYNOTE

通信環境 Wi-Fi（直接インターネットに接続）

問い合わせ先 つくば市総合教育研究所　TEL. 029-867-1080、Mail: ict@tkb.ed.jp

※総務省 2015 年度「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」より

Adaptive　学びを最適化する／家庭学習の最適化



事
例
編

手
順
編

66

クラウドサービス キーワード

ドリル学習型教材

資料・データ集

Web 教材 学力向上

特別支援教育 個別学習

家庭学習

自治体

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

公立 私立・その他

Adaptive

学力定着を目指し県が主導して	
Web学習環境を構築

岩手県立総合教育センター＜岩手県＞

CASE

19

岩手県では、児童生徒の学力向上等を図るため、県立総合教育センターにおいて多様な学習用Webア
プリ等を作成・公開し、無料で県内の児童生徒の利用に供している。

	始まりは学力調査の結果から
岩手県内の中学校では、全国学力・

学習状況調査等の結果から、国語、数学、
英語において学習内容が十分に定着し
ていないことがわかった。岩手県立総
合教育センター（以下「センター」）で
は、学年や単元で身につけさせるべき
指導目標が明確になっていなかったこ
とや、生徒自身に学習状況を振り返ら
せるための手立てが不足していたこと
を原因として分析。対策として、「指導
目標」については、学習指導要領及び
国立教育政策研究所が作成した評価基
準をもとに、国語、数学、英語の 3教
科において、県内の生徒に身につけさ
せたい「中核となる力」を明確に示し
た独自の評価基準「いわてスタンダー
ド」を 2006 年に作成し、2011 年度
に改訂を行っている。
「生徒自身の学習状況」の振り返りについては、「いわてスタンダード」に準拠した学習シートである「G
アップシート」を作成。2008年には、同シートをWeb上で活用できる学習プリント形式の教材 「Gベー
ス」を公開した。
「Gベース」は、問題やその説明、ヒント、正答を表示する機能を搭載するとともに、記述・選択の両方
式の解答、分数などの入力やグラフ描画にも対応。得点・学習日時・学習回数といった学習結果の記録や一
覧表示機能も備えている。
さらに、テスト形式の復習用Web教材「Gチャレンジ」も作成。「Gアップシート」に準拠し、制限

▲	「Gベース国語」の解答例。画面上の［採点記録］ボタンをクリッ
クすると、得点が表示される

Adaptive　学びを最適化する／家庭学習の最適化
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時間になると自動採点する機能や、採点後に得点を表示する機能を搭載。得点や復習すべきシートの番
号を確認することができる。
生徒は校内や家庭から多様な問題に挑み、学習の振り返りを行っている。中学用の教材だが、高校でも、

中学の復習などに活用されているという。なお、現在では一部の教材を一般にも公開している。

	ブラウザーベースのWebアプリで、	
いつでもどこでも学習

また、センターのWebサイトでは、小学生向けの教材（算
数、社会、国語、理科等）、中学生向けの教材（数学、英
語、理科、社会）、高校生向けの教材（資格取得用等）を、
Webアプリとして提供。ブラウザーベースで利用できる
ため、パソコン、タブレット、スマートフォンなど、端末や
OSを選ばず、いつでもどこでも手軽に学ぶことができる。
センターの学習用Webアプリは、学習ソフトウェア

情報研究センター（学情研）が実施する 2016年度の「学
習デジタル教材コンクール」において、「学情研賞」を受
賞した。
さらに、センターでは特別支援教育用のWebアプリも

開発。その一つが、発音の仕方の理解や、発音の練習、吃
音の理解、吃音の指導を目的とした「ことたぶ」だ。吃
音について正しく理解するためのクイズ形式の教材をはじ
め、子供がどのような状況で不安を感じるかを探るツール
や、発音の仕方についての解説、正しい語音を聴覚的に印
象づけるための耳のトレーニングツールなど、タブレット
を利用して児童生徒それぞれの特性に応じた特別支援教
育を実現する機能が搭載されている。
センターでは今後もスマートフォンやタブレット学習に

有効な教材開発を継続していく方針だ。担当者は「主体的・
対話的で深い学びをしていくためには、その基礎となる事
項を確実に定着させておく必要がある。そのため、個々の
ペースに合わせて、反復により基礎となる事項を確実に定
着させるための教材「スマートフォンでチェック！（スマ
チェ）」を現在開発中だ。ICT機器の有効活用により学力向
上を図るため、今後も教材開発を継続していきたい」と語る。

▲	Web学習用アプリのポータル画面。「タブ
レット学習用Webアプリ」と「ことたぶ」

人口／児童生徒数 1,259,008 人（2017年 4月 1日時点）／児童生徒数　小学生 61,184 人、中学生
34,239 人、高校生 35,110 人、特別支援学校 1,707 人（2016年 5月 1日時点）

主に利用している
クラウドサービス

Gアップシート・Gベース学習サイト、タブレット学習用Webアプリ、ことばの
教室タブレット用Webアプリ（ことたぶ）

問い合わせ先
岩手県立総合教育センター  情報・産業教育担当　TEL. 0198-27-2254、
Mail. joho-r@center.iwate-ed.jp、情報・産業教育Webサイト 
http://www1.iwate-ed.jp/tantou/joho/index.html

Adaptive　学びを最適化する／家庭学習の最適化
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クラウドサービス キーワード

ドリル学習型教材

授業支援システム

個別学習 持ち帰り学習

協働学習 ボランティア

セルラーモデル 1 人 1 台 防災

自治体・公立

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

私立・その他

Adaptive

家庭・地域との連携による	
持ち帰り学習等の推進

連島北小学校／倉敷市教育委員会＜岡山県倉敷市＞

CASE

20

防災予算も活用しつつ、ICT 環境整備に積極的に取組む倉敷市。家庭・地域とも密接に連携しながら、
持ち帰りや自習を含め、ICT活用を推進している。

倉敷市では住民サービス向上の一環として、2002年度に「かわせみネット」と呼ばれる光ネットワー
クを整備し、市内の教育機関や防災施設等をつないでいる。各中学校にはネットワークの中継ポイント
を設置し、その下に各小学校や消防署の出張所等を接続。防災予算も活用しながら学校の ICT 環境を整
備してきた。
校内にも普段使いできる ICT環境を目指し、普通教室に大型ディスプレイ、教材提示装置、コンピュー

タ、デジタル教科書等を整備。倉敷市教育委員会　倉敷情報学習センター館長 尾島正敏氏は、「コンピュー
タルームにわざわざ行って使うのではなく、普通教室など子供たちのそばで、いつでも ICT を使えるこ
とが重要です。また、ICTにはトラブルがつきものですが、トラブルの発生により使わなくなる教員も多
いので、センターでも注意しながら支援をしています」と語る。また、「倉敷市学校園支援ボランティア」
と呼ばれる地域ボランティアも、ドリル教材などの学習記録を参考に児童に課題を与えるなど、ICT活用
に貢献しているという。

	タブレット持ち帰り学習も円滑に実施
2016 年度には、倉敷市立連島北小学校が総務省「先導的教

育システム実証事業」のフルクラウド・モデル校に選定された。
4〜 6年生の 40 人にセルラーモデルのタブレットを配備し、
クラウド環境での 1人 1台活用を実証した。同校で最も多く活
用されたコンテンツは、授業支援システムの「schoolTakt」。
例えば 5年生の算数では、文章題における関係図のテンプレー
トを配信し、各児童が書き込み全員で共有することで、学びを
深めた。尾島氏は「このような授業支援システムはどの教科で
も使いやすく、児童の意見が即時にわかります。普段は挙手を
しない児童の意見も把握でき、より協働的で深い学びにつなが
ります」と語る。
4年生では、市で採用しているクラウド型教育支援システム

「GLECTY」を利用した自習も実施。タブレットの画面上に表示 ▲	様々な授業でタブレットを活用

Adaptive　学びを最適化する／家庭学習の最適化
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される計算問題を紙のノートで解き、画面に答えを表示して答え合わせをし、正誤状況を入力する。学
習記録を可視化することで、意欲の向上につなげようとする試みだ。
さらに冬休みを利用し、タブレットを自宅に持ち帰ってのドリル学習にも取組んだ。保護者の不安を

解消するため、事前に説明会を設けるとともに、配布物でも理解を促した結果、苦情もなく円滑に持ち
帰りを実施できたという。「夜 9時まで」や「家族と一緒の場所で行う」など、学校で定めたタブレット
の利用ルールを徹底し、家庭でも学習用途での利用を意識づけたのだ。
尾島氏は「学校で撮った動画や写真が見られ、これをもとに家庭でのコミュニケーションが深まった

ことも、保護者には好評でした」と語る。学習履歴の活用を含め、市としてクラウドの活用をさらに進
めていく考えだ。

人口／児童生徒数 483,576 人（2017年 3月末時点）／児童数 105人

主な使用端末 Windows タブレット（別途キーボード有り）40台

主に利用しているクラウドサービス schoolTakt、GLECTY 等

通信環境 セルラーモデル（携帯電話通信網を経由）、
Wi-Fi（地域イントラネットを経由）

問い合わせ先 倉敷市教育委員会　倉敷情報学習センター　TEL. 086-454-0080

  

▲	家庭に周知した利用ルール

Adaptive　学びを最適化する／家庭学習の最適化
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クラウドサービス キーワード

SNS

学習プラットフォーム

家庭学習

反転学習

英語学習

私立・その他

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

公立自治体

Adaptive

家庭学習の活性化を、	
クラウド学習プラットフォームで実現

立命館宇治中学校＜京都府宇治市＞

CASE

21

立命館宇治中学校では、家庭学習のバリエーションを増やそうと、クラウド学習プラットフォームを
導入。復習や反転学習など、授業とも連携させつつ活用している。

	家庭学習の活性化のためクラウド学習プラットフォームを導入
立命館宇治中学校では、3年生での英検準

2級取得を目標に掲げる。その一環として、
問題集を解いたり、単語を覚えたりといった
ように、単調になりがちな家庭学習を活性化
しようと導入したのが、無料で使えるクラウ
ド学習プラットフォーム「Edmodo」だ。
例えば、「聞く」。生徒は教科書準拠の CD

も購入しているが、面倒で聞かない者も多く、
そもそもCDデッキのない家庭も増えている
という。そこで、教員が教科書に準拠した音
声データを Edmodoで生徒に送信。端末を選
ばずに利用できるクラウドツールであるため、
生徒は自宅のスマホやパソコンなどで気軽に
聞き、音読練習などに活用しているという。

	生徒を引きつける工夫とともに
クラウドを活用

生徒が関心を持って英文を「読む」よう、
教員が自分の日常生活を英語の日記に綴って
配信したりもしている。「見る」については、
教員が収録した授業復習動画「ハイテンショ
ンレッスン」や、授業に関連した動画サイト
のURLなどを配信。導入部分であえてテンショ
ンを上げて説明するなど、生徒が興味をもっ

▲	家庭での音読練習のために音声データを配信

▲	教員自作の授業復習動画「ハイテンションレッスン」

▲	プレゼンテーション学習の課題と、配信されたグラフ資料

Adaptive　学びを最適化する／家庭学習の最適化
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クラウドサービス キーワード

SNS

学習プラットフォーム

家庭学習

反転学習

英語学習

私立・その他

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

公立自治体

Adaptive

家庭学習の活性化を、	
クラウド学習プラットフォームで実現

立命館宇治中学校＜京都府宇治市＞

CASE

21

立命館宇治中学校では、家庭学習のバリエーションを増やそうと、クラウド学習プラットフォームを
導入。復習や反転学習など、授業とも連携させつつ活用している。

	家庭学習の活性化のためクラウド学習プラットフォームを導入
立命館宇治中学校では、3年生での英検準

2級取得を目標に掲げる。その一環として、
問題集を解いたり、単語を覚えたりといった
ように、単調になりがちな家庭学習を活性化
しようと導入したのが、無料で使えるクラウ
ド学習プラットフォーム「Edmodo」だ。
例えば、「聞く」。生徒は教科書準拠の CD

も購入しているが、面倒で聞かない者も多く、
そもそもCDデッキのない家庭も増えている
という。そこで、教員が教科書に準拠した音
声データを Edmodoで生徒に送信。端末を選
ばずに利用できるクラウドツールであるため、
生徒は自宅のスマホやパソコンなどで気軽に
聞き、音読練習などに活用しているという。

	生徒を引きつける工夫とともに
クラウドを活用

生徒が関心を持って英文を「読む」よう、
教員が自分の日常生活を英語の日記に綴って
配信したりもしている。「見る」については、
教員が収録した授業復習動画「ハイテンショ
ンレッスン」や、授業に関連した動画サイト
のURLなどを配信。導入部分であえてテンショ
ンを上げて説明するなど、生徒が興味をもっ

▲	家庭での音読練習のために音声データを配信

▲	教員自作の授業復習動画「ハイテンションレッスン」

▲	プレゼンテーション学習の課題と、配信されたグラフ資料

て見るように工夫していると、担当の熊谷向
祐教諭は言う。
Edmodoは、反転学習にも活用されている。

プレゼンテーション学習の課題では、事前に
配信・提示されたグラフをもとに、その解釈
等について生徒が自宅で調査・資料作成を行
い、授業で発表する。提示されたグラフ等の
データはそのままWord や PowerPoint に貼
りつけて用いることができるため、資料作成
もスムーズだという。
この他、授業に使用した資料やワークシー

トの配布、自習ノートなど生徒の模範作品の
共有、テスト範囲などの連絡にも Edmodoを
活用。夏休みの課題も、通常は夏休みの直前
に一挙に示すが、生徒にコンスタントな家庭
学習を促すため、Edmodo で定期的に示した
りもしているという。
なお、Edmodo では、セキュリティやトラ

ブル防止の観点から、生徒同士が直接交流で
きない仕様になっており、全て教員を介する
必要がある。トピックへのコメントも、教員
が承認したもののみがアップロードされる。

	リアルな場での教員・生徒の	
コミュニケーションも増加

Edmodoによってバリエーションが豊かになった家庭学習により、「自分で考えて英文を書く力が上がっ
た」「英語を楽しく学習できるようになった」「毎日宿題をやる習慣がついた」など、生徒の学習意欲が向
上してきたという。授業で使った資料や配布プリントがいつでも参照可能になったことも、生徒には好評だ。
欠席生徒の学習支援にも役立っているという。
担当教員も、「予習・復習などの家庭学習の充実により、授業中にプレゼンテーションなどのアウトプッ

トを行う時間が増えた」「配信した内容について、会った時に直接生徒から反応が返ってくるなど、生徒と
のコミュニケーションも増えた」「1人1人の生徒にフィードバックしやすくなった」など、手ごたえを語る。
同校では、家庭学習には自宅のパソコンやスマホなどを使用させている（これらを持たない生徒は学校

のメディアルームを利用）が、校内での私有端末の使用は許可していない。学校・家庭を通じて生徒の学
習環境がより一層充実するよう、将来的には、端末を1人1台使えるようにしたいという。

児童生徒数 528 人（2015年 4月時点）

主な使用端末 デスクトップパソコン、各家庭の端末

主に利用しているクラウドサービス Edmodo

通信環境 Wi-Fi（直接インターネット接続）、各家庭のインターネット環境

問い合わせ先 TEL. 0774-41-3000

Adaptive　学びを最適化する／家庭学習の最適化
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クラウドサービス キーワード

ドリル学習型教材

個別学習 1 人 1 台

持ち帰り学習 教員の負担軽減

セルラーモデル

公立

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

自治体 私立・その他

Adaptive

クラウド活用の実証で、	
学力の底上げなどの結果が

尾久小学校＜東京都荒川区＞

CASE

22

2013 年度に 1人 1台のタブレットを導入した東京都荒川区立尾久小学校。クラウド活用や持ち帰り
学習の実証にも取組み、基礎学力の底上げなどに成果を上げている。

	ドリル型教材の学習効果を実感、持ち帰り学習の反応も良好
2014 年 9月に区立の全小中学校（34校）に約 1万台の

タブレットを導入し、全国的にも注目を集めた荒川区。その
中でも先導的役割を果たしてきたのが、2013 年度に先行し
て 1人 1台環境に移行し、総務省「先導的教育システム実証
事業」の実証校にも指定された尾久小学校だ。
同校では、ドリル型学習教材を中心にクラウドを活用した

実証に取組んだ。飯村 誠一校長は、「問題の用意や印刷・配布・
回収など、教員の負担が大幅に軽減されました。これにより、
個々の児童と向き合う時間を増やせました」と語る。
学習効果も徐々に上がっており、例えば、算数を苦手としていた児童について、正答率が 5〜 10％アッ

プしたという。「ドリル型学習教材で習熟度に応じた問題を繰り返し学習したことが、基礎学力の底上げ
につながったのでしょう」と飯村氏は分析する。
授業ではWi-Fi モデルのタブレットを使っているが、セルラーモデルの端末も 40台用意し、5〜 6年

生を対象に 1クラスずつ交代で持ち帰り学習も実施。その日に学校で学んだ状態をそのまま再現して家
で復習したり、問題の続きに取組んだりできる点が特に好評だったとのこと。児童に実施したアンケー
トの結果では、持ち帰り学習についてマイナスの評価はほぼゼロで、8割以上が「うれしい」「ありがたい」
などのポジティブな感想だったという。

▲	ドリル学習に取組む児童

人口／児童生徒数 213,203人（2017年4月1日時点）／児童数401人（2016年9月1日時点）

主な使用端末 タブレット（別途キーボード有り）

主に利用しているクラウドサービス 教育クラウドプラットフォーム
（ドリル型学習教材、端末操作トレーニング教材等）

通信環境 Wi-Fi（地域イントラネット等を経由）、
セルラーモデル（携帯電話通信網を経由）

問い合わせ先 荒川区教育委員会 指導室　TEL. 03-3802-3111

Adaptive　学びを最適化する／家庭学習の最適化
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クラウドサービス キーワード

ビデオコミュニケーション
ツール

授業支援システム

遠隔協働学習

小規模校

山間部

自治体

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

公立 私立・その他

Assistive

多様な考え方に触れる機会を生み出す	
遠隔協働学習

三好市教育委員会＜徳島県三好市＞

CASE

23

ICT 教育を積極的に推進してきた徳島県三好市では、クラウドを活用した遠隔協働学習の実証研究に
も取組む。

	学級規模が縮小する中、ICT活用に積極的に挑戦
徳島県三好市は、県土の 6分の 1の面積を占める広大な自治体だ。市内には小学校 15校、中学校 6校

が点在しているが、1校あたりの児童生徒数は少ない。各学級の人数も少ないために、複式学級で授業を
行うケースもあるという。
ともすれば新たな刺激や多様性への気づきが失

われがちな環境の中で、質の高い教育を実施して
いくため、三好市では ICT 活用に積極的に挑戦
してきた。例えば、2010 年には隣接する三好郡
の東みよし町立足代小学校が「フューチャース
クール推進事業」に、三好市の池田小学校と辻小
学校が「ICT 絆プロジェクト」に採択。4年間に
わたる実証研究を通じて ICT 活用が大きく前進
し、クラウドを活用した個別学習や協働学習、遠
隔授業にも、この頃から取組み始めたという。
2015 年度からは新たな挑戦として、文部科学

省「人口減少社会における ICT の活用による教
育の質の維持向上に関わる実証事業」に取組んで
いる。この実証研究では、異なる学校間をテレビ
会議システムでつなぎ、ICT を活用した遠隔協働
学習を実施。これまでの同市における取組とは異
なり、参加する児童全員にタブレットが配備され、
クラウド上の授業支援システムとテレビ会議シス
テムを同時に用いて、意見共有や話し合いなどの
グループ学習を行っている。
実証校の一つである市立下名小学校には、テレ

ビ会議システム「LiveOn」が整備されるとともに、 ▲	テレビ電話機能を使った遠隔協働学習

    

▲	授業支援システムの活用風景

74

Assistive　学びを支援する：制約・困難の克服による支援／地理的制約の克服を支援



A
daptive

学
び
を
最
適
化
す
る

制
約
・
困
難
の
克
服
に
よ
る
支
援

安
心
・
安
全
の
確
保
に
よ
る
支
援

校
内
体
制
の
確
立
に
よ
る
支
援

財
源
確
保
・
コ
ス
ト
抑
制
に
よ
る
支
援

A
ssistive

学
び
を
支
援
す
る

A
ctive

学
び
を
活
性
化
す
る

クラウドサービス キーワード

ビデオコミュニケーション
ツール

授業支援システム

遠隔協働学習

小規模校

山間部

自治体

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

公立 私立・その他

Assistive

多様な考え方に触れる機会を生み出す	
遠隔協働学習

三好市教育委員会＜徳島県三好市＞

CASE

23

ICT 教育を積極的に推進してきた徳島県三好市では、クラウドを活用した遠隔協働学習の実証研究に
も取組む。

	学級規模が縮小する中、ICT活用に積極的に挑戦
徳島県三好市は、県土の 6分の 1の面積を占める広大な自治体だ。市内には小学校 15校、中学校 6校

が点在しているが、1校あたりの児童生徒数は少ない。各学級の人数も少ないために、複式学級で授業を
行うケースもあるという。
ともすれば新たな刺激や多様性への気づきが失

われがちな環境の中で、質の高い教育を実施して
いくため、三好市では ICT 活用に積極的に挑戦
してきた。例えば、2010 年には隣接する三好郡
の東みよし町立足代小学校が「フューチャース
クール推進事業」に、三好市の池田小学校と辻小
学校が「ICT 絆プロジェクト」に採択。4年間に
わたる実証研究を通じて ICT 活用が大きく前進
し、クラウドを活用した個別学習や協働学習、遠
隔授業にも、この頃から取組み始めたという。
2015 年度からは新たな挑戦として、文部科学

省「人口減少社会における ICT の活用による教
育の質の維持向上に関わる実証事業」に取組んで
いる。この実証研究では、異なる学校間をテレビ
会議システムでつなぎ、ICT を活用した遠隔協働
学習を実施。これまでの同市における取組とは異
なり、参加する児童全員にタブレットが配備され、
クラウド上の授業支援システムとテレビ会議シス
テムを同時に用いて、意見共有や話し合いなどの
グループ学習を行っている。
実証校の一つである市立下名小学校には、テレ

ビ会議システム「LiveOn」が整備されるとともに、 ▲	テレビ電話機能を使った遠隔協働学習

    

▲	授業支援システムの活用風景

授業支援システム「MetaMoJi ClassRoom」も導入された。また、配備されたタブレットに加えて、さ
らに iPad Pro も 2人に 1台の割合で用意。遠隔協働学習の時間中は、テレビ電話機能「FaceTime」を
使って iPad Pro で相手校と常時接続し、相手校の児童とグループになり、互いの表情を見ながら円滑に
やりとりできる環境も構築。主に小学 5〜 6年生の児童が、国語、算数、社会、英語、道徳で月に数回、
もしくは単元によっては毎日という頻度で遠隔協働学習を行った。

	異なる考えに触れる機会を生み出す
このような遠隔協働学習の効果はどうか。下名小学校の元教頭（現、東みよし町立足代小学校教頭）

の中川斉史氏は、「離れた学校であっても同じ授業を受けている意識を持ち、互いの刺激になりました。
また小規模校の児童にとっては、グループ活動も一斉授業も同じ感覚になりがちですが、遠隔協働学習
を通して違う考えに触れる機会が増え、グループ学習は別物だと知ることができました」と述べる。
例えば、3人の学級では、同級生がどんなことを考えているのか、自然とわかってしまうことが多いと

いう。それが、「他校の児童との遠隔協働学習を通じて、“同年齢の者の中に、こんな考え方をする人も
いるんだ”と、児童は新たな気づきや刺激を得ています」と中川氏。ICTが手段となって、多様性に触れ
る貴重な機会が生み出されているという。
また、クラウドの活用について中

川氏は、「授業支援システムを活用
し、離れた学校の児童が同時にワー
クシートに書き込んで意見を共有す
る活動は、大変有意義です」と語る。
一般的に遠隔交流といえば、2校間
をテレビ電話でつないでクラスの代
表者が互いに質問し合うようなスタ
イルが多いが、これでは参加者が限
られてしまう。クラウド型の授業支
援システムを用いれば、1人 1人の
児童が自分の考えを述べる場を与え
られ、児童同士の距離感を縮めるこ
とができるというのだ。

▲	テレビ会議システムを使った意見交換
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人口／児童生徒数 27,198 人（2017年 4月 1日時点）／
小学生 961人、中学生 539人（2016年 5月 1日時点）

主な使用端末 ノートパソコン、タブレット（キーボード有り）、
タブレット（キーボードなし）。OSはWindows と iOS の両方

主に利用しているクラウドサービス MetaMoJi ClassRoom、LiveOn、ミライシード

通信環境 Wi-Fi（地域イントラネット等を経由）

問い合わせ先 三好市教育委員会学校 教育課　TEL. 0883-72-3555

さらに同氏は、「テレビ会議システムもクラウド版のサービスを使ったため、状況に応じて、様々な端
末から接続することができたのも良かったと思います」と振り返る。

	「安定した通信環境の構築」と「学校文化の違いを踏まえた対応」が課題
中川氏は、遠隔協働学習の課題として「安定した通信環境の構築」と「学校文化の違いを踏まえた対応」

の 2点を挙げる。
遠隔協働学習においては、通信環境の安定が肝になる。中川氏は、校内のアクセスポイントを充実さ

せることが特に重要であると指摘する。三好市には、地域に光ファイバー回線が完備されているが、様々
な端末を同時接続して動画もやりとりする遠隔協働学習においては、校内に充実したWi-Fi 環境が不可
欠だ。そのため三好市では、通信環境の検討、整備に多くの時間を割いたという。
また、学校間を超えた遠隔協働学習は、「学校文化の違い」を乗り越えることが大きな課題だと中川氏

は指摘する。「同じ市にある近隣の学校同士でも、児童や学校の様子は大きく異なります。学校行事や地
域に関係した様々な活動など、児童が同じ経験をしているわけではないため授業構成の際に配慮が必要
ですし、また学校が異なる教員同士が意思疎通を図り、議論することも難しいです」。同じ職員室にいる
教員同士ならスムーズに進めやすいが、相手校の職員室の状況や学校の様子がわからない中で遠隔協働
学習を成立させていくには、互いの学校文化を理解し、尊重しながらコミュニケーションを深める努力
が不可欠だというのだ。
これらの点も踏まえて、いかにシンプルに遠隔協働学習を実践できるようにするか、より日常的に授

業に取り入れていくにはどうすればいいか、さらに研究を深め、各学校を活性化していきたいという。
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ドリル学習型教材

授業支援システム

オンラインストレージ

持ち帰り学習 個別学習

協働学習 セルラーモデル

過疎地 ICT 支援員

自治体

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

公立 私立・その他

Assistive

過疎地においても質の高い教育を	
実現する ICT活用

大川小中学校＜高知県土佐郡大川村＞

CASE

24

離島を除いて全国で人口が最も少ない高知県大川村。様々な困難を ICT 活用により克服し、質の高い
教育の実現に取組む。Uターンでふるさとに帰ってきた ICT 支援員も、ICT 教育の充実に大きく貢献し
ている。

高知県大川村は人口 400 人ほどの、離島を除
いて日本で一番人口の少ない自治体である。立地
上の困難やマンパワーの不足を克服するため、村
内全域にWi-Fi による公共ネットワークを整備
し、インターネット接続や村内放送、IP テレビ
電話を整備するなど、積極的に ICT を活用した
生活基盤を構築してきた。
村立大川小中学校の ICT 環境も充実しており、

電子黒板、モニター、デジタル教科書、iPad が
導入されている。小中学生は、2016年度で28人。
うち 11人が「大川村ふるさと留学」（山村留学）
制度による他の市町村からの「留学生」だ。留学
生は全員、長期休暇時に地元へ戻るが、その間の
学習支援として、例えば数学では解けない問題を撮影して教科担任に送信すると、教科担任が解き方を
解説して返信するなど、双方向のやりとりによる個別指導に ICTが活用されている。
2015、2016年度には総務省「ICTドリームスクール」に選ばれ、児童生徒に1人 1台の iPad を配備し、

教育クラウド・プラットフォームを活用した実証研究にも取組んだ。

	データ通信量に注意しつつ、セルラーモデルタブレットを持ち帰り学習に活用
同校が実証研究に応募した目的は、クラウドを活用したタブレットの持ち帰り学習に取組むためであっ

た。全戸がWi-Fi ネットワークで結ばれている大川村だが、インターネット接続環境は各家庭により異
なる。そのため、夏季休業中の2か月間に限ってセルラーモデルの iPadをリースして、児童生徒1人1台
環境で持ち帰り学習を実施した。
セルラーモデルのタブレットを使う際には、児童生徒のデータ使用量に注意しなければならない。な

ぜなら大川村の場合、端末ごとではなく全端末の使用量の合計でデータ通信量が決まる契約形態であっ

▲	生徒からの質問への返信（数学）

77

Assistive　学びを支援する：制約・困難の克服による支援／地理的制約の克服を支援



事
例
編

手
順
編

たため、各自が好き勝手に使い契約量を消費してしまえば全員のアクセスに影響が出てしまうからだ。
そこで同校では、児童生徒のタブレットの使い方を事前に校内で調査し、どのようなサイトやアプリケー
ションのデータ使用量が多いのかを確認した。その結果、児童生徒が使用したサービスの中で、Google 
Earth のストリートビュー、ニュースサイト（動画で閲覧する場合が多い）、写真共有サイトのデータ使
用量が多いことがわかった。同校では、このようなサイトを利用する時には短時間で終えるよう注意喚
起し、持ち帰り学習をさせたという。

	持ち帰り学習の取組と成果は？
夏休みの持ち帰り学習では、小中学生がドリル学習型教材「ラインズ eライブラリ」を活用した基礎

学力の向上に、小学生はさらに授業支援システム「ロイロノート・スクール」を活用した自由研究に取
組んだ。
その結果、「タブレットを使った宿題（学習）はできましたか」という問いに対して、「たのしくできる」

は 95%、「進んでできる」は 90%など、小学生からは前向きな回答が多く得られた。一方、同じ質問に
対する中学生の答えは「たのしくできる」が 70%だった。通常の宿題を軽減する措置をとらずにタブレッ
トの宿題も課したことが原因ではないかと、大川村教育委員会では分析している。今後は、他の宿題と
のバランスを考えながらタブレットの持ち帰り学習を実施していきたいという。
冬休みの持ち帰り学習では、大川村のよいところについて家族にインタビューする宿題を出した。家

族だけでなく村の人にインタビューする児童もいるなど、意欲的に取組めたという。3学期の初めに「冬
休みの思い出」について発表できるよう、冬休み中に写真を撮る課題も出したところ、児童全員がロイ
ロノート・スクールや PowerPoint のスライドにまとめてきた。
これらの持ち帰り学習を通して、家庭内に新たなコミュニケーションが生まれたり、発表の場でより

わかりやすく伝えようと、児童生徒が写真や文字の効果的な組み合わせを考えたりするようになるなど、
様々な変化を学校では感じているという。

	タブレット学習に対する保護者の反応は？
同校では、タブレット学習について保護者への

調査も行った。傾向としては、保護者はおおむね
肯定しているものの、タブレットを活用した学習
のねらいについては疑問を持つ保護者もいるとい
う。例えば、「好奇心をゆさぶるにはよいと思うが、
自分で書いたり、計算を組み立てたりする手間を
惜しむようになるのではないかと不安」「宿題を
やることのハードルは下がるが、どのような教材
がよいのかきちんと考えてほしい」などの意見も
寄せられた。
また、「タブレットを使った学習では、どのよ

うな学習が有効だと思うか」という設問に対しては、調べ学習、カメラを利用した学習、ドリル学習な
どが多く挙がった（グラフ参照）。
一方、授業ではタブレットを活用して「伝えたり表現する学習」に取組む機会が多いのだが、保護者

にはそうした活動は認識されていない。今後は、授業参観などの機会をとらえて、このような活用に関
する保護者の理解を広げていきたいという。

▲	授業での「伝えたり表現したりする学習」

78

Assistive　学びを支援する：制約・困難の克服による支援／地理的制約の克服を支援



A
daptive

学
び
を
最
適
化
す
る

制
約
・
困
難
の
克
服
に
よ
る
支
援

安
心
・
安
全
の
確
保
に
よ
る
支
援

校
内
体
制
の
確
立
に
よ
る
支
援

財
源
確
保
・
コ
ス
ト
抑
制
に
よ
る
支
援

A
ssistive

学
び
を
支
援
す
る

A
ctive

学
び
を
活
性
化
す
る

タブレットを使った学習では、どんな学習が有効だと思われますか？

調べる学習

撮影・録画して使う学習

ドリル学習

ゲーム的な要素のある教材での学習

ビデオなどを見たり聞いたりする学習

TV会議など遠くの人とやりとりする学習

漢字など書いて覚える学習

絵や何かを制作する学習

クラスの友達と話し合う学習

伝えたり表現する学習

0 2 4 6 8 10 12
（件）

▲	授業での「伝えたり表現したりする学習」が保護者に浸透していないことが課題

	Uターンの ICT支援員が活躍
大川村では、ICT 活用を小中学校においてさらに進めていくため、2015 年に ICT 支援員をUターン

で迎えた。「高校進学時に村を離れ、東京都内の ICT 企業で数年間勤務していましたが、都会での生活に
迷いがあり悩んでいたところ、教育委員会の方から声を掛けていただきました。当初は学校教育に関し
て知識を持ち合わせていない私が、教育の現場に携わってもいいのだろうかという迷いもありましたが、
私の経験を自分が生まれ育った地域の学校のために活かすことができるのであればと考え、ふるさとに
帰ってきました」と、大川村教育委員会 ICT支援員の山中貴仁氏は語る。機器のトラブル対応はもとより、
ICTの効果的な活用方法について自ら講師となって校内研修を実施するなど、山中氏は積極的に活動。そ
の結果、教員の ICTリテラシーは向上し、安心して機器を活用できるようになってきたという。
大川村ではさらに、2017 年度予算において、タブレットを家庭でも 1人 1台活用できるようモバイ

ルルーターの整備費と、ドリル型教材「ラインズ eライブラリ」の 5年間の利用料を確保。授業だけで
なく、ICTによる家庭学習の充実をより一層推進していく方針だ。

人口／児童生徒数 人口 373人（2017年 4月 1日時点）／児童生徒数 28人（小学校 14人、
中学校 14人）

主な使用端末 ノートパソコン、キーボード有りタブレット（Windows と iOS）

主に利用しているクラウドサービス ラインズ eライブラリ、ロイロノート・スクール、iCloud、Microsoft 
OneDrive

通信環境 セルラーモデル（携帯電話通信網を経由）

問い合わせ先 大川村教育委員会　TEL. 0887-84-2449
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クラウドサービス キーワード

グループウェア

ドリル学習型教材

資料・データ集

在外教育施設 非常時対応

個別学習

遠隔コミュニケーション

私立・その他

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

公立自治体

Assistive

教育活動の継続・発展にクラウドが貢献
イスタンブル日本人学校＜トルコ共和国イスタンブル市＞

CASE

25

イスタンブル日本人学校では、日本の教材が入手困難なことや安全上の問題など、様々な制約を乗り
越えるため、クラウドを積極的に活用して教育活動を継続・発展させてきた。

小学部・中学部からなるイ
スタンブル日本人学校では、
教育の質の向上を目指し、1年
生から ICT を取り入れた授業
実践に取組む。2014 年度か
ら 3年間、総務省の「先導的
教育システム実証事業」に参
画するなど、クラウド活用も
進めている。
ICT の導入当初は、安定し

ないイスタンブルの電力事情
やインターネットの回線不調
など、トラブルの連続だった
という。それでもプロジェク
ターでの板書提示から始め、
ICT活用の幅を広げてきた。
児童生徒用のノートパソコンを整備したことをきっかけに、パソコン基礎スキル教材「ポケモン PCチャ

レンジ」も導入。パソコンの操作に苦手意識があった児童生徒にも好評で、スキルアップにもつながり、
クラウド活用の土台となっていったという。

	どんな状況でも学びを継続できる環境を提供。	
距離を超えたコミュニケーションも

同校では、授業中にデジタル教材を一斉提示したり、テスト前の復習としてドリル型学習教材を利用
したり、書写や図工では見本となる動画を個別視聴したりするなど、学習シーンに応じてクラウドを活
用してきた。日本の教材が入手困難な中、最新の教材を簡単に入手できることが、クラウド活用のメリッ
トとして特に大きいという。

▲	アジアとヨーロッパにまたがる都市イスタンブル
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▲	授業風景

また、安全上の問題などで休校を余儀なくされることもあるが、その際は家庭の端末からクラウド上
のドリル教材にアクセスしたり、教師がクラウド上の掲示板に課題を出して児童生徒が回答をアップし
たりするといった方法で、学習に遅れが生じないよう配慮してきた。
一時帰国や受験などで長期欠席する児童生徒に対しては、これまではメールや国際電話で対応してき

たが、時差や費用の関係で苦労する場面も多かった。クラウドのタイムライン上でコミュニケーション
をとることで、学習状況の確認等が円滑に行えるようになったという。さらに、児童生徒が日本に帰国
してからもタイムラインで連絡を取り合うなど、物理的な距離を超えたつながりが生まれているそうだ。
同校では、教育機関向け統合ソリューション「G Suite for Education」も導入した。以前のメールサー

バーでは容量の大きなメールは送信できず、外部の転送サービスを利用していたため効率が悪かった。
重要なメールが迷惑メール扱いとなることもあったが、G Suite for Education を使うことでこれらの課
題を解決できたという。
同校では、中学部においてクラウド上で提供される入試問題データベースの導入も検討している。今

後も、場所や時間の制約を受けないクラウドのメリットを活かし、より質の高い教育を提供していきた
い考えだ。

児童生徒数 小学部 61人、中学部 7人

主な使用端末 ノートパソコン、iPad、デスクトップパソコン

主に利用しているクラウドサービス G Suite for Education、ポケタッチ、ラインズ eライブラリ、
ニューワイド学習百科事典

通信環境 Wi-Fi（直接インターネット接続）

問い合わせ先 同校　Webサイトフォーム　http://ijstr.jp/enter/index.html
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Column 	どの高校でも簡単に導入・運用可能な遠隔授業システム
ICT の最大の特長の一つは、距離を超えたコミュニケーションを容易に実現できる点にある。特に、離島や
中山間地域など立地上の制約を抱える地域にとって、そのメリットは大きい。学校教育においても、遠隔地間
をつなぐことで、限られた教育資源を効果的に補うことが可能だ。例えば、離島や山間部の多い長崎県では、
慶應義塾大学と提携し、県立高校において遠隔授業を積極的に導入してきた。現在では、上対馬高等学校など、
毎日の正式な授業時間に組み込んだ形で遠隔授業が実施される例も出てきている。

	毎週実施される授業のために、遠隔授業システムを開発
長崎県での遠隔授業への取組は、2009 年 4月に慶應義塾大学と包括協定を結んだことから始まった。この
協定は、音楽や家庭科などの専門科目の指導力強化、キャリア教育や大学入試改革への対応など、離島や中山
間地域における教育環境の改善を目的とするもの。2011 年には、上対馬高等学校が「論理コミュニケーショ
ン」という科目を学校設定科目として開設し、その実施手法として遠隔授業システムを採用した。その後、音楽、
家庭科などの専門科目を含め、他の高校にも遠隔授業の取組は広がっているという。
同県教育庁の島村政策監（教育情報化担当 )は、同県における遠隔授業への考え方について次のように語る。

「遠隔授業で重視したのは、どの学校でも導入していける汎用性です。そもそも、遠隔授業が一過性の行政事業
であってはいけないと考えました。どの学校でもごく普通に続けていける汎用性と日常性は欠かせない。その
ためには、身近にあるパソコンやプロジェクター、もしくは電子黒板で実施可能な遠隔授業とすべき、としま
した。学校は器です。器に様々な生徒と教員が集うことで、新たな知識や多様な考えに接して成長していくこ
とに学校の意味があります。しかし離島・半島部では、高校でも 1学年 3クラスを割ってきており、英語・国語・
数学以外は教員が 1人となっています。結果として多様性が失われがちです。専門教員不足でも知識を得るた
めの手段としての遠隔授業が必要です。ただ、そこにとどめるのではなく、多様性を得るための『新たな学び』
の視点が遠隔授業には必要と考えます」。
慶應義塾大学側で遠隔授業システム開発のリーダーを務めた梅嶋 真樹氏（同大 SFC研究所Auto-ID ラボラ

トリ副所長）は、開発にあたって重視したポイントを 3点挙げる。「第一に、技術だけに依存した解決方法をと
らないことです。小規模校での少人数授業は、一般的には厳しい環境ですが、遠隔授業と組み合わせることに
より、生徒の満足度を高めるうえでは逆に利点となります。このため、既存の環境を可能な限り活かすことを
重視しました。第二に、毎週行われる授業として遠隔授業システムを設計することです。そうすることで、現
場の先生や生徒にとって日々使いやすいシステムにするべきだという設計思想が生まれます。第三に、80％の
品質を目指すことです。最高品質の機器やソフトウェアを使い、対面授業と変わらないような 100％の品質を
実現することも不可能ではありませんが、高額な初期費用に加え、専門家しか運用できないため運用費用も増
大します。それでは財政的に厳しい地方の学校にとって、遠隔授業は手の届かないものになってしまいます。
音声品質を重視することや、学習記録データが広告利用されないなど、妥協できない部分では高い品質を確保
しつつ、省けるものは省く、可能な限り汎用的なものを利用するという考え方で、開発にあたりました」。

	遠隔授業による新しい科目を開設、単位修得も可能
上対馬高等学校が学校設定科目として開設し、遠隔授業システムにより実施している「論理コミュニケーショ
ン」は、「論理的に聴く力」「論理的に考える力」「論理的に伝える力」を修得させ、社会が受け入れられる方法
で意見を主張できるコミュニケーション能力を育成することをねらいとしている。同校では毎週の時間割に1コ
マ入っており、1単位が修得可能だ。
同校の非常勤講師として東京から遠隔指導を行っている斎田 有里氏は、「遠隔授業は、毎回ほぼ問題なく行

えています。相互に声がよく聴こえ、教室風景もよく見えています。時にトラブルもありますが、現地の生徒
と協力して乗り越えることが可能な程度のものです」と語る。生徒からの評価も上々で、アンケートでは遠隔
授業について「対面の通常の授業と比較して 6割以上の満足度」だとする生徒が 84%に達した。論理コミュ
ニケーションの授業内容面についても「議論すると色々な考えがあることがわかった。議論の授業は楽しかっ
た！！」「クラスにいろんな意見があってよかった」など前向きな感想が寄せられているという。
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	遠隔授業システムを成功させるための 4つの技術要件とは？
梅嶋氏は、遠隔授業システムを成功させるために、技術面で 4つの条件を挙げる。
1つ目は「音声最重視の原則」。梅嶋氏は「ネットワークの調子が悪くて映像が途切れても、音声が出力でき
れば授業はできます。逆に音声が途切れると、授業はうまくいきません。そのため、スピーカーマイクは高性
能のものを推奨します」と説明する。
2つ目は「汎用性のあるソフトウェアを使い、特注品を使わない」。長崎県で使われているのは Skype。使い
方を教員や生徒も知っていることから、支援事業者の手を離れ自分たちだけで運用できるようになるのが早い
傾向にあるという。
3つ目は「子供のデータを守ることにコスト負担を惜しまない」。「学校の教育ネットワークは学習系と校務
系に分離し、専門の事業者に管理を任せることが適当です。また、セキュリティを確保するため、校内にサーバー
を設置するのではなく、クラウドの利用を推奨します。ただし、クラウドを利用するうえでも注意は必要です。
特に重要なのは、サービス提供事業者の情報保護ポリシーです。『データの所有者はお客様である。広告を目的
としてお客様のデータをマイニングすることはない』旨を公的に宣言しているか、確認したうえで利用される
ことをお勧めします」と梅嶋氏。例えば上対馬高等学校では、クラウドサービスのMicrosoft Office 365 を
遠隔授業に利用しているが、この点をしっかり確認したうえでのことだという。
4つ目は「家庭や中小企業と同品質のネットワーク環境を構築する」。遠隔授業を実施するうえでのネットワー
ク品質は、フレッツ光など一般的に利用されているものと同等であれば問題ないとのこと。「一般利用されてい
るもの以上の環境をすでに構築されているのであれば、もちろんそれを利用されればよいですが、これから構
築する場合であれば、一般的な品質のもので十分です」と梅嶋氏。

	最小限の機器と一般的なネットワーク・ソフトウェアで、遠隔授業は実施可能
2016 年 10 月、慶應義塾大学 SFC 研究所は、文部科学省
主催の全国高等学校教育改革研究協議会において、高等学校
における遠隔授業システムの推奨モデルを公表した。長崎県
などにおける実践経験をもとにまとめたこのモデルは、文部
科学省が定める高校遠隔授業の要件（「学校教育法施行規則の
一部を改正する省令等の施行について」通知：2015 年文科
初第 289号）と、ネットワークセキュリティに関する文部科
学省の「2020 年代に向けた教育の情報化に関する懇談会 緊
急提言」（154ページ参照）を満たすものだという。このモデ
ルでは、教室に必要な最小限の機材について、ノートパソコ
ンとプロジェクターを 1〜 2台、相互の音声を拾い届ける 1台 2役のスピーカーマイク、教室の様子を映す
Webカメラ等だとする。テレビ会議システムは、Skype などの一般的なクラウドサービスを用いる。これに
より 1教室あたりおおむね 10〜 15万円程度で導入できるという。
「学校関係者に遠隔授業について話をする際には、どのような教育をしたいのかをまず議論します。それから、
一般的な機器・ネットワークを導入するだけで、どの学校でも簡単に遠隔授業が実現できることを話します。
新たに実施する教育の中身を 8割、導入する機器など技術の中身を 2割の割合で議論して設計するなら、遠隔
授業は成功する、と説明しています」と梅嶋氏は語る。
2015年には、同時双方向型の遠隔授業が、全日制・定時制課程の高校卒業に必要な単位（74単位中の 36単
位まで）を修得できる教育として認められた。
「自校にはないリソースを整えられるのが、遠隔授業や ICT 教育の大きなメリットです。どの学校でも実施
可能なコストで、運用負担も軽い遠隔授業システムを普及させることにより、地理的・経済的な格差のない、
子供たちの未来を切り拓く質の高い教育を全国に広げていきたい」と梅嶋氏は決意を語る。

▲	遠隔授業の様子

問い合わせ先 慶應義塾大学 SFC研究所プラットフォームデザイン・ラボ事務局　
TEL. 0466-49-3557、Mail. sec@ikokuryo.com
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ツール

コミュニケーション
ロボット

院内学級

遠隔授業

ロボット活用 復学支援

公立

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

自治体 私立・その他

Assistive

分教室に登校できない児童生徒の学習を
2つのコミュニケーションツールで支援

光明学園＜東京都世田谷区＞

CASE

26

特別支援学校として病院内に分教室を設置している東京都立光明学園では、治療や体調不良、一時退
院などにより分教室に登校できない子供たちのために、ビデオ通話を使った遠隔授業を実施。ジェス
チャーなどで気持ちを表現できるコミュニケーションロボットも導入し、学級行事等で活用している。

※ 2017年 4月 1日より「東京都立光明特別支援学校」から「東京都立光明学園」に校名変更

	クラウドの遠隔会議システムで、病室内でも学びを継続
光明学園の「そよ風分教室」は、国

立成育医療研究センター内に設置され
た院内学級だ。小学1年生から高校3年
生まで、多い時期で 40人ほどの児童生
徒が在籍する。その多くは同センター
への入院のために一時的に転籍してき
た子供たちで、分教室で授業を受けな
がら退院後の復学を目指している。
分教室の課題の 1つに、学習時間の

確保が難しいことが挙げられる。授業
は毎日行われるが、治療の都合や体調
により出席が困難なケースも少なくな
いからだ。欠席が長い間続くと、子供
同士の関わりが減少し、不安が高まる
という課題もある。「特に、病室から出られない状態の子供や、一時退院により帰宅する子供など、分教
室に長期間登校できない児童生徒に対する学習面と心理面からのサポートが重要です」と、同校の禿（か
むろ）嘉人指導教諭は話す。
これらの課題に対応するために、同校では 2つの遠隔コミュニケーションツールを導入した。ひとつ

はクラウドベースでビデオ通話／会議機能などを提供する「Skype for Business」。2014年度より、分
教室に登校できない生徒たちを対象とした遠隔授業などに活用している。「画質が高く、生徒はホワイト
ボードに書いた文字もしっかり読めるので、教員は普段と同じように授業を進められます」と、Skype 
for Business の使用感を語る禿氏。生徒の顔がリアルタイムで見えるため、その表情から体調や授業の
理解度などを教員が把握できることも大きなメリットだという。

▲	病室から出られなくても授業を受けられる

84

Assistive　学びを支援する：制約・困難の克服による支援／障害・学習上の困難の克服を支援



A
daptive

学
び
を
最
適
化
す
る

制
約
・
困
難
の
克
服
に
よ
る
支
援

安
心
・
安
全
の
確
保
に
よ
る
支
援

校
内
体
制
の
確
立
に
よ
る
支
援

財
源
確
保
・
コ
ス
ト
抑
制
に
よ
る
支
援

A
ssistive

学
び
を
支
援
す
る

A
ctive

学
び
を
活
性
化
す
る

	遠隔操作できる「分身ロボット」で体験型学習や行事にも参加
もう一つのコミュニケーションツールは、インターネット経由で遠隔操作できる人型ロボットの

「OriHime」だ。ベネッセこども基金の提供により導入されたもので、2015年度から活用されている。
病室や自宅にいる子供は、本人の「分身」として分教室に設置されたロボットを手元の iPad で操作する。

ロボットにはカメラ、マイク、スピーカーが搭載されており、分教室にいる人たちと会話したり、内蔵
カメラが搭載されたロボットの首を上下左右に動かして向きを変え、周りを見渡したりすることができ
る。腕も色々なパターンで動かせるので、ジェスチャーで気持ちを表現することも可能だ。
Skype for Business との違いは、映像が双方向ではなく、操作している子供の顔は分教室にいる人た

ちに見えないこと。投薬治療中などで顔を見られ
たくない子供に対しては、遠隔授業を Skype for 
Business ではなくOriHime で行うなど、適宜
使い分けているという。特に、体験型学習や学級
行事などではOriHime を使うことが多い。例え
ば、分教室に様々な海洋生物の水槽を持ち込んで
見学する移動水族館のイベントでは、病室の子供
もOriHime の首を動かして自分の見たい水槽を
自由に観察できた。また、狂言の鑑賞会でも、鑑
賞後に「拍手」したり、「手を上げて質問」したり、
教室の子供たちが狂言を演じるコーナーでは一緒
に「独特の発声や動きを真似する」など、病室か
らOriHime の機能を上手に使って楽しんでいた
そうだ。

	ICT のさらなる活用で、スムーズな復学も支援
光明学園では、分教室の子供たちの学習の不安を軽減するうえで、ICTを活用した 2つのコミュニケー

ションツールの有効性を高く評価している。友達や教員など他者とのつながりを実感できる機会を増や
せることから、子供たちの心理的安定を図ることにも寄与しているという。
「将来的に、こうしたツールを活用して分教室の子供たちが前籍校と交流活動などを行えるようになれ
ば、スムーズな復学にもつながるでしょう。今後も、子供たちを学びとコミュニケーションの両面から、
継続的にケアしていくことが大切だと考えています」と禿氏は語る。

▲	教室に通えない子供の分身として置かれたOriHime
（左上）と交流する児童

人口／児童生徒数 13,686,371 人（2017年 4月 1日時点）／
児童生徒数 16〜 42人（そよ風分教室のみ、2016年度時点）

主な使用端末 Surface、タブレット（キーボードなし）、ノートパソコン、iPad、
OriHime 等

主に利用しているクラウドサービス Skype for Business 等

通信環境 Wi-Fi（直接インターネット接続）、
セルラーモデル（携帯電話通信網を経由）

問い合わせ先 同校　TEL. 03-3323-8421
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不登校の児童生徒への学習支援に	
クラウドを活用

東京都教育委員会＜東京都＞

CASE

27

東京都教育委員会では、不登校対策の一環として、2016 年度に ICT を活用した学習支援を開始。教
育支援センター（適応指導教室）においてセルラーモデルのタブレットを 1人 1台配備し、クラウドを
活用した学習支援を進めている。

	個々の習熟度に応じたクラウド型ドリル教材による学習支援
東京都内の区市町村教育委員会では、集団生活への適応、情緒の安定、基礎学力の補充、基本的生活

習慣の改善等のための相談・指導（学習指導を含む )を行うことにより、不登校児童・生徒の在籍校への
復帰を支援し、社会的自立に資することを目的とした学校外の施設として、教育支援センターを設置し
ている（2016年 12月現在、都内 51区市町に 75教室が設置）。主な指導内容は、教科学習、体験活動、
カウンセリング等である。
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（人） 都内公立小・中学校における不登校児童・生徒数は増加の傾向

■ 小学校　■ 中学校　   ●    合計

8,920 9,072 8,917 8,909 8,914 8,816
8,381
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10,618
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7,514

7,164

6,469
6,8016,9787,0387,0797,1927,049

2,7312,5652,366
1,9122,0151,9361,8711,8381,8801,871

※ 2015年度児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査（文部科学省）より都内公立学校分を抽出して作成
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一方、都内の公立小中学校における不登校の児童生徒数は、近年増加傾向にあり、2015 年度は 1万
人を超えている。このような状況の下、東京都教育委員会では、民間教育事業者などのノウハウを取り
入れる「サポート講座」を委託事業として実施し、都内 4区市の教育支援センターにおいて ICT を活用
した学習支援を行った。
具体的には、教育支援センターに一定期間通室する小学3年生から中学3年生までの児童生徒を対象に、

セルラーモデルのタブレット（iPad）を 1人 1台使用できる環境を整備し、個に応じた学習支援を行った。
セルラーモデルを選んだ理由としては、Wi-Fi 環境の構築が不要のため短期間で導入できることや、いつ
でもどこでもクラウドを活用でき、容易にデジタル教材へアクセスできることを挙げている。
タブレットの活用時間や活用頻度については各区市で異なるものの、クラウド型のデジタルドリル教

材については、ほぼ毎日使用されていた。ドリル教材は、小学校 1年生から中学 3年生までの主要科目
を収録したラインズの「ラインズ eライブラリ アドバンス」を採用。1人 1人の習熟度に応じ、時に学
年を遡ったりしながら活用した。一斉授業後の振り返り学習や、長期休業期間中の家庭学習で、ドリル
教材に取組む例もあったという。

	ICT を活用した学習支援の成果
1 人 1台の環境下でのクラウドを活用した学習支援により、一定の成果が得られた。例えば、教育支

援センターの指導員からは、「子供が自主的に何をやろうかと考え、自ら学習内容を選択する姿が見られ
た」「デジタルドリルを活用することで、子供の学習活動に変化をもたせることができた」「指導員が送っ
たコメントに対し、“先生、コメントをすぐに入れてくれてありがとう”と感想を返してくるなど、コミュ
ニケーションが広がった」などの声があがった。児童生徒も、「タブレットでの学習は楽しい」「タブレッ
トを使って学習することはあまりないので、新鮮で面白い」「わからないことがわかるようになるのは楽
しい」などの感想を述べたという。
各区市教育委員会からも、「学習に対する姿勢の改善や、挑戦意欲の増進につながった」、「個別学習の

機会が増え、自身の力で学ぶ経験を重ねることができた」、「指導員が丁寧に学習指導を行うことにより、
得意分野の発見・伸長や苦手分野の克服が見られ、子供の自己肯定感や自立心の醸成につながった」と
評価が高かった。東京都教育委員会は、2017年度から 10地区程度で実施する教育支援センター機能強
化モデル事業において、クラウドを活用した学習支援を希望する区市町村に対し、財政支援を行う予定だ。

人口／児童生徒数 13,686,371 人（2017年 4月 1日時点）／
教育支援センターの数は 51区市町村 75教室（2016年 12月時点）

主な使用端末 iPad（1区市あたり 15台）

主に利用しているクラウドサービス ラインズ eライブラリ アドバンス

通信環境 セルラーモデル（携帯電話通信網を経由）

問い合わせ先 指導部指導企画課（不登校施策担当）　TEL. 03-5320-6889、
Mail. S9000020@section.metro.tokyo.jp
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ICTを活用したリメディアル教育
宮古島市教育委員会＜沖縄県宮古島市＞

CASE

28

宮古島市では、2016年度に総務省 ICTドリームスクール事業の一環として、市内の適応指導教室「ま
てぃだ教室」に通う生徒を対象に、学習の遅れを補う「リメディアル教育」の実証研究を行った。

心理的な理由によって不登校になった生徒や、学習に困難を抱えてい
る生徒は、学級復帰に不安があるだけでなく、欠席による学習の遅れも
あるため、通常学級に戻ったとしても授業についていけない可能性が高
いという。そこで、適応指導教室に通っている間、学力に遅れを生じさ
せないよう、クラウド上の教材（「eboard」や「eライブラリ」といっ
たドリル学習型教材や動画教材）を主に活用した。
その効果について、指導教員や支援員は、通所している生徒が進度や

興味・関心に応じて学習を進めることができたことを挙げる。例えば、調
べてみたいことを積極的に検索して視聴したり、周囲の人に紹介したり
する生徒、デッサンの仕方や色の塗り方を説明するサイトを参考に完成度の高い絵を描いた生徒、自習時
間にインターネット上の動画で視聴したピアニストの正確な指の動きや音に魅了され、集中してピアノ練
習を行う生徒など、教科を問わず成果が見られたという。担当者は「生徒の学習進捗状況を履歴から把握
することができ、つまずいているポイントを見つけやすくなるなど、学習指導にも役立っている」と語る。
中学 3年生については、原籍校での数学と英語の授業を、遠隔映像コミュニケーションサービス

「SmoothSpace」を用い、適応指導教室から視聴。教員が問題の解き方を順番に板書する様子などで、
授業に参加している臨場感を体験し、同じ問題を 1人で復習する姿が見られたそうだ。英語では、授業
を見た生徒が「日本人の先生とALT（外国語指導助手）の先生との会話を聞いて、一緒に授業に参加し
ているように感じられ、楽しかった」と答えたという。
宮古島市では、今回の実証成果も踏まえ、適応指導教室に通う生徒の支援に、より一層力を入れてい

く方針だ。

▲	原籍校の授業をライブ視
聴

人口／児童生徒数 22,296 人（2017年 4月 1日時点）／適応指導教室 9人

主な使用端末 タブレット

主に利用しているクラウドサービス eboard、ラインズ eライブラリ

通信環境 Wi-Fi（直接インターネット接続）

問い合わせ先 教育部学校教育課　TEL. 0980-77-4944
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Column 	子供の貧困対策としての ICT活用
相対的貧困率が上昇を続け、6人に 1人が貧困状態にあると言われるなど、近年、子供の貧困が社会問題となっ
ている。貧困によって教育を受ける機会が制約されれば、世代を超えて貧困が固定化されてしまう恐れもある。
大阪府の調査では、「子供を塾に通わせることができない」とする世帯の割合は、貧困世帯が標準世帯の約10倍
に達したとの結果も出ている。一方で、スマートフォンやタブレットの所有率については、所得格差に関係が
なかったという。

《子供を塾に通わすことができなかった世帯》
標準世帯 3.6％
貧困世帯 35.7％

《子供がスマートフォン・タブレット機器を持っている、使うことができる世帯》
標準世帯 56.5％
貧困世帯 61.5％

※「標準世帯」とは、等価可処分所得が中央値以上の世帯を指す。「貧困世帯」とは、等価可処分所得が中央値の50％未満の世帯を指す。

＜大阪府「子どもの生活に関する実態調査報告書」2017年 3月に基づき作成＞

そこで考えられるのが、スマートフォンやタブレットを学びに活用していくことだ。しかし、NPO法人アー
モンド コミュニティ ネットワーク（以下、ACN）の水谷代表は「生徒たちには、スマホやネットを使って勉
強できるという発想はほとんどありません。塾や習い事には通いたくても通えない。一方でその手のひらの中
には、学びに活かせるツールがある。それにもかかわらず、スマートフォンを SNSやゲームの道具としか思っ
ていないのです」。

ACNでは、横浜市から受託し、生活困窮
を含む様々な問題を抱える小中学生に、学習
支援や居場所の提供等を行っている。総務省
による「ICT ドリームスクール実践モデル」
の対象にも選ばれ、端末やOSに関係なく、
無料で学べるクラウド教材「eboard」を活
用した実証に取組んできた。
「eboard での復習・学び直しや、ネット
検索による調べ学習などを通じ、ネットは勉
強に使えるんだと経験できたことは、様々な
困難を抱える子供たちにとって、将来に向け
ての大きな財産になったに違いありません」
と水谷氏は ICT活用の手ごたえを語る。

▲	eboard を活用した学習支援
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オンラインストレージ

授業支援システム

情報モラル教育 教員研修

ペーパーレス化 教員の負担軽減

保護者のリテラシー向上

私立・その他

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

公立自治体

Assistive

「危険だから使わせない」ではなく、	
健全で効果的にSNSを活用

聖徳学園中学・高等学校＜東京都武蔵野市＞

CASE

29

ICT を積極的に活用している聖徳学園中学・高等学校。SNS についても、健全かつ効果的に活用して
いけるよう、生徒、保護者、教員のリテラシーを向上させている。

	まずは教職員のリテラシー向上から
聖徳学園中学・高等学校では、2015年度から中学 1年生を対象に、個人購入した iPad を用いて 1人

1台環境を導入。2017年度現在、高校生は学校共有の iPadやMacを5人に1台の割合で共有している。
同校では iPad を「文房具」と位置づけ、授業だけでなく、部活動や校外学習などの学校生活にとどまらず、
家庭学習でも活用しているのが特徴だ。
同校では、このような 1人 1台環境を本格導入する前に、教職員全員に iPad を配備し、職員会議資

料のペーパーレス化から取組んだ。書類の共有にはクラウドストレージサービス「Google ドライブ」を
利用。成績情報等の個人情報を除いたほとんどのデータのやりとりをクラウドで行うようにしたという。
同校で ICT 活用を推進している情報システムセンター長の横濱友一氏は、「クラウドやインターネット

は、“危険だから使わない”という発想に陥りがちですが、その原因は無知にあると考えています。外部
講師による研修会などを開催し、便利な活用方法について学ぶ場を設け、教職員のリテラシー向上を図っ
ています」と語る。現在では、校内で使用するほとんどの資料について、ペーパーレス化を実現。教育
機関向けのクラウド型グループウェア「G Suite for Education」を利用して、生徒への教材配布を行っ
ている。印刷の時間や授業中の資料配布が不要になり、準備作業の時間短縮や授業中の新たな時間の創
出につながっているという。

	ビジネス現場で活用されている社内 SNSを教育現場で活用
2016 年度からは、社内 SNS「Talknote」を教員間、教員と生徒間のコミュニケーションツールとし

て導入した。同校では当時、生徒が質問したり悩みを相談したくても教員がつかまりにくかったり、教
員も多忙で生徒や他の教員と向き合う時間をとりにくかったりしていたことが課題だったという。これ
らを解消する支援ツールとして、いつでもどこでもアクセス可能な SNSを導入した。
Talknote は、社内 SNSとしてビジネスの現場で用いられているサービスだが、「生徒が大人になった

時に使うツールに、今から触れていく方がよいのではないかと思い、選びました」と語る横濱氏。
現在では、生徒から教員への質問や相談、クラスの連絡事項の伝達、文化祭などのグループミーティ

ングなどに積極的に活用されており、小論文を SNSで提出させて 1対 1で添削指導するなど、個に応じ

担任Ａ

担任 B

担任 C

▲	Talknote によるやりとり
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クラウドサービス キーワード

SNS グループウェア

オンラインストレージ

授業支援システム

情報モラル教育 教員研修

ペーパーレス化 教員の負担軽減

保護者のリテラシー向上

私立・その他

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

公立自治体

Assistive

「危険だから使わせない」ではなく、	
健全で効果的にSNSを活用

聖徳学園中学・高等学校＜東京都武蔵野市＞

CASE

29

ICT を積極的に活用している聖徳学園中学・高等学校。SNS についても、健全かつ効果的に活用して
いけるよう、生徒、保護者、教員のリテラシーを向上させている。

	まずは教職員のリテラシー向上から
聖徳学園中学・高等学校では、2015年度から中学 1年生を対象に、個人購入した iPad を用いて 1人

1台環境を導入。2017年度現在、高校生は学校共有の iPadやMacを5人に1台の割合で共有している。
同校では iPad を「文房具」と位置づけ、授業だけでなく、部活動や校外学習などの学校生活にとどまらず、
家庭学習でも活用しているのが特徴だ。
同校では、このような 1人 1台環境を本格導入する前に、教職員全員に iPad を配備し、職員会議資

料のペーパーレス化から取組んだ。書類の共有にはクラウドストレージサービス「Google ドライブ」を
利用。成績情報等の個人情報を除いたほとんどのデータのやりとりをクラウドで行うようにしたという。
同校で ICT 活用を推進している情報システムセンター長の横濱友一氏は、「クラウドやインターネット

は、“危険だから使わない”という発想に陥りがちですが、その原因は無知にあると考えています。外部
講師による研修会などを開催し、便利な活用方法について学ぶ場を設け、教職員のリテラシー向上を図っ
ています」と語る。現在では、校内で使用するほとんどの資料について、ペーパーレス化を実現。教育
機関向けのクラウド型グループウェア「G Suite for Education」を利用して、生徒への教材配布を行っ
ている。印刷の時間や授業中の資料配布が不要になり、準備作業の時間短縮や授業中の新たな時間の創
出につながっているという。

	ビジネス現場で活用されている社内 SNSを教育現場で活用
2016 年度からは、社内 SNS「Talknote」を教員間、教員と生徒間のコミュニケーションツールとし

て導入した。同校では当時、生徒が質問したり悩みを相談したくても教員がつかまりにくかったり、教
員も多忙で生徒や他の教員と向き合う時間をとりにくかったりしていたことが課題だったという。これ
らを解消する支援ツールとして、いつでもどこでもアクセス可能な SNSを導入した。
Talknote は、社内 SNSとしてビジネスの現場で用いられているサービスだが、「生徒が大人になった

時に使うツールに、今から触れていく方がよいのではないかと思い、選びました」と語る横濱氏。
現在では、生徒から教員への質問や相談、クラスの連絡事項の伝達、文化祭などのグループミーティ

ングなどに積極的に活用されており、小論文を SNSで提出させて 1対 1で添削指導するなど、個に応じ

担任Ａ

担任 B

担任 C

▲	Talknote によるやりとり

た指導も充実して
きたという。
教 員同士のコ

ミュニケーション
も活性化し、会議
についても、資料
を事前に共有する
ようになり、報告
時間が短縮される
など、効率化も実
現した。これまで
職員室でなされる
教員同士の会話は、
ほとんどが業務報
告だったが、今で
は授業や生徒についての意見交換に変わってきているという。

	失敗しながら学べるのが学校
SNS の活用範囲は、修学旅行先での連絡や、保護者へ

の学級通信の配布などにも広がっている。とはいえ、発
達途上にある中学生が SNSを日常的に使うことについて
は、保護者にも教員にも不安がつきまとう。
横濱氏は、「保護者対象の ICTリテラシー教育の場を設

け、生徒が SNS など ICT を活用する中で、“失敗しても
いい”という理解を持ってもらえるように話をしていま
す」と語る。生徒に対しても、SNS の利用を心の教育の
一環として位置づけ、どのようなコミュニケーションが
望ましいのかを考える場面を作っているという。「社会人
になってから失敗したのでは遅いですし、学校や保護者
の目が届かない中で大きな問題も起きています。学校だ
からこそ、少々失敗することがあっても、生徒が自ら考
え活用しながらリテラシーを身につけることができるの
です」と語る横濱氏。健全で効果的な SNS活用を、さら
に推進していく考えだ。

▲	iPad を活用した協働学習

児童生徒数 中学校 257人、高等学校 500人

主な使用端末 iPad Air 2( 中 2/ 中 3) ／ iPad Pro 9.7( 中 1) 1 人 1 台、MacBook 
Pro30 台

主に利用しているクラウドサービス Talknote、G Suite for Education、ロイロノート・スクール

通信環境 Wi-Fi（直接インターネット接続）

問い合わせ先 同校　TEL. 0422-31-5121（内線 144）横濱
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報告・相談ツール

SNS いじめ 生徒指導

セーフティネット

プレゼンテーション

私立・その他

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

公立自治体

Assistive

いじめなどの問題行動を匿名で報告・相談
可能なクラウドサービスの導入

羽衣学園中学校＜大阪府高石市＞

CASE

30

生徒へのタブレット貸与など、早くから ICT教育に取組んできた羽衣学園中学校。さらに「SNSいじめ」
などに対応すべく、問題行動を匿名で報告・相談できるクラウドサービスを日本で初めて導入した。

	ICT を授業に積極的に活用
羽衣学園では生徒にタブレットを貸与し、各教

科での調べ学習やプレゼンテーション学習などに
日常的に活用。例えば、中学3年生の社会科では、
生徒に「あなたは旅行会社の社員です。あなたの
選んだ国に、みんなが行きたくなるようにプレゼ
ンテーションしてください」といった課題を与え、
作成した資料に基づき、全員に 3分間のプレゼ
ンテーションをさせている。

	問題行動への対応にも ICTを活用
同学園の ICT 活用は、授業だけにとどまらない。大阪府が 2015 年に府内の小中高校生を対象に行っ

た調査では、4人に 1人がスマートフォンなどを通じたトラブルを経験したことがあるとするなど、ICT
の陰の側面への対応も大きな課題となっている。いじめなどの問題行動が SNSにより行われ、教員や親
による把握が難しくなっているのが実状だ。
そこで羽衣学園では「ソーシャルメディアガイドライン」を定め、生徒に適正な利用を促すとともに、

2016 年 6月、教員や親に直接相談できないトラブルにあったり目撃したりした際に、匿名で声を届け
られるツールとして、米 Inspirit Group が開発した「STOPit」を日本で初めて導入した。
「STOPit」プラットフォームは、いじめなど不適切な行為を受けている、またはそれを目撃した人が匿
名で学校などに報告・相談できる「STOPit モバイルアプリ」と、報告・相談を受けた担当者の適切な管理・
対応を支援する管理ツール「DOCUMENTit」で構成される。
報告や相談は、生徒のスマートフォンやタブレットにインストールした「STOPit モバイルアプリ」や、

専用のWebページからログインして行うことができる。いじめなどの問題行動を SNS 画面のスクリー
ンショットや動画で撮って匿名で送ったり、チャットで担当者に知らせたりすることが簡単にできると
いう。

▲	社会科におけるプレゼンテーション学習

               

▲	「STOPit モバイルアプリ」（左）と管理ツール「DOCUMENTit」（右）の画面例
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クラウドサービス キーワード

報告・相談ツール

SNS いじめ 生徒指導

セーフティネット

プレゼンテーション

私立・その他

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

公立自治体

Assistive

いじめなどの問題行動を匿名で報告・相談
可能なクラウドサービスの導入

羽衣学園中学校＜大阪府高石市＞

CASE

30

生徒へのタブレット貸与など、早くから ICT教育に取組んできた羽衣学園中学校。さらに「SNSいじめ」
などに対応すべく、問題行動を匿名で報告・相談できるクラウドサービスを日本で初めて導入した。

	ICT を授業に積極的に活用
羽衣学園では生徒にタブレットを貸与し、各教

科での調べ学習やプレゼンテーション学習などに
日常的に活用。例えば、中学3年生の社会科では、
生徒に「あなたは旅行会社の社員です。あなたの
選んだ国に、みんなが行きたくなるようにプレゼ
ンテーションしてください」といった課題を与え、
作成した資料に基づき、全員に 3分間のプレゼ
ンテーションをさせている。

	問題行動への対応にも ICTを活用
同学園の ICT 活用は、授業だけにとどまらない。大阪府が 2015 年に府内の小中高校生を対象に行っ

た調査では、4人に 1人がスマートフォンなどを通じたトラブルを経験したことがあるとするなど、ICT
の陰の側面への対応も大きな課題となっている。いじめなどの問題行動が SNSにより行われ、教員や親
による把握が難しくなっているのが実状だ。
そこで羽衣学園では「ソーシャルメディアガイドライン」を定め、生徒に適正な利用を促すとともに、

2016 年 6月、教員や親に直接相談できないトラブルにあったり目撃したりした際に、匿名で声を届け
られるツールとして、米 Inspirit Group が開発した「STOPit」を日本で初めて導入した。
「STOPit」プラットフォームは、いじめなど不適切な行為を受けている、またはそれを目撃した人が匿
名で学校などに報告・相談できる「STOPit モバイルアプリ」と、報告・相談を受けた担当者の適切な管理・
対応を支援する管理ツール「DOCUMENTit」で構成される。
報告や相談は、生徒のスマートフォンやタブレットにインストールした「STOPit モバイルアプリ」や、

専用のWebページからログインして行うことができる。いじめなどの問題行動を SNS 画面のスクリー
ンショットや動画で撮って匿名で送ったり、チャットで担当者に知らせたりすることが簡単にできると
いう。

▲	社会科におけるプレゼンテーション学習

               

▲	「STOPit モバイルアプリ」（左）と管理ツール「DOCUMENTit」（右）の画面例

「DOCUMENTit」は、教職員など生徒からの報告・相談を受ける担当者が使用。いじめ等の報告を受
信すると、報告者にチャットで質問したり、情報に「SNS」「重大案件」「学校外」などのタグをつけた
り、加害者あるいは被害者と思われる人物等を設定したりするなどして情報を整理・共有し、組織的な
対応へとつなげている。報告受信や相談対応など、プラットフォーム上での全ての行為には日時が自動
押印されるため、迅速な対応や証拠の適正な保存などコンプライアンスの確保にも資する。米国では約
6,000 の学校に導入されており、いじめの発生や悪化の防止などに効果をあげているという。

	問題行動の抑止・早期発見に効果
幸いにも同校では、日頃の生徒指導により、STOPit の導入前後を通じて大きないじめは起きていな

い。しかし、発達途上の未成年者が集う学校に、人間関係のトラブルはつきもの。「トラブルが起きたら
教員や信頼できる大人に相談しよう」と指導はしているものの、直接相談しづらい場合や、急を要する
場合もある。深夜など時間帯を選ばず、匿名で報告・相談可能なセーフティネットを用意しておくことで、
問題行動の未然防止や早期発見につながっているのではないか、と同校では見ている。また、いじめな
ど問題行動に関してではなく、悩みなどの相談に用いられたケースもあったことから、「STOPit」の導入
は十分効果的であったと評価しているという。
なお、千葉県柏市では「いじめの傍観者をなくす」などの観点から、2017 年 5月より全ての市立中

学校で導入するなど、同サービスの活用は公立学校にも広がってきている。

児童生徒数 147 人（2016年 4月時点）

主な使用端末 タブレット（キーボード無し）、スマートフォン、ノートパソコン、デス
クトップパソコン

主に利用しているクラウドサービス STOPit 等

通信環境 Wi-Fi（直接インターネットに接続）

問い合わせ先 同校　TEL. 072-265-7561
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クラウドサービス キーワード

グループウェア

ドリル学習型教材

セキュリティポリシー

持ち帰り学習

教員の負担軽減 訪問研修

自治体・公立

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

私立・その他

Assistive

クラウド環境への移行と、	
これに対応するセキュリティポリシーの整備

和歌山市立教育研究所＜和歌山県和歌山市＞
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和歌山市では教育研究所が主導し、教育委員会及び小中学校の全てのサーバーを商用のデータセンター
に移行するとともに、各校でセキュリティポリシーを策定し、適正かつ効果的にクラウド活用を推進し
ている。

	クラウド化により教員の負担が大きく軽減
和歌山市立教育研究所は同市における ICT の活用や整備に関する役割を担い、クラウド化にも積極的

に取組む。具体的には、2005年度には教育委員会の全サーバーを、2011年度より校務用を含む小中学
校の全サーバーを商用のデータセンターに移行・集約した。
さらに、ビジネス用グループウェアサービス「Office 365」とクラウドベースの管理基盤「Windows 

Intune」を導入し、全ての教職員にアカウントを発行。掲示板や予定表、メール、学習教材など、学校
外からアクセスすることで校務の効率化や学習効果の向上が図れるよう、クラウド化を進めている。
クラウドに移行するまでは、各学校に情報教育担当教員を設け、パソコン教室やサーバーの管理を行っ

ていた。しかしこれでは担当教員の負担が大きく、本来の業務にも支障が出てしまう。クラウドに移行
することで、独自にサーバーやストレージを設置・管理する必要がなくなるとともに、定期的なバージョ
ンアップにより常に最新の機能や教材も追加される。
結果として、教員の業務負担が大きく減り、校務の効率化、利便性、コスト削減などの面で大きなメ

リットが得られるとともに、ウイルス対策やフィルタリングもクラウド化することで、最適な設定の下で、
端末の校外利用を含めて安心・安全に使用でき、教育活動が広がっているという。

	クラウド活用で保護者への情報提供も充実
和歌山市立城東中学校は、2011 年度に総務省のフューチャースクールとして 1人 1台のタブレット

が整備されたことをきっかけに、現在も同様の環境下で学習が行われている。同校では、自分のペース
で学習を進めることができるデジタルドリル教材「eライブラリ」が特に利用されており、学習習慣の定
着や促進に効果が見られたという。学校で解いた問題を家庭で復習するなど、学校と家庭で同じ教材を
使って学習できることが、生徒のモチベーション向上にもつながったようだ。教員からも、生徒の学習
履歴をリアルタイムにチェックでき、個々の生徒への最適な指導につながっている、といった声が寄せ
られたという。
「eライブラリ」はマルチブラウザに対応しているため、家庭のパソコンからでも利用できる。とはい

▲	タブレットや電子黒板の活用風景
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クラウドサービス キーワード

グループウェア

ドリル学習型教材

セキュリティポリシー

持ち帰り学習

教員の負担軽減 訪問研修

自治体・公立

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

私立・その他

Assistive

クラウド環境への移行と、	
これに対応するセキュリティポリシーの整備

和歌山市立教育研究所＜和歌山県和歌山市＞

CASE
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和歌山市では教育研究所が主導し、教育委員会及び小中学校の全てのサーバーを商用のデータセンター
に移行するとともに、各校でセキュリティポリシーを策定し、適正かつ効果的にクラウド活用を推進し
ている。

	クラウド化により教員の負担が大きく軽減
和歌山市立教育研究所は同市における ICT の活用や整備に関する役割を担い、クラウド化にも積極的

に取組む。具体的には、2005年度には教育委員会の全サーバーを、2011年度より校務用を含む小中学
校の全サーバーを商用のデータセンターに移行・集約した。
さらに、ビジネス用グループウェアサービス「Office 365」とクラウドベースの管理基盤「Windows 

Intune」を導入し、全ての教職員にアカウントを発行。掲示板や予定表、メール、学習教材など、学校
外からアクセスすることで校務の効率化や学習効果の向上が図れるよう、クラウド化を進めている。
クラウドに移行するまでは、各学校に情報教育担当教員を設け、パソコン教室やサーバーの管理を行っ

ていた。しかしこれでは担当教員の負担が大きく、本来の業務にも支障が出てしまう。クラウドに移行
することで、独自にサーバーやストレージを設置・管理する必要がなくなるとともに、定期的なバージョ
ンアップにより常に最新の機能や教材も追加される。
結果として、教員の業務負担が大きく減り、校務の効率化、利便性、コスト削減などの面で大きなメ

リットが得られるとともに、ウイルス対策やフィルタリングもクラウド化することで、最適な設定の下で、
端末の校外利用を含めて安心・安全に使用でき、教育活動が広がっているという。

	クラウド活用で保護者への情報提供も充実
和歌山市立城東中学校は、2011 年度に総務省のフューチャースクールとして 1人 1台のタブレット

が整備されたことをきっかけに、現在も同様の環境下で学習が行われている。同校では、自分のペース
で学習を進めることができるデジタルドリル教材「eライブラリ」が特に利用されており、学習習慣の定
着や促進に効果が見られたという。学校で解いた問題を家庭で復習するなど、学校と家庭で同じ教材を
使って学習できることが、生徒のモチベーション向上にもつながったようだ。教員からも、生徒の学習
履歴をリアルタイムにチェックでき、個々の生徒への最適な指導につながっている、といった声が寄せ
られたという。
「eライブラリ」はマルチブラウザに対応しているため、家庭のパソコンからでも利用できる。とはい

▲	タブレットや電子黒板の活用風景

え、パソコンのない家庭もある。デジタル教材を活用し
た家庭学習を実施するにあたっては、各家庭のインター
ネット環境に左右されない学習環境を用意する必要があ
り、今後はスマートフォンの利用なども視野に入れてい
るという。
さらに城東中学校では修学旅行や校外学習など、学校外

でもタブレットを活用。主に見学場所についてネット検索
をしたり、Google マップを使って位置情報を確認したり
することに使用している。全てのグループが現地での集合
時間に遅れることなく、集まることもできたという。これ
も、端末の扱い方や情報モラルに関する教育が浸透してい
たからこそ、実現できた取組だといえよう。
和歌山市では保護者との連携も、クラウド活用により

強化している。市内の幼稚園や小学校、中学校のホーム
ページをクラウド版CMSサービスで構築。学校外から
も編集可能なため、修学旅行先などから内容をタイムリー
に更新することができ、保護者への情報提供が充実して
きたという。

	情報セキュリティポリシーを策定し、周知徹底
和歌山市ではクラウドの利用に伴い、2012年度から全中学校の教頭や教務主任、情報担当を対象に、

情報セキュリティに関する研修を実施している。あわせて市販の専用ソフトウェアを利用して、中学校ご
とに情報セキュリティポリシーを作成。2013年度より実施手順を各校で印刷して教職員に配布し、校内
研修を行ったうえで運用を開始した。
その後は夏季休業中に契約業者が学校を訪問し、情報セキュリティポリシーの運用状況をヒアリング（現

地監査）し、課題を抽出してレポートにまとめて共有。必要に応じ、教育委員会が中学校に改善を指導し
ている。学校数が多い小学校についても、2014年度と2015年度に分けて情報セキュリティポリシーを
策定し、中学校と同様の対策を行っている。
ポリシーの運用開始以降、大きなセキュリティ事故は起きていないが、市立教育研究所では2017年度

から各学校への訪問研修を実施するなど、教職員の情報セキュリティ意識をさらに向上させていくという。

人口／児童生徒数 359,979 人（2017 年 4月 1日時点）／児童生徒数 25,982 人（小学校
17,164 人、中学校 7,984 人、高校 834人）

主な使用端末 288台（城東中：1人1台の台数）、Windowsのキーボード有りタブレット

主に利用しているクラウドサービス Office 365、ラインズ e ライブラリ、i-FILTER（Webフィルタリング）

通信環境 Wi-Fi（地域イントラネット等を経由）、モバイルルーター（携帯電話通信
網を経由）

問い合わせ先 和歌山市立教育研究所　TEL. 073-435-1244、FAX. 073-435-1293
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Assistive

セキュリティ対策を改善しつつ	
ICT活用を推進

佐賀県教育委員会＜佐賀県＞

CASE

32

佐賀県では、2013 年度に独自のクラウドシステムを構築するとともに、県立高校において 2014 年
度の入学生から個人所有のパソコン活用を開始した。一方、2016年度には不正アクセス事案も明らかに
なったが、その教訓を踏まえてセキュリティ対策を改善しつつ、ICT活用を進めている。

	学習・教材・校務の管理を一元化したクラウドシステムを構築
佐賀県が 2013年度に独自

に構築した「SEI-Net（Saga 
Education Information-
Network、佐賀教育情報シス
テム）」は、「学習管理」「教材
管理」「校務管理」の3つの機
能が一元化されたシステムだ。
情報保護を考慮して、内部は
校務環境と学習環境のネット
ワークに分離されている。
「校務管理」は専用ネット
ワークを通じてのみ利用でき
るが、「学習管理」はインター
ネットからのアクセスも可能
で、生徒が校外からでも利用
できるようにクラウドサービ
スとして提供されている。例えば、行事や持ち物の連絡などができるメッセージ機能、小テスト、アンケー
ト機能、授業用資料のダウンロード、レポート提出などができる機能を持つ。
メッセージ機能は、授業中にできなかった質問を後からしたい時などに利用されている。小テストは自

動採点されるので、生徒は間違った問題をすぐに把握することができ、教員はその結果をすぐに指導に反
映させることも可能である。アンケート機能は、これまで手作業だった集計の手間と時間を大きく減らす
ことができる。また、SEI-Net の特徴的な機能の一つが、時間割と連動した教材配布機能だ。教員は当日
の授業に必要な資料を登録するだけで生徒に配布できる。授業や家庭学習だけでなく、部活動のコミュニ
ケーションなどにも使われており、全体的にはグループウェアのような使い方もできる。

  

  

▲	SEI-Net の学習環境の画面
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	県立高校生全員が学習用パソコンを所有し、活用
県では 2014 年度より県立高校の新入生全員が学習用パソコンを購入することとした。学習用パソコ

ンの仕様は県が定め、購入費用は生徒の保護者が 5万円（2017 年度は 4万 8,000 円）を上限に負担。
残りは県が負担している。自己負担額を一括で払うことが難しい家庭については、購入資金の無利子貸
付制度あるいは育英資金制度を利用することが可能だ。
学習用パソコンについては、生徒の在学中はドメインで管理。アプリケーションのインストールや構

成変更が制限されているが、卒業時には解除され、最新のOSとオフィスソフトがインストールされた
状態で自由に使えるようになるという。

学習用パソコンには、国語・英和・和英・古語辞典や、地元紙（佐賀新聞）の電子版などのソフトが
導入されているが、県教育委員会では独自の教材づくりにも力を入れる。1年ごとに県立高校の教員40人
ほどを推進員として委嘱し、教科ごとに教材づくりを進めてきた。学校ごとに配置された ICT 支援員に、
教材づくりのアドバイスもしてもらったという。開始から 3年を経て、3学年分の教材が揃い、SEI-Net
や校内サーバーを経由して生徒や教員に利用されている。2017 年度には ICT 支援員の配置はなく、ヘ
ルプデスク現地員が教材づくりのアドバイスを行っている。

	不正アクセス事案の原因究明
このような中、2016年 6月、SEI-Net を含む学校教育ネットワークへの不正アクセス事案が明らかに

なった。同事案を受けて県教育委員会が設置した「佐賀県学校教育ネットワークセキュリティ対策検討
委員会」（以下、「検討委」）が 2016 年 10 月にまとめた提言書の要旨では、「事案の概要」について次
のように記されている。

無職少年が他人のユーザ IDとパスワードを利用して、学校ネットワークにアクセスし、侵入。さらに侵入さ
れたネットワーク内から別の重要情報が窃取され、被害の範囲が拡大し、14,355 名の個人情報が窃取された。
これは、高度な情報通信技術を使用した攻撃とは異なり、ソーシャルエンジニアリング攻撃のように人間の心
理的弱さや行動におけるミスに要因があると考えることができる。

  

▲	学習用パソコンの活用風景
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また、検討委は、「運用上の問題」について以下のとおり指摘している。

情報窃取の原因は、県教育委員会や教職員、委託事業者にセキュリティの基礎知識や実践的な対応が不十分
だったことによる。代表的な事例は「管理者パスワードの蔵置」である。また、本事案発覚の一年前にその兆
候を覚知したにもかかわらず「トラブル案件の一つ」と過小評価し、縦割り組織の中で情報共有がなされず、
責任の所在も不明確だったため、問題が矮小化された。さらに一部のシステムにセキュリティ上の脆弱性が含
まれており、その脆弱性を早期に発見する機会を逃していた。

上記で指摘されている「管理者パスワードの蔵置」とは、侵入された校内 LANネットワーク内に管理
者パスワード等、多くの重要情報が保存されていたということであり、具体的には以下のとおりである。

・教材インストール用のスクリプトファイルを、学習用サーバの生徒がアクセスできる領域に蔵置していた。（学
習用サーバの管理者 ID、パスワードを入手可能）
・学習用サーバの管理者 ID、パスワード等が記載されている ICTサポーター引継書を、学習用サーバの教師が
アクセスできる領域に蔵置していた。
・Wi-Fi 環境設定等を管理するソフトウェアに係る管理者 ID、パスワードを、学習用サーバの教師及び生徒が
アクセスできる領域に蔵置していた。（生徒のMACアドレスを入手可能）

また、アカウントの管理やパスワードの設定についても、以下のとおり不適切であったと指摘されている。

・学習用サーバの教師がアクセスできる領域に、管理者が曖昧な管理者権限のアカウントが存在していた。
・管理者パスワードに規則性があったため、「学習用サーバの管理者パスワード」から「校務用サーバの管理者
パスワード」が推測できた。

さらに、SEI-Net についても「学習管理機能におけるメッセージ送信機能の宛先検索画面において特殊
な操作を行うことにより、本来見ることができない教職員情報を取得することができた」「開発者ツール
を用いて生徒権限を教師権限に変更する操作を行うことにより、生徒情報を取得することができた」点
で脆弱性があったという。

	教訓を活かし、セキュリティ対策を推進
県教育委員会では、検討委からの提言書を踏まえ、2016年 12月に「佐賀県学校教育ネットワークセ

キュリティ対策実施計画」を策定した。例えば、Wi-Fi については、不正アクセスが夜間に学校近辺や敷
地内に侵入して行われていたことを踏まえ、夜間や閉校日などの不使用時には停止するというルールに
変更された。また、生徒向けの情報モラル教育を組織的、体系的に推進し、情報セキュリティを含めて
一層充実させるとしている。
事案覚知後、公表までの間に、システムの運用面及びシステム自体の問題の有無等について調査を行い、

不正アクセスの原因となった問題点について必要な手立てを講じたという。さらに、同計画に定めた情
報セキュリティ対策にしっかりと取組むとともに、その取組状況等について情報を開示し、広く共有し
ていくこととされている。
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佐賀県学校教育ネットワークセキュリティ対策実施計画の概要
①	無線 LAN運用時間帯の見直し（対応済）
②	業務ソフト導入時のセキュリティチェックの強化（契約変更を行う）
③	アカウント（ID、パスワードの管理）の強化（対応済）
④	重要アカウントを含む文書類のオフライン管理の徹底（対応済）
⑤	セキュリティ／システム監査の実施（本年度中に実施手順策定し、平成 29年度から実施）
   ・SEI-Net システム監査は、外部監査を実施
   ・管理・運用面の監査は、毎年度、外部監査法人の指導・助言のもと、全県立学校への内部監査を実施
⑥	関係者（教育委、学校、業者等）による情報共有体制の確立（本年度中に完了）
⑦	セキュリティ文化の確立
   ・運用ルールや情報セキュリティ等について、ルール集としてまとめ、平成 28年度内に各県立学校に周知
   ・県教委職員、教職員向けに研修、eラーニング研修を実施
   ・SEI-Net を利用し、ヒヤリ・ハット情報を共有し、教職員への注意喚起
   ・生徒向けに、情報セキュリティを含めた情報モラル教育の充実
⑧	県教育委員会による情報の把握・統制（対応済）
⑨	デジタルコンテンツのインストール方法の改善（平成 29年度から実施）
⑩	生徒端末規約の策定（平成 29年度から実施）

※実施計画の詳細は以下を参照
「佐賀県学校教育ネットワークセキュリティ対策実施計画」を策定しました（佐賀県）
http://www.pref.saga.lg.jp/kyouiku/kiji00352541/index.html

	効果検証やシステムの改善により、さらに教育の情報化を充実
一方、県教育委員会では、生徒や教職員にアンケートを実施するなど、ICT活用の効果検証にも取組ん

でいる。
SEI-Net を 5年間運用し、効果的な活用事例や課題、改善点がより具現化してきた。県教育委員会では、

システムにさらに改善を加え、学校における教育の情報化を一層充実させていくとしている。

人口／児童生徒数 824,030 人（2017年 4月時点）／県立高校生 1学年約 6,000 人、
全体で 2万人弱

主な使用端末 Windows タブレット（キーボード着脱式）

主に利用しているクラウドサービス SEI-Net（独自システム）

通信環境 Wi-Fi（地域イントラネット等を経由）、
生徒個人（家庭や公衆無線 LANなど）

問い合わせ先

佐賀県 教育庁 教育総務課　TEL. 0952-25-7398、
Mail. kyouiku-soumu@pref.saga.lg.jp、
学校教育課教育情報化支援室　TEL 0952-25-7222、
Mail. gakkoukyouiku@pref.saga.lg.jp
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クラウドサービス キーワード

プログラミング教材

授業支援システム

ドリル学習型教材

校長のリーダーシップ

産官学連携 1 人 1 台

プログラミング教育

公立

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

自治体 私立・その他

Assistive

校長のリーダーシップによりわずか半年で
クラウドをフル活用した ICT教育を実現

前原小学校＜東京都小金井市＞

CASE

33

多摩市立愛和小学校で 2年半 ICT 教育を実践し、2016 年 4月より小金井市立前原小学校に赴任した
松田孝校長。持ち前のリーダーシップで教員たちを指揮し、約半年で ICT を活用した学びの場に変えた
手腕とは？

	ICT 環境がほとんど何もないところから始まった
松田校長は前任の多摩市立愛和小学校で児童 1人に 1台のタブレットの導入を実現し、プログラミン

グ教育や ICT を活用した授業を実践してきた。その手腕を買われ、2016 年 4月からは小金井市立前原
小学校に着任。しかし、「ICT 教育に使えそうなものは何もないですよ」と、教育長から釘を刺されてい
たように端末はほとんどなかった。ただ、学校の各教室には大型モニターや有線 LANが備わっていた。
松田氏は「ありがたいと思いました。まずは各教室に移動式アクセスポイントを設置して、Wi-Fi 環境を
構築するところから始めました」と振り返る。

	校長自ら先導した環境作りと教員の教育
Wi-Fi 環境の構築を進める中、iPad を、これまでの実績の着目して産官学の連携の観点により協力し

てくれている事業者から借り受け、20人以上におよぶ教員全てに配布。使い方を一通り説明した後、個
人の設定やGmail アドレスの取得を教員にやらせてみたという。しかしうまくできない教員もおり、そ
の人たちの分は操作を教えながら松田氏が設定したそうだ。
さらに、職員会議用の資料をGoogle ドキュメントで作成後、そのデータをGmail で送信し教員たち

と共有することを始める。つまり、職員会議に iPad を忘れると資料が見られないということ。赴任当初
は ICTを活用した授業に向けて、教員の ICT活用能力の教育に力を注いでいたことがわかる。
なおGmail アドレスの運用については、「セキュリティー面も考慮し、情報公開制度で公開請求された

場合に全面開示になるような情報に絞って使用しています」とする。児童の名簿など個人情報が含まれ
るものは、市の運用するクローズドな校務用サーバーに保存している。
並行してApple TV を数台購入する。Apple TV については「iPad の画面をインターネットを介さず

に大型モニターに転送できるようになり、活用の幅が広がりました」と、インターネット環境が整って
いなくても「あるもの」を活用して学びの場を構築していく。こうした取組によって教員も iPad の操作
に慣れ、大型モニターもより有効活用できるようになっていった。このように 5月から 6月にかけては、
教員の活用環境を整えていったという。その後、各教室にアクセスポイントが設置されたのが 9月で、

▲	朝のメッセージを表示したモニ
ター
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クラウドサービス キーワード

プログラミング教材

授業支援システム

ドリル学習型教材

校長のリーダーシップ

産官学連携 1 人 1 台

プログラミング教育

公立

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

自治体 私立・その他

Assistive

校長のリーダーシップによりわずか半年で
クラウドをフル活用した ICT教育を実現

前原小学校＜東京都小金井市＞

CASE

33

多摩市立愛和小学校で 2年半 ICT 教育を実践し、2016 年 4月より小金井市立前原小学校に赴任した
松田孝校長。持ち前のリーダーシップで教員たちを指揮し、約半年で ICT を活用した学びの場に変えた
手腕とは？

	ICT 環境がほとんど何もないところから始まった
松田校長は前任の多摩市立愛和小学校で児童 1人に 1台のタブレットの導入を実現し、プログラミン

グ教育や ICT を活用した授業を実践してきた。その手腕を買われ、2016 年 4月からは小金井市立前原
小学校に着任。しかし、「ICT 教育に使えそうなものは何もないですよ」と、教育長から釘を刺されてい
たように端末はほとんどなかった。ただ、学校の各教室には大型モニターや有線 LANが備わっていた。
松田氏は「ありがたいと思いました。まずは各教室に移動式アクセスポイントを設置して、Wi-Fi 環境を
構築するところから始めました」と振り返る。

	校長自ら先導した環境作りと教員の教育
Wi-Fi 環境の構築を進める中、iPad を、これまでの実績の着目して産官学の連携の観点により協力し

てくれている事業者から借り受け、20人以上におよぶ教員全てに配布。使い方を一通り説明した後、個
人の設定やGmail アドレスの取得を教員にやらせてみたという。しかしうまくできない教員もおり、そ
の人たちの分は操作を教えながら松田氏が設定したそうだ。
さらに、職員会議用の資料をGoogle ドキュメントで作成後、そのデータをGmail で送信し教員たち

と共有することを始める。つまり、職員会議に iPad を忘れると資料が見られないということ。赴任当初
は ICTを活用した授業に向けて、教員の ICT活用能力の教育に力を注いでいたことがわかる。
なおGmail アドレスの運用については、「セキュリティー面も考慮し、情報公開制度で公開請求された

場合に全面開示になるような情報に絞って使用しています」とする。児童の名簿など個人情報が含まれ
るものは、市の運用するクローズドな校務用サーバーに保存している。
並行してApple TV を数台購入する。Apple TV については「iPad の画面をインターネットを介さず

に大型モニターに転送できるようになり、活用の幅が広がりました」と、インターネット環境が整って
いなくても「あるもの」を活用して学びの場を構築していく。こうした取組によって教員も iPad の操作
に慣れ、大型モニターもより有効活用できるようになっていった。このように 5月から 6月にかけては、
教員の活用環境を整えていったという。その後、各教室にアクセスポイントが設置されたのが 9月で、

▲	朝のメッセージを表示したモニ
ター

それに伴いさらに端末やApple TV を借りたり、追加購入したりす
るなどして、全ての教室への導入を果たす。
「朝のメッセージを教室のモニターに表示するよう教員に指示し
ています。毎朝の日課として必ず全ての教室に行き児童たちに挨拶
をする、という名目で教室をのぞき、モニターに表示されているか
を確認しています」という松田氏。すると、たまにつながっていな
い端末があるようで、つなげる方法を教えると教員たちも覚えてい
く。まだたまにサポートをすることもあるが、当初に比べると自分
たちで発生した問題を解消できるようになってきたと、教員たちの
成長を実感している。
また、赴任直後から慌ただしい日々を送る中、メディアの取材にも対応してきた。そのおかげか、学

校での取組が世間に広がり「今では学校で使用している機材は、ほぼ借り物です」というほど、機材や
アプリケーションなどを貸してくれる事業者が増えたという。「新学習指導要領のキーワードである『社
会に開かれた教育課程』を実現するうえでも、事業者との連携は重要ですね」と松田氏。2学期には全児
童 510 人にそれぞれ 1台の環境を実現。「ICT 予算がないなか必要なものをかき集め、ICT を活用でき
る環境を整えたことで、教員も徐々に私のことを信用してくれるようになってきました」と語るように、
この頃から周囲の空気が一変する。

	やはり気になる保護者の目。理解してもらうための「学校だより」
「ICT を学校に導入し、積極的に活
用していくためには、保護者の理解
も不可欠です。確かに保護者の中に
は、ICT に懐疑的な方もいらっしゃ
いますし、一部の方からご意見をい
ただくこともあります」。そのため、
同校では「ICT 活用の意義や注意点
について、学校だよりでお知らせし
たり、授業参観の際にお話ししたり
するなどして、ICT 活用の意義や良
さとともにそのデメリットも繰り返
しお伝えしてきました」という。
こうした丁寧な対応に加え、ICT

の活用に伴って児童の目の輝きも増
し、学校で学んだことを家族に語る
機会も増えているようで「保護者の
理解も進んできていると感じていま
す。町で挨拶をした時の反応もよい
です」という松田氏。
同校ではプログラミング教育に力を入れており、保護者の中には総務省の「若年層に対するプログラ

ミング教育の普及推進」事業の指導者研修を受け、協力を申し出た人もいるそうだ。同事業で取組んだ、
低学年対象のプログラミング教室には、同伴の保護者を含めて 250 人以上が集まったという。「これか
らも保護者に参画していただきながら ICT教育を進めていきたい」と松田氏は語る。
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	児童が自ら学べる場を拓く
端末については、低・中学年はタブレット（iPadやdynabook）

を中心に、5 年生以上の児童にはキーボードを備えた
Chromebook を使用。プログラミングの授業にも取組み始め
た。幼児から使えるビジュアルプログラミング言語の「Viscuit」
を全学年で、3年生と 4年生にはビジュアルプログラミング
言語の「Scratch」も学ばせている。Scratch で「Minecraft」
の世界に建築をさせ、小型のプログラミング教材ロボットの
「Ozobot」も使用。「ID とパスワードでサインインすれば家
でも学べるので、まずはサイト登録をさせました。3年生の
中にはキーボードを使うのが初めての児童も大勢いるので、
Chromebook で登録することが難しかったようですが、担任
がサポートしました」と、タブレット（iPad など）からノー
トパソコン（Chromebook など）への移行の課題にも対応し
ている。他の学年でも、5〜 6年生では「ArtecRobo」やレ
ゴマインドストーム「EV3」を使ってロボットプログラミング
に挑戦させたり、6年生にはコーディングを学べるオンライン
ゲームの「CodeMonkey」を使って学ばせている。
そして、2016 年 11 月 26 日にはプログラミング教育の公

開授業も実施。児童たちに実質的に端末が行き渡ったのが 10月始めであったため、いかに短期間で実現
したかがわかる。
「今年定年を迎える 60歳になる教師がいますがすごく協力的です。1人で端末を使いこなすことは難
しそうですが、一生懸命に取組んでくれています。プログラミングの授業も担当しています」
基礎的・基本的な学びにおいても、例えば 3年生はデジタルドリルの「やる Key」を、4年生にはデ

ジタル版の「進研ゼミ小学講座」を、それぞれ活用。動画と問題で学べる「eboard」も活用している。
いずれも、1人 1人の習熟度に合わせた問題が出題されるため、集中力が増しているという。
「新しい時代に必要な技術を学べる場が学校にあり、それを教員の方が少しうまく使えるので、児童たち
は教員のことを尊敬しています。児童たちはいろいろなことを学べるから面白いし、情報端末を活用すれ
ばそれがアシスティブでアダプティブな学習環境となるのです。今までの授業は、1人の教員が30〜40人
の児童たちに教えていましたが、全員に対応することはできません。一斉授業だと同じ問題が出されるので、
解ける子と解けない子にわかれてしまいます。それだとわからない児童はやる気もなくなります。
現代における 1年間の技術の進歩は、デジタルに換算すれば昔の 200年分という人もいます。もしそ

うであれば、小学 4年生の児童が、30歳になる頃には 4000年先の未来を生きていることになる。だか
らこそ、なおさら今変わる必要があるのです。そのような思いは教員たちにはあまり伝えていないので
すが、おのおの感じとっている部分はあると思っています」と熱い想いを語る。
また、自らの授業を教員たちに見せることで、最近改めてわかってきたことがあるという。それは、「児

童たちが自分で学べる場を拓くことがとても重要だ」という単純なことだった。
「特にプログラミングでは、課題をめぐる状況や、やり方の簡単な説明をしたら後は任せるべきです。
その次のステップとして、課題を解くためにアイデアを出したり、プログラムをした児童に『これはど
うして解けたのだろう』ということを考えさせるとよいのです。さらにその先に、『この課題はみんなで
挑戦してみようか』という流れをつくると、もっとダイナミックに授業ができます。ブロックで自由に
世界を作るゲームでプログラミングも学べるMinecraft を授業に使うと、児童たちが集中して楽しんで

▲	2年生まではキーボードなし、3年生
からはキーボード付きの端末を使う
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いる光景を教員たちが目の当たりにします。教員に児童の変化や、従来の授業にはない集中の様子を見
せること。私はこのやり方が、一番効果的だと思います」
プログラミングの授業に関して松田校長は、3つ程度のグループ編成をすることで、アクティブ・ラー

ニングが実現できると考えている。1人でどんどんやりたい児童のグループはその主体性・積極性に任
せ、友達と話し合いながら複数名で丁寧に課題に取組みたいグループにはメンターとして教師が寄り添
い、そしてその時の課題に正対することができない児童たちのグループにはしっかりとティーチングす
る。課題解決に向かう児童の認知や学び方の特性などでグループ編成することにより、「主体的・対話的で、
深い学び」に向かう新学習指導要領の具現化を図ろうとしているのだ。
「わからなかったら友達同士でやる。わからないから友達に教えてもらう。わかる子がわからない子に
どうしたのと声を掛ける。援助要請や能動的援助ができる関係性が構築された学級の学びは、とても豊
かです。そういう学級・学校を創りたいと切望しています。プログラミングの授業は児童たちと教員が
一緒に学べる時間なので、教員は児童の成長をたくさん発見することができるのです」

	校長の意識改革がカギ
2017年度以降は、従来の教科授業でもこれまで培ってきたプログラミングの授業経験を活かしたいと

いう松田氏。だが、「なかなか難しいですね。長年行ってきた指導の内容・方法があり、全国的に浸透して
いる教科教育のおかげで今の日本が成り立っているわけですから。どちらかというと教員たちは、プログ
ラミング授業を美術や音楽など芸術系の教科と捉えているようです」と本音を語る。それをわかっていな
がらも、2017年度には「総合的な学習の時間」にプログラミング授業を35時間設けると教員に伝えている。
「いろいろな教科と組み合わせてプログラミング授業を積み重ねていけば、100時間はできます。その
実績が教科授業にも活きてくると思います。1年間の総授業数は1,000時間ほど。そのうち100時間プ
ログラミングの授業をやれば、革命が起きるでしょう」
教育課程の編成権は学校にあるが、かなり大胆な構想だ。「授業するのは教員ですし、必要なものが揃っ

ていないとできません。そこはしっかり準備してあげて、ある程度の見通しまで提示するのが校長の仕事
だと思います」と、新しいことを始めるにはその障害となるものを取り除く配慮も必要だと述べる松田氏。
「教育 ICTを実現するためには環境構築が必要。今後はどの学校にも端末が40台程度配布されるでしょう
から、通信環境があればクラウドを利用する環境は整います。インターネットやWi-Fi の接続にトラブル
はつきものですが、これも教員や児童たちが経験を重ねることでトラブルシューティングが身についてく
ることは、本校で実証済みです」
ICT教育推進の最も大きな壁は、校長がボトルネックとなっていることだと松田氏は語る。せっかく首

長が「ICT教育やプログラミングをやりましょう」といっても、「本校には余裕はない」と逃げ腰になったり、
反対に教員がやりたいといっているのに「流行に乗る前にやることがあるだろう」という具合に止めてし
まったりすることが多々あるという。
「やはり校長が意識を変えないと教育 ICTは普及しないので、全国の意識ある校長先生方と校長プログ
ラミングサミットを開催したいと思っています」と今後の決意を語る。
人口／児童生徒数 59,099 人（2017年 4月 1日時点）／ 510人

主な使用端末 iPad、Chromebook、Apple TV 等

主に利用しているクラウドサービス Scratch、Minecraft、Viscuit、CodeMonkey、ロイロノート・スクール、
schoolTakt、やる Key、進研ゼミ小学講座、eboard、アプリゼミ等

通信環境 Wi-Fi（直接インターネットに接続）

問い合わせ先 同校　TEL.042-383-1146、Mail.maehaes@koganei.ed.jp
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クラウドサービス キーワード

授業支援システム

セルラーモデル フルクラウド

ミドルリーダー エバンジェリスト

プレゼンテーション 支援体制

自治体

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

公立 私立・その他

Assistive

セルラーモデルタブレットと	
ミドルリーダー教員による ICTの活用推進

古河市教育委員会＜茨城県古河市＞

CASE

34

古河市では 2015 年 9月、市内全ての小学校と一部の中学校にセルラーモデルのタブレットを導入。
クラウドサービスの利用を前提として ICT 環境を整備した。現場では「エバンジェリスト」として養成
された教員が中心となり、ICTを活用した教育の実践・研究に取組んでいる。

	セルラーモデルタブレットによる「通信環境のアウトソーシング」
各小中学校のコンピュータ教室に配備されたパソコンの老朽化を契機に、タブレットの導入を検討す

ることになった古河市。その際にまず課題となったのが、通信環境だという。
全ての市立小中学校（小学校23校、中学校9校）にWi-Fiを整備するには、膨大な設備投資が必要となる。

それに加えて、運用時の人的負担が重くなることも懸念された。
古河市教育委員会で ICT活用を推進した平井聡一郎氏（前指導課長）は、「Wi-Fi では『つながらない』

『急に遅くなった』などのトラブルも起こりますが、その対応を現場の先生に委ねるのは酷です。とはいえ、
それを教育委員会がカバーするのも現実的ではありませんでした」と語る。仮に 1校あたり月 1回の頻
度でトラブルが発生すれば、小学校だけで考えても年に 23回。教育委員会の担当者が各校に出向いて対
応しようとすると、実質的に毎日業務が発生する計算になると考えたという。
このような背景から候補に挙がったのが、携帯電話通信網を利用するセルラーモデルのタブレットだ。

「いうなれば『通信環境のアウトソーシング』です」と、平井氏はそのメリットを挙げる。
セルラーモデルであれば、学校側で通信環境を整備する必要がない。通信品質は通信事業者が保証し、

ネットワークトラブルが発生した場合にも迅速に対応してくれる。また、Wi-Fi のインフラはアクセスポ
イントなどを増強するたびにコストがかかるが、セルラーモデルの場合は電波状況の悪い場所へのアン
テナ設置なども基本的に「通信事業者自身のインフラ増強」であり、利用者側の負担はない。
Wi-Fi 通信のみに対応したWi-Fi モデルのタブレットでは、校外や家庭での利用時に別途モバイルルー

ターを用意するなどの対応が必要になる場合もあるが、セルラーモデルではそれも不要だ。
一方、通信速度ではWi-Fi の方が速いといわれるが、個々の児童生徒による動画視聴など通信容量が

大きくなるような使い方を想定していないことや、用いるコンテンツを基本的なもの数点に絞り込む方
針をとることもあり、セルラーモデルでも十分実用に耐えられると評価したという。
さらに、セルラーモデルのタブレットは通信料が毎月発生するが、複数の通信事業者と交渉を重ねた

うえで 3年間のトータルコストを比較・精査。結果的に、校内通信設備を導入せずに済むことや、通信
トラブルへの対応が不要になることによる教職員の負担軽減も考え合わせれば、Wi-Fi モデルと同等もし
くはセルラーモデルの方が有利と評価できるレベルにまで達したという。
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	セルラーモデル＋クラウドで、負担は少なく自由度は高く
セルラーモデルを採用すると決めたうえで、導入するタブレットを iPadに決定。通信事業者のプロポー

ザルを経て、NTTドコモの LTE 対応 iPad を採用した。2015 年 9月、市内全ての小学校と一部の中学
校に対して合計約 1,400 台の iPad を配備。小学校 23校のうち 3校（合併前の旧 3自治体で一番規模
の小さな学校）はモデル校として児童 1人 1台、それ以外の学校では 1校あたり 40台の iPad が導入さ
れた。
平井氏によれば、タブレットの導入検討段階から古河市が重視していたのは「稼働率を上げること」

だったという。まずは使ってもらうことが重要で、そのためには使いやすい環境を整えなければならない。
セルラーモデルを採用したのも、Wi-Fi のトラブルという「使いにくい要素」を排除するためだ。同様の
発想で、古河市では授業支援アプリケーションにクラウドサービスを利用することにより、「サーバー」
も自前で持たない。
学校のサーバーは職員室の片隅などに設置されることが多く、空調管理が不十分なため、夏の暑い日

には熱暴走を起こして停止してしまうケースもある。サーバーレスの環境ならこうした心配はない。現
場の教員がネットワークやサーバーの管理、トラブル対応から解放されたことは、多忙な学校現場にとっ
て大きなメリットだったという。
「せっかく校外でも常時インターネットにつながるセルラーモデルを導入したのですから、校内ネット
ワーク限定のサーバーを置くのはあまり意味がありません。いつでもどこでも使えるメリットを最大限
に活かすためにも、セルラーモデル＋クラウドの組み合わせは必然でした」（平井氏）

	有志の教員をミドルリーダーとして養成する「エバンジェリスト」制度
使いやすい環境を徹底的に追求した古河

市が次に取組んだのが、iPad などの ICT
機器の特性を理解し、授業で効果的に活用
できる「人材」の確保だ。「予算に限りが
あることもあり、古河市では ICT 支援員を
導入していません。そもそも、いかに授業
で活用するかは、ICT 支援員ではなく教員
が考えなくてはなりません」と語る平井氏。
そこで、ミドルリーダーの教員に ICT 活用
を推進させる「エバンジェリスト」制度を
設けた。ICT 活用に意欲的な教員を募り、
ICT機器の知見や授業での活用法など、様々
な研修を実施して「エバンジェリスト」と
して育成。1 人あたり 10 台の iPad とプ
ロジェクターなどの機材をセットで貸与する。エバンジェリストは各学校でそれらを活用した教育を実
践するとともに、他の教員への助言や校内研修などを行い、その名のとおり ICT 活用のノウハウや有効
性を周りに「伝導」していく。
なお、iPad などの機器は学校ではなくエバンジェリスト個人に貸与されるので、古河市内の別の学校

に異動する際にもそのまま新たな赴任先に持っていき、継続的・発展的に活動できるようになっている。
2015 年度の導入当初は市内の小中学校 32校から公募し、15人のエバンジェリストが誕生。2016 年
度に 12人増員され、現在は計 27人のエバンジェリストが活躍しているという。

▲	SNS を利用してエバンジェリスト間で情報共有
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エバンジェリスト向けの研修は、教育委員会が月に 1〜 2回実施。教員の参加時間を確保するため、
基本的に週末の研修となるが、平日夜にも自主研修が行われている。こうした自主研修やエバンジェリ
スト同士の情報交換などに利用されているのが、教育用 SNS の「ednity」だ。「資料やノウハウなどを
共有したり、活動内容を報告し合ったりと、日常的に活用されています。また、エバンジェリストの中
でもリーダー的役割を担う者が自然発生的に出てきて、ednity 上で自身の取組やその成果を積極的に発
信してくれるようになりました」と、平井氏はその利用状況を説明する。

	アウトプットを意識した学習で思考力も伸長
古河市の小学校では iPad 導入後、授業支援ツー

ルとして主に「ロイロノート・スクール」を使用し
ている。「インターフェイスがシンプルでわかりや
すい点を評価しています。最初はとにかく使っても
らうためにハードルを下げて、先生方に『まずはロ
イロノートだけでいいので使ってください』とお願
いしました」と平井氏は話す。
より高度な表現が必要になれば、「MetaMoJi 

ClassRoom」も使う。こちらは表現力が高いうえ
に、ネットワークへの負荷が少ないのがメリット
だという。子供たちの発想は柔軟で、「MetaMoJi 
ClassRoomで作ったデータをロイロノートに貼り
つけてレポートを作成する」など、自然に使いこな
しているそうだ。
他に管理用として、iPad へのアプリケーション一

斉配信や紛失・盗難時に端末をロックできるMDM
ツールの「MobiConnect」とWeb フィルタリン
グツール「i-FILTER」を組み合わせて使用している。
iPad とこれらのアプリケーションを活用した学習

の成果について、平井氏は当初「短期間でそう簡単
に点数は上がらない。少なくとも 3年程度は必要」
と考えていたが、全国学力・学習状況調査において
早くもその成果が表れているという。iPad 導入前と
比べてまず目立ってきたのは、教科に関する調査（テ
スト）の「無解答率」の低下だ。同時に、学習の意欲や習慣などを聞く質問紙調査では、「思考や表現に
関する意欲」が高くなった。続いて、教科に関する調査の「正答率」も少しずつ上がってきた。内訳と
しては、知識力を問うA問題よりも知識活用力を問う B問題の正答率の伸びが大きいという。これは、
まず思考する意欲が高まったことで無解答率が下がり、実際に思考力が向上して正答率も上がってきた
ものと考えられる。
ICTを活用した教育において、古河市が特に大事にしているのは「アウトプットすること」だ。アウトプッ

トするためには、その前提として「考えること」や「調べること」も必要となる。それが知識活用力の
向上にもつながっているのだろう。実際に、古河市の教員たちは様々な場面で、児童が自分で作成した
ドキュメントや画像、映像、自分の言葉を使ってアウトプットする機会を増やすようにしているという。

▲	「アウトプット重視」の方針で、プレゼンテーショ
ンを取り入れた授業も多い

▲	セルラーモデルの端末なので、校外学習でもそ
のまま活用できる
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人口／児童生徒数 144,186 人（2017年 4月 1日時点）／約 12,000 人

主な使用端末 iPad

主に利用しているクラウドサービス ロイロノート・スクール、MetaMoJi ClassRoom等

通信環境 セルラーモデル（携帯電話通信網を経由）

問い合わせ先 古河市教育委員会教育部指導課　TEL. 0280-22-5111（古河庁舎・代表）

レポート作成や研究発表などのプレゼンテーションはもちろん、隣席の子供に自分の考えを説明するの
もアウトプット。あくまでも、その「道具」として使うのが iPad というわけだ。平井氏は、「アウトプッ
トを意識することによって、自然と子供たちの出番が増え、学習者主体の授業になり、『主体的・対話的
で深い学び』も実現できると考えています」と強調する。
もちろん、セルラーモデル＋クラウドのメリットを活かした自由度の高いタブレットは、校外学習で

も積極的に使われている。例えば、ある小学校では鎌倉への修学旅行時にiPadを携行し、自由行動のチェッ
クポイント通過証明などに活用。iPad でチェックポイントの写真を撮影して教員に送信するルールにし
たことで、教員は児童の状況をほぼリアルタイムで把握できたという。さらに自由行動終了後、児童た
ちは宿泊先に向かうバスの車中で iPad を駆使してレポートを仕上げ、クラウド上に保存。その日の夜に
は宿で自由行動の発表会……と、社会人研修も顔負けの使いこなしぶりだ。

	端末台数・人材・活用範囲それぞれを拡大していく
順調に思える古河市の取組だが、積み残した課題も少なからずある。iPad 導入時の反省点として、平

井氏は「1人 1台のモデル校以外への割り当てを、一律で 40台としたこと」を挙げた。学校によって児
童が iPad を利用できる時間にどうしても差が出てしまうため、やはり学校の規模に応じて割当台数を調
整するのが望ましかったと振り返る。今後、iPad の追加導入が可能な状況になれば、まずは児童数に対
して端末数の少ない学校から優先的に整備していく考えだという。
活用法としてまだ実現できていないのは、「持ち帰り学習」だ。現状、保護者は iPad を活用した学習

に対しておおむね好意的だが、端末の持ち帰りについては一部で不安の声も挙がっている。その中には
端末の破損を心配する声も多いのだが、平井氏によれば、古河市の小中学校では iPad に専用の保護カバー
を装着していることもあり、導入から約 1年半の間、校外学習での利用機会も増えている中で端末の破
損はゼロだという。このような実績も踏まえ、児童も保護者も安心して家庭への持ち帰り学習を受け入
れられる体制をしっかりと整えていくことが求められる。
そして、「古河市の教育 ICT を推進する要」と位置付けているエバンジェリスト制度についても課題は

残る。2015年 9月に 15人の体制でスタートし、翌 2016年度には 27人となったが、市内の小中学校
32校のうち、まだエバンジェリストのいない学校も数校あることから、今後少なくとも全校にエバンジェ
リストを送り込めるレベルまでの増員を目指していくという。
「現任のエバンジェリストたちは、文部科学省の研修に参加したり、企業や教育機関との共同研究に携
わったり、外部セミナーでのプレゼンテーション、取材対応や記事執筆など、外部で様々な活動を展開
しています。今後も古河市内の活動だけにとどまらず、どんどん外に出て知見を広めてもらいたいと思
います」と、平井氏は個々のエバンジェリストの成長にも期待を寄せる。
教育 ICT を推進するには、物的環境の整備だけでなく人的な体制・環境の整備も欠かせない。古河市

では、今後もその両面に注力していく方針だ。
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デジタルノート

自作教材 コスト削減

協働学習 個別指導

BYOD

私立・その他

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

公立自治体

Assistive

自作教材の共有・提示による	
効果的・効率的な教育の展開

立命館小学校＜京都府京都市北区＞

CASE

35

開校以来、積極的に ICT教育を実践してきた立命館小学校。教員同士で自作教材を共有するとともに、
デジタルノートアプリで児童にも提示するなど、効率的・効果的に ICT活用を進めている。

	ICT 環境の整備と「教材のエコ化」
立命館小学校では、2006 年の開校当初から ICT 教育に力を入れてきた。2012 年には、保護者会の

支援を受け、一学年の児童数に応じた数のタブレットを導入した。2003年には、4年生、5年生を対象
に 1人 1台が実現。現在では、各家庭の負担により、5年生以上の全ての児童が学校指定のタブレット
（Surface のWi-Fi モデル）を購入するに
至っている。
デジタル教材については市販品をほと

んど利用せず、教員が自作しており、こ
れを「教材のエコ化」と呼んでいるそうだ。
同校の ICT 教育部長である六車陽一氏は、
「最初は大変でしたが、開校当初からの自
作教材が蓄積されています。一学年 4ク
ラスで 4人の先生が同じ教材を共有でき、
足並みをそろえて質の高い教育を実施す
ることができます」と語る。
クラウド活用については、2015 年に

大きな転機を迎えた。六車氏は、シアト
ルのマイクロソフト本社で開催された
「Microsoft Global Educator Exchange 
2015」に参加。「世界の ICT教育の実情を知ることができました。特に、無料で使えて、教師と児童でペー
ジを共有できる”OneNote”に大きな可能性を感じました」と振り返る。帰国後、早速OneNote を活
用した ICT教育をスタートさせた。

	児童にも教員にも大きな成果
導入して 2年、OneNote の活用はすでに日常化している。授業で用いる教材や資料、宿題、お知ら

▲	タブレットで撮影した写真を使い、観察レポートを作成。

▲	OneNote で共有される自作教材。プリントと違い、カラーで配布しても追加コスト不要
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協働学習 個別指導

BYOD

私立・その他

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

公立自治体

Assistive

自作教材の共有・提示による	
効果的・効率的な教育の展開

立命館小学校＜京都府京都市北区＞

CASE

35

開校以来、積極的に ICT教育を実践してきた立命館小学校。教員同士で自作教材を共有するとともに、
デジタルノートアプリで児童にも提示するなど、効率的・効果的に ICT活用を進めている。

	ICT 環境の整備と「教材のエコ化」
立命館小学校では、2006 年の開校当初から ICT 教育に力を入れてきた。2012 年には、保護者会の

支援を受け、一学年の児童数に応じた数のタブレットを導入した。2003年には、4年生、5年生を対象
に 1人 1台が実現。現在では、各家庭の負担により、5年生以上の全ての児童が学校指定のタブレット
（Surface のWi-Fi モデル）を購入するに
至っている。
デジタル教材については市販品をほと

んど利用せず、教員が自作しており、こ
れを「教材のエコ化」と呼んでいるそうだ。
同校の ICT 教育部長である六車陽一氏は、
「最初は大変でしたが、開校当初からの自
作教材が蓄積されています。一学年 4ク
ラスで 4人の先生が同じ教材を共有でき、
足並みをそろえて質の高い教育を実施す
ることができます」と語る。
クラウド活用については、2015 年に

大きな転機を迎えた。六車氏は、シアト
ルのマイクロソフト本社で開催された
「Microsoft Global Educator Exchange 
2015」に参加。「世界の ICT教育の実情を知ることができました。特に、無料で使えて、教師と児童でペー
ジを共有できる”OneNote”に大きな可能性を感じました」と振り返る。帰国後、早速OneNote を活
用した ICT教育をスタートさせた。

	児童にも教員にも大きな成果
導入して 2年、OneNote の活用はすでに日常化している。授業で用いる教材や資料、宿題、お知ら

▲	タブレットで撮影した写真を使い、観察レポートを作成。

▲	OneNote で共有される自作教材。プリントと違い、カラーで配布しても追加コスト不要

せなどの配布を、OneNoteで行うこともある。児童は、授業が始まってからこれらを受け取るのではなく、
休み時間にタブレットをWi-Fi に接続して同期することが習慣化しているのだ。校内サーバーに直接ファ
イルを置いていた頃は、児童が誤って削除してしまうケースもあったが、OneNote ならページごとに編
集権限を設定できるのでその心配はないとのこと。宿題を含む課題の提出も、OneNote にアップロード
して行う。教員は、即日ないし翌朝までに採点して返却するので、児童は速やかに復習し、学びを深め
ることができるようになった。
「プリントを用いるよりも、さらに集中して勉強に取組むようになりました。クラウド上に資料や成果
物は残りますので、プリントを忘れたり、なくしたりすることもなくなりました」と成果を語る六車氏。
教員にとって

も、メリットは
大きい。一学年
120 人 分 の プ
リントを印刷す
るとなると、多
くの時間と紙を
消費する。提出
物の配布、回収、
管理も大変だ。
ペーパーレス
化・オンライン
化による業務の
効率化により、
子供と向き合う
時間や教材研究
の時間など、他
の業務に充てら
れる時間が増え
たという。

	学校段階を超えた学習成果の保存・活用へ
「12年間同じアカウントが使えるという一貫校の強みを活かし、学校段階を超えて児童の学習成果を
クラウドに一括で保存することを考えています。児童はもちろん、保護者もスマホなどで我が子の歩み
をいつでもどこでも確認できるようになります」と今後の展望を語る六車氏。Skype による校内放送や
職員会議の実施、音楽や体育、図工など主要教科以外でのクラウド活用など、ICT活用の幅をさらに広げ
たいとしている。

児童生徒数 720 人

主な使用端末 iPad、Surface 等

主に利用しているクラウドサービス Office 365（OneNote 等）

通信環境 Wi-Fi（直接インターネットに接続）

問い合わせ先 同校　TEL. 075-496-7777
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クラウドサービス キーワード

写真共有
教員間の情報共有

フォトストリーム

私立・その他

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

公立自治体

Assistive

教員間での写真共有による	
質の高い授業づくり

関西大学中等部・高等部＜大阪府高槻市＞

CASE

36

関西大学中等部・高等部では質の高い授業づくりを目指し、理科部会の教員を中心として、教員間の
情報交換にクラウド上での写真共有機能を積極的に活用している。

関西大学中等部・高等部の理科部会（理科の担当教員で構成）がクラウドを積極的に活用するように
なったのは、多忙な中、教員同士で教育について話し合う時間がとれないという危機感がきっかけだっ
た。そこで、2015年から教員間の連携を、Apple 社のクラウドサービス iCloud の「マイフォトストリー
ム」を使って実施。各教員は、スマートフォンやタブレット、パソコンからアクセスし、板書や教室風景、
生徒のレポートや作品など、自らの教育実践についての写真を、どのような目的で行ったか、どのよう
な内容であったかなどの概要文を付けてアップロードし、他の教員と共有する。
マイフォトストリームでは、共有アルバム上の写真にコメン

トをつけることができる。他の教員は、写真や概要文を見て
感じたことなどをコメント。職員会議後には議論の記録が書
かれたホワイトボードや模造紙などを撮影し、記録として残し
たり、さらに深く検討したりといった使い方もしているという。
スマートフォン等で撮った写真に、概要をメモ書きして

アップする程度なら、忙しい教員でも可能。共有写真の閲覧
やコメント書きも、通勤電車の中や自宅など、すきま時間を
活用して簡単にできる。
このようなシンプルな方法だからこそ、定着し他教科の教

員にも拡大。普段は中々見られない他の教員の実践を知って
刺激や気づきを得たり、教員間のコミュニケーションが促進
されたりして、授業の質的向上にもつながっているという。

 

▲	共有した写真の一覧とコメントの例

児童生徒数 中等部 353人、高等部 442人（2016年 4月時点）

主な使用端末 iPad、iPhone、ノートパソコン、デスクトップパソコン

主に利用しているクラウドサービス iCloud（マイフォトストリーム等）

通信環境 Wi-Fi（直接インターネット接続）、
セルラーモデル（携帯電話通信網を経由）

問い合わせ先 同校　TEL. 072-684-4326
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PHOTO　─ 教員の連携 ─

▲	写真共有による教員間のコミュニケーション（110ページ）

◀	「エバンジェリスト」間で
の情報共有（105ページ）
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授業支援システム
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MDM

自治体

特別支援学校 その他
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公立 私立・その他

Assistive

スピーディーなタブレット整備と	
「1人 1台感覚」での有効活用

長崎市教育委員会＜長崎県長崎市＞

CASE
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長崎市教育委員会では、全小学校への 1クラス分のタブレット整備を短期に実現するとともに、クラ
ウドにより「1人 1台感覚」で有効活用している。

	端末更新のタイミングでタブレット配備を一気に実現
長崎市では、小学校のパソコン端末を 5年リースで調達してきた。2014 年度に更新期を迎えるにあ

たり、それまでのパソコン室へのデスクトップ端末整備から、普通教室でも活用できるタブレット整備
への転換を決定。2014〜 2015 年度の 2年間で、市内全小学校にタブレット（iPad）を合計 2,400 台
導入した。長崎市は中核市であり、全小学校への整備には多額の予算と種々の手続きが必要になるが、
全校導入を短期に実現できた背景には、様々な工夫があった。
整備を担当した長崎市教育委員会長崎市教育研究所の相浦太氏は、こう振り返る。「これからはタブレッ

トが主流になると考え、2014年度に、最初は順次導入していく提案をしました。2019年度での完備を
想定していたところ、『全校に行き渡るのが 5〜 6年も先では遅い。やるなら一気にやるべきだ』との
意見を市長からいただきました。しかし、一気に導入するには、どう考えても予算的に厳しい。そこで、
既存のパソコン室のデスクトップ端末にタブレットを追加するのではなく、切り替えのタイミングとなっ
ていた校務用パソコンとしてパソコン室のデスクトップ端末を転用することで、なるべくコストが発生
しないように工夫し予算が認められました」。初めてのタブレット導入であったため、2014 年度は小学
校 10校で試験的に導入し、運用上の課題や成果を検証。そのうえで、2015 年度に残りの小学校 60校
への導入を完了した。1校あたりの台数は平均40台。1クラスの全員がタブレットを利用できる環境だ。
以前のパソコン教室では、設置場所の関係などもあり 2人で 1台の使用が主だったが、タブレットの導
入により、普通教室などあらゆる場所でクラス全員が 1人 1台活用できる体制を実現した。

	早期導入に向け、役所が一丸となって取組む
端末の選定にあたっては、実際にタブレットを使用する教職員はもちろんのこと、財政課・契約課な

ど首長部局の責任者もメンバーとなった機種選定委員会を設置して、iOS、Windows、Android の各製
品を検討。アプリの品質、セキュリティ、バッテリー性能、価格などを総合的に評価した結果、iPad（iOS）
が優れているとの結論に達したという。「iPad は決して安くはありませんが、そもそもコストを下げるた
めに導入するわけではありません。価格は重要ですが、あくまでも検討要素の一つに過ぎません。アプ
リのクオリティや種類、セキュリティ面などを総合的に評価しました。端末やOSの選定には、何のた
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めに導入するのかという目的を明確にすることが最も重要だと考えています。」と相浦氏。
導入手続きも、部門間の連携を密にして、スピード感を持って取組んだ。提案から選定、議会での承認、

入札など、機器の導入までには多くの過程と時間が必要だ。しかし、「子供たちの教育のために早期に導
入すべき」という考えに他部門の担当者も賛同し、全面的な協力が得られ、通常であれば年度末の 3月
導入となってしまうところを、前年の 12月中に導入することができたという。「3月導入だと、その年
に卒業する児童はほとんど使えません。それではかわいそうということで、役所一丸となって取組みま
した。卒業前の 6年生も利用できて良かったです。私はもともと教員ですから、予算や行政上の手続き
のことは素人です。でも、この立場にいたらそんな言い訳は通用しません。これだけ大きな話を迅速に
進められたのは、いろいろな方が知恵を貸してくれたおかげです。大事なことは想いを伝えること。日
頃から意識して他部署の人とコミュニケーションを取っていることが活きました」と相浦氏は振り返る。

	クラウドにより 1クラス分の端末を全校 1人 1台感覚で活用
導入後、iPadで主に利用しているクラウドサービスは、授業支援システ

ムの「ロイロノート・スクール」だ。授業で使う教材の配信や協働学習な
どの場面で積極的に活用されている。タブレットは児童間で共有使用され
るが、個々の作業内容は全てクラウド上に保存される。個人のアカウント
でログインすれば、どの端末でも自分の環境で引き続き利用できる。端末
が1クラス分揃っていれば、全校児童が1人 1台感覚で使えるところに、
クラウドのメリットを特に感じているという。
また、端末の管理では、MDMとして「MobiConnect」を導入し、教育委員会が一元管理して安心・

安全な利用環境を整えている。「MDMは児童が勝手にアプリをインストールしたり削除したりできないよ
うにすること等のためにも必須ですが、新しいものの導入となると、その必要性を財政担当者に説明しな
ければなりません。そこで、これまでデスクトップ端末用に使っていた授業支援ソフトの役割と同じだと
説明しました。パソコンがタブレットに変わったので、それに応じてソフトも変わっただけ。これまでも
必要としていたものだという論理です。これで納得してもらえました」と相浦氏。
タブレットの運用にも工夫が見られる。iPadの保管場所を職員室にし、職員室から普通教室などに iPad

を持ち込んで利用するという形をとっているのだ。「もともとはパソコン室で端末を管理するつもりでした。
しかし、先行的に導入したある小学校で、職員室で保管しながら運用したところ、良い効果が現れました。
職員室にあることで、教員が使い方について質問したら、他の教員が答えてくれるなど、教員どうしのコミュ
ニケーションが生まれたのです。また、授業に向かう際にパソコン室に足を運ぶことなく、持って行ける
ようになると、より活用されることもわかりました」と相浦氏は経緯を語る。パソコン室の必要性が下が
ることで、図書室や学童向け施設に転用し、新たに有効活用されている例も出ているという。
今後については、整備したタブレットを一層活用していくとともに、次回の端末更新期である2019〜

2020年度が、小学校学習指導要領が変わるタイミングでもあることも踏まえ、さらに ICT環境の充実を
図っていきたい、としている。

▲	タブレットの利用場面

人口／児童生徒数 430,026 人（2017年 4月 1日時点）／小学生約 2万人

主な使用端末 タブレット（iPad）

主に利用しているクラウドサービス ロイロノート・スクール

通信環境 Wi-Fi（地域イントラネット等を経由）

問い合わせ先 長崎市教育委員会　TEL. 095-824-4814、
Mail. jouhou@nagasaki-city.ed.jp
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自治体・公立

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

私立・その他 クラウドサービス キーワード

授業支援システム

ドリル学習型教材

ビデオコミュニケーションツール

1 人 1 台 持ち帰り学習

ふるさと納税 クラウドファンディング

遠隔交流 過疎地

Assistive

ふるさと納税を含む多様な財源を	
活用した ICT教育の推進

遠別町総務課＜北海道天塩郡遠別町＞

CASE

38

北海道遠別町は、ふるさと納税などの多様な財源を利用し、小学校から高校に至るまで、地元の全て
の児童生徒に 1人 1台環境で ICT教育を推進している。

	ICT を活用して最先端の教育環境を実現
遠別町では、2010年、町内全域に光ファイバー網を整備した。これを機に ICT活用を拡大し、2013年

からは小・中学校の全児童生徒にタブレット（iPad）を貸与している。さらに、電子黒板や授業支援シ
ステム「テックキャンバス」を導入し、Wi-Fi 環境も構築した。あわせて端末充電保管庫、スキャナー、
大型テレビ、Apple TV、実物投影機なども整備。小中学校におけるこれらの整備に伴う財源には、北海
道地域づくり総合交付金を充てた。
遠別町総務課の佐藤 克久氏は、「過疎地でも ICT を活用することで、学力向上と豊かな人間性を育む

質の高い教育を実現していきたいと考えました」と語る。
ICT 機器の整備だけではなく、人材の面でも、NPO法人えんべつ地域おこし協力隊が ICT 支援員を

学校に派遣している。さらに、千歳科学技術大学が開発した電子教材の活用に、千歳市や夕張市、栗山
町と連携して取組んでいる。他の自治体と継続的に情報交換したり、アドバイスを受けたりすることで、
地域格差を感じない学習環境の整備を図っているという。

	2,600kmの距離を超えた国内遠隔交流も
遠別町の小中学校では、タブレットをどのよう

に活用しているのか。小学校では、理科の観察日
記やプレゼンテーションなどで使用する写真や動
画の撮影や閲覧、協働学習での活用が多いという。
また、月に 1〜 2回タブレットの持ち帰りも行っ
ており、家庭でもデジタルドリルを使った学習に
取組んでいる。学習発表会で披露する太鼓の手本
を各自のタブレットで撮影し、家に持ち帰って動
画を見ながら練習をするといった使い方もされて
いる。
中学校では、問題提示、意見共有や比較、調べ ▲	沖縄県宮古島市の下地中学校との遠隔交流
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学習、動画教材の活用など、日常的に ICTを活用。2,600km以上も離れ、気候も文化も全く異なる沖縄
県宮古島市立下地中学校との遠隔交流にも挑戦した。過疎地域では、生徒同士の多様な意見交換の場を
いかに創るかが課題になるが、ICTを活用することにより、様々な学習機会を生み出すことができている
という。

	全国から財源を集め、地元高校の存続に向けて ICT環境を整備
さらに遠別町では、北海道立遠別農業高等学校の存続を目指し、2015年度から地元の農業者や小中学

校と連携した ICT 教育を実践している。高校にもタブレットを 1人 1台配備し、情報リテラシーの向上
や、ドローンを活用したスマート農業を担う人材育成などに取組んでいるのだ。これら遠別農業高校の
ICT整備に関する財源については、ふるさと納税やクラウドファンディングを活用して全国から集めたと
いう。

	過疎地でも最先端の学習機会を提供
佐藤氏は ICT活用の効果について、「授業中に子供の笑顔を見る機会が増え、授業が楽しいと話す児童

生徒が増えました」と語る。特に小学校低学年では、授業中の集中力が増し、主体的に学習に取組む姿が
顕著に見られるようになったという。
今後はプログラミング教育に関しても先行して進めていきたいと話す佐藤氏。恵まれた ICT環境を活か

し、過疎地であっても最先端の学習機会を提供し、未来の遠別町を担う人材を育てていく考えだ。

     

▲	ふるさと納税やクラウドファンディングにより整備されたタブレットを 1人 1台活用する高校生

人口／児童生徒数 2,768 人（2017年 3月末時点）／小学校 118人、中学校 63人

主な使用端末 小中学校 iPad240 台、
農業高校Windows タブレット 70台（キーボード着脱式）

主に利用しているクラウドサービス 千歳科学技術大学が作成した電子教材・eラーニングシステム、
テックキャンバス

通信環境 Wi-Fi（直接インターネットに接続）

問い合わせ先 遠別町役場　総務課企画振興係　TEL. 01632-7-2111、
Mail. kikaku@town.embetsu.hokkaido.jp
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クラウドサービス キーワード

授業支援システム

ふるさと納税

遠隔合同授業

アクティブ・ラーニング 過疎地

自治体

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

公立 私立・その他

Assistive

ふるさと納税など多様な財源で ICTを活用した
アクティブ・ラーニングを推進

喬木村教育委員会＜長野県下伊那郡喬木村＞

CASE

39

財政状況が厳しい中、長野県喬木村は、多様な財源を確保しつつ ICT環境等を整備し、アクティブ・ラー
ニングなど質の高い教育の実現に向けて取組んでいる。

	小規模校ならではの課題解決に向け、ICTを積極的に活用
人口約 6,000 人の長野県喬木村。2校ある村立小学校のうち、第二小学校は山間部に位置する小規模

校だ。児童数の減少が進み、2018年度には全校で 40人を下回ることが予想されている。同校のような
小規模校においては、集団生活を通じた成功・失敗体験や、多様性への理解などが深まりにくい点など
が課題として指摘される。喬木村では、このような課題を克服して質の高い教育を提供し、地域の中心
としての学校を維持・活性化していく観点から、ICTの活用に積極的に取組んでいる。
その一つが、ICT を活用した遠隔合同授業の取組だ。2015 年度には文科省「人口減少社会における

ICT活用による教育の質の維持向上に係る実証事業」の採択も受けたこの取組は、第一、第二の小学校 2校
をテレビ会議システムでつなぎ、合同で授業を行うというものだ。

	遠隔合同授業を活性化するため、アクティブ・ラーニング教室を整備
喬木村では、遠隔合同授業を実施するために、次の 3つのシステムを整備した。
①電子黒板「xSync Board」と学校間遠隔電子黒板システム「xSync Prime Collaboration」
②学校間連携遠隔カメラシステム
③学校間遠隔協働学習支援システム「STUDYNET」

加えて、2校のコンピュータ教室を改修し、遠隔合同授業にも対応可能なアクティブ・ラーニング教室
を整備したことが、喬木村での実践の大きな特徴だ。同教室には、前記 3システムの他、児童や教員の
声を効率よく拾うことができるように天井にマイクも取りつけられている。遠隔でのやりとりの際、音
が聞き取れないことは最大の障害になるためだ。また、教室の後方には、児童が前に立って発表する際
に相手の様子が見えるように、後方モニターも設置した。これにより、自分の教室と相手校の様子を俯
瞰しながら児童は発表をすることができる。さらに、可動式のホワイトボード、机、イス、児童用タブレッ
ト 40台も整備した。

	小規模校でも「友達 100人できるかな？」が実現できる
2016年度の遠隔合同授業は主に、国語（4年生）、算数（5年生）、総合的な学習の時間（5年生）で

▲	遠隔合同授業でも積極的に発言
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クラウドサービス キーワード

授業支援システム

ふるさと納税

遠隔合同授業

アクティブ・ラーニング 過疎地

自治体

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

公立 私立・その他

Assistive

ふるさと納税など多様な財源で ICTを活用した
アクティブ・ラーニングを推進

喬木村教育委員会＜長野県下伊那郡喬木村＞

CASE

39

財政状況が厳しい中、長野県喬木村は、多様な財源を確保しつつ ICT環境等を整備し、アクティブ・ラー
ニングなど質の高い教育の実現に向けて取組んでいる。

	小規模校ならではの課題解決に向け、ICTを積極的に活用
人口約 6,000 人の長野県喬木村。2校ある村立小学校のうち、第二小学校は山間部に位置する小規模

校だ。児童数の減少が進み、2018年度には全校で 40人を下回ることが予想されている。同校のような
小規模校においては、集団生活を通じた成功・失敗体験や、多様性への理解などが深まりにくい点など
が課題として指摘される。喬木村では、このような課題を克服して質の高い教育を提供し、地域の中心
としての学校を維持・活性化していく観点から、ICTの活用に積極的に取組んでいる。
その一つが、ICT を活用した遠隔合同授業の取組だ。2015 年度には文科省「人口減少社会における

ICT活用による教育の質の維持向上に係る実証事業」の採択も受けたこの取組は、第一、第二の小学校 2校
をテレビ会議システムでつなぎ、合同で授業を行うというものだ。

	遠隔合同授業を活性化するため、アクティブ・ラーニング教室を整備
喬木村では、遠隔合同授業を実施するために、次の 3つのシステムを整備した。
①電子黒板「xSync Board」と学校間遠隔電子黒板システム「xSync Prime Collaboration」
②学校間連携遠隔カメラシステム
③学校間遠隔協働学習支援システム「STUDYNET」

加えて、2校のコンピュータ教室を改修し、遠隔合同授業にも対応可能なアクティブ・ラーニング教室
を整備したことが、喬木村での実践の大きな特徴だ。同教室には、前記 3システムの他、児童や教員の
声を効率よく拾うことができるように天井にマイクも取りつけられている。遠隔でのやりとりの際、音
が聞き取れないことは最大の障害になるためだ。また、教室の後方には、児童が前に立って発表する際
に相手の様子が見えるように、後方モニターも設置した。これにより、自分の教室と相手校の様子を俯
瞰しながら児童は発表をすることができる。さらに、可動式のホワイトボード、机、イス、児童用タブレッ
ト 40台も整備した。

	小規模校でも「友達 100人できるかな？」が実現できる
2016年度の遠隔合同授業は主に、国語（4年生）、算数（5年生）、総合的な学習の時間（5年生）で

▲	遠隔合同授業でも積極的に発言

実施された。国語では「ごんぎつね」「一つの花」「俳句」の単元
で全20回の遠隔合同授業を実施。算数では「面積」の単元など
で全6回、総合的な学習の時間では「村長さんに提言！ぼくらの
フューチャー喬木村」をテーマに全17回の遠隔合同授業を行った。
遠隔合同授業の効果を児童への意識調査からみると、実証授業

の前後で最もポジティブな評価が伸びた項目は「自分の考えや意
見を友達や先生に分かりやすく伝えることができる」。実証授業
前に比べると 12.3 ポイント伸びたという。「授業で自分の考え
を発表したい」も 10.2 ポイント上昇。自分の意見を表明することへの意欲と、そのためのスキルが向上
したことがうかがえる。
教員も、「相手校の児童の発言が映し出されると画面を食い入るように見るなど、集中して意見を聞く

姿が見られるようになった」「電子黒板に表示された相手校の児童の解き方の中から、自分の参考になる
ものをヒントとして活用するようになった」「多くの友達に自分の考えを的確に伝えられるよう、要点を
整理しながら発言できるようになった」など、児童の変容を感じている。「遠隔合同授業を通して相手校
の教員と指導方法について研究し、自らの指導を見直す機会が増えた」「小規模校の子供でも“友達 100人
できるかな？”が実現できると可能性を感じた」といった声も聞かれたという。

	ふるさと納税など多様な財源を確保して実施
ICT 環境を整備し、遠隔合同授業等を実施するにあたり、最大

の課題は財源の確保であった。同村では、文部科学省の事業や地
方創生交付金とともに、ふるさと納税も活用した。ふるさと納税
のうち約 1,000 万円は、アクティブ・ラーニング教室の整備や、
中学校のタブレット 220台の整備予算に充てられ、新たな学び
の実現に大きく寄与しているという。

	リアルな合同研修の実施などが課題
今後の課題としては、遠隔合同授業をより円滑に進めていくために小学校2校で共通の時間割を作成す

ることや、授業時間やドリル学習の時間を統一すること、両校の教員による合同研修会の実施体制づくり、
ICT支援員の配置などが挙がっている。特に教員研修は、遠隔会議システムを使うものだけではなく、親
睦を深める意味でも直に顔を合わせる形で実施するものが重要と考えているが、移動時間や時間調整の負
担が大きく、効率的に進める体制を整える必要があるという。
喬木村では、これらの課題を克服しつつ、ICTを活用した魅力ある教育環境の整備をさらに進め、過疎

地でも都会と変わらない教育内容を実現していきたいとしている。

▲	アクティブ・ラーニング教室

人口／児童生徒数 6,264人（2017年4月1日時点）／小学校2校367人、中学校1校212人

主な使用端末 中学校 1人 1台環境、小学校 2人に 1台環境計 400台整備。
タブレット（別途キーボード有り）、Windows と iOS

主に利用しているクラウドサービス STUDYNET

通信環境 Wi-Fi（直接インターネット接続）

問い合わせ先 教育委員会事務局　TEL. 0265-33-2002、
Mail. kyoiku@vill.takagi.nagano.jp
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クラウドサービス キーワード

グループウェア

授業支援システム

SNS

無料サービス活用

デジタルとアナログのミックス

Wi-Fi 構築 BYOD

私立・その他

特別支援学校 その他

小学校 中学校 高校

公立自治体

Assistive

効果的かつコストを抑えた	
ICTの整備・活用

国際基督教大学高等学校＜東京都小金井市＞

CASE

40

国際基督教大学高等学校では、コンピュータルームの端末の刷新を機に、ICT を効果的に活用できる
環境を校内に整備した。コストを抑えた整備・運用と、効果的な活用の秘訣とは？

	端末更新を機に、ICT環境を一新
国際基督教大学高等学校には、コンピュータ

ルームが 2室あり、デスクトップパソコンが合
計 80台ほど設置されていた。しかし、授業での
活用が進むにつれて予約が取りづらくなってきた
ことや、機材のリース期間終了が間近に迫るとい
うタイミングも重なったことから環境の再整備を
検討。2014 年度には Chromebook を 110 台
導入するとともに、学内にWi-Fi 環境を整備した。
また、Chromebook の活用によりコンピュータ
ルームの利用を普通教室に分散することができた
ため、2016年度にはコンピュータルームの 1室
を普通教室に転用、もう１室はアクティブ・ラー
ニングを可能とする環境へとリニューアルした。
モバイル型端末の選定にあたって特に着目した

のは、管理が楽であること、授業を円滑に進めら
れるよう起動が速いこと、リッチな機能は不要
であること、コストパフォーマンスがよいこと
など。これらの観点で各種端末を検討した結果、
Chromebook を選定したという。
Wi-Fi に関しても、マンションなどにサービス

提供している事業者に環境の構築と保守を依頼し
た。導入に携わったプロジェクトマネージャーで
数学科教諭の松坂 文教諭は、「一般的な方式と比較し、導入コストは約 3分の１に圧縮することができ、
保守・運用費用も月額 3万円未満に抑えられている」という。

▲	アクティブ・ラーニングスペースに生まれ変わった
コンピュータルーム

▲	多様な端末を利用する生徒

118

Assistive 学びを支援する：財源確保・コスト抑制による支援／多様な財源確保とコスト抑制の工夫



A
daptive

学
び
を
最
適
化
す
る

制
約
・
困
難
の
克
服
に
よ
る
支
援

安
心
・
安
全
の
確
保
に
よ
る
支
援

校
内
体
制
の
確
立
に
よ
る
支
援

財
源
確
保
・
コ
ス
ト
抑
制
に
よ
る
支
援

A
ssistive

学
び
を
支
援
す
る

A
ctive

学
び
を
活
性
化
す
る

	ネットかリアルか、質問の仕方も生徒が判断
Chromebook の導入に伴い、Google のクラウドサービス「G Suite for Education」の活用を開始。

教諭と生徒それぞれにGoogle アカウントを作成・配布し、「Gmail」や教育現場における授業支援シス
テム「Google Classroom」など、無料で利用可能な機能を活用している。Google にログインすれば、
学校のドメインがついたメールが利用でき、自分が参加するGoogle Classroomにアクセスできる仕組
みだ。
学校で整備しているChromebook 以外にも、生徒個人が所有するスマートフォンやパソコンの利用

も許可している。2014 年度に設置した新たなWi-Fi は生徒に開放し、自由に学習やコミュニケーショ
ンのために利用することを促している。当然、教員が利用するネットワークとは物理的に切り離しており、
校内の情報資産を保護している。
松坂教諭は、Google Classroomを積極的に活用している。Google ClassroomはGoogle のクラ

ウドに仮想のクラスを作成し、情報を共有するグループウェアだ。数学科のクラスではテストの日程予
告や課題を共有し、部活のクラスでは試合動画を共有するなどしている。
例えば、松坂教諭が数学の証明問題をPDFでGoogle Classroomにアップすると、生徒はPDFを開き、

自分の紙のノートで解く。解答はノートをスマートフォンのカメラで撮影し、Google Classroomに投稿。
他の生徒や教員は、即座に解答を閲覧できる。以前は生徒が黒板の前まで来て板書するなどして解答を
共有していたが、その時間を待つ必要がなくなったわけだ。
松坂教諭は、「課題に取組ませる際には、紙を一切配布しないと覚悟を決めて取組みました。PDFなら

誤字があっても訂正版をアップすればいいだけですので、かなり負担が減りました」と話す。このよう
なGoogle Classroom活用について、学習に役立ったかどうか生徒にアンケートしたところ、5段階評
価で平均 4.0 と高評価を得た。いつでも課題を見られ、ペーパーレスで済むなど、利便性が高い点が特
に好評だったという。
学校専用のGmail も積極的に活用。プライベートのメールや LINE のアカウントを使うことなく、い

つでもコミュニケーションがとれる。生徒がメールに自分の解答画像を添付して質問してくることもあ
るという。授業やテストの直後で記憶が鮮明なうちに、タイムリーに、心おきなく質問することが可能だ。
インターネットリテラシーとして、松坂教諭は生徒にこう指導しているという。「アナログなコミュニ

ケーションと、デジタルで済ませられるコミュニケーションを適切に使い分けるように。どの質問・疑問・
意見を、どのような連絡手段（電話・対面・メールなど）ですべきか、その判断力も養いなさい」。

	まずは無償利用可能なクラウドサービスを徹底活用
英語では、多読や単語習得のためにWebサイ

トやクラウドサービスを活用。英文記事や英語動
画は、英語学習サイト「English Central」や英
文電子書籍サイト「Xreading」を利用している。
いずれも難易度別、話題のジャンル別にコンテン
ツが提供されており、自分の習熟度や興味に合わ
せて英語に多く触れることができる。
単語習得には、クイズ用のクラウドサービス

「Quizlet」や「Kahoot!」を利用。「Quizlet」で
はチーム対戦も可能で、チーム全員が協力する必
要があるので、授業で実施すると盛り上がるとい ▲	クイズ用のクラウドサービス「Quizlet」
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う。
同校では無料サービスを選び、コストを低く抑えることを強く意識している。無料でできないことに

ついては、「割り切る」という。ただし、無償利用期間でテストを重ねたうえで効果が特に感じられた場
合には、各家庭の負担で有料利用を行うこともある。「Xreading」は、その一例だ。

	「デジタルとアナログのベストミックス」をモットーに
国語科の松尾哲朗教諭は、Wi-Fi の整った学校

図書館を授業に積極的に活用。「ネット情報の裏
を紙の本でしっかりとるとともに、紙の本の古く
なっている点をネット検索や学校契約のデータ
ベースで補うなど、デジタルとアナログの効果的
な併用を意識しています。そこで生まれる“気づ
き”は、生徒にとって楽しいと思える体験のよう
ですね」と語る。授業では教育 SNSの「Edmodo」
を用い、予習段階で文章を読み、自らの意見をアッ
プして共有。授業中はなるべく生徒同士が実際に
顔を見合わせての意見交換や調整・まとめなどに
使えるようにしているという。
また、同教諭はNPO法人スーパーサイエンスキッズと協力し、プログラミングや人工知能・ディープラー

ニングをテーマに津田塾大学の学生を招いてワークショップを行ったり、同校の高校生が近隣の公立小学
校に赴いて授業を実施したりと、小高大の連携や高校としての地域貢献にも取組んでいる。それらの準備
や実施を含め、安定的な ICT環境は生徒の学びの質の向上と教員の負担軽減に大きく貢献しているという。
同校では「デジタルとアナログのベストミックス」をモットーに、今後もクラウド活用を積極的に進め

ていくとしている。

▲	学校図書館で ICT活用授業を推進

児童生徒数 787 人（2016年 6月時点）

主な使用端末 Chromebook、各自のスマートフォン

主に利用しているクラウドサービス G Suite for Education、English Central、Xreading、Quizlet、
Kahoot!、Edmodo

通信環境 Wi-Fi（直接インターネットに接続）

問い合わせ先 同校　TEL. 0422-33-3401
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リーダーから一言 	佐賀県多久市 横尾市長
子供たちが主役となる時代、責任世代となる時代に、先端技術を駆使し、各々個性を伸ばして、生きがいを
感じつつ活躍してほしい。暮らしている地域が田舎だろうと都会だろうと、そんな人生を開拓し才能を発揮し
てほしい。そのために今から新しい時代を予見しながら、できる限りの努力をして支える。それが ICT教育推
進の根底にある考えです。
10年前と比べても画期的なほど、普通の市民が自由に ICT端末を利用できる時代になり、その進展はさら
に加速するはずです。第 4次産業革命はもとより、マネジメントやガバナンスの変革も大いに進むでしょう。
数年前に出会ったのが「21世紀型スキル」です。知った瞬間から、これらの備えは極めて重要だと受けとめ、
諸外国ではすでに取組み始めていましたが、日本も早く取組むべきと考えました。その充実・向上に資するこ
とができるようにと願いつつ努力してきました。といっても必ず財政問題に直面します。そこで省庁の事業や
民間サポートを活用しながら、常に新たな進展に創意工夫してきました。
パソコンなど情報端末の入れ替えについても新たな財源をつくって臨み、さらに電子黒板は全校・全教室・
同時に整備しました。あわせてICT支援員も各校に配置し、苦手な教職員でも使いやすくする環境も整えました。
おかげで学校の ICT活用も進み、教育内容も向上しています。

民間のノウハウとサポートを活かして、タブレットを利用した学力向上プログラムを朝の短時間に行い、日
本標準社の標研式CDT（学力検査）において、国語・算数は 2か月で 8ポイントから 13ポイント向上するなど、
実際に成果も出ました。また、朝から集中力をアップできるという副産物もありました。
続いて総務省の「先導的教育システム実証事業」を活用した通信環境整備とクラウド利用により、調べ学習
充実や Skype で市長へのプレゼンを行う授業も成功し、子供たちは近未来予感を体験できました。
現場の教職員からも、クラウド利用について「教員に直接教えてもらうことに苦痛を感じたり、他の子供た
ちの目を気にするなど、人との関わりを苦手と感じる子供も、わかるところは自分で努力し、ヒントが欲しい
時は自ら動画を見て、各自のペースで進めることができた」などの効果も現れたとの声も上がっています。

今後は政府目標の「2020年までに1人1台タブレット環境整備」に向けて取組を進めますが、機器単価の調整、
通信環境の改善などができないかと民間企業とも協議しながら模索しています。
とはいえ ICTはあくまでツールです。それを有意義に使って中身と利用
度を高め、よりよい教育の実現を目指していきます。
多久市では 4年前に小中一貫教育導入をしながら市内全校の学校統廃合
を進め、教育内容充実を図り、2017 年からは義務教育学校にシフトしま
した。
今後さらにマイナンバーの活用が進めば、日本もエストニアなみの ICT
立国、あるいは住民利便性と行政生産性の高い国になるはずです。そのイ
ノベーションと将来の人材育成に重要な ICT教育の充実のため、全国 ICT
教育首長協議会も立ち上げ、尽力している次第です。

佐賀県多久市　横尾 俊彦 市長（全国 ICT 教育首長協議会会長）
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ICT教育の事例等を豊富に掲載しているサイト（例）

	文部科学省（教育の情報化の推進）
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/main18_a2.htm

	総務省（教育情報化の推進）
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/kyouiku_joho-ka/

	一般社団法人日本教育情報化振興会
http://www.japet.or.jp/

	ICT CONNECT 21
https://ictconnect21.jp

	未来の学びコンソーシアム
https://miraino-manabi.jp/

	一般社団法人デジタル教科書教材協議会
http://ditt.jp/

	D-project（一般社団法人デジタル表現研究会）
http://www.d-project.jp/

	ICT 教育ニュース
http://ict-enews.net/

	こどもと IT
http://www.watch.impress.co.jp/kodomo_it/

	教育家庭新聞（教育マルチメディア）
http://www.kknews.co.jp/maruti/

	リセマム
https://resemom.jp/
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クラウドベースの ICT活用を実現するプロセス0
Process

クラウドを中心とした ICT 活用により、事例編でご紹介したようなアクティブ、アダプティブ、アシ
スティブな教育が実現可能となります。
本編では、クラウドベースの ICT 環境を導入し、その日常的な活用を実現するための手順を、以下の

とおり 5段階に分けてご紹介します。

1 準備段階 2 計画段階 3 調達段階 4 運用段階 5 検証段階

情報収集／
体制構築

調達
手続き 整備 改善評価運用

クラウド
サービス等の検討

ネットワーク、
ICT機器の検討

仕様
作成

▲	クラウドを中心とした ICT環境導入・活用プロセス

各段階に共通していえることは、学校・教育委員会外との連携が重要だということです。特に、予算
や情報政策を担当する首長部局とは、全ての段階を通じて密に連携していくことが必要です。また、ICT
環境の整備・運用には専門的、技術的知見が不可欠ですので、有識者をアドバイザーとして確保し、客
観的な立場からサポートを受けることも考えられます。

	総合教育会議の活用

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律」（2015 年 4月施行）で新設された「総
合教育会議」は、首長や教育委員会から招集を図ることが可能となっています。「招集を図る場合」の具体的検
討事項例として、「教材費や学校図書費の充実」、「ICT 環境の整備」等、「政策の実現に予算等の権限を有する
地方公共団体の長との調整が特に必要になる場合」が挙げられます。クラウドサービス等を始めとする ICT環
境の整備・運用にあたっての検討・調整に際し、総合教育会議を活用している自治体も見られます。

	外部コンサルタントの導入

札幌市教育委員会では、外部事業者とアドバイザリー契約を締結し、クラウドの活用はもとより、ICT 機器
の詳細な仕様や無線ネットワーク環境の構築等について、専門的な見地から助言を受ける体制を確立、最新の
情報や助言を得ることで、より適切な環境を整備することができました。ただし、ICT関連の事業者がアドバ
イザーとなると、仕様書作成段階において、自己に有利な仕様を記載する等のお手盛りの弊害も懸念されます。
外部事業者の選定にあたっては、実績に加え、このような観点も含めて慎重に行う必要があります。

	他部局のアドバイザーの利用

柏市では、情報政策部局で、すでに外部コンサルタント等とアドバイザリー契約を締結していました。
そこで、教育委員会から情報政策部局に働きかけ、当該アドバイザーの支援を得ることで専門的な見地から
の助言を仰ぐことができました。
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準備段階1
Process

準備段階においては、各種の情報収集、整備計画の策定や体制の確立等が必要になってきます。導入
した ICT環境が学校現場で日常的に活用されるかどうかは、準備段階での取組いかんにかかっています。

	 1	 目的と課題を明確にする
「はじめに」で述べたとおり、ICT は、学びを主体的・協働的・探究的なものとし（Active）、個に応
じた最適なものとするとともに（Adaptive）、児童生徒や教員が抱える様々な困難を改善・克服させる
（Assistive）効果を持つツールです。

そして、ICTは、クラウド環境下で運用することにより、これら「トリプルA」の効果を最大限に発揮
させることが可能となります。クラウドのメリットのうち代表的なものは、次の4つのSに整理できます。

●	Savable	 ：サーバーの維持管理の負担から教職員を解放。導入・運用のコストも削減可能
●	Secure	 ：堅牢なデータセンターで安全にデータを管理。非常時にも業務の継続が可能
●	Scalable	 ：児童生徒数や利用量の変動に柔軟に対応。必要な分、必要な期間だけ利用可能
●	Seamless	 ：時間や場所、端末等の違いを超え、切れ目なくつながり、活用可能

これらの手段（ツール）を活用して、どのように教育や学校経営を改善・充実していくのか、その際
の課題は何か。準備に着手するにあたり、ICT導入の目的と課題をイメージし、関係者間で共有しておく
ことが必要です。

	事例紹介：ICT 活用の目的・課題に関する首長の考え方の例

・福島県新地町（13ページ）	 ・東京都渋谷区（17ページ）	 ・石川県加賀市（39ページ）	
・大阪府箕面市（45ページ）	 ・佐賀県多久市（121ページ）	

	事例紹介：ICT 活用グランドデザインを策定した事例（新地町）

福島県新地町では、教育目標の「夢を育み　可能性を伸ばす」という教育目標のもと、「新地町 ICT活用グラ
ンドデザイン」を策定しました。ICTを活用した学びを「個々の課題に応じた学び」「主体的・協働的な学び」「探
求志向の学び」の 3点に整理して各学校に示し、目標や方向性を共有し、具体的な取組を実践しています。	

	 ➡詳しくは 10ページへ

	 2	 幅広く情報を収集する
大きな目的や課題をイメージしたうえで、必要となる情報を幅広く収集します。具体的には、各種の

クラウドサービスや ICT 環境（タブレットや電子黒板、その他周辺機器等）の機能やコスト、他自治体
の導入状況、既存資産の把握、国の指針や政策動向等の情報を収集します。
情報収集にあたっては、関係する事業者から情報提供を受けるだけでなく、先進自治体・先進校に視

察やヒアリングを行ったり、Webサイトを参照するなど、多元的に行うことが重要です。
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▼	情報収集の例

項目 具体例

国の指針、政策等の動向
把握

・文部科学省の指針や計画（教育振興基本計画 1等）
・自治体セキュリティクラウド構想等、教育ネットワークと関連する自治体ネットワー
ク環境についての動向

・教育の情報化の効果等に関する調査結果 2等

当該自治体の ICT 環境
の現状

・学校の ICT環境の実態（ICT機器やサービスの導入状況）
・教員の ICT活用の現状
・学校の ICT環境に対する現場の要望や課題
・自治体の ICT化の状況や予算措置状況

他地域の導入状況、活用
状況

・先進自治体や先進校等の機器構成や活用実態等
・近隣地域の導入実態 3

クラウドサービスの概要
・導入を想定しているクラウドサービスの種類や利用金額
・サービス事業者が提供するサービスの範囲やサービスレベル

導入を想定する ICT 機
器の性能やコスト

・OSの違いとそれに伴う前提条件の比較
・一般的なタブレットのスペック、コスト比較
・電子黒板の種類ごとの長所と短所、コスト比較
・その他周辺機器の有用性の比較

ネットワーク環境の想定
・自治体の現行ネットワークや教育ネットワークの状況（セキュリティポリシー等を含む）
・有線 LANとWi-Fi の違いや敷設条件の比較
・校舎内外の電波環境に関する情報

	 3	 横断的な検討体制を整える
ICT 環境の整備に関しては、教育委員会の担当者が中心となりつつも、他部局と連携を図りながら、進

めていくことが不可欠です。特にクラウドを中心とした ICT 環境を構築する際、自治体や地域のネット
ワーク環境との調整が必要となる場合もありますし、情報政策部門が推進する自治体全体の情報化政策
とずれが生じないよう、調整が必要です。
また、財政部局との予算措置にあたっての調整や、情報政策部門との情報セキュリティ、個人情報保

護等の観点からの調整が必要です。
なお、ICT 環境の調達を他自治体と共同で実施する共同調達等の検討を行う際にも、関連部局との調

整が必要になります（共同調達では、機器やライセンスのボリュームディスカウントが期待できる他、
ヘルプデスクや ICT 支援員等の運用に関する業務を集約することで合理化の効果も期待できます）。
このため、教育委員会の指導系・管理系の担当者に加え、情報政策部門や財政部門等との検討・導入

体制の構築及び役割分担が重要となります。さらに外部有識者からの指導助言を仰ぐことも、専門的、
客観的な視点から環境整備を推進できるなどの点で有益です。

1	 http://www.mext.go.jp/a_menu/keikaku/
2	 学びのイノベーション事業　http://jouhouka.mext.go.jp/school/innovation/
3	 文部科学省「学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果」（http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/1287351.htm）では、

自治体別の ICT環境の整備状況を公表しています。
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教育委員会
学校教育課・指導課など
ICT環境整備担当者

従来の検討体制 今後の検討体制

連 携
教育委員会担当者

自治体情報担当者

財政担当者

外部有識者

指導・助言

▲	検討体制のイメージ

	事例紹介：他部門とも連携して早期導入を実現した事例（長崎市）

長崎市では、教育委員会のみならず、役所一丸となって取組んだ結果、通常なら年度末の導入が想定される
ところを、その前年の 12月中に導入し、当該年度の卒業生にも活用させることができました。	

	 ➡詳しくは 112ページへ
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計画段階2
Process

ICT 環境に関する情報を幅広く収集したうえで、具体的な計画へと落とし込んでいきます。本節では、
クラウドを中心とした ICT環境を構成する要素である、「教育クラウドサービス」、「ネットワーク」、「ICT
機器」についての検討事項について解説します。

	 1	 活用イメージを持つ
教育クラウドサービスには、ドリル学習型教材や解説指導型動画教材、授業支援システム、SNS、コミュ

ニケーションツールなど様々なサービス・コンテンツがあります。また、校内・校外・家庭等、場所や
端末が変わっても、継続して活用することができます。導入するサービス・コンテンツを決定するにあたっ
ては、以下のどの場面で、どのように活用するのか、明確にすることが必要となります。それに基づいて、
整備するネットワークや ICT 機器を検討します。

①	学校における活用
校内授業だけでなく、朝学習、放課後補習、学級活動や児童会・生徒会活動、学校行事、部活など学

校の教育活動のどこで、個別学習や協働学習、遠隔交流等どのように活用するか、普通教室、コンピュー
タ室、学校図書館、体育館等どの場所で活用するか、具体化しておきます。

②	家庭を含む校外における活用
家庭学習や校外学習、通学時などにクラウドサービスを活用することを想定する場合には、それらの

実施場所におけるネットワーク環境を踏まえたうえで必要な機器を揃える必要がありますので、どこで、
どのように活用していくのか、イメージを具体化しておきます。

	 2	 教育クラウドサービスを検討する
どのような場面でどのように活用するのか、イメージを持ったうえで、導入する教育クラウドサービ

スについて具体的に検討していきます。その際、当該サービスを試用してみて、予定している環境の下
で円滑に動作するかどうか、効果的に活用できるかどうか、実地に確認してみることが望まれます。
活用場面と主な教育クラウドサービスの大まかな関係の例を以下に示します。

▼	活用場面と主な教育クラウドサービスの関係例

活用場面 
教育クラウドサービス

解説指導型
動画教材

ドリル学習型
教材 SNS 協働学習

支援システム

児童生徒の意見を収集する ○ ○

調べ学習後にグループ学習を行わせる ○ ○

予習や授業の導入場面で活用する ○

個別に復習や反復学習を行わせる ○ ○ ○

小テストを実施し、その成績を管理する ○

※上記は一例です。例えばグループ学習の際、動画教材を活用するケースもあり得ます
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①	クラウドサービス事業者の検討
近年、クラウド上で教材コンテンツを提供する事業者が増えてきました。事業者選定について検討す

る際には、要求するセキュリティレベルやサービスレベルを十分検討し、あらかじめ事業者に確認して
おく必要があります。確認項目の詳細は 2015 年度作成の「ICT 環境構築のための調達ガイドブック」4

も合わせてご参照ください。
クラウドサービス事業者検討時の留意点の例を以下に挙げます。

●	教材コンテンツの提供元が明確であること
●	不適正な広告等が自動的に表示されないように措置をしていること
●	インターネット網での通信において暗号化を行うことを始め、セキュリティ対策を十分に講じている
こと

②	教材コンテンツの購入予算等の検討
教材コンテンツの活用が進むにつれて、さらに活用ニーズが高まり、追加で教材コンテンツが必要と

なる場合があります。購入費用をあらかじめ確保したり、学校の判断で購入できる柔軟な仕組みを導入
したりする等の配慮が望まれます。

③	コンテンツ等のアップデート対応の検討
コンテンツ等のアップデートは、クラウドサービス事業者により必要な作業が行われるため、利用者

側で作業を行う必要はありません。
ただし、Webブラウザーではなく、個別にアプリケーションをインストールして活用するクラウドサー

ビスの場合には、利用者側でのアップデートが必要な場合もあります。
また、クラウドサービスによっては、Webブラウザーに機能を追加するプラグインソフトを使用してい

るものがあります。この場合、プラグインソフトの脆弱性が発見された場合等にはアップデートをする必
要があり、アップデートせずに放置していると、不正アクセスによる被害を受ける可能性もあります。こ
のような被害を受けないよう、プラグインソフトのアップデートを行い、最新の状態に保つことが必要です。
Webブラウザーに追加のプラグインソフトが必要か否かについては、あらかじめクラウドサービス事

業者等に確認しておく必要があります。

	 3	 ネットワーク環境について検討する

①	ネットワーク 5の概要
教育クラウドサービスは、インターネットを通じて提供されます。このため、教育クラウドサービス

の円滑な活用には、ネットワーク環境の確立が最も重要であり、しっかりとした検討が不可欠です。イ
ンターネットに接続する方法としては以下が挙げられます。

4	 総務省「ICT 環境構築のための調達ガイドブック」　http://www.soumu.go.jp/main_content/000419797.pdf
5	 校内、校外のネットワークについて、詳しくは以下を参考にしてください。
	 一般社団法人 日本教育情報化振興会　学校の無線 LAN導入・運用の手引き　Ver.1.00
	 http://www2.japet.or.jp/homepage/musenlan/musenlantebiki.pdf
	 （総務省）教育分野における ICT利活用推進のための情報通信技術面に関するガイドライン（手引書）2014〜実証事業の成果をふまえて〜
	 http://www.soumu.go.jp/main_content/000285277.pdf
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▼	タブレット等でのインターネットへの接続方法

接続方法 概要

a）Wi-Fi
　 モデル

地域イントラネット等を経由
・教室ではWi-Fi を用いて校内ネットワークに接続する
・校内ネットワークから地域イントラネット等を経由してイン
ターネットに接続する

直接インターネットに接続
・教室ではWi-Fi を用いて校内ネットワークに接続する
・校内ネットワークから直接インターネットに接続する

b）セルラーモデル ・一般の携帯電話通信網等を用いて、直接インターネットに接続
する

※ a）、b）は本節の項目に対応します

a 	Wi-Fi モデルを利用したインターネット接続
校内のネットワークについては、学習系ネットワークと校務系ネットワークの 2つの系統に分けて運

用されるのが基本です。
主に学習系のネットワークにWi-Fi を敷設し、情報端末を接続して教育クラウドサービスを活用でき

るようにする方法が、多くの学校で導入されています。
この場合、インターネットへの接続が一か所になるため、セキュリティの確保が比較的容易です。一方、

校外学習や家庭学習でインターネットに接続したい場合には、モバイルルーターを合わせて持ち運ぶ等
の工夫が必要となります。

●	地域イントラネット等を経由する方法
地域イントラネットとは、地域の学校、図書館、公民館、庁舎等の公共施設等を高速のネットワーク

で接続する地域公共ネットワークのことをいいます。また、教育機関のみを接続する教育イントラネッ
トを敷設している場合もあります。
学校からインターネットに接続する際に、地域イントラネットを経由することで、いくつかの利点が

あると考えられます。
一つ目の利点は、セキュリティが確保しやすい

ことです。学校から地域イントラネットを経由し
て接続することで、通信の暗号化や情報漏えい対
策等のセキュリティ対策が自治体等で一括して行
われるため、一定のセキュリティが担保されたネッ
トワークを比較的簡単に利用することができます。
二つ目の利点は、低コストで校内にネットワー

クを構築できることです。すでに地域イントラ
ネットが整備されている場合、新規回線等の構築
が比較的低コストで実現できると考えられます。
また、ネットワークの運営や管理についても地

域イントラネットとして取りまとめられるため、
比較的低コストで行うことができます。
一方で、各学校から多数の端末が同時に接続し

た場合、インターネットへの接続が一か所に集中
してしまうため、そこがボトルネックとなり、円

インターネット

役所や
ネットワークセンター

等

地域
イントラネット

学校

学校

病院

公民館

図書館

▲	地域イントラネット等の利用イメージ
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滑な通信が行えなくなる場合もあります。導入しようとするクラウドサービスの利用形態が、現状の地
域イントラネットで円滑に実現可能かどうか、事前の調査・確認が不可欠です。

	事例紹介：市内の公共施設を結ぶ光ネットワークを活用している事例（倉敷市）

倉敷市では市内の教育機関や公民館、防災施設等を超高速回線で結ぶ光ネットワークを整備しており、防災
予算も活用しながら学校の ICT環境を整備してきました。

	 ➡詳しくは 68ページへ

	事例紹介：トータルコストを比較・精査してセルラーモデルを導入した事例（古河市）

古河市では、活用するクラウドサービスを最小限に絞り込んだうえで、Wi-Fi を整備する場合とセルラーモ
デルを導入した場合の 3年間のトータルコストを比較・精査。
校内通信設備を導入せずに済むことや、通信トラブルへの対応が不要になることによる教職員の負担軽減も
考え合わせれば、Wi-Fi モデルと同等もしくはセルラーモデルの方が有利と評価しました。

	 ➡詳しくは 104ページへ

●	直接インターネットに接続する方法
各学校から直接インターネットへ接続する場合、

他の機関における接続状況等に影響されることな
く、クラウドサービス等を利用することが可能で
す。また、地域イントラネットでは、閲覧できな
いサイトが統一して設定されている場合もありま
すが、直接接続の場合には、各学校の判断で柔軟
にインターネットを利用することができます。
しかし、学校側で独自にセキュリティ等の対策

をする必要があるため、この方法を採用する場合
には、ファイアウォールや侵入検知システムの設置等、セキュリティ対策に十分に留意した設計を各学
校で行わなければなりません。

b 	セルラーモデルを利用したインターネッ	
ト接続

携帯電話通信網を活用できる情報端末（セル
ラーモデル）を活用することによって、個人のス
マートフォンのようにいつでもどこでもインター
ネットに接続することができます。
校外学習や持ち帰り学習の際にモバイルルー

ターを併せ持つことや、校内 LANの敷設や保守
が必ずしも必要でなくなることがセルラーモデル
の大きな利点です。一方で通信料金の負担が必要
ですし、一般の携帯電話通信網を活用するため、
地域の通信環境等に注意する必要もあります。
例えば、大都市のようにスマートフォン等の電

インターネット

自分の学校

同じ地域の別の学校 同じ地域の別の学校

▲	直接インターネットの接続イメージ

インターネット

携帯電話通信網

無線基地局

学校 家庭 校外
（遠足や修学旅行等）

▲	セルラーモデルを利用したインターネット接続の
イメージ
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波が多く飛び交う環境の場合、学校で一斉に利用するとつながりにくくなる場合もあります。
また、OSのアップデート等、メンテナンス時の対応や、動画など通信量の大きいコンテンツの利用希

望、災害時における通信環境の確保等の観点から、Wi-Fi とセルラーの比較や併用について総合的に検討
する必要があります。

②	ネットワークの設計
前述のWi-Fi やセルラーモデルを利用してネットワークを設計する際に、あらかじめ検討が必要な事

項の例として、以下が想定されます。

▼	ネットワーク接続について検討する際の事項例

分類 要素 検討の観点

a）共通

インターネットへの接続形態の検討 ・イントラネット経由／学校直結、Wi-Fi ／セルラーモデル
等の検討

利用規模の想定

・端末台数の想定
・ネットワークへの負荷の想定
・利用するサービスの想定
・利用する場所（教室、体育館、校庭、家庭等）の想定

セキュリティ対策の検討 ・ネットワークへのアクセス制限方法の検討
・フィルタリングの検討

b）Wi-Fi

電波障害や利用想定を踏まえた適切
な設計 ・電波環境調査（サイトサーベイ）の実施

適切なWi-Fi 機器の選定

・Wi-Fi アクセスポイントの選定
・Wi-Fi アクセスポイントコントローラーの検討
・周波数帯やセキュリティ対策の検討
・ネットワークへの負荷を軽減させる方策の検討

Wi-Fi アクセスポイントの設置場所
や設置台数の検討

・設置場所、設置台数の検討
・チャネル設計

運用保守体制の検討 ・保守体制の確立（保守契約、ヘルプデスク等）

c）セルラー
　モデル

電波状況の確認 ・電波状況調査の依頼

データ通信量の想定 ・予定する活用計画に応じたデータ通信量の想定

校内 LANとの比較・併用の検討
・校内 LANの利用を前提とするシステムがないかを確認
・OSのアップデート、災害時における通信環境の確保等へ
の対応を検討

※ a）、b）、c）は本節の項目に対応します

	調達仕様書におけるネットワーク要件の記載例（教育クラウドプラットフォームを円滑に
利用するために必須と考えられる要件）

・1同時接続あたり 1.4Mbps の帯域が確保されること
・校内でWi-Fi を利用する場合、想定される台数分の同時接続数が確保できること
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a 	Wi-Fi・セルラーモデル共通の検討事項

●	インターネットへの接続形態の検討
前述のとおり、Wi-Fi を活用して校内ネットワーク経由で接続したり、セルラーモデルを活用したり

する方法があります。地域のネットワークに関するポリシーを管理する首長部局（情報政策課等）にも
確認し、どちらのモデルを選択するか、あるいは併用するか（例えば、災害時に避難場所となるスペー
スや動画コンテンツを視聴するスペース、OS等のアップデートに用いるスペースなど、限られた場所に
Wi-Fi を整備し、他ではセルラー回線を用いるなど）の検討を行います。

●	利用規模の想定
端末台数や利用する教材コンテンツ等をあらかじめ検討することで、ネットワークの負荷設計を行い

ます。
近年、高画質の画像や動画等、大容量データが活用されることが増えています。これらの大容量デー

タは、ネットワークに大きな負荷を与えてしまう可能性があります。どのようなコンテンツをどのよう
に利用するかを事前に精査し、ネットワークの使用量をあらかじめ想定しておくことが不可欠です。そ
の際少なくとも、同時接続した時に 1台あたり 1.4Mbps の帯域が確保されることが求められます。
また、校内・校外のどこで端末を利用するのかを明確にしておくことで、Wi-Fi の設計や、セルラーの

業者選定を適切に行うことが可能となります。

●	セキュリティ対策の検討
Wi-Fi を導入する場合には、利用権限のない者による不正アクセスを防止したり、学習系と校務系の2つ

のネットワークが存在する場合に校務系ネットワークには児童生徒がアクセスできないようにしたりと
いった、アクセス制限の検討が必要になります。
また、児童生徒が不必要なWebサイトに接続できないようにするためのフィルタリング等の対策の

検討も必要です。

b 	Wi-Fi を整備する場合の検討事項

●	利用想定や電波干渉などを踏まえた適切な設計
Wi-Fi については、利用想定を踏まえた必要な処理能力（スループット）に応じた設計や、設置しよう

とする場所に応じた電波環境の調査を行うことが重要です。このうち、電波環境の調査のことを「サイ
トサーベイ」といいます。サイトサーベイで
は、建物の構造等による減衰や学校外から入っ
てくる電波の状況等による電波の減衰や学校
内外の電波の状況等を調査します。
Wi-Fi を整備するにあたっては、実際に同時

接続する端末数や利用するアプリなどに応じ
て必要なアクセスポイントや台数が異なりま
す。また、同じ数の同じアクセスポイントを整
備した場合であっても、適切なチャネル設定を
行わなかったり、過大な出力設定をすることに
よって、かえってアクセスポイント同士の電波
干渉を招いて、期待したスループットを得ら

十分な設計・調査が重要

障害物などによる伝搬障害

同時接続数や利用アプリを
考慮しなかったことによる
スループット不足

過大出力、
CH設定などに
よる電波干渉

学校外からの電波に
よる電波干渉

▲	Wi-Fi 整備の際の検討事項
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れないことがあります。この他、学校に隣接している会社や家庭に設置されたアクセスポイントや電子
レンジなどからの電波が電波干渉の原因となる可能性もあります。
事前にサイトサーベイを行うことで、電波干渉が起こらないような設計が可能です 6。

●	適切なWi-Fi 機器の選定
教室での利用に限ったとしても、校内には多数のWi-Fi アクセスポイントが設置されることとなりま

すが、設定情報の一元管理や稼働状況の把握を効率的に行うため、Wi-Fi アクセスポイントコントローラー
の導入を検討することも必要です。このコントローラーの機能をクラウド上で実現するシステムも存在
しています。
また、Wi-Fi アクセスポイントの機器によっては、2.4GHz 帯と 5GHz 帯の 2種類の周波数帯を利用

できるため、この 2種類の周波数帯を使い分けることで、電波干渉を避け、安定した通信を行うことが
可能になります。

▼	2.4GHz 帯と 5GHz 帯の特性

特徴 電波干渉

2.4GHz 帯 比較的障害物に強く、電波が通り抜けやすい 電波干渉源が多い
例：電子レンジ、コードレス電話、Bluetooth 等

5GHz 帯 比較的障害物に弱く、電波が遮られやすい。
また、電波の飛距離が若干短い

電波干渉源は比較的少ない
例：気象レーダー等

さらに、動画コンテンツを頻繁
に利用するなど、ネットワークへ
の負荷が大きくなることが想定さ
れる場合には、キャッシュサーバー
やネットワーク最適化のための機
器を設置する等の対応も考えられ
ます。
また、ネットワーク上ではパケッ

ト・ロスと呼ばれるデータの小さな
損傷が発生することがよくあります
が、パケット・ロスを減らしてネッ
トワークの効率化を行い、負荷を下
げるような機器も存在しています。
これらを含め、ネットワークの負

荷を軽減させる方策を講じること
で、安定したクラウド活用が可能となります。

●	Wi-Fi アクセスポイントの設置場所や設置台数の検討
Wi-Fi アクセスポイントの設置場所としては、教室内や廊下等が考えられますが、通信の安定性を考慮

し、使用する場所に電波が確実に届くよう適切な場所に設置するための検討が必要です。
また、Wi-Fi アクセスポイントの帯域は、接続している端末で共有するため、接続される台数が少ない

6	 Wi-Fi アクセスポイント設置後に再度サイトサーベイを実施することで、さらに精度の高い設計を行うことも考えられます。

クラウド 少ない通信 多くの通信

クラウド 多くの通信

学校や教育委員会に設置

キャッシュ
サーバー

ネット
ワークへの
高い負荷

利用者

利用者

▲	キャッシュサーバーを使った負荷軽減のイメージ
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方が通信速度は速くなります。そのため、想定される接続台数が多い場合や大容量データを扱う場合には、
通信速度を確保できるよう、適切な台数を設置することが必要です。
なお、近年は校内にWi-Fi を敷設する際、各教室にWi-Fi アクセスポイントを常設するのではなく、

使用時に教室に持ち運んで利用する方法も見られます。
気軽にWi-Fi 環境を構築でき、アクセスポイントを各教室に常設する工事を必要としないため、コ

スト的にも安価になる等の利点がありますが、反面、アクセスポイントの起動に時間や手間が必要で、
Wi-Fi につながるまで時間がかかる等の弊害もありますので、慎重な検討が必要です。

●	運用保守体制の検討
Wi-Fi については、どれだけ事前に注意して構築しても、トラブルが発生することがあります。その場

合でも、授業に支障がない、もしくは早期に復旧できるような運用保守体制を確立しておく必要があり
ます。
例えば、事業者との保守契約の締結により、定期的な点検を行ってトラブルを未然に防いだり（事業

者がWi-Fi 環境の運用・監視・保守を遠隔から行うクラウド型のサービスもあります）、トラブル発生時
に迅速に対応したりする必要があります。学校側で対応可能なことをあらかじめ確認しておいたり、学
校と事業者との連絡方法を決めておいたりするとよいでしょう。
なお、復旧を図るうえで、設計資料、電波環境調査資料、接続試験結果等の資料が必要になる場合も

あるため、これらの資料はすぐに引き出せるように保管しておくことが重要です。

c 	セルラーモデルを整備する場合の検討事項

●	電波状況の確認
セルラーモデルでは携帯電話通信網を利用するため、校内やその他必要な場所での電波状況をあらか

じめ測定しておくことが重要です。また、同時接続台数によりつながりにくくなる場合も想定されるため、
体育館など利用を想定している場所全てに電波が届くかどうかを確認する際、必要台数の一斉接続試験
等をあわせて行います。

●	データ通信量の想定
セルラーモデルでは、あらかじめデータ通信量が一定容量に制限される場合があり、当該容量を超過

すると通信速度が遅くなる等、制約を受ける可能性があります。教育活動でどのような使い方をするの
かを明確にし、どれくらいのデータ通信量が必要なのかを事前に通信事業者に確認する必要があります。
また、データ通信容量が不足する場合の対応策についてもあわせて確認しておきます。

	データ通信容量の例

必要なデータ通信容量は、利用するアプリケーションのデータの処理方法や、利用頻度等により異なります。
通信事業者によるセルラーモデルの検証では、インストールしてオフラインで用いる教材やドリル型教材を中
心として利用する場合、1か月 1台あたり 0.5GBの通信容量で足りた例や、協働学習支援ツール等も活用し、
最大で 2〜 3GBを要した例などがありました。
通信容量の上限や費用については通信事業者やプラン等により異なりますが、一般に通信容量が増えるほど
高額になり、制約も生じてくるため、事前に使い方の想定や通信量の計測を慎重に行う必要があります。
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	事例紹介：通信量の大きいコンテンツの利用について注意を促した事例（大川村）

高知県大川村では、児童生徒のタブレットの使い方を事前に確認し、通信量の大きいコンテンツの利用について、
注意を促しました。

	 ➡詳しくは 77ページへ

	事例紹介：ネットワークへの負荷の少ないコンテンツを活用している事例（古河市）

動画視聴など通信容量が大きくなるような使い方を想定していないことや、用いるコンテンツをネットワーク
への負荷が少ない基本的なもの数点に絞り込む方針をとることもあり、セルラーモデルでも十分と評価しました。

	 ➡詳しくは 104ページへ

	事例紹介：モデル校でのドリル学習型教材の実証研究を踏まえ導入を決定した事例（福生市）

福生市では、ドリル学習型教材を主に活用しています。モデル校での実証研究における実績から、7GBの利用
制限に達しないと判断しました。

	 ➡詳しくは 48ページへ

●	校内 LANとの併用の検討
地域イントラネットや校内サーバーに接続して用いるアプリケーションがある場合や、共用プリンター

を利用する場合等、校内 LANへの接続もあわせて検討した方がよい場合があります。
また、情報端末のOSをバージョンアップしたり、必要なアプリケーションの一斉インストールを行っ

たりする際に、携帯電話通信網では帯域が不足して時間がかかったり、通信量が増えてコストが増えた
りすることもあります。OSによっては、携帯電話通信網でバージョンアップができないようにあらかじ
め設計されているものもあります。
そのような場合、Wi-Fi とセルラーモデルをあわせて活用する等の検討が必要です。
また、学校内では主にWi-Fi を利用し、学校外ではセルラーモデルを利用する形の併用パターンも効

果的だと考えられます。
さらに、Wi-Fi は、電話回線が輻

ふくそう
輳のために利用できない場合でもインターネットにアクセスしやすく、

災害時でも効果的に情報を受発信できる通信手段でもあるため、避難所・避難場所となるスペースには
整備しておくことが望まれます（61ページ参照）。

	 4	 ICT 機器について検討する

①	情報端末
個に応じて教育クラウドサービス等を活用するには、1人1台の情報端末の整備が理想です。
しかし、地域内の全学校に初めから 1人 1台を整備することは予算等の面から難しい場合もあります。

そのため、1学年や 1クラスの人数分の整備とし、学年やクラス単位で持ち回りで使用する方式から始
めることも考えられます。
また、BYOD（自分の端末の持ち込み：Bring Your Own Device）に取組む方法もあります。BYOD

には、学校指定の端末を家庭負担で新たに購入してもらう方法と、児童生徒がすでに所有している端末
を利用する方法があります。
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▼	端末の整備形態の例

整備形態 主なメリット 主なデメリット

公
費

1 人 1台整備
・�情報端末に個人に応じた設定を行うことが
できる
・必要な時に必要なだけ利用できる

・整備費用が高額となる

複数人に1台
整備 ・整備費用が抑えられる

・�設定やデータの保存について配慮が必要と
なる
・必要な場合でも利用できないことがある

私
費

BYOD（学校
指定端末）

・自治体・学校に端末の整備費用がかからない
・��全端末を自治体や学校が一括で管理するこ
とができる

・�家庭の負担が増える
・��家庭の負担で購入した端末ながら自由に利
用することができない

BYOD（個人
所有端末）

・�自治体・学校、家庭ともに端末の整備費用
がかからない
・�児童生徒が使い慣れた端末を利用すること
ができる

・端末の機種等に応じた管理が必要となる
・�端末によっては利用できないサービスがあ
る可能性がある

情報端末を選定するにあたっては、利用学年・学校種、活用のイメージ、校外での利用の有無、故障
した際の対応等を踏まえた総合的な検討が必要です。

	事例紹介：1 年目は学校貸与、2年目からBYODの事例（京都府立清明高等学校）

清明高等学校では、1年生の間は学校貸与の iPadを活用します。1年間活用し、生徒・保護者ともに理解が高
まった2年生から家庭負担で購入します。一方、校内にはWi-Fi 環境をしっかりと整備しています。

	 ➡詳しくは 52ページへ

	事例紹介：生徒のスマートフォンを活用している事例（奈良市立一条高等学校）

一条高等学校では生徒個人が所有するスマートフォンを活用した個別最適化学習に取組んでいます。一方、校
内にはWi-Fi 環境をしっかりと整備しています。	

	 ➡詳しくは 46ページへ

a 	OS やスペックについて
教育クラウドサービスでは、HTML5 などに基づいたコンテンツが提供されており、対応するWebブ

ラウザーさえあれば、OSの種類に関わらずコンテンツを利用することができます。
アプリをインストールして用いるタイプのクラウドサービスを利用する場合には、個別に要件を確認

する必要があります。その他の留意点は以下のとおりです。
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▼	端末について検討する際の留意点例

区分 内容

CPU、メモリ、
内蔵記憶容量

活用方法を想定した最適なスペックの検討。特に、動画を多用する場合は注意が必要。また、
OSによっても必要な条件は異なる

画面サイズ 最適なディスプレイサイズの検討。発表資料を作成する場合等、そのサイズで文字を適切に読む
ことができるか留意が必要

ネットワーク Wi-Fi ／セルラーモデルの検討。セルラーモデルの場合、通信容量に留意が必要

バッテリー 終日教室で利用する場合が多いため、その分の駆動時間を確保することが必要

その他

・堅牢性や防水性、キーボードの有無、MDM7ツールによる資産管理の必要性等を検討
・�利用対応年数に配慮。計画期間内は継続利用できることや故障時の保守物品が確保されている
ことに注意が必要
・�利用する場所の電源容量の確保について留意が必要。場合によっては、電源工事による電源回
路や電源コンセントの増設が必要

OSや端末の仕様などを調達仕様書に記載する場合の具体例を以下に示します。

	調達仕様書における情報端末の要件の記載例（教育クラウドプラットフォームを円滑に利用
するために必須と考えられる要件）

・	オペレーティングシステム（OS）として、Windows 7 以降、Mac OS X 以降、iOS 9 以降、Android 5.0 以降、
Chrome OSのいずれかであること

・	Webブラウザーとして、Internet Explorer 11、Microsoft Edge、Safari 最新版、Google Chrome最新版、
Firefox 最新版であること

・	 画面解像度が 1366x768 相当以上であること
・	 中央演算装置（CPU）が 2コア 1.7GHz 相当以上であること
・	 メモリが 2GB以上であること	 等

b 	形状や入力装置等について
情報端末を利用する際の文字入力に関しては、児童生徒の発達段階や特性等にも配慮して検討する必

要があります。
例えば低学年はタッチパネルからソフトウェアキーボードを使うスレート型、高学年は多くの文字を

入力できるキーボードつきのタブレット型等のように、学年によって違う情報端末を整備している学校
もあります（102ページ参照）。タッチパネル式の端末を用いる際には、ペンの選定も重要となります。
さらに、家庭や校外で利用することも考えると、

堅牢性やバッテリーの稼働時間、重さ等について
も考慮する必要があります。

c 	故障等への備えや対応について
端末や契約により、一部が破損した場合のパー

ツ交換の可否や、故障時の保障範囲等が異なりま
す。故障時の買い換えにかかる費用や、授業に影
響が出ないようにするための予備機の確保等もあ
わせて検討します。

7	 Mobile Device Management の略です。

▲	タブレットカバーをつけて堅牢性をアップ
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②	電子黒板等の周辺機器
教育クラウドサービス等を活用するうえで、児童生徒の情報端末の画面を大画面で提示したり、複数

の児童生徒の画面と比較提示したり、テレビ会議
システムでの海外交流や、他校との交流にも活用
したりできる電子黒板の役割は重要です。
なお、電子黒板には、大別すると、ディスプレ

イ投影方式とプロジェクター投影方式の 2種類が
あります。一般的にディスプレイ投影方式は高輝
度で視認性が高い反面、プロジェクター投影方式
に比べコストが増加するといわれています。それ
ぞれの特徴を比較したうえで、最適な方式を選択
することが必要です。
電子黒板の仕様作成に関する留意点の例を以

下に示します。

▼	電子黒板について検討する際の留意点例

区分 内容

画面サイズ 画面が小さい場合は後方から見えにくいため、教育活動での活用方法や利用場所の状況等を想
定して最適な大きさを検討することが必要

映り込み 時間帯によっては、映り込みが発生する場面も想定されるため、遮光カーテンを閉める等、映り
込み対策を検討することが必要

操作性 ペンや指による安定した記述の可否や、タッチ位置がずれた場合の再設定の容易さ等についてあ
らかじめ確認することが必要

設置方法 ディスプレイ投影方式／プロジェクター投影方式によって設置方法が異なったり、設置場所の
確保が必要だったりするため、あらかじめ設置位置等を確認することが必要

その他

・�現場の教員が簡単に活用できるよう、機能過多になっていないか等をあらかじめ確認すること
が必要
・�利用対応年数に配慮し、計画期間内は継続利用できることや故障時の保守物品が確保されてい
ることに注意が必要

その他、教育クラウドサービス等を活用した教育活動を支援する機器として、複数の周辺機器を利用
することが想定されます。先進校では、例えば次のような周辺機器を利用しています。

▲	児童生徒の端末画面を比較提示している例

▲	ヘッドセットを使いマンツーマンオンライン
英会話レッスンをしている例

▲	ウェブカメラを使い3校をつないだ交流授業を
行った例
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	 5	 校外利用への対応について検討する
修学旅行等の校外学習や、宿題等の家庭学習でも、教育クラウドサービス等を利用することができます。

授業で使った教材コンテンツを継続して利用でき、学校の授業と校外学習がシームレスにつながります。
校外での利用に際しては、ネットワークへの接続方法の検討、情報端末の紛失時の対応等が必要にな

ります。

①	ネットワークへの接続方法
校外で端末を利用する際、セルラーモデルを活用している場合には携帯電話通信網を利用するため、情

報端末のみを持ち運ぶことでネットワークへの接続が可能です。Wi-Fi モデルを活用している場合にはモ
バイルルーターを持ち運ぶことや、安全確保に留意しつつ公衆無線 LANを利用することが考えられます。
なお、情報端末の持ち帰りを行う場合には、セルラーモデルとするかモバイルルーターとするかに関

わらず、全ての家庭が同じ通信環境とは限らないため、家庭によってつながりやすい・つながりにくい
といった差異が生じうることに注意が必要です。

②	持ち帰り学習の際の注意点
情報端末を家庭に持ち帰り、教育クラウドサービス等を活用する場合には、保護者の理解と協力が必

要となります。
また、家庭で保護者や児童生徒がトラブル対応等を行う場合に備えて、発生しうる現象への対応方法

等を記載したマニュアルを配布する等、あらかじめ準備をしておくことが必要です。

	事例紹介：文書で保護者の理解と協力を求めた事例

・福島県新地町（12ページ）	 ・岡山県倉敷市（69ページ）	 ・東京都小金井市（101ページ）

③	情報端末紛失時の対応
情報端末を校外に持ち出した場合の大きな課題として、紛失時の対応が挙げられます。特に持ち帰り

学習を行う場合には、連絡方法やその後の対処等を事前に定めておき、家庭と一体となった対応をとる
ことが重要です。
また、情報端末に保存された学習者の情報の保護や、端末の不正利用防止といった観点からMDM ツー

ルの導入が望まれます。MDMツールについては 158ページで記述します。
紛失時における対応例を以下に挙げます。

●	情報端末の紛失に気が付いたらすぐに学校へ連絡をする
●	情報端末の位置情報を確認する
●	遠隔操作で情報端末のロックを行う
●	遠隔操作で情報端末のデータを消去する
●	警察へ紛失届を提出する
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	事例紹介：教室のWi-Fi 環境に加え、校外学習や家庭学習用にモバイルルーターを活用し
ている事例（新地町）

福島県新地町では、タブレットとモバイルWi-Fi ルーターを自宅に持ち帰ってドリル学習型教材を活用したり、
授業支援システムを用いて自分の考えをじっくりまとめたりしています。	

	 ➡詳しくは 10ページへ

	 6	 調達仕様書について検討する
後述するとおり調達形態には、仕様書の内容を具体的に明示した「物品調達方式」や、利用要件等の

概要を示すにとどめ、提案も含めた見積もり計画の提示を求める「プロポーザル方式」、「総合評価落札
方式」等、様々なものが想定され、それによって仕様書の内容も異なります。ここでは、現在一般的な「物
品調達方式」を想定して記載します（調達手続きは Process3 で詳述します）。
なお、クラウドを中心とした ICT 環境の構築は、ICT 機器や教材コンテンツ、ネットワークの敷設や	

保守、運用等内容が多岐にわたるため、外部専門家等の意見を踏まえ、学校現場にとって最適な設計とな
ることを意識するとともに、調達の公平性や低価格での導入にも配慮して検討を進めることが必要です。
下記の①以降で ICT 環境の調達仕様書の記載例を示します。これらに加えて、システムの概要や構成

図等により、調達範囲と、想定する導入スケジュールを明確にすることが重要です。
なお、ICT 機器やネットワーク技術は日進月歩で進化しています。以下の内容はあくまで一例であり、

実際の仕様作成の際は、本ガイドブックの項目例や「教育クラウドプラットフォーム参考調達仕様」8も参
考にしつつ、最新動向も収集しつつ各項目の内容を検討する必要があります。

①	ネットワークについて

	校内ネットワーク構築に関する仕様書記載例

・	教育系ネットワークと校務系ネットワークを、物理的または論理的方法で分離すること
・	大容量のデータが流れる校内 LANの基幹部分については、可能な限り有線で1Gbpsのネットワークを敷設す
ること

・	活用を想定している教材コンテンツの利用に必要な帯域を算出し、十分な余裕を持ってネットワークを設計す
ること

・	コンピュータ室や職員室等については、既存のレイアウトに従って配線すること
・	必要個数のスイッチングハブを用意すること。また、必要なコンセントも用意すること
・	 既設の校内 LANがある学校については校内 LANと接続すること

8	 http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/kyouiku_joho-ka/sendou.html
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	Wi-Fi 構築に関する仕様書記載例

・	チャネル設計やローミング設計については、事前調査やWi-Fi アクセスポイントコントローラーの導入等によ
り、電波干渉等による影響がないようにすること

・	隣接する教室や廊下に設置されたWi-Fi アクセスポイント等、Wi-Fi アクセスポイント同士で周波数帯が重複
しないよう、チャネルを調整すること

・	 2.4GHz 帯は干渉源が多く、他の電波の影響を受けやすいため、5GHz帯の併用を検討する等、適切な設計を
行うこと

・	授業で使用するアプリケーションに必要な端末1台あたりの通信量を明らかにし、1教室内の全端末が同時通
信する際に必要なアクセスポイントの台数を見積り、その根拠を示すこと

・	 各種の通信暗号化方策等の実施により、Wi-Fi の情報セキュリティを確保すること
・	 Wi-Fi アクセスポイントの設定情報の一覧を作成し、提出すること

②	教育クラウドサービス

	教材コンテンツ配信に関する仕様書記載例

・	クラウドを活用し、教材コンテンツを各学校へ配信できること
・	ネットワークを通じて配信される教材コンテンツが、年間または学期単位で利用可能であり、利用できる教材
コンテンツの選定作業がクラウドサービス上で行える機能を有すること

・	ネットワークを介して教材コンテンツを配信する際に、利用者は端末に特別なプログラムをインストールする
ことなくコンテンツを利用できること（ただし、配信されるコンテンツの動作上必要なプラグインは除く）

・	教材コンテンツを利用契約前に試用し、内容の確認ができること
・	選択可能な教材コンテンツには協働学習支援ツール、ドリル学習型教材、動画教材等を含むこと
・	各学校におけるコンテンツ購入費用5年分を本調達に含むこと
・	 HTML5などOSやWebブラウザーに依存しない方式で教材コンテンツを提供可能であること

「総務省『教育クラウドプラットフォー
ム参考調達仕様』の必須要件を満たすこ
と」などの記載により、教育クラウドプ
ラットフォームとしての要件を満たした
調達が可能となります。調達仕様書にお
ける参照時のイメージは右記のとおりで
す。

--------- 調達仕様書（記載例）---------

・案件名	：○○事業 教材コンテンツの提供
・契約期間	 ：20××年〇〇月〇〇日から 20××年〇〇月〇〇日
・利用学校	 ：〇〇学校、他〇校

〜〜〜中略〜〜〜

・教材コンテンツ
以下の教材コンテンツを提供すること。提供にあたっては総務省「先導的教育シ

ステム実証事業」でとりまとめられた「教育クラウドプラットフォーム参考調達仕様」
の必須要件を全て満たすこと。

	 ・ポータルシステム
	 以下の要件を満たすこと。
・〇〇〇
・〇〇〇
	 ・授業支援システム
	 以下の要件を満たすこと。
・〇〇〇
・〇〇〇
	 ・個別学習システム
	 以下の要件を満たすこと。
・〇〇〇
・〇〇〇

〜〜〜後略〜〜〜

▲	調達仕様書における参照時のイメージ
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③	セキュリティ要件
教育クラウドサービスでは、属性情報や学習記録など、利用者の個人情報や重要なデータが取り扱わ

れる場合が多いため、セキュリティ対策が必須となります。
「教育クラウドプラットフォーム 参考調達仕様」では、特定非営利活動法人日本セキュリティ監査協会

（JASA）主導のクラウドセキュリティ推進協議会でとりまとめられた基本リスクをもとに、必要な要件
が以下のように整理されています。

▼	調達仕様書におけるセキュリティ要件

必須

・インターネット網での通信において、暗号化を行うこと
・�インターネット、フロントエンド、バックエンドの各セグメント間の通信に関し、設定されたポリシーに
応じて制御すること
・パスワード情報はハッシュ化などを行い格納すること
・パスワードポリシーを定め適用すること
・不正なプログラムを検知し、駆除、削除、隔離等の対応を行うこと
・バックエンドの全てのサーバーのバックアップを取得し、世代管理を行うこと
・定期的なシステム監査を実施すること

推奨

・�外部からの内部に対して侵入を試みる通信を監視し、不正な通信が確認された場合は管理者に通知するこ
とが望ましい
・�Webアプリケーションに対して侵入を試みる通信を監視し、不正な通信が確認された場合は管理者に通
知することが望ましい
・�システム領域とデータ領域を分けて取得し、柔軟な復旧が可能な状態にすることが望ましい

④	教材コンテンツの要件
クラウド上で配信される教材の種類は、ドリルや動画など多岐にわたります。Webブラウザーで提供

されるので、OSを問わず利用することが可能です。
ただ、Web等の技術は日々更新されます。選択した教材コンテンツが、利用する環境で正常に動作す

るかを試用のうえ確認しておくことが望まれます。
また、障害のある人でも使いやすいように設計されているかどうかは、Webアクセシビリティに関す

るガイドラインである「Web Contents Accessibility Guideline 2.0」を参照することにより確認でき
ます。

▼	調達仕様書における教材コンテンツにかかる要件

必須 ・HTML5などOSやWebブラウザーに依存しない方式を用いること

推奨
・�利用環境のOSやブラウザーに対し、機種依存や利用環境の影響を踏まえ、動作検証を行うことが望ましい
・�W3Cで規定されている「Web Contents Accessibility Guideline 2.0」を参照し、アクセシビリティ
に関する配慮を行うことが望ましい
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調達段階3
Process

調達は入札を経て行われることが一般的ですが、様々な形態が存在します。調達段階に入る前に詰め
ておくべき点を含め、留意事項を説明します。

	 1	 予算を確保する

①	多様な財源の活用
政府は、「教育の IT 化に向けた環境整備 4か年計画（2014〜 2017年度）」に基づき、単年度 1,678 億

円（総額 6,712 億円）の地方財政措置を講じており、まずはこれを十分に活用することが必要です。
また、防災の観点から避難所・避難場所に指定されている学校等については、体育館、グラウンドや、

移動制約者に配慮して特別教室等（普通教室を除く）へのWi-Fi 設備の整備が、総務省「公衆無線 LAN
環境整備支援事業」の補助対象となっています。
この他、ふるさと納税を活用してタブレット等を整備した例（長野県喬木村、長崎県平戸市等）や、国

の実証事業、財団の助成、事業者の実証研究等により ICT環境の充実を図った例もあります。Webサイ
ト（122ページ参照）には、各種事業の公募情報等も掲載されていますので、随時チェックしてみましょう。

	事例紹介：ふるさと納税等多様な財源を活用した事例

北海道遠別町では、農業高校の ICT環境整備に関して、ふるさと納税やクラウドファンディングを活用し、全
国から集まった資金を活用しています。

長野県喬木村では、①文部科学省実証事業に公募、②喬木村ふるさと納税を活用、③地方創生交付金を活用、
④文部科学省補正補助事業の活用申請、という4つの財源により ICT環境の整備を進めてきました。

岡山県倉敷市では、防災予算も活用しながら、学校 ICT環境の整備を進めてきました。

➡詳しくは 114ページ（北海道遠別町）、116ページ（長野県喬木村）、68 ページ（岡山県倉敷市）へ

	 2	 調達方法と事業者を決定する

①	調達方法の選定
教育クラウドサービス等と合わせてネットワークや ICT 機器等を導入するなど、調達対象が広範囲に

わたる可能性があります。その際、それぞれを個別に調達する分離調達よりも、全体をとりまとめて調
達する一括調達の方が、導入事業者が一本化されるため、全体最適を図ることができ、その後の管理や
障害対応も円滑に行われることが期待できます。
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一方、一括調達には下記②のとおりデメリットも想定されますので、それぞれの方式の特徴をよく理
解したうえで調達手続きに臨む必要があります。

②	コストを減らす工夫
クラウドの導入自体、コスト削減効果が期待できます。その他の工夫の例を以下に示しますが、デメリッ

トもありますので、ICT環境整備の目的等に応じて十分な検討が必要です。

▼	コスト削減の工夫例

工夫例 説明 想定される主なデメリット

使う機器を減らす

・1クラス分の端末だけ用意して交代で使う ・�複数クラスで同時に活用したい場合に対応
できない

・�Wi-Fi を全教室に敷設せず、移動式のWi-Fi
アクセスポイントを使う

・�アクセスポイントを起動する手間や時間等
がかかる

・�Wi-Fi を全教室に敷設せず、セルラーモデ
ルやモバイルルーターを使う

・�利用状況等により、コスト負担（通信料金）
が大きくなる恐れがある

調達方法を変える
・共同調達とする（146ページ参照） ・他の自治体と足並みを揃える必要がある

・サービス調達とする（146ページ参照） ・�契約条件を確認し、どの程度のコストダウ
ンになるかを把握する必要がある

▼	調達範囲による区分

区分 概要 メリット デメリット

一括調達

ネットワークや、
ICT機器、教材コ
ンテンツ等を全
て一括で調達す
る

・�導入事業者の窓口が明確で、トラブル
時等の発注者側の負荷が軽減できる
・�端末、ネットワーク、教材コンテンツ、
セキュリティ対策等、様々な要素に関
し全体最適を図ることができる

・�専門でない業者や、施行能力に劣る業
者が落札する可能性がある
・�ICT 環境の機能追加や規模拡大の際、
既存の導入事業者に依存せざるを得な
くなる可能性がある

分離調達

ネットワークや、
ICT 機 器、教材
コンテンツ等の
パートに切り分
けて調達する

・�各パートで専門家が対応するため、品
質の向上につながる
・�端末、ネットワーク、教材コンテンツ、
セキュリティ対策等の要素ごとに競争
原理を働かせることができる

・�発注者側がトラブル時の切り分けを行
う必要があり、ネットワークトラブル
等、特に切り分けが難しい場合に責任
の所在があいまいになりやすい
・�全体を踏まえ、各要素の仕様を作成す
る必要があり、専門的な知識が必要と
なる

	複数の選定方式の組み合わせ

セルラーモデルの導入にあたり、学校や家庭等の多様な環境で確実に電波が届くかどうかを最大の論点とし、
「決められた期間中、必要な通信を担保すること」を最重要視して携帯電話等の通信事業者をプロポーザル方式
で選定した自治体もあります。その際、基地局から端末まで確実に電波を送受信する工夫を大きな評価ポイン
トとしました。
なお、端末本体については、上記プロポーザルの提案項目の一つとして評価を行い、選定された端末の他、
周辺機器を含めて指名競争入札を行いました。
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	サブスクリプション方式による調達

熊本県宇土市では、小学校全校（7校）の ICT環境の整備にあたり、端末調達、Wi-Fi 構築、トラブルサポート（オ
ンサイト対応を含む）、導入端末の修理費用、予備機の準備等を含め、これらにかかる導入経費等を全て含めて
サービス使用料と考え、月額で使用料を支払う形で導入事業者と契約を行いました（サブスクリプション方式）。
特定期間内の使用権に対して対価を支払うため、買い取りのように自治体が資産を持つことがなく、端末数や
ライセンス数を管理する必要がないため、管理業務の負荷軽減にも寄与しています。
また、月額で支払うという意味ではリースやレンタル契約と同様ですが、リース料率が加算されないため、
コストの削減にもつながります。さらに、導入事業者が端末やサービス等全ての窓口として一本化されるため、
障害時の切り分けが不要となるという利点もあります。

③	事業者の選定
調達範囲による区分に加えて、事業者の選定においても随意契約と競争入札の形態があります。

▼	事業者選定の形態

形態 概要 例

随意契約
調達のプロセスにやや透明性を欠き、契約金額が高くなる傾向がある反
面、スケジュールや事業者の選定方法の自由度が比較的高く、緊急時の
調達に適している

単独随意契約、
プロポーザル方式 等

競争入札
透明性の高い調達方式であり、事業者間の競争を促すことで契約金額を
低減させることも可能。ただ、調達スケジュール及び手続きに制約があり、
調達側にもノウハウが必要

総合評価落札方式、
一般競争入札、指名競争
入札 等

最近では、ICTの活用方策について提案を求める入札形態も増えつつあります。教育委員会、学校、地
域の現状等を踏まえ、最適な事業者選定方法を検討することが求められます。

	価格偏重にならないための工夫

価格偏重にならないため、公募型プロポーザル方式を採用した自治体もあります。
そこでは、あらかじめ評価項目を設定し、その重みづけを点数化しています。金額も評価項目の一つとして
いますが、金額の評価が全体に占める割合を 2割以下となるようにする形で、価格偏重にならない工夫がされ
ています。
その他の評価項目としては、「保守運用体制」、「導入プロジェクト推進体制」、「当該自治体のコンセプトとの
整合性」、「事業者の規模や信頼性」がありますが、想定する環境を確実に実現、維持するため、「導入プロジェ
クト推進体制」、「保守運用体制」を最も重視して配点を設定しています。

なお、クラウドを中心とした ICT 環境の整備に関し、近年、サービス調達や共同調達といった調達形
態に期待が寄せられています。いずれもコスト面で注目されており、具体的な事例の積み上げが望まれ
ます。
サービス調達とは、ハードウェアやアプリケーションを全て包含したサービスに対して、「サービス使

用料」を月額で支払う調達形態で、リースや買い取りと異なり、自治体が期間を自由に設定することが
できます。これにより、変更や追加が行いやすいことや、単年度に財政負担が集中することを避けるこ
とができるなど、クラウドサービスを導入する際の調達形態として大きなメリットがあります。
また、共同調達とは、各自治体が共同して行う調達形態のことで、例えば中学校 1校、小学校 1校の
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ような小規模自治体でも、他自治体と連携することでスケールメリットを出すことができます。
反面、自治体間の連携体制の構築や、利用者情報の登録・更新等の維持管理に関する業務や、運用ルー

ル等の統一化が求められます。
サービス調達、共同調達ともに、自治体事務において導入事例が出てきています。首長部局の情報部

門等とも連携しつつ、先行事例も参考にしながら適切な調達形態を選択することが重要です。

	 3	 サービスレベル契約（SLA）を締結する
サービスレベル契約（SLA9／ Service Level Agreement）とは、クラウドで提供されるサービスの内

容（教材コンテンツの内容や利用時間帯、利用範囲等）や、クラウドサービス事業者が順守すべき事項（セ
キュリティ対策や保守管理、対応状況の報告、データバックアップの保証等）などの品質をサービスレ
ベルとして定量的に定め、その内容をあらかじめクラウドサービス事業者と利用者で合意する契約のこ
とをいいます。
端末や電子黒板等の ICT 機器と異なり、サービス品質は目に見えない場合が多く、クラウドサービス

事業者と利用者の間での品質イメージの「ずれ」が生じる可能性があります。SLAを締結することで、サー
ビスを利用する教育委員会や学校現場からすると、期待するサービス内容と現実の「ずれ」を極力抑え、
想定していた ICT 活用を図ることができますし、クラウドサービス事業者にとっては、あらかじめ定義
されたサービス品質以上のものを要求されることを防ぐことができます。
SLA は契約書に含める場合と、サービスレベル合意書として契約書とは別に用意する場合があります

が、いずれにしても個々の状況に応じ、各自治体の既存業務との整合性も加味して検討のうえ、締結す
る必要があります。SLAを構成する要素は以下のとおりです。

▼	SLA の構成要素

構成要素 概要

対象サービスとサービスメニュー、要件 SLAの対象となるサービスとそのサービス内容と要件

サービスの利用料金 サービス提供を受けた時の利用料金の計算方法

SLA評価項目 対象サービスのサービスレベルを評価する項目

SLA評価項目（設定値）
サービス品質を維持するため最低限守るべき品質値（保証値）と目標と
する品質値（目標値）がある
（注）測定できない項目は SLA評価項目とはできない

SLA評価項目の測定方法 SLA評価項目（設定値）を測定するための方法

利用料金の減額（ペナルティ） SLA評価項目（設定値）を守れなかった場合の減額金等の計算方法等

利用者側の義務 SLA評価項目（設定値）を保証するために利用者側で実施すべき義務

免責事項 SLA評価項目（設定値）の実績を算出する場合に免責される事項

運営ルール 利用者とASP・SaaS 事業者の間の報告・連絡等のルール及び体制

※「地方公共団体におけるASP・SaaS 導入活用ガイドライン」（2010年総務省）より抜粋

9	 「情報システムに係る政府調達への SLA導入ガイドライン」（2004 年 3月独立行政法人情報処理推進機構）では、SLAは「IT サービスの提供者と
委託者との間で、IT サービスの契約を締結する際に、提供するサービスの範囲・内容及び前提となる諸事項を踏まえた上で、サービスの品質に対す
る要求水準を規定するとともに、規定した内容が適正に実現されるための運営ルールを両者の合意として明文化したもの。」と定義されています。
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運用段階4
Process

教育クラウドサービスや、その活用の前提となるネットワークや ICT 機器の運用も含め、運用段階ま
でに整理しておくべき事項を説明します。

	 1	 運用体制を整備する

①	運用のための人的体制
教育クラウドサービス等の ICT 活用を推進するためには、学校内に委員会を設けるなど、推進体制を

確立する必要があります。

▼	学校内における ICT活用の推進体制例

担当者 役割

学校

校長 ・クラウドを中心とした教育 ICT環境や活用に関する方針の決定
・運用ルールの承認、管理責任

情報担当・管理者
・クラウドを中心とした教育 ICT環境の維持・管理
・ICT活用の推進
・運用ルールの策定・推進

各教員 ・授業における教育クラウドサービス等の活用
・運用ルールに沿った運用

ICT支援員 ・授業における教育クラウドサービス等の活用支援・操作支援
・クラウドを中心とした教育 ICT環境の維持・管理への協力
・ICT機器等にかかる修理・保守、問い合わせ対応（契約内容による）保守業者

一方、校内組織だけでは情報担当教員の負担が大きくなりがちです。情報担当教員が機器トラブルや
個別の問い合わせ等に忙殺されてしまうと、教育面での活用は進みません。
そのため、ICT支援員やヘルプデスクを設けたり、地域ボランティアを確保したりするケースが見られ

ます。

	事例紹介：推進リーダー、ICT支援員、ヘルプデスク現地員の体制を構築した事例（佐賀県）

佐賀県では校長が任命する推進リーダーが各校に1人配置されています。各校における ICT活用は、推進リー
ダーと校長、各校に1人配備された ICT支援員が連携しながら進めてきました。
その他に、各校に1人ヘルプデスク現地員が保守運用を担当しています。	

	 ➡詳しくは 96ページへ

②	ICT 支援員とは
ICT の活用を推進するにあたり、授業での活用や操作・設定のサポートを行う専門家として、ICT支援

員を配置することがあります。
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ICT 支援員の業務例を以下に示します。なお、ICT支援員の業務については地域や学校の状況等により
異なるため、適切な業務内容をあらかじめ検討しておく必要があります。

▼	ICT 支援員の業務例

活動 内容

授業支援

授業前支援
・授業で使用する機器の準備や動作確認を行う
・�授業における教育クラウドサービス等の活用方法について、教員と打ち合
わせを行う

授業中支援
・操作の補助や、授業の流れに応じた操作を行う
・操作に戸惑っている児童生徒がいないか確認し、支援する
・軽微な不具合が生じた場合に復旧対応を行う

授業後支援 ・発生した不具合について、必要に応じて問い合わせを行いながら対応する
・効果的な機器の操作方法等について教員に説明し、改善につなげる

教材作成
支援 教材作成・共有

・教員の要望に対して、機器やコンテンツを紹介し、活用場面の提案を行う
・教員の要望に応じて教材作成の支援を行う
・授業事例や自作教材の共有を行う

研修 教員研修の実施 ・教材コンテンツの利用方法や活用事例を共有する
・ICT機器の利用方法や使用上の注意事項を説明する

ICT 環境
管理

機器確認 ・校内の ICT機器の充電状況や不具合等について確認する
・機器の設定変更を行う

マニュアル作成 ・�教員や児童生徒が円滑に使用できるように、操作方法をわかりやすく記し
たマニュアルを作成する

事業者への問い合わせ ・事業者等に問い合わせや不具合報告を行う

システム管理、
アカウント管理

・ICT機器やネットワークの管理を行う
・ID及びパスワードの追加や年次更新を行う

その他
報告業務 ・活用事例や発生した不具合等について日報などで教育委員会等に報告する

情報収集 ・他の ICT支援員等との情報交換を行う

a 	ICT 支援員の配置
ICT 支援員の配置状況は自治体によって様々で、1校につき 1人の ICT 支援員が常駐する方法や、複

数の学校を巡回する方法があります。また、各 ICT 支援員が円滑に業務を行えるように、教育センター
に ICT 支援員のリーダーが常駐し、必要な調整や
支援を行う例もあります。ICT 支援員が常駐する
と教職員の負担が軽減されますが、反面、コスト
が大きくなります。
ICT 支援員に求める業務やコストとのバランス

を勘案して、必要人数や運用方法を検討すること
が必要です。

▲	活躍する ICT支援員
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	ICT 支援員に求められる能力

ICT 支援員には、ICT に関する知識、授業における教材コンテンツの活用に関する知識、コミュニケーショ
ン能力等、多岐にわたる知識や能力が必要となります。
これらを認定するものとして、「教育情報化コーディネータ」や「ICT支援員能力認定試験」があります。
また、ICT支援員の派遣委託先の選定にあたっては、選定先の事業者が必要な知識や能力に関する教育プロ
グラムを実施しているかを重視しているケースが多く存在します。

	事例紹介：ICT 支援員をUターンで雇用した事例（高知県大川村）

高知県大川村では、東京の ICT企業に勤務していた地元出身者を ICT支援員として雇用し、ICTの活用を進め
ています。

	 ➡詳しくは 77ページへ

	事例紹介：担任と ICT支援員がチームティーチングで取組む事例（柏市）

柏市ではプログラミング教育の実施にあたり、授業計画は教育委員会が作成し、IT教育支援アドバイザーと担
任がチームで授業を実施しています。
両者の役割分担は、Scratch や機器の使い方などを IT教育支援アドバイザーが、協働学習の進め方などは担
任が行う形で設定されています。	

	 ➡詳しくは 36ページへ

③	運用ルールの確立
ICT を適正かつ効率的に活用していくためには、運用開始前にルールを確立し、運用状況に応じて適時

に改定していくことが必要です。

▼	運用ルール例

分類 項目

全体 ・�運用ルールの改定や周知の方法を定める
  （例：情報担当者が校長の了承を得たうえで運用原則を定め、関係者に回覧する等）

情報端末

・�誰がどの情報端末を利用できるか定める
  （例：利用者番号を情報端末に貼り、その番号の利用者が情報端末を使用する等）
・�利用可能時間帯を定める
  （例：授業時間以外の利用は許可しない。放課後に保管庫を施錠する時間帯を決める等）
・充電を行うタイミング等を定める
・�校外に持ち出す際の手続きを定める
  （例：利用台帳に書き込んで、持ち出し前後に情報端末の台数を確認する等）
・�OSやアプリケーションのアップデート手順を定める
  （例：充電保管庫に入れたままMDMツールでアップデートする等）

ネットワーク
・�ネットワーク設定の手順を定める
  �（例：ネットワークに接続する情報端末を追加する場合、誰がどのように設定するか等の手続き
を定める）

教育クラウド
サービス等

・コンテンツの利用を開始したい場合の手順を定める
・利用可能時間帯を定める
・アカウントの管理方法について定める
・�アカウントや使い方について児童生徒に説明する内容を定める
  （例：他人のアカウントを使わない。自分で撮影した写真しか使わない等）
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なお、運用ルールの策定に際し、児童生徒にも望ましいルールのあり方を考えさせ、自主性の向上等
を図っている例も見られます。

④	運用マニュアルの整備
教育クラウドサービス等やネットワーク、ICT 機器について、マニュアルを一元化しておくことで、

スムーズな導入や運用が期待できます。また、トラブル時の連絡先や重要な注意事項については、マニュ
アルに記載する他に、ICT機器の目立つところにシール等で明示するといった工夫も有効です。

⑤	教員への研修
教育クラウドサービス等の導入にあたって、導入段階や活用計画等に応じて各種の教員研修が必要に

なります。
例えば導入初期には、教材コンテンツの機能把握や活用イメージの共有等を目的とした研修を行いま

す。その際、機能や操作方法だけでなく、導入の前提となったビジョンや授業の中での具体的な使い方
を紹介することで、活用が進むことが期待できます。

▼	ICT 活用に関する教員研修の対象と内容例

主な対象 内容

全教員 ICT機器や教材コンテンツの機能・操作方法紹介、運用ルールの説明を行う

ICTを苦手としている教員 最初は、拡大提示器や電子黒板等の比較的操作が容易な ICT 機器を中心に研修を行
い、徐々に教育クラウドサービス等の活用を意識づける

新任及び転勤してきた教員
学校に整備されているクラウドを中心とした教育 ICT 環境について把握できるよう、
早期に研修を行う。また、当該学校での具体的な活用方法がイメージできるよう、
事例を中心に研修を行う

	事例紹介：ミドルリーダーとなる「エバンジェリスト」を育成している事例（古河市）

古河市では ICT支援員を導入せず、「エバンジェリスト」制度においてミドルリーダーとなる教員を育成して
います。エバンジェリストは各学校で ICT機器を活用した教育を実践するとともに、他の教員への助言や校内
研修などを行い、ICT活用のノウハウや有効性を周りに「伝導」していきます。

	 ➡詳しくは 104ページへ

	事例紹介：3 段階の研修によって教員の ICT活用を支援している事例（岐阜市）

第 1段階として、ICT に関心・熱意のある教員（61人）に対して、民間 ICT 支援員や市の教育委員会によ
る研修を実施。第 2段階として、各校 1人の情報主任者に対して事業者と連携して研修を実施、最終的には情
報主任者やタブレット提供企業により全教員を対象にした研修を実施しました。

	 ➡詳しくは 30ページへ

⑥	メンテナンス時等の対応確認
教育クラウドサービス等を利用する際には、メンテナンス時の対応を事前に整理しておくことが重要

です。
例えば、通常のクラウドサービスのメンテナンスは、夜間や土日に行われることが多いため、土曜
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授業や持ち帰り学習等を行う場合には、留意が必要です。
さらに、緊急でメンテナンスが必要となり、クラウドサービスが利用できなくなる場合も想定されます。

そのため、サービスの復旧までの想定時間を契約で定めたり、利用できない場合の周知や対応をどのよ
うに行うかをあらかじめ決めておいたりすることが必要です。

	 2	 障害時の対策を検討する
教育クラウドサービスの障害に関する対応については、原則として提供元の事業者の責任範囲となり

ます。しかし、教材コンテンツが使えなくなった場合に授業をどのように進めるか、事業者への連絡を
どのような体制で行うかといったことは教育委員会や学校側で考えておかなければなりません。また、
ネットワークや ICT 機器とあわせて考えた時に、障害発生箇所を切り分けて適切な事業者に問い合わせ
を行う必要があるため、学校側としての検討・連絡体制の確立やマニュアルの整備等が必要となります。

①	連絡体制の確立
「教育クラウドサービスにログインできない」など、各種のトラブルから速やかに復旧し、再発防止を
図るには、連絡体制をあらかじめ決めておくことが必要です。
連絡体制の確立のために考慮すべき項目の例を、以下に示します。

●	利用している教材コンテンツの問い合わせ先の整理
●	故障や不具合が発生した時の連絡フロー（誰が、どこに、どのような手段で連絡するのか等）
●	ネットワークやICT機器に関する保守サービス内容（オンサイト保守 10や故障交換等、対応範囲の整理）

②	トラブル対応の手順（マニュアル）の準備
実際に発生するトラブルには、操作ミスや多数の情報端末の一斉アクセスのために表示が遅くなった

等、障害が原因ではないものもあります。
そのようなトラブルが頻繁に発生する場合は、中長期的に技術的な対策をとることも考えられますが、

短期的には対処手順を記載したマニュアルに基づいて教員自身が対応することで、授業を継続すること
ができます。マニュアルは、1回作って終わりではなく、実際の運用状況に基づいてタイムリーに更新す
ることが求められます。

③	一次受付窓口（ヘルプデスク）の設置
トラブルによっては、アプリケーション、情報端末、ネットワーク機器、通信回線等、いずれに原因

があるかの判断が極めて難しい場合もありますし、原因により問い合わせ先が異なる場合もあります。
そのような場合に備え、一次窓口としてヘルプデスクを設置する方法があります。トラブル時には、原
因がどこにあるかに関わらず問い合わせができます。
ヘルプデスクは一般に、学校からの問い合わせを受けて、その場で回答できるものについては回答す

るとともに、必要に応じてエンジニアやメーカーへ再問い合わせ（エスカレーション）を行い、解決に
あたります。また、問い合わせの件数や障害の発生状況を管理することで、システム更新時への反映や
障害の再発防止に役立てることも期待できます。

10	オンサイト保守とは、エンジニアが学校等に訪問し、その場で対応する保守のことをいいます。
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そのため、ヘルプデスクの導入に際しては、問い合わせ受付時間や費用の他、問い合わせ状況の報告
レポートの提出を求めることについても検討しておくことが必要です。

	事例紹介：ヘルプデスクの運用状況の例

総務省で 2014 〜 2016 年度の 3年間に実証した「教育クラウドプラット
フォーム」のヘルプデスクへの照合件数（1校あたり月平均）は以下のとおり、
年々減少していきました。学校現場の習熟やマニュアルの充実等が照会件数の
減少要因と考えられています。

0.25

0.20

0.15

0.10

0.05

0
2014 年

0.22 回

2015年 2016年

0.05 回
0.08 回

	

	事例紹介：情報システムセンターに受付窓口を設置している事例

聖徳学園中学・高等学校では、情報システムセンターに２人体制でヘルプデスクを設置しています。
ネットワーク機器の不良や、プロジェクターランプの交換などは障害発生から平均 20分で回復させる体制を
敷き、即時の復旧が難しい障害は 2時間での回復を目指しています。

	 3	 情報セキュリティ対策を講じる

①	リスクと対策の確認
教育クラウドサービス等については、インターネットに接続して用いることを前提に、しっかりと情

報セキュリティ対策を講じる必要があります。
総務省では、教育クラウドプラットフォーム事業者等に対する「セキュリティ要件ガイドブック」11等

を作成しています。教育委員会や学校等においては、事業者がこれらを順守しているかどうか確認する
とともに、次ページ以降に示す「教育情報セキュリティのための緊急提言」や「情報セキュリティに関
するリスクと対応例」等を参照しつつ、地域の実情等を踏まえながら、情報セキュリティの確保に万全
を期する必要があります。なお、教育ネットワーク情報セキュリティ推進委員会（ISEN）のホームペー
ジ「学校情報セキュリティお役立ちWeb12」では、発生した事故や対応等の情報が紹介されていますので、
適宜参照されるとよいでしょう。

	事例紹介：不正アクセス事案を契機に、セキュリティ対策を改善した事例（佐賀県）

佐賀県では、運用面での人的ミスやリテラシー不足などにより校内サーバー等への不正アクセス事案が発生
しました。
これを受けて、設置したセキュリティ対策検討委員会の提言に基づき、「佐賀県学校教育ネットワークセキュ
リティ対策実施計画」を作成し、技術的な対策に加え、運用ルールの強化や情報セキュリティを含めた情報モ
ラル教育をより一層充実させるとしています。

	 ➡詳しくは 96ページへ

11	 http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/kyouiku_joho-ka/sendou.html
12	 学校情報セキュリティお役立ちWeb 今日もワンステップ！　http://school-security.jp/
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	教育情報セキュリティのための緊急提言

前ページ記載の不正アクセス事案を踏まえ、文部科学省の「2020年代に向けた教育の情報化に関する懇談会」
で下記の提言が取りまとめられました。

教育情報セキュリティのための緊急提言

各教育委員会・学校において、システムの脆弱性に関する事項を中心に、以下の対応を
緊急に行うべきことを提言する。

１．情報セキュリティを確保するため、校務系システムと学習系システムは論理的又は
物理的に分離し、児童生徒側から校務用データが見えないようにすることを徹底する
こと。

２．児童生徒が利用することが前提とされている学習系システムには、個人情報を含む
情報の格納は原則禁止とし、個人情報をやむを得ず格納する場合には、暗号化等の保
護措置を講じること。

３．各学校において情報セキュリティの専門家を配置することが困難な現状を踏まえれ
ば、重要な個人情報を扱う校務系システムは、教育委員会が管理もしくは委託するセ
キュリティ要件を満たしたデータセンター（クラウド利用を含む）で一元的に管理す
ること。

４．校務系ならびに学習系システムにおいても、教職員や児童生徒の負担増にならない
よう配慮しつつ、二要素認証の導入など認証の強化を図ること。

５．セキュリティチェックの徹底の観点から、システム構築時及び定期的な監査を実施
すること。

６．セキュリティポリシーについて、実効的な内容及び運用となっているか検証を行う
こと。その際、アクセスログの６か月以上保存、デフォルトパスワードの変更等につ
いて確認すること。

７．教職員の情報セキュリティ意識の向上を図るため、全学校・全教職員に対する実践
的な研修を実施すること。

８．情報セキュリティの強化の観点から、教育委員会事務局への情報システムを専門と
する課・係の設置や首長部局の情報システム担当との連携強化等、教育委員会事務局
の体制を強化すること。

「2020 年代に向けた教育の情報化に関する懇談会」
第５回（平成 28 年 7 月 28 日）において取りまとめ
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▼	情報セキュリティに関するリスクと対策例

項目 リスク 対策例

物
理
的

校舎内で端末等の盗難が起こる恐れがある ・放課後、充電保管庫を施錠する
・警備会社等による警備を強化する

学校外で端末等の盗難・置き忘れが起こる恐れ
がある

・身体にかけられる専用持ち出し袋を使う
・貸し出し手続きを決め、意識づけする

端末等の盗難・置き忘れにより、不正利用され
る恐れがある

・ログイン認証を行う
・MDMツールで位置情報の確認を行えるようにする
・遠隔操作で、ロック・削除を行えるようにする

人
的

情報の持ち出しやソーシャルエンジニアリング
が起こる恐れがある ・情報の取り扱いルールを徹底する

公共の場での閲覧によりショルダーハッキング
される恐れがある

・�他者が画面を覗き見ることができる場所で、重要な情報
を閲覧しないことを徹底する

ウ
イ
ル
ス
感
染

ウイルスに感染する恐れがある
・ウイルス対策システムを導入する
・�ウイルス対策状況（OSやウイルス定義ファイルのバー
ジョン等）を確認できるツールを導入する

端末に接続されたUSBメモリ等からウイルス
に感染する恐れがある

・�許可されたUSBメモリ以外の使用を禁止する（感染ルー
トを減らす）

フリーソフトからウイルスに感染する恐れがある ・フリーソフトの利用を制限する

Webサイトやメールからウイルスに感染する
恐れがある ・メールの添付ファイルやURLに注意する旨の研修を行う

不
正
接
続
・
不
正
侵
入

サーバーや共有フォルダに不正アクセスされる
恐れがある ・各データへのアクセス権限を適切に設定する

外部から、校内ネットワークに不正アクセスさ
れる恐れがある ・ファイアウォールや侵入検知システムを導入する

外部から、Wi-Fi に不正アクセスされる恐れが
ある ・�許可された端末以外、Wi-Fi に接続できないようにする

ネットワーク上の情報が盗聴される恐れがある ・通信の暗号化を行う

ネットワーク機器の脆弱性を狙って攻撃される
恐れがある ・脆弱性対策ファームウェアの適用を行う

事
業
者
関
連

クラウドサービスの脆弱性を狙って攻撃される
恐れがある ・OSやソフトウェアにセキュリティパッチの適用を行う

従業員により情報の持ち出しが起こる恐れがあ
る

・各データへのアクセス権限を適切に設定する
・保存データの暗号化を行う

児
童
生
徒

関
連

児童生徒が適切でないWebサイトを閲覧する
恐れがある ・フィルタリングの設定を行う

児童生徒が深夜等、過度に端末等を利用する恐
れがある

・決められた時間帯以外は端末を使えないよう設定を行う
・利用時間に関わるルールを徹底する
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②	適切な運用管理

a 	アカウントの適切な管理
教育クラウドサービス等を利用するうえで、アカウントの管理は極めて重要です。
クラウドサービスはインターネット経由で利用するため、アカウントがわかれば誰でもログインでき

てしまう可能性があり、教育委員会、学校が責任を持ってアカウント情報を管理する必要があります。
サービス利用開始時には、アカウントの登録をクラウドサービス事業者や ICT 支援員等に一括して依

頼することが一般的ですが、提供する情報については十分な検討が必要となります。アカウント情報に
は通常、児童生徒の名前等の個人情報が含まれ、それらをどのように管理するかは、それぞれの自治体
の個人情報保護条例等に従って事前に定めておく必要があります。
また、アカウントの追加・削除が必要になった場合、「教職員が追加する」、「ICT 支援員が教職員から

依頼を受けて追加する」、「教育委員会・学校がクラウドサービス事業者へ依頼する」等の対応が考えら
れますが、事前に誰が登録管理を行うのかを明確にしておくとともに、実際に作業を行う担当者のセキュ
リティ意識を高めておく必要があります。

	アカウントを管理する際の留意点

アカウント管理を ICT支援員に依頼するにあたっては、教職員と同程度のセキュリティ研修の受講を必須と
する例もあります。
この他、クラウドサービス上で取り扱うアカウント情報の管理についての詳細は、「情報セキュリティに関す
る手続きガイドブック13」をご参照ください。

特に年度末及び年度始めには、教員の転勤（転出・転入）や児童生徒の卒業・入学・進級等に伴い、
アカウントの変更作業が発生します。
アカウントに関する変更作業の項目例は以下のとおりです。

●	アカウントの追加・削除・変更
●	児童生徒の IDと担当教員の IDのグルーピングの変更
●	アカウントに対するアクセス権限の設定
●	児童生徒の写真や成果物の削除・移動
●	アカウントの増減に応じた教材コンテンツのライセンスの確認

なお、年度末及び年度始めには児童生徒数やクラス数の増減等により、アカウントに関する作業以外
に端末自体の移動等が必要な場合もあります。端末に関する変更作業の項目例は以下のとおりです。

▼	端末に関する作業項目例

項目 対応

端末の必要台数の準備 年度末及び年度始めにおける教員数や児童生徒数の増減を把握して、新たに必要となる
情報端末の数を確定する。その際、新しい情報端末の追加や既存端末の移動を検討する

動作確認 新しく追加した情報端末や移動した情報端末に必要な設定を行い、Webブラウザーで教
材コンテンツが正常に動作するか確認する

13	 情報セキュリティに関する手続きガイドブック　http://www.soumu.go.jp/main_content/000419798.pdf
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なお、教育クラウドサービスにおいては、通常、ログインに使用する ID・パスワードの管理を学校側
で実施できる機能が搭載されています。具体的には、一般的な表計算ソフトで作成したファイル（CSV14

形式）を登録する方式で登録や修正を行うことが一般的です。その際、児童生徒をクラスや教科単位で
グループ分けすることもできます。
なお、児童生徒は進級しても同じアカウントで教育クラウドサービスの機能を活用できるため、継続

した学習履歴の把握も可能となります。

b 	適正かつ円滑な認証
情報端末を利用開始する時、ポータルサイトを利用開始する時、各コンテンツを利用開始する時など、

それぞれの段階で認証が必要になる場合がありますが、各段階でアカウントの入力作業を行うのは利用
者にとって煩雑です。
シングルサインオン機能を有している教育クラウドプラットフォームを導入すれば、利用するコンテ

ンツを切り替えるたびに認証を行うことは不要になります。
ただし、一般のクラウドサービスを合わせて利用する場合には、個別のサービスごとに認証が必要と

なる場合があります。また、クラウドサービスへのログインとは別に、情報端末へのログイン時やネッ
トワークへの接続時に認証を必要とする場合も多く見られます。情報セキュリティ対策の観点から、教
職員や児童生徒の負担増にならないよう配慮しつつ、二要素認証 15の導入など認証の強化を図るとともに、
各段階における認証が適正かつ円滑に行われるよう、教職員や児童生徒に認証方法等を周知徹底してお
く必要があります。

▼	各種認証方法の例

認証方法 概要

教育クラウドサービスへ
のログイン

教育クラウドサービス上の教材コンテンツを利用する場合、一度のログインで各教材
コンテンツの認証が可能（シングルサインオン）

一般のクラウドサービス
へのログイン

教育クラウドサービスにシングルサインオンできない場合には、必要に応じ個別に ID
とパスワードの入力を行う

情報端末（OS）への
ログイン

情報端末のセキュリティ強化等を目的として、クラウドサービスへのログインの前に
OSへのログインを行うように設計する場合がある

情報端末のネットワーク
認証

ネットワーク接続時に認証を必要とすることで、特定の情報端末しか接続できないよ
うにする

c 	フィルタリングの導入
教育クラウドサービス等の活用により、児童生徒が自由に調べ学習等を行うことができる環境を構築

できますが、有害なWebサイト等を閲覧してしまう可能性も生じます。
児童生徒に対し、十分な情報モラル教育を行うとともに、有害なWebサイトを閲覧できないように、

フィルタリングの導入を検討する必要があります。方法としては、専用のWebブラウザーを利用する方
法や、ネットワーク機器で行う方法等があります。どの方式でどのようにフィルタリング設定を行うのか、
十分に検討しておく必要があります。

14	 Comma-Separated Values の略。ファイル形式の一つで、データ項目をカンマ（,）で区切って表記したものをいいます。
15	 二要素認証とは、二つ以上の種類の異なる要素を組み合わせて認証する方式です。従来の IDとパスワードを使った認証に対して、他の要素も加え

て認証を行います。

157

Process4：運用段階



事
例
編

手
順
編

▼	フィルタリングの方式

方法 内容

専用アプリケーション
（Webブラウザー）の利用

・�Webブラウザーに搭載されているフィルタリングを設定する。フィルタリン
グを行うクラウドサービスと連携したWebブラウザーもある
・アプリケーションのフィルタリング機能を利用する

フィルタリングサーバーの設置 ・�フィルタリングサーバーを経由してインターネットにアクセスすることで、
フィルタリングを一元管理する

ネットワーク事業者による対応 ・�ネットワーク事業者がフィルタリングのサービスを行っている場合、設定を
依頼する

その他 ・�教材コンテンツがフィルタリングの機能を有している場合、フィルタリング
の設定を行う

なお、フィルタリングの設定によっては、調べ学習等の際に必要な情報が検索できない場合があります。
フィルタリングの内容は随時見直し、教育活動に支障がないようにすることが必要です。
また、持ち帰り学習や校外学習の際には、学校内や教育センター等に設置したフィルタリングサーバー

を使用した運用ができなくなる場合があるため、注意が必要です。学校外からの接続にも対応したクラ
ウド型のフィルタリングサービスの利用も検討しておく必要があります。

d 	MDM（情報端末管理）ツールの導入
タブレット等の情報端末を導入することで、「いつでも、どこでも」活用できるクラウドの利点を最大

限活かすことが可能となります。一方で、情報端末を紛失した場合等に備えて、その管理方法について
あらかじめ検討しておく必要があります。
この場合、情報端末を安全かつ効率的に管理する方法として、MDMツールの利用が考えられます。
MDMツールを利用すると、情報端末を紛失した際に内部のデータを遠隔操作により消去できたり、

アプリケーションのインストール制限やWebフィルタリングの設定等を行ったりすることができます。
また、追加したいアプリケーションを一斉に配信したり、情報端末の設定情報をバックアップから復

元したりする機能や、利用者から特定のアイコンしか見られないようにする機能を有するものもありま
す。さらに、Webフィルタリング機能の設定により、21時以降はインターネットにアクセスできない
ようにする等の対応を図ることが可能なものもあります。
MDMツールの代表的な機能は以下のとおりです。なお、全てのツールが全ての機能を有しているわ

けではないため、利用にあたっては機能等の確認が必要です。

▼	MDMツールの主な機能と内容例

機能 内容

情報端末情報の取得 情報端末のハードウェア情報、ソフトウェア情報を収集する

リモートロック 紛失・盗難の際に、遠隔で情報端末の利用を制限する

リモートワイプ 紛失・盗難の際に、遠隔で情報端末のデータを消去する

位置情報の取得 紛失・盗難の際に、情報端末の位置情報を確認することができる

Webフィルタリング キーワードや特定のURL のリストに基づき、アクセス可能なWebサイトを制限する
ことができる

機能制限 アプリケーションのインストールを禁止したり、カメラを使用できないようにしたり
する等、情報端末の機能を制限することができる

アプリケーション配信 複数の情報端末に対して、アプリケーションを一括配信することができる
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MDMサービス

・情報端末情報の取得
・リモートワイプ
・Webフィルタリング
・アプリケーション配信

・リモートロック
・位置情報の取得
・機能制限
　　　　　　　など

自宅・持ち出し場所 紛失・盗難時 校 内

Webフィルタリングで
有害サイト等の閲覧を

禁止する
位置情報の取得

情報端末の管理

アプリケーション
一括配信

インストール制限

遠隔で
情報端末の利用を
制限・データの消去

不要な機能の制限

提示用パソコン

アクセスポイント

▲	MDMツールの活用イメージ

	 4	 個人情報保護条例・情報セキュリティポリシー等の対応を確認する
教育クラウドサービス等を利用するにあたり、教育委員会や学校が持つ情報をクラウドサービス事業

者のサーバー上に保存する場合が多くあります。
このような場合、事前に、クラウドサービス上で個人情報やその他の機微情報等、どのような情報を扱

おうとしているのかを整理し、既存法令等との関係性を確認しておく必要があります。
その際の確認項目の例を以下に示します。

●	クラウドサービス上で取り扱う情報資産（データ）の整理
●	自治体の個人情報保護条例等の確認
●	自治体情報セキュリティクラウドの利用を含む、自治体のネットワークポリシーの確認
●	自治体の情報セキュリティポリシーと学校の情報セキュリティポリシーとの整合性の確認
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①個人情報保護条例等への対応
クラウドサービスで個人情報を扱う場合、個人情報保護条例に規定された個人情報保護審査会等に諮

問し、審査を受ける必要があるという自治体もあります。
また、個人情報保護条例上、個人情報を「通信回線による電子計算組織の結合による外部提供をして

はならない」等の表現で、通信回線を通じた個人情報データの外部提供を制限する規定を設けている自
治体も多く存在します。
教育クラウドサービス等に情報を保存する場合も、「通信回線による電子計算組織の結合による外部提

供」等に該当するため、取り扱おうとする情報が個人情報である場合には、特に注意が必要となります。
このように、個人情報保護の観点からも、関連する法令を理解したうえで、これらに基づいて適切な

手続きをとることが重要です。
なお、詳細は「情報セキュリティに関する手続きガイドブック」に記載していますので、あわせてご

参照ください。

	事例紹介：規則の改正を自治体に働きかけた事例（京都府立清明高等学校）

京都府のセキュリティポリシーでは、クラウド上で個人情報を取り扱えないため、クラウドサービス上では
生徒は本名を出さないようにし、それぞれに割り当てられた番号で管理しています。
また、個人情報の取り扱いに関する規則が、クラウドを活用した ICT教育の現状に即したものとなるよう改
正を働きかけ、実現に至りました。

	 ➡詳しくは 52ページへ

②	情報セキュリティポリシーへの対応
情報セキュリティ対策の実効性を高め、その保有する情報の管理・運営を適切に行うため、「地方公共

団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライン」（2015年 3月改訂 総務省）16等を参考
に各自治体において、情報セキュリティポリシーの策定が進められてきました 17。
情報セキュリティポリシーとは、組織内の情報セキュリティを確保するための方針、体制、対策等を包

括的に定めた文書であり、一般的に「基本方針（学校現場での ICT環境全般の情報セキュリティ対策に関
する目的や原則を定めたもの）」、「対策基準（学校にある情報を
脅威から守るための具体的な対策基準を示したもの）」、「実施手
順（情報セキュリティ対策を実行するために、教職員が行動する
具体的な作業手順を示したもの）」の3層構造になっています 18。
教育委員会や学校においては、自治体の定める情報セキュリ

ティポリシーに従う場合や、自治体の定めるものとは別に独自
の情報セキュリティポリシーを策定している場合等、様々なケー
スがありますが、いずれにせよ、教育クラウドサービス等の利
用にあたっては、準拠すべき情報セキュリティポリシーとの整
合性を確保することが必要となります。

16	 http://www.soumu.go.jp/denshijiti/jyouhou_policy/
17	 2015 年度地方自治情報管理概要（地方公共団体における行政情報化の推進状況調査結果）によると都道府県では全団体、市区町村では 97.9％と

ほとんどの団体で情報セキュリティポリシーが策定されています。
	 http://www.soumu.go.jp/main_content/000405300.pdf
18	 教育の情報化に関する手引き（2010年 10月　文部科学省）
	 http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/1259413.htm

基本方針

対策手順

実施手順

▲	情報セキュリティポリシーの構造
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	事例紹介：クラウド活用に伴い、各校でセキュリティポリシーを作成した事例（和歌山市）

和歌山市ではクラウドの利用に伴い、情報セキュリティに関する研修を実施するとともに、中学校ごとに情
報セキュリティポリシーを作成しました。実施手順を各校で教職員に配布し、校内研修を行ったうえで運用を
開始しています。

	 ➡詳しくは 94ページへ

③	自治体のネットワークポリシーへの対応
総務省の「新たな自治体情報セキュリティ対策の抜本的強化に向けて」19では、

①�マイナンバー利用事務系では、端末からの情報持ち出し不可設定等を図り、住民情報流出を徹底して
防止すること

②�マイナンバーによる情報連携に活用される LGWAN 環境のセキュリティ確保に資するため、
LGWAN接続系とインターネット接続系を分割すること

③�都道府県と市区町村が協力して、自治体情報セキュリティクラウドを構築し、高度な情報セキュリティ
対策を講じること

との、3層からなる対策を講じることにより、早急に各自治体の情報セキュリティ対策の抜本的強化を図
ることをお願いしています。
これらのネットワークの見直しの流れにおいて、学校のネットワークをどう位置づけるかは自治体に

より異なります。広域ネットワーク等で学校に特化したネットワークを敷設しており、当面は情報セキュ
リティ対策も含め独立して進めるとしている場合と、自治体ネットワークのルールづくりや整備を進め
ており、学校もいずれ整合性をとりたいとしている場合があるようです。
一方、文部科学省では、児童生徒が学校のネットワークにアクセスするなどの学校の特性を踏まえ、

教育版の情報セキュリティポリシーのガイドライン策定に向けた検討を行っており、その動向にも注意
しつつ適切に対応していく必要があります。

④著作権等への対応

a 	著作権や肖像権等への配慮
写真等のインターネット上の素材を使う場合には、著作権を侵害しないよう注意する必要があります。

教育目的での利用が許可されている画像サービスの利用や、二次利用が許可されている教材コンテンツ
の使用、著作者に使用許諾を得る等、著作権への配慮が必要です。
また、児童生徒等の肖像権やプライバシーの保護にも配慮が求められます。

b 	情報端末状況の把握とライセンスの管理
セキュリティ対策を講じていても、情報端末に不正なプログラムが含まれたアプリケーションをイン

ストールしたり、危険なWebサイトにアクセスしたりすること等により、ウイルスへの感染や、情報
漏えい等が引き起こされる危険性は残ります。
利用にあたっての教育を徹底することはもちろんのこと、情報端末に不正なアプリケーションがイン

ストールされていないかを確認するとともに、インストールされている場合には駆除できるような仕組

19	 新たな自治体情報セキュリティ対策の抜本的強化に向けて 概要版（2015年 11月、総務省）
	 http://www.soumu.go.jp/main_content/000387560.pdf
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みを構築することが重要です。
また、アプリケーションのライセンス違反がないよう、学校や自治体で契約しているアプリケーショ

ンのライセンス数が適正か確認することも必要です。
このようなインストール状況やライセンス数を効率的に管理するため、ソフトウェア資産管理

（SAM20）システムで効率的に管理する方法があります。ソフトウェア資産管理システムはクラウドで提
供されているものも多く存在します。

20	 SAMとは、Software Asset Management の略で、ソフトウェア資産管理のことをいいます。
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検証段階5
Process

ICT 機器等を導入して実際に活用し始めると、様々な課題が見つかります。活用状況を検証のうえ、成
果と課題を明らかにし、絶えず改善を図っていくことが重要です。また、これらの検証結果を広く公開
していくことが望まれます。

	 1	 活用状況を把握・検証する

①活用状況の把握
紙の教材や、タブレットにインストールしてオフラインで用いる教材とは異なり、クラウド上の教材

では、校外での活用を含め、活用状況をリアルタイムで把握することができます。アンケートを行う場
合も、配布、提出、集計、分析等を自動で行うことができ、教職員の負担を軽減することが可能です。

②活用成果の検証
把握した活用状況を分析・検証し、成果と課題を明らかにしていきます。その際、大学等と連携し、

専門的な観点から検証を行うことも有効と考えられます。

	事例紹介：大学と連携して活用成果の検証を実施している事例（武雄市）

武雄市では連携する東洋大学に ICT を
活用した教育の検証を委託。
同大学が、児童、教職員、保護者、動画
作成事業者へのアンケートや学力調査など
を分析し、その効果や課題等について検証
し、報告書にとりまとめて広く公開。
同市では、報告書の内容を踏まえ、ICT
活用の改善、充実を図っています。

	 ➡詳しくは 18ページへ

H28 スマイル学習状況アンケート（小学 3・4年生用） 

!
このちょうさは、!スマイル学しゅうを!もっと!よくしていくためのものです。
自分が!当てはまると!思うものを!えらんでください。!きまった正かいは!あり
ません。!だれが!何をえらんだかは、!分からないようにしますので、!あん心
して!答えてください。!
!
設問 "#!あなたは「国語」の勉強が楽しいですか？!
１ 楽しい             ２ どちらかといえば、楽しい!
３ どちらかといえば、楽しくない  ４ 楽しくない!
!
設問 $#!あなたは「算数」の勉強が楽しいですか？!
１ 楽しい             ２ どちらかといえば、楽しい!
３ どちらかといえば、楽しくない  ４ 楽しくない!
!
設問 %#!あなたは「理科」の勉強が楽しいですか？!
１ 楽しい             ２ どちらかといえば、楽しい!
３ どちらかといえば、楽しくない  ４ 楽しくない!
!
設問 &#!あなたは「社会」の勉強が楽しいですか？!
１ 楽しい             ２ どちらかといえば、楽しい!
３ どちらかといえば、楽しくない  ４ 楽しくない!
!
設問 '#!学校の授業時間以外に、普段（月曜日から金曜日）、一日あたり、どれ
くらいの時間、勉強をしますか？（学習塾で勉強している時間や家庭教師

の先生に教わっている時間を含みます）!
１ %時間以上           ２ $時間以上、%時間より少ない!
３ "時間以上、$時間より少ない  ４ %(分以上、"時間より少ない!
５ %(分より少ない        ６ 全くしない!
!
設問 )#!土曜日や日曜日などが学校の休みの日に、一日あたり、どれくらいの
時間、勉強をしますか？（学習塾で勉強している時間や家庭教師の先生に

教わっている時間を含みます）!
１ &時間以上           ２ %時間以上、&時間より少ない!
３ $時間以上、%時間より少ない  ４ "時間以上、$時間より少ない!
５ "時間より少ない        ６ 全くしない!

児童・生徒対象アンケートの調査票!
小学校 %・&年生向け!
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	事例紹介：学力調査等のデータを活用している事例（箕面市）

箕面市では、エビデンスに基づく教育や教員の指導力向上、学校・学級経営の改善を進めるうえでの基礎資
料を得るため、「箕面子どもステップアップ調査」を実施しています。	

	 ➡詳しくは 42ページへ

	 2	 課題の改善を図る
検証結果によって明らかになった課題について、優先順位をつけ、確実に改善を図っていきます。

① ICT教育・運用面の改善
学校内・近隣校等における ICT教育の好事例を共有したり、ICTの運用面での留意事項を徹底したりす

るため、教員研修等を行います。その際、多忙な教職員が少しでも参加しやすいような工夫が望まれます。
以下に具体的な開催例を示します。

▼	ICT 活用に関する教員研修の開催例

研修形態 内容

ミニ研修会を開催 好事例が見つかったり、教員からの依頼があったりした場合に、職員室等で短い時間
で実施する

職員が集まる場を利用 職員会議などの場を利用して情報共有や留意事項の徹底等を行う

定期的な研修会の実施 他の会議等がない曜日に定期的に研修会を実施する

	事例紹介：�写真共有機能を活用して情報共有をしている事例（関西大学中等部・高等部）

関西大学中等部・高等部では、クラウドの写真共有機能を活用して授業実践等の情報を教員間で共有し、授
業の質的向上を図っています。	

	 ➡詳しくは 110ページへ

② ICT環境面の改善
ICTを活用していく中で、環境面で不具合が生じる場合があります。まずはその原因を明らかにしましょ

う。例えば「Wi-Fi が切れやすい」「コンテンツの表示が遅い」場合は帯域幅の不足や電波干渉の発生が、
「有害サイトに接続できてしまう」場合はフィルタリングの設定に問題があること等が考えられます。

課題の発生原因が推測できたら、続いてそれぞれの課題の緊急性を検討します。先に挙げた例なら「有
害サイトに接続できてしまう」は緊急性が高い課題です。また、「コンテンツの表示が遅い」は授業への
支障も考えられるので大きな問題ではありますが、緊急性の面ではそこまで高いとはいえません。
それぞれの課題の緊急性を検討した後に、納入業者などと相談して対策にかかる費用を概算し、緊急

性の高い課題から優先して対応していくことが適当です。学校や教育委員会で解決できない課題につい
ては、首長部局と連携し、対応していきます。
さらに、一定期間内における ICT 活用の成果と課題を踏まえ、教育振興基本計画の改定等の際にその

内容を反映し、次期における ICT 活用を一層充実し、よりアクティブ、アダプティブ、アシスティブな
学びへとつなげていくことが期待されます。
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用語集

B
ビーワイオーディー

YOD（Bring Your Own Device）
学校等において、個人所有の携帯端末（スマー

トフォンやタブレット）を持ち込んで、業務や学
習に利用すること。

H
エイチティーエムエルファイブ

TML5
Webページを記述するためのプログラミング

言語HTML の最新版（2017 年 3月現在）。Web
アプリケーションの開発によく用いられる。

I
アイシーティー

CT 支援員
学校において、ICT 機器を利用した授業や校務

をサポートする担当職員。教員免許は不要だが、
様々な能力認定試験が実施されている。

I
アイディー

D
ネットワーク上のサービスを利用するために必

要な名前（ユーザー名）のこと。基本的に、あら
かじめ設定したものを毎回使用する必要がある。

I
アイオーティー

oT（Internet of Things）
家電製品など、従来の情報端末以外の様々な機

器がインターネット接続機能を持つこと。「モノの
インターネット」などと訳される。

L
エルティーイー

TE
携帯電話で利用される高速通信規格のこと。

NTT ドコモは「Xi（クロッシィ）」、au とソフト
バンクは「4G LTE」という名称で提供している。

M
マック

AC アドレス
パソコンやスマートフォン、ルーターなど、ネッ

トワーク装置一つ一つに割り当てられた固有の番
号（16進表記）。機器の識別に用いられる。

M
エムディーエム

DM（Mobile Device Management）
スマートフォンやタブレット等を管理するため

のシステム。バックアップや紛失時の遠隔ロック、
データ配布などの機能を備える。

S
エスエーエム

AM（Software Asset Management）
「ソフトウェア資産管理」と訳される。ソフト
ウェアのライセンス（利用権）を、学校全体で一
括して管理すること、及びそのためのシステム。

W
ウェブ

eb C
コンテンツ

ontents A
アクセシビリティ

ccessibility G
ガイドライン

uideline 2.0
視覚障害や聴覚障害、運動障害など、様々な障

害を持つ人に対して、より使いやすいWebペー
ジを提供するためのデザインガイドライン。

W
ウェブ

eb フィルタリング
児童生徒等が、アダルトサイトや詐欺サイト等

の不適切なWebページにアクセスしないように、
Webブラウザーの接続先を制限する機能。

W
ウェブ

eb ブラウザー
Microsoft Edge（マイクロソフト）、Safari（アッ

プル）、Chrome（グーグル）といった、Webペー
ジを表示・利用するためのアプリケーション。

W
ワイファイ

i-Fi
Wi-Fi Allianceが策定した無線LAN規格の一つ。

国際標準規格での相互接続を認定するもの。使用
時は、対応端末とWi-Fi ルーター等の親機が必要。

アカウント
コンピュータやインターネット上のサービス等

にログインするための権利。一般的に、ユーザー
名（ID）とパスワードで構成される。

イントラネット
Webを始めとする、インターネットの標準的

な技術を利用して構築された、組織内ネットワー
ク。原則、インターネットには接続されない。

ウイルス（コンピューターウイルス）
パソコンやスマートフォンなどの情報機器に侵

入して、ユーザーの意図しない動作を実行させて
しまうソフトウェアの総称。
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オンサイト保守
機器が故障した場合に、導入した企業などの技

術者がユーザーのところに訪問して修理や交換と
いった作業を行うサービス。

サービスレベル契約 
（S
エスエルエー

LA：Service Level Agreement）
サービスを提供する側とユーザーとの間で結ば

れる、サービスの水準に関する合意。規定の水準
が満たされなかった場合の補償も規定される。

ショルダーハッキング
パスワードなどのログイン情報を盗み出すため

のテクニックの一つで、ログイン時のキーボード
を操作する手の動きを後ろから盗み見ること。

シングルサインオン
一度の ID・パスワード入力で、複数のサービス

を利用できるようにすること。複数のサービスそ
れぞれにログインする手間がかからない。

セキュリティパッチ
OSやアプリケーションにおける、セキュリティ

上の不具合を修正するためのプログラム。修正プ
ログラム、ホットフィックスなどとも呼ばれる。

ソーシャルエンジニアリング
人間の心理や行動における隙などにつけ込んで

パスワードなどログイン情報を盗み出すテクニッ
ク。「社会工学」とも呼ばれる。

タイムライン
SNS サービスなどで、自分自身を含むユーザー

からの投稿が表示される場所のこと。基本的に時
系列に沿って表示されるため、こう呼ばれる。

ネットワークポリシー
組織におけるネットワーク利用の規則を定めた

もの。ネットワークにおける利用可能なサービス、
範囲、ユーザー権限などが規定される。

ファームウェア
電子機器を動作させるための、基本的な制御プ

ログラム。OSより基礎的な処理を司るプログラ
ムで、機器によっては更新や書き換えも可能。

ファイアウォール
組織のネットワークを、インターネットなど外

部ネットワークから直接アクセスできないように
するプログラムや機器のこと。

フィルタリング
ネットワーク接続を制限するための仕組み。特

定の接続先にアクセスできないようにするブラッ
クリスト方式と、特定の接続先のみアクセス可能
なホワイトリスト方式に大別される。

リモートロック
スマートフォンなどを紛失した際に、情報漏え

いを防ぐために、遠隔操作で利用できなくするこ
と。携帯電話会社やMDMによって提供される。

リモートワイプ
スマートフォンなどを紛失した際に、情報漏え

いを防ぐため、遠隔操作で内部の情報を消去する
こと。携帯電話会社やMDMによって提供される。

暗号化
重要な情報を、直接読めない文字列などに変換

すること。インターネットにおける通信や、機密
データを保存する際に使用される。

帯域
通信に使われる周波数の幅のこと。帯域が広い

と多くの情報を送ることができ通信速度が速くな
ることから、ネットワークにおける「通信速度」
を意味する言葉としても使われる。

二要素認証
二つ以上の種類の異なる要素を組み合わせて認

証する方式。従来の ID とパスワードを使った認
証に対して、他の要素も加えて認証を行う。

無線 LAN
無線通信によるコンピューターのネットワーク

機能。Wi-Fi は、無線 LANの規格の一つ。
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・Android、Gmail、Google Chromeは、Google Inc.の商標または登録商標です。
・iOSは、Ciscoの米国およびその他の国における商標または登録商標であり、ライセンスに基づ

き使用されています。
・iPad、Safariは、Apple Inc.の商標です。iCloudは、Apple Inc.のサービスマークです。
・Windows、Internet Explorer、Microsoft Edgeは、米国Microsoft Corporationの米国及びその他

の国における登録商標です。
  そのほか、本ガイドブックに記載されている商品・サービス名は、各社の商標または登録商標です。

■本ガイドブックに登場する方の所属、説明資料のURL等は2017年3月時点のものです。
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